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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
（総合研究報告書） 

がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の提供に資する研究 
 

研究代表者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 
 

研究要旨 
【目的】本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援を提供するために環

境整備が不可欠であることから、以下 3 つの観点から検討し提言を行うことを目的とした。

１）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国のがん相談支援センター（以下、相談支援セ

ンター）における相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立する。２）医療環境の変化に対

応できる相談支援センターの地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能を充実させるが

ん専門相談員（以下、相談員）の教育・研修プログラムを開発・評価し、継続的かつ効果的・

効率的に実施するために必要な体制を策定する。3）相談支援センターの効果的な周知方法を

確立する。 
【方法】目的 1）の相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向けた検討では、（1）相談

支援内容の分析と分類のプログラム開発、（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証、（3）相談支援活動の見える化（ベンチマーク測定）に向けた検討を行った。また目

的 2）の教育・研修プログラムの開発・評価および実施に必要な体制や方策の検討では、地域

展開用の相談員向け研修の検討について 3 年間で、（1）情報支援のオンライン研修プログラ

ムの開発と準備、（2）地域展開に向けた研修の担い手の育成と研修実施を支える基盤整備に関

する検討、（3）研修受講による研修効果と研修運営フィージビリティに関する検討を行った。

また（4）相談員が求める教育・研修および（5）他スタッフの支援状況と相談支援センターの

活動に関する検討を行い、相談支援の質向上に向けた課題等について検討を行った。目的 3）
の相談支援センターの効果的な周知方法の検討では、（1）医師へのインタビュー調査、（2）が

ん関連学会の医師を対象としたがん相談支援センターの認識調査、（3）拠点病院内での効果的

な相談支援センターの情報資材（冊子）配布方法の検討、（4）拠点病院内での効果的な冊子の

実践事例による検討を行った。 
【結果・考察】目的 1）過去のがん相談内容と対応内容のデータ（1 施設）をもとに行った頻

出語の WordCloud によるビジュアル化と単語の出現回数の可視化により、臨床に即した結果

の提示や、教育や相談の質保証に応用可能であると考えられた。一方で、相談記録の記載方法

の共通化や臨床現場での対応負荷の軽減が課題であり、そのための活用条件の整理や支援の

検討が必要であると考えられた。目的 2）作成した地域展開の教育研修プログラムの試行を行

ったところ、参加者の満足度、知識、行動の 3 側面から捉えた研修効果は良好で、全国に実展

開が望まれる研修であることが示された。相談員の教育・研修受講に対する意向は高いことか

ら、組織の理解やサポートが受けられるよう管理者等へ働きかけや継続教育の環境を整備す

る必要があると考えられた。目的 3）医師をはじめとする拠点病院内スタッフに相談支援セン

ターの活動内容を周知することで、拠点病院として求められる全人的な相談対応の充実を目

指し、患者や家族等が相談しやすい環境を整えていくことにもつながると考えられた。 
【結論】本研究で行った 3 つの観点での検討いずれにおいても、個々のプログラムの実践に

よる効果が期待される結果であった。相談員の学習意欲は高い。一方で、相談記入シートをは

じめとする情報収集/提供に伴う現場の負荷は高く、外部からの支援等を含めた検討も持続可

能な相談支援の整備には不可欠であると考えられた。 
 
 
 
 



A. 研究目的 
複雑化する相談ニーズに適切に対応するためには、

相談現場における相談内容の迅速な把握とそれに対

応する情報や支援体制の整備、施策への反映が求め

られる。相談員の適切な情報の活用は、相談支援の

質の向上につながる。しかし相談支援センターの相

談内容や対応状況は、2016 年にようやく全国で同一

の「相談記入シート」が定まり、各拠点病院で順次

導入が決まったが、全国の定期的な収集や活用には

至っていない。相談内容を定期的に収集・活用し、

相談現場に還元できる取組が求められている。 
昨今の情報端末の進歩により、情報の入手は容易

になった。反面、情報の断片化や治療の全体像はつ

かみにくくなり、情報による患者の混乱の原因にも

なっている。患者が必要とする情報を整理・補完し、

適切な情報を活用し窓口につなげる相談員の役割は

これまで以上に高まっている。また、相談支援セン

ターは、医療者からは新たながん施策や全国の動向

情報をもつ拠点としての役割も期待されており

（H29-がん対策-一般-005）、このような一定の機能

を中心に据えた相談員の教育・研修を情報環境の整

備（情報 DB 等）と併せて充実させることが必要で

ある。  
本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質

の高い相談支援を提供するために、環境整備が不可

欠であることから、3 つの観点から検討し提言を行

うこととした。 

1）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国のが

ん相談支援センター（以下、相談支援センター）に

おける相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立

する。 

2）医療環境の変化に対応できる相談支援センターの

地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能を充

実させるがん専門相談員（以下、相談員）の教育・研

修プログラムを開発・評価し、継続的かつ効果的・

効率的に実施するために必要な体制を策定する。 
 また「がん診療連携拠点病院等の整備について」

（以下、整備指針）の中でも相談支援センターの周

知や活用の推進は、長年に亘って示され課題となっ

ている。したがって、下記に示す観点についても、

本研究 2 年目から検討を開始した。 

3）がん相談支援センターの効果的な周知方法を確立

する。 
 
 

目的 1）の相談内容の定期的・継続的な収集方法の

確立に向けた検討では、（1）相談支援内容の分析と

分類のプログラム開発、（2）相談支援内容の分析と

分類のがん相談対応施設での検証、（3）相談支援活

動の見える化（ベンチマーク測定）に向けた検討を

行った。 
また目的 2）の教育・研修プログラムの開発・評価

および実施に必要な体制や方策の検討では、地域展

開用の相談員向け研修の検討について 3 年間で、（1）
情報支援のオンライン研修プログラムの開発と準備、

（2）地域展開に向けた研修の担い手の育成と研修実

施を支える基盤整備に関する検討、（3）研修受講に

よる研修効果と研修運営フィージビリティに関する

検討を行った。また（4）相談員が求める教育・研修

および（5）他スタッフの支援状況と相談支援センタ

ーの活動に関する検討を行い、相談支援の質向上に

向けた課題等について検討を行った。 
目的 3）の相談支援センターの効果的な周知方法

の検討では、（1）医師へのインタビュー調査、（2）
がん関連学会の医師を対象としたがん相談支援セン

ターの認識調査、（3）拠点病院内での効果的な相談

支援センターの情報資材（冊子）配布方法の検討、

（4）拠点病院内での効果的な冊子の実践事例による

検討を行った。 
 
B. 研究方法 
目的 1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確

立に向けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 
がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利

用したテキストマイニング技術による疾患別やカテ

ゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020 年度に

プログラム開発に着手した。自由記載で書かれた相

談内容や対応内容から単語を集計し相談内容と対応

内容に含まれる単語間の繋がりを可視化するプロト

タイプについて、2021 年度はこのプロトタイプを改

良し検討を行った。2022 年度は、2 年目までに作成

した Web アプリケーションのプロトタイプに更な

る改良を加え、実証試験にてシステムの検証を行っ

た。作成したプロトタイプに、単語の出現頻度によ

るビジュアル化（Word Cloud）と過去の相談内容か

ら類似度の高い順に類似相談内容を抽出する機能を

追加する改良を加え検討した。また除外ワードに加

えて品詞別除外機能の追加と、出力内容として解の

出現頻度のワードの出力もできるようプログラム改

修を行った。 



（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 
前述の相談内容の可視化プログラムの実証試験を

行うため、相談支援センターで蓄積されたデータに

ついて、テキストマイニングによる相談支援内容の

解析を行った。まず、2020 年度のがん相談記録から、

解析対象となる症例 100 例を抽出し、個人情報等を

除外、匿名化し、CSV ファイルを作成し、解析した。 

（3）相談支援活動の見える化（ベンチマーク測定）

に向けた検討 
 初年度に相談支援活動の見える化（ベンチマーク

測定）の重要性が班内で提案されたことを受け、1 年

目に、「相談記入シート」を活用したがん診療連携拠

点病院間の相談支援活動のベンチマーキングの意義

の検討、県内の「相談記入シート」活用の実態に関

する検討を行った。また情報収集の諸要件に関する

施設状況調査を全相談支援センターに対して実施し

た。さらに、相談支援活動の見える化（ベンチマー

ク測定）に向けた検討の研究計画書を作成し、協力

施設を全国のがん診療連携拠点病院メーリングリス

ト通じて募った。2023 年 3 月時点で、データ収集す

るまでに至らなかったため、調査実施に向けた準備

の過程で浮かび上がった「相談記入シート」の施設

外での活用に際しての情報収集の課題について整理

を行った。 
 
目的 2）の教育・研修プログラムの開発・評価および

実施に必要な体制や方策の検討 
 地域展開用の相談員向け研修の検討については、

3 年間で、（1）情報支援のオンライン研修プログラ

ムの開発と準備、（2）地域展開に向けた研修の担い

手の育成と研修実施を支える基盤整備に関する検討、

（3）研修受講による研修効果と研修運営フィージビ

リティに関する検討を行った。また相談員および相

談支援センターの環境整備の視点から、（4）相談員

が求める教育・研修および（5）他スタッフの支援状

況と相談支援センターの活動に関する検討を行い、

相談支援の質向上に向けた課題等について検討を行

った。 
 
目的 3）がん相談支援センターの医師への周知に関

する体制整備の検討 
 がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子を、適切な時期に対象

となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の利

用意向や冊子の具体的な活用方法と今後の課題等に

ついて、がん診療に携わる医師とがん相談支援セン

ターのがん専門相談員の視点を通じた検討を 2 年目

より開始し実施した。 

（1）医師へのインタビュー調査 
がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子を、適切な時期に対象

となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の活

用方法と今後の課題等について、がん診療に携わる

医師の視点から検討した。冊子に関する医師向けの

オンライン説明会に参加した 53 名のうち、調査協力

の同意が得られた 18 名を対象に個別でのインタビ

ュー調査を実施し、得られたデータを質的に分析し

た。 

（2）がん関連学会の医師を対象としたがん相談支援

センターの認識調査 
がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』の普及の方策を検討するために、

日本臨床腫瘍学会会員、全員に本冊子に関するアン

ケート調査を 2022 年 9 月 6 日から 30 日までメール

により実施した。 

（3）拠点病院内での効果的な相談支援センターの情

報資材（冊子）配布方法の検討 
がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子を、適切な時期に対象

となるがん患者とその家族へ届けるため、院内での

冊子の配布方法について、がん相談支援センターの

がん専門相談員（以下、相談員）を中心とする現場

の実務者の視点を通じて検討することを目的として、

調査協力の得られた 33 施設の相談員へ院内での冊

子の配布方法についての検討を依頼し、各施設での

具体的な取り組みを把握するためアンケート調査を

実施した。 

（4）拠点病院内での効果的な冊子の実践事例による

検討 
がん相談支援センターの周知度を高めるには、国

民やがん患者・家族を対象とした活動に加えて、ま

ずは足元のがん診療連携拠点病院のスタッフ（特に

医師）への認識を向上させる必要がある。また、が

ん情報の発信や相談を担う地域の人材育成にも目を

向ける必要がある。がん相談支援センターの周知・

活用に向けた体制づくりとして、冊子の普及・活用

を促進するための取り組みやがん相談支援センター

の周知活動などについて分担研究者が所属する 2 施

設で実践事例の検討を行った。 



（倫理面への配慮） 
本研究は、患者のヘルシンキ宣言（世界医師会）の

精神と『人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針』（文部科学省・厚生労働省）に従い実施した。 
 
C．研究結果 
目的 1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確

立に向けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利

用したテキストマイニング技術による疾患別やカテ

ゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020 年度は

10 件の相談記録の要旨のサンプルデータを作成し、

「形態素解析による分かち書きで単語を集計」「係り

受け解析」「共起ネットワークによる可視化」の 3 種

のプロトタイプ作成を行った。単語を数値ベクトル

に変換し意味を把握する自然言語処理の手法である

Word2Vec を用い、過去の相談内容から類似度の高

い順に類似相談内容を抽出する機能を実現した。ま

た Web アプリケーションとしてブラウザのみで動

くように改良を行い、がん相談支援の実施施設での

実証試験を開始した。さらに実証検討の結果、関係

者（研究班会議）で得られた指摘事項・意見を踏ま

えて、除外品詞やワードの再調整を行いやすいよう

に品詞を出力できるよう改良を行った。 

（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 
開発された解析ソフトを用いて、準備した模擬症

例 10 例を用いて、解析ソフトの運用、症の解析方法

の確認を行った。今回の解析では、相談記録をその

まま解析すると不要な情報が多く得られることから、

除外ワード設定後に再度解析したところ、頻出上位

ワードのみならず下位ワードからも必要な情報が抽

出された。一方、頻出上位ワードに不要な情報も多

数得られた。また、相談記録から類似相談内容が抽

出できないかをサンプルデータ 10 例を用いて検討

したところ、特定のキーワードから類似相談内容の

抽出は可能で、相談内容、対応内容の幅、違いも可

視化可能であった。 

（3）相談支援活動の見える化（ベンチマーク測定）

に向けた検討 
 初年度に相談支援活動の見える化（ベンチマーク

測定）の重要性が班内で提案され、検討を開始した。

1 年目は、「相談記入シート」を活用したがん診療連

携拠点病院間の相談支援活動のベンチマーキングの

意義の検討や、そのための指標を作成するための議

論を行った。具体的な議論のポイントとして、がん

相談支援センターの活動評価として「相談記入シー

ト」を用いた多数の相談内容の項目別の相談件数の

報告の内容分析や相談件数の年次的変化の検討が必

要であること、それに基づく問題抽出や調査項目の

改善等の活動は十分になされていないこと、がん診

療連携拠点病院間のベンチマーキングを行うことの

認識やそのために必要な指標についてあげられた。

また県内の「相談記入シート」活用の実態に関する

検討から、相談件数のカウント方法は施設間で異な

り、相談支援が難しいさまざまな相談内容に、複数

の業務を抱えながら対応していることが示された。

さらに初年度に行った情報収集の諸要件に関する施

設状況調査では、調査協力依頼を行った 462 施設の

うち 173 施設（回収率 37.4％）の相談内容収集の現

状として、2016 年に導入された全国で同一の「相談

記録のための基本形式（相談記入シート）」を電子デ

ータで扱っている施設は、8 割と高く、集積した相

談件数等のデータの自施設での活用状況は、6 割以

上と高かった。しかし、県内での活動の見直しや改

善の利用は 16.4%と低い割合となっていた。これら

は、国の拠点病院等の指定条件別でも同様の傾向が

みられた。 
初年度の検討を受けて、相談支援活動の見える化

（ベンチマーク測定）に向けた検討の協力施設を全

国のがん診療連携拠点病院メーリングリスト通じて

募ったところ、14 施設（都道府県がん診療連携拠点

病院;5 施設、地域がん診療拠点病院;9 施設）が調査

協力の意向を示した。各施設の担当者から、がん以

外の診療を担う施設等では自施設の診療状況に合わ

せて項目を選定して使用しており、「相談記入シート」

全項目を収集するには至っていないという意見が聞

かれた。また、調査協力に必要な体制が整備されて

いないことやCOVID-19への対応等による業務多忙

を理由に、8 施設が調査協力を辞退した。 
 
目的 2）の教育・研修プログラムの開発・評価および

実施に必要な体制や方策の検討 
（1）情報支援のオンライン研修プログラムの開発と

準備 
新型コロナ感染症により当初計画していたオンサ

イトでの研修が難しい状況となったことから、オン

ライン形式での研修を開催する上での課題とその対

処方法の検討を既に相談員向けに複数回の開催実績

のある「相談対応の質保証を学ぶ研修（QA 研修）」

で検討した。QA 研修のグループワークファシリテ



ーター経験者らとオンライン研修を開催する上での

課題や工夫する点についての課題と対策を検討した。

（2020 年度 目的 2）「（1）情報支援の研修プログ

ラムの開発」） 
さらに、オンライン形式により開催した研修の効

果を検証するため、同「QA 研修」の研修素材を用い

て、研修開催前後に参加協力が得られた 23 名の受講

者を対象とした無記名自記式質問紙調査を実施した。

その結果、オンライン研修でも集合研修と同等の学

びを得ることができると評価された。（2020 年度 

目的 2）「（2）オンライン形式による研修方式とその

評価」） 
各都道府県の研修担当者がオンラインで開催する

際の研修実施の支援のための「オンライン研修企画

者の手引き」をとしてまとめた。手引きは「必要な

準備資材（機材、環境、人員）」「事前準備から当日ま

での時系列での準備」「ホスト操作」「企画者が感じ

るであろう困りごとについての Q&A」の項目で構成

することとした。（2020 年度 目的 2）「（3）研修実

施マニュアルの作成」） 

（2）地域展開に向けた研修の担い手の育成と研修実

施を支える基盤整備に関する検討 
これまでにがん対策情報センターにより提供され

ている研修のうちの 1 つ、指導者研修・継続研修「情

報から始まるがん相談支援（「情報支援研修」とする）」

を素材として、中央ではなく地域開催を行う際の課

題や留意点について検討を行った。この情報支援研

修を 3 県合同でオンライン開催することを想定して、

地域展開に向けたプログラムの再構成や課題の抽出

等を行った。その結果、現プログラムで提供されて

いる研修プログラムを、各地域で異なる研修実施の

建て付けや限られた時間やマンパワーで組み立て可

能なものにするため、内容の簡素化と 3 つのモジュ

ール化として提供できるよう再構成を行った。また

地域展開に向けた準備の過程や運営方法等について、

地域実施施設側から検討した。 
地域版の「情報支援研修」を 2021 年 8 月 31 日

（火）、10 月 9 日（土）に複数県（栃木、和歌山、四

国 4 県）合同でオンラインにて開催し、準備に必要

な資料や体制等を含む留意点について検討を行った。

さらに地域開催時に必要になるチーフファシリテー

ターの役割と育成に関する検討と研修実施を支える

基盤整備について、地域開催にかかる一連の対応（事

前準備・研修当日運営・事後対応）を実際に研修運

営に携わった地域の相談員の事後評価のヒアリング

から検証した。（2020 年度 目的 2）「（4）地域展開

に向けた検討）」、2021 年度 目的 2）「（1）研修プロ

グラムの開発、（2）チーフファシリテーターの役割、

（3）研修実施を支える基盤整備」） 

（3）研修受講による研修効果と研修運営フィージビ

リティに関する検討 
地域版として実施した「情報支援研修」の研修効

果を確認することを目的として、受講者に対する調

査と地域での研修実施可能性および課題抽出のため

の関係者へのインタビュー調査を実施した。受講者

に対する研修効果は、満足度、知識、行動の 3 側面

による評価項目を設定し、計 5 回（T1：事前、T2：
1 日目研修当日、T3：2 日目研修前、T4：2 日目研

修当日、T5：研修終了 3 か月後）のアンケートによ

り測定した。研修実施可能性に関するインタビュー

調査は、地域展開版のトライアルのプロセスと今後

の展開について、運営に携わった 9 名にフォーカス

グループインタビューを実施した。 
 評価の結果、満足度については、各測定項目で概

ね 9 割以上の人が満足しているという結果で、知識

については「医療情報・情報源の見極め」「ガイドラ

イン等の活用」「組織としての情報整備」のいずれの

指標でも、研修後に値が上昇し、「医療情報・情報源

の見極め」「ガイドライン等の活用」については 3 か

月後にも研修前より高い値が維持されていた。しか

し、「組織としての情報整備」については、3 か月後

には研修前からの上昇は消失していた。行動につい

ては、本研修、モジュール１・２が扱った内容につ

いては、研修後に有意に上昇し、3 か月後にも維持さ

れていた。（2021 年度 目的 2）「（4）研修受講者の

研修効果と研修運営フィージビリティに関する検

討」、2022 年度 目的 2）「（1）研修プログラムの評

価」） 

（4）相談員が求める教育・研修 
2022 年度に実施した全国の相談員がどのような

研修を求めているかの調査では、対象者の 9 割が相

談員としての相談対応力を向上させるための教育や

研修を受けたいと回答しており、E-ラーニングで受

講可能な講義の他、情報探しに関するアドバイスを

得ることができる、困ったときに相談できる、さら

には悩みや困りごとを共有できる場が望まれていた。

また、研修参加を検討する際に重視することとして、

特に 20～30 代では、新たなトピックスについての

情報を得ることや相談対応の基本的な内容を整理し

て学ぶこと重視する傾向があり、相談員の年齢や経

験等により、教育・研修に対するニーズは異なる可



能性が示された。 

（5）他スタッフの支援状況と相談支援センターの活

動に関する検討 
相談支援センターに対する院内の他スタッフから

の支援状況と相談支援センターの活動の関連につい

て検討では、2022 年度に実施した調査に協力の同意

が得られた相談支援業務に従事する 465 名のうち、

整備指針に関する 22 項目について 11 項目（5 割）

以上で対応できていると回答した者は、149 名

（32.0%）、16 項目（7 割）以上の項目で対応できて

いると回答した者は、わずか 35 名（7.5%）であっ

た。院内外のサポート状況については、1）院内の同

僚や上司：93.8%、2）院内の医師：73.6%、3）県内

外の相談員等：63.0％といずれも高い割合でサポー

トを得ることが可能と回答していた。背景属性との

関連では、専従の従事形態であることや、相談支援

の従事年数が長いこと、研修受講経験が多いことと

ともに、院内の医師、県内外の相談員等からのサポ

ートがある場合に、有意に整備指針で求められる対

応ができている割合が高かった。 
 
目的 3）がん相談支援センターの医師への周知に関

する体制整備の検討 
診断されて間もない人への情報提供資材の評価と

活用に関する研究として、冊子が新規に作成された

経緯や冊子の利用方法などについて、施設内の医師

等への認識のさせ方・方法や院内での冊子の普及・

活用に関して組織的な取り組みについて検討した。

また合わせて既に相談センターが作成しているパン

フレット等についても配布を促進する仕組みも検討

し、患者やその家族の世代に合った情報の提供に繋

げられるよう施設内での普及案を検討した。 

（1）医師へのインタビュー調査 
協力の得られた医師を対象とした説明会の実施と

利用意向に関するアンケートでは、相談支援センタ

ーに対する利用意向は概ね高く、冊子を手渡すこと

で医師・患者間の関係性や患者からの信頼度も大き

くなると評価された。医師に対するインタビュー調

査の結果、調査に参加した医師は、冊子の内容につ

いて適切であると評価しており、診断初期の患者や

家族らに主治医から冊子を手渡す必要性を認識して

いることが示された。一方で、診断初期から治療前

の時期には診断や治療に関する説明に時間を要し、

配布資料も多いため、医師のみでは患者らに冊子を

手渡すことが難しい場合があることが指摘された。

また医師の立場では、特に治療費や就労といった生

活療養に関する情報を十分に持ち合わせておらず、

相談支援センターの相談員へ相談対応を委ねること

で、医師の負担は軽減する可能性が示され、相談支

援センターとの連携に積極的な様子が伺えた。また

相談支援センターを利用した患者らの反応やその後

の経過を知ることができれば、より多くの医師が冊

子を配布するのではないかといった意見も聞かれた。 

（2）がん関連学会の医師を対象としたがん相談支援

センターの認識調査 
8412 件にアンケートを送付し、回答は 442 名（回

答率 5.3％）であった。33.5％が冊子を知っており、

その内訳は、医師 345 名中 32.5％、がん薬物療法専

門医 36.3％、非専門医 27.7％が知っているという結

果であった。使用している医師は 46 名で、医師全体

の 13.3％、知っていると回答した医師中 41.1％であ

った。 

（3）拠点病院内での効果的な相談支援センターの情

報資材（冊子）配布方法の検討 
相談員を対象とした調査について、本研究班分担

研究者所属施設において、診断されて間もない人へ

の情報提供資材の活用に向けた検討について、医師

や病院管理者、がん相談担当部署責任者の立場から

各施設における情報の普及方法の検討を行った。 
相談支援センターに対するアンケート調査の結果、

冊子配布前後の相談件数には大きな変化は見受けら

れなかったが、がんと診断されて間もない時期や治

療前にある患者や家族からの相談の中には、冊子に

記載された情報に関する相談があり、相談者や医師

の対応にも変化がみられ、冊子配布の効果である可

能性が示唆された。また施設内での対応として、冊

子を配布する際には、施設管理者（院長・診療科部

長など医師）から冊子配布の目的を説明する等、組

織的な取り組みがなされていた。 

（4）拠点病院内での効果的な冊子の実践事例による

検討 
九州がんセンターでは、院内で外来や病棟におい

て周知をすすめるとともに、『がんと診断されたあな

たに知ってほしいこと』の効率的な配布のための活

動を行うため、院内の幹部、医師、看護師、全病棟に

対する説明会を行った。また日本癌治療学会がすす

めているがん医療ネットワークナビゲーターとのコ

ラボレーションを通して周知活動を行った。 
岡山大学病院では、今回の調査に参加したことで

新たな冊子の普及・活用を促進するだけでなく、合

わせて既存の資材も配布するような仕組みを作るこ



とができ、患者やその家族に、世代にあったより多

くの情報を提供できる体制に繋がった。また、院内

周知活動に力を入れたことにより、がん相談支援セ

ンターのがん相談員だけでなく関連した他の職員も

一緒になり、患者への広報が展開でき、外来相談件

数も徐々に増加した。 
 
D．考察 
1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向

けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 

これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでいな

かった。今回作成した WordCloud によるビジュアル

化と形態素解析による分かち書きによる単語集計に

より傾向を分析し可視化することで相談内容の重要

なキーワードを直観的に把握することができ、経時

的にトレンドを追う事で自施設の相談支援業務に活

かす事が可能になると考えられた。また 3 年目に行

った単語の出現回数の可視化（上位および下位）に

より、上位だけでなく、頻度が少なくても新しいト

ピックとして重要である可能性がある下位にあげら

れる単語の可視化ができたことは、より臨床に即し

た結果の提示につながるものとして重要であると考

えられた。WordCloud によるビジュアル化と形態素

解析による分かち書きによる単語集計により傾向を

分析し可視化することで相談内容の重要なキーワー

ドを直観的に把握することができ、経時的にトレン

ドを追う事で自施設の相談支援業務に活かす事が可

能になると考えられた。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 
今回開発したプログラムを用いて、一施設の過去

の相談記録について可視化を行った。今後、多施設

でこの解析を行うには、相談記録の記載方法を共通

化する必要がある。また今回の検討で、目的とする

情報を得るには、できるだけ多くの除外ワードを事

前に入力しておく必要があったことから、単純に頻

度の高いワードを抽出するだけでは不十分と思われ、

評価時には注意が必要と考えられた。今回行った類

似相談内容の抽出と分析は、教育への利用、相談の

質保証に応用可能と思われた。一方、解析対象を院

内症例にすると、相談内容がその病院の特徴に影響

される可能性があり、FAQ 作成支援に用いる場合は、

院外症例を対象とした方が普遍性の高い情報が得ら

れると考えられた。ただし、実用に際しては今回行

った解析を現場で行うにはそれ相当の労力が必要で

あることから、日常業務を行いながら行うにはハー

ドルが高く、活用条件や支援の検討も必要であると

考えられた。 
 
（3）相談支援活動の見える化（ベンチマーク測定）

に向けた検討 
「相談記入シート」を活用したベンチマーク指標

作成について、客観的評価方法として、がん診療連

携拠点病院間のベンチマーキングの意義を認識でき

たことは、がん相談支援の領域では進歩と言える。

県内の「相談記入シート」活用の実態については、

情報提供相談支援部会の活動を把握していない実務

者も多く、がん相談支援の現状やニーズを把握だけ

でなく、PDCA サイクルのあり方、研修企画内容も

含め、実務者による議論の場が必要であると考えら

れた。 
また、情報収集の諸要件に関する検討として実施

した施設状況調査では、コロナ禍で回答施設が限ら

れたが、2016 年に導入された全国で同一の「相談記

録のための基本形式（相談記入シート）」の導入状況

や、データの活用状況についての傾向を把握するこ

とができた。集積したデータの活用について、特に

県内での活用は十分でないことが明らかとなり、今

後どのようにデータを可視化し使用するか、具体的

な方策を示すことも課題となると考えられた。各施

設の病院背景やシステムも異なると考えられるため、

今後は「相談記入シート」の情報収集に関わる諸問

題や手続きおよび収集したデータの活用方法につい

て、現場の実務者と共に検討する必要があると考え

られた。 
 全国で同一の「相談記入シート」を導入したにも

関わらず、同じ内容を収集するに至っていないこと

が調査協力施設からあげられ、これは今後相談支援

活動の見える化には課題となると考えられた。また

調査を実施するために必要な倫理審査委員会への申

請手続きに伴い負担が生じる可能性があることも課

題であると考えられた。今後も本調査を継続し、現

場の相談員にとって収集する意味や価値のある項目

は何であるかについて検討することや、具体的な活

用方法を示すことが必要であると考えられた。また

各施設の状況を十分確認し、意向に沿えるよう十分

配慮する必要があるとともに、個々の施設の対応が

負担とならないような仕組みも合わせて検討する必

要があると考えられた。 



2）教育・研修プログラムの開発・評価および実施に

必要な体制や方策の検討 
（1）情報支援のオンライン研修プログラムの開発と

準備 
オンライン研修を開催する上での課題や工夫する

点について検討した結果あげられた課題と工夫点を

研修プログラムに盛り込み、研修プログラムを準備

した。オンライン研修の検証として実施したオンラ

イン研修開催前後のアンケート調査の結果では、オ

ンライン研修の実施が、がん専門相談員のオンライ

ン研修への指向性を高め、がん専門相談員としての

対応や反応を見直す機会となることが示された。ま

た作成した研修実施マニュアル資料は、従来の集合

型の相談員研修から変更または追加して発生する準

備について具体的に記載され、各都道府県で研修を

企画する人たちにとって有用なものとなっていると

考えられた。  
 
（2）地域展開に向けた研修の担い手の育成と研修実

施を支える基盤整備に関する検討 
地域で相談支援の研修開催を行う際の課題や留意

点について行った検討により、情報支援研修を地域

展開する上での課題が示され、その内容に準じてプ

ログラムの内容や構成について再構築することがで

きた。また「情報から始まるがん相談支援」をテー

マとした研修の地域展開に向けた準備の過程や運営

方法等についての検討により、情報支援研修を地域

展開する上での地域実施施設側からの課題が示され、

その内容に準じて募集要件などについて検討するこ

とができた。各県の状況と実施可能性の観点からの

摺り合わせは、受講地域によって質の観点から同等

な研修プログラムの提供と運用には欠かせないと考

えられた。また質の均てん化の観点から、今後さら

に、情報支援研修の地域展開に向けた地域実施施設

側へのサポートのあり方ついて検討する必要がある

と考えられた。 
2016 年から行っている情報支援の NCC 版研修を

基に、今回地域版研修を作成し試行した。研修の構

成や内容に大幅な変更を加えることなく、目的や講

義、演習などをシンプルにし洗練させることで、地

域での実施は可能であった。特に演習のプログラム

を構造化し、意見を出しやすい問いの設定にするな

ど、受講者の特徴に合わせたプログラムの作成が重

要であった。また今回、離れた複数の地域がオンラ

インでつながる研修プログラムを作成し試行したが、

コロナ禍でオンライン研修が増加していることもあ

り、研修運営担当者や受講生もスムーズに研修を進

めることができた。一方、地域版研修は講義や演習

時間が NCC 版研修よりも短く受講者の層が幅広い

ため、研修の目的を NCC、各県研修担当者、ファシ

リテーター等の協力者で事前にすり合わせを行って

おく必要性が示唆された。 
 がん専門相談員の継続研修におけるチーフファシ

リテーターには、グループの構造的理解と集団力動

についての詳しい知識が必須であり、またその教育

行動の意図を明確にした講義展開とグループワーク

との相乗的効果を狙った能力養成の段階的把握が、

教育効果を高めている可能性がある。一方で、ファ

シリテーター育成方法には課題が残った。 
地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発す

る際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定し

て平易・シンプルな研修目的・内容とすること、運

営者（ファシリテーター）向けのサポートを充実さ

せることなどが重要であることが示された。また、

研修開催にかかる一連の対応において、事務作業の

占める割合は非常に大きいため、特に地域での研修

企画運営の中心を担う都道府県がん診療連携拠点病

院においては、事務局機能の強化が必須であると考

えられた。 
 
（3）研修受講による研修効果と研修運営フィージビ

リティに関する検討 
受講者に対する研修効果の検討では、3 つのモジ

ュールで構成された情報支援研修プログラムは、研

修効果の満足度、知識、行動の観点から有用である

と評価された。フィージビリティに関する運営関係

者へのインタビュー調査では、情報支援研修の地域

展開トライアルのプロセスと今後の展開についての

課題がそれぞれの立場から明らかにされた。立場や

経験している事柄の違いから、課題については立場

によって異なる意見もあったが、地域展開のプログ

ラムとしては今回作成されたものを活用していくこ

とについて異論はなく、地域展開に向けた次フェー

ズへ展開できると考えられた。 
 教育研修プログラムの評価の検討の結果、参加者

の満足度（ reaction）、知識（ learning）、行動

（behavior）の 3 側面から捉えた研修効果は概ね良

好であった。このことから、モジュール１・２のみ

を取り出した研修においても、一定の効果は観察さ

れ、有用な研修であると考えられた。地域開催研修

での実施可能性を高めるうえでは、1 日のみの研修

による利便性は高いが、モジュール 3 を含む総合的



な研修の有用性は否定できず、期間を空けるとして

も、モジュール３をより平易に運営するための手法

の開発も望まれる。今後、より詳細な要因分析、効

果的な実施方法については、継続的な検討が必要で

あると考えられた。 
 
（4）相談員が求める教育・研修 

全国の相談員が求める研修の検討の結果、相談員

の教育・研修受講に対する意向は高いことが示され

た。相談員が研修を受講する際に、組織の理解やサ

ポートが受けられるよう管理者等へ働きかけると共

に、継続教育の環境を整備する必要がある。またが

ん医療の進展に伴い相談者の相談ニーズは複雑かつ

多様化しており、相談員同士が情報交換や相談し合

える場を提供することは、より一層重要であると考

えられた。相談に求められる教育研修を広く提供で

きるよう、外部の機関を活用した研修プログラムの

インフラ整備等についても検討し、質の高い研修を

継続して提供できるようにすることが、持続可能な

相談支援の整備につながると考えられる。 
 
（5）他スタッフの支援状況と相談支援センターの活

動に関する検討 
相談支援センターに対する院内の他スタッフから

の支援状況と相談支援センターの活動の関連につい

て検討では、拠点病院の整備指針上求められる相談

支援業務は、相談員からみて十分に対応できていな

い状況が示された。一方で、相談員の教育研修を含

めた経験の多さや院内の医師や県内外のサポートが

充足されることによって、拠点病院で求められる相

談対応の充実にもつながる可能性が示唆された。検

討結果をもとに、拠点病院として求められる全人的

な相談対応の充実が目指しやすい環境を整えていく

ことが必要である。 
 
目的 3）がん相談支援センターの医師への周知に関

する体制整備の検討 
（1）医師へのインタビュー調査 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材（冊子）の活用に関する今回の検

討で、がん診療に携わる医師が冊子に記載されてい

る相談支援センターの役割を理解し、積極的に活用

できるよう組織的な働きかけが求められること、他

職種が冊子を配布する際にも、医師の指示のもと冊

子を渡していることが患者らに伝わるよう配慮し、

冊子を作成した当初の目的が損なわれないよう努め

る必要があることが改めて示された。また冊子を配

布され相談支援センターを利用した患者の反応等、

冊子活用の効果を提示する方法についても、今後検

討を重ねる必要があると考えられた。 
 
（2）がん関連学会の医師を対象としたがん相談支援

センターの認識調査 
多くの医療者には本冊子が良くできていると評価

していた。しかし、本冊子の知名度、使用度は調査

時点では低く、有効活用のためには、知名度をあげ

る、有用性の認知度を上げるための継続的な方策が

必要であることが明らかとなった。 
 
（3）拠点病院内での効果的な相談支援センターの情

報資材（冊子）配布方法の検討 
がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材（冊子）の配布・活用を促進し、相

談支援センターの周知を図る上では、相談員らが施

設管理者の理解を得て適切なサポートが受けられる

よう、組織の体制を整備するための働きかけが重要

であると考えられた。 
 

（4）拠点病院内での効果的な冊子の実践事例による

検討 
がん相談支援センターの周知度を高めるには、国

民やがん患者・家族を対象とした活動に加えて、ま

ずは足元のがん診療連携拠点病院のスタッフ（特に

医師）への認識を向上させる必要がある。また、が

ん情報の発信や相談などのための地域の人材育成に

も目を向ける必要があることから、これらの実施状

況や効果については継続的に測定することで、病院

としての周知活動の必要性の認識向上につながると

考えられる。 
地域に向けた周知活動は、コロナ禍の影響でイベ

ントでの PR 活動はやむを得ず縮小している状況が

多くある。その中でも継続しやすい（できる）活動

（図書館での取り組みや 9 月のがん征圧月間の広報

活動）はあり、都道府県がん診療連携拠点病院とし

て、またがん相談支援部会の主担当として、院内外

を問わず医療者へのがん相談支援センターの周知に

努め、一人でも多くの患者・ご家族にがん相談支援

センターを知ってもらえるような取り組みを引き続

き検討していく必要がある。 
 
E．結論 

目的 1）では、相談対応記録の内容の単語の出現回

数の多少量の観点を含む可視化により、臨床に即し



た結果の提示、教育や相談の質保証に応用可能であ

ると考えられた。一方で、今後広く多施設で相談記

録を収集し活用できるようにするためには、相談記

録の記載方法を共通化が必要であること、導入には

臨床現場の対応負担が大きく、相談支援の現場での

活用条件や支援の検討も必要であると考えられた。

また相談支援活動の見える化（ベンチマーク測定）

の検討では、共通化した「相談記入シート」は十分

に統一化されていない実情が示され、相談支援の現

場で活用に対してのインセンティブが働きやすい記

録の取り方や共通化に向けた検討が求められると考

えられた。 
目的 2）では、地域展開の教育研修プログラムを作

成し、実展開を実施した。効果の検証では参加者の

満足度、知識、行動の 3 側面から捉えた研修効果は

良好であり、全国の相談員に実施していくことが望

まれる研修となっていることが示された。また相談

員の教育・研修受講に対する意向は高いことが示さ

れ、相談員が研修を受講する際に、組織の理解やサ

ポートが受けられるよう管理者等へ働きかけや継続

教育の環境を整備する必要があると考えられた。 
目的 3）の検討を通して、拠点病院として求められ

る全人的な相談対応の充実を目指し、患者や家族等

が相談しやすい環境を整えていくことにもつながる

のではないかと考えられた。 
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がん相談支援内容の分析と分類に関する研究 

研究分担者 内村 祐之 東京医科歯科大学医学部附属病院 医療情報部（特任講師） 

研究分担者 早川 雅代 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

研究要旨

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利用したテキストマイニング技術による疾

患別やカテゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020年度は10件の相談記録の要旨のサ

ンプルデータを作成し、「形態素解析による分かち書きで単語を集計」「係り受け解析」

「共起ネットワークによる可視化」の3種のプロトタイプ作成を行った。その結果、自由

記載で書かれた相談内容や対応内容から単語を集計し、係り受け解析により単語間の関係

性が示し、共起ネットワークによるビジュアル化により相談内容と対応内容に含まれる単

語間の繋がりを可視化することができた。 

A． 研究目的 
現在、全国のがん相談支援センターでは、一定の基

準を満たした上で治療の内容や設備、がんに関する

情報提供などを行っており、がん相談支援における

相談内容をデータとして管理している。しかし、蓄積

されたデータの利活用や相談員間の知識共有は十分

に出来ていないのが現状である。将来の相談内容の

更なる多様化に備えるためには、蓄積された相談情

報を活用し、FAQの作成や相談員間の情報交換など

他施設を含めた相談員のノウハウを共有する仕組み

を作り、相談員による経験や知識に起因する対応の

差を埋めることにより、一定水準以上の相談対応が

行えるような相談対応支援の仕組みの構築が必要で

あると考えられる。仕組みの構築に向けて、がん相談

支援で過去に対応した相談記録情報を利用し、テキ

ストマイニング技術により疾患別やカテゴリー別の

傾向を分析し可視化する。さらに、現状の相談内容や

個々の相談員の対応の傾向を把握した上で、相談内

容と対応内容を分類することで、FAQの作成支援や

他施設を含めた情報共有の仕組みを検討し、自施設

の相談支援業務に活かすことを目的とする。

B．研究方法 
全国の「がん相談支援センター」の相談支援内容は

施設により、がん相談支援センター「相談のための基

本形式」(https://ganjoho.jp/med_pro/consultation/s
upport/registration_sheet.html)の形式を基として、

相談記録の要旨が電子カルテシステムまたはExcel
のシート、FileMakerなどの独自開発システムなどに

相談員が入力したデータとして記録されている。こ

の記録を収集し、計量テキスト分析とテキストマイ

ニングにより分析および可視化、内容による分類を

行う。2020年度は10件の相談記録の要旨のサンプル

データ（平均文字数 相談内容：111文字、対応内容：

73文字）をCSV形式で作成し、「形態素解析による

分かち書きで単語を集計」「係り受け解析」「共起ネ

ットワークでビジュアル化」の3種のプロトタイプを

プログラミング言語Pythonにより作成した。 

C．研究結果 
1. 形態素解析による分かち書きで単語を集計

10件のサンプルデータにおける単語数の集計

結果は以下の通りとなった。

① 相談内容に多く含まれる単語数

順位 単語 件数 

1 がん 10 

2 病院 9 

3 治療 6 

4 療法 6 

5 転移 5 

6 副作用 5 

7 入院 3 

8 医師 3 

② 対応内容に多く含まれる単語数

順位 単語 件数 

1 相談 7 

2 がん 5 

3 状況 5 

4 検索 4 

5 医師 4 

6 情報 4 

7 医療 3 

8 提供 3 

資料1（2020年度）



2. 係り受け解析 
10件のサンプルデータにおける係り受け解析の

結果の一部を以下に示す。 
 
① 相談内容の係り受け解析（ツリー構造出力） 

        子宮体部の-D             
    絨毛性疾患が-D           

         再発した。---------D 
              都内で-------D 
                実績の-D   | 
                    ある-D | 
                    病院を-D 
              教えて欲しい。 
 

② 相談内容の係り受け解析（解析処理出力） 
* 0 1D 2/3 2.122599 
子宮 名詞,一般,*,*,*,*,子宮,シキュウ 
体 名詞,接尾,一般,*,*,*,体,タイ 
部 名詞,接尾,一般,*,*,*,部,ブ 
の 助詞,連体化,*,*,*,*,の,ノ 
* 1 2D 2/3 2.687666 
絨毛 名詞,一般,*,*,*,*,絨毛,ジュウモウ 
性 名詞,接尾,一般,*,*,*,性,セイ 
疾患 名詞,一般,*,*,*,*,疾患,シッカン 
が 助詞,格助詞,一般,*,*,*,が 
* 2 7D 1/2 -1.598281 
再発 名詞,サ変接続,*,*,*,*,再発,サイハツ 
し 動詞,自立,*,*,サ変・スル,連用形,する,シ 
た 助動詞,*,*,*,特殊・タ,基本形,た,タ 
。 記号,句点,*,*,*,*,。,。 
* 3 7D 0/1 -1.598281 
都内 名詞,一般,*,*,*,*,都内,トナイ 
で 助詞,格助詞,一般,*,*,*,で,デ 
* 4 5D 0/1 1.291034 
実績 名詞,一般,*,*,*,*,実績,ジッセキ 
の 助詞,格助詞,一般,*,*,*,の,ノ 
* 5 6D 0/0 2.146836 
ある 動詞,自立,*,*,五段・ラ行,基本形,ある,ア
ル 
* 6 7D 0/1 -1.598281 
病院 名詞,一般,*,*,*,*,病院,ビョウイン 
を 助詞,格助詞,一般,*,*,*,を,ヲ 
* 7 -1D 0/2 0.000000 
教え 動詞,自立,*,*,一段,連用形,教える,オシ

エ 
て 助詞,接続助詞,*,*,*,*,て,テ 
欲しい 形容詞,非自立,*,*,形容詞・イ段,基本形,
欲しい,ホシイ 
。 記号,句点,*,*,*,*,。,。 
 

③ 相談内容の係り受け解析（文節毎出力） 
子宮体部 => 絨毛性疾患 
絨毛性疾患 => 再発する 
再発する => 教える 
都内 => 教える 
実績 => ある 
ある => 病院 
病院 => 教える 
 
 
 

2. 共起ネットワークによる可視化 
①  相談内容 

 
②  対応内容 

 
D．考察 

10件の相談記録情報サンプルデータを用いたテキ

ストマイニングにおいて、形態素解析による単語集

計では、相談内容の上位には「がん」「病院」「治療」

「療法」「転移」「副作用」など相談者の抱える疾患

や治療法、病院などの相談内容のうち最も伝えたい

単語が抽出され、対応内容では「相談」「状況」「検

索」「情報」「提供」など、相談内容に対する対応や

情報提供に関連した単語の数が多く、単語数の修正

からある程度の傾向が把握できることが示された。

また、係り受け解析および共起ネットワークによる

可視化では単語間の繋がりを表現することで、自由

記載の相談内容のうち、最も伝えたい文の要約を抽

出する事が出来ることが示唆された。今後は、がん相

談支援センター「相談のための基本形式」で記録され

る「がんの部位、相談内容の分類、相談対応」などの

情報とともに、分析を行うことにより、FAQの作成

支援となる基礎データの生成が期待できる。 
 
E．結論 
本年度はがん相談支援記録のサンプルデータ10件

を用いた、テキストマイニング処理のプロトタイプ

作成を行い、分析および可視化について結果を得る

ことができた。次年度は実際のがん相談支援記録を

用いてテキストマイニングを行い、プロトタイプを

改良し、相談内容および対応内容の分類やFAQの作



成支援へと発展させていく予定である。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表 なし 

2．学会発表 なし 
 
H.知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1．特許取得 なし 

2．実用新案登録 なし 

3．その他 なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん相談支援内容の分析と分類に関する研究 

研究分担者 内村 祐之 東京医科歯科大学医学部附属病院 医療情報部（特任講師） 

研究分担者 早川 雅代 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究要旨 

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利用したテキストマイニング技術による

疾患別やカテゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020年度は自由記載で書かれた相談

内容や対応内容から単語を集計し相談内容と対応内容に含まれる単語間の繋がりを可視化

するプロトタイプを開発した。2021年度はプロトタイプを改良し、単語の出現頻度による

ビジュアル化を行い、単語を数値ベクトルに変換してその意味を把握する自然言語処理の

手法であるWord2Vecを用い、過去の相談内容から類似度の高い順に類似相談内容を抽出す

る機能を実現した。更にプロトタイプシステムをWebアプリケーションとしてブラウザのみ

で動くように改良を行い、がん相談支援を行っている施設での実証試験を開始した。 

A． 研究目的 

現在、全国のがん相談支援センターでは、一定の

基準を満たした上で治療の内容や設備、がんに関す

る情報提供などを行っており、がん相談支援におけ

る相談内容をデータとして管理している。しかし、

蓄積されたデータの利活用や相談員間の知識共有

は十分に出来ていないのが現状である。将来の相談

内容の更なる多様化に備えるためには、蓄積された

相談情報を活用し、FAQの作成や相談員間の情報交

換など他施設を含めた相談員のノウハウを共有す

る仕組みを作り、相談員による経験や知識に起因す

る対応の差を埋めることにより、一定水準以上の相

談対応が行えるような相談対応支援の仕組みの構

築が必要であると考えられる。仕組みの構築に向け

て、がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を

利用し、テキストマイニング技術により疾患別やカ

テゴリー別の傾向を分析し可視化する。さらに、現

状の相談内容や個々の相談員の対応の傾向を把握

した上で、相談内容と対応内容を分類することで、

FAQの作成支援や他施設を含めた情報共有の仕組

みを検討し、自施設の相談支援業務に活かすことを

目的とする。昨年度作成したプロトタイプシステム

に改良を加え、実証試験にてシステムの検証を行う。 

B．研究方法 

全国の「がん相談支援センター」の相談支援内容

は施設により、がん相談支援センター「相談のため

の基本形式」(https://ganjoho.jp/med_pro/consulta

tion/support/registration_sheet.html)の形式を基

として、相談記録の要旨が電子カルテシステムまた

はExcelのシート、FileMakerなどの独自開発シス

テムなどに相談員が入力したデータとして記録さ

れている。この記録を収集し、計量テキスト分析と

テキストマイニングにより分析および可視化、内容

による分類を行う。2020年度は10件の相談記録「形

態素解析による分かち書きで単語を集計」「係り受

け解析」「共起ネットワークでビジュアル化」の3

種のプロトタイプをプログラミング言語Pythonに

より作成した。2021年度はプロトタイプに改良を

加え、単語の出現頻度によるビジュアル化（Word

Cloud）を行い、単語を数値ベクトルに変換してそ

の意味を把握する自然言語処理の手法であるWord

2Vecを用い、過去の相談内容から類似度の高い順

に類似相談内容を抽出する機能を実現した。更にプ

ロトタイプシステムをWebアプリケーションとし

てブラウザのみで動くように改良を行い、がん相談

支援を行っている施設での実証試験を開始した。

（倫理面への配慮） 

プロトタイプ開発の段階ではデータは全て実デ

ータと異なるサンプルデータを用いた。実証試験で

は実証試験施設である群馬大学医学部附属病院の

倫理審査委員会の承認（テキストマイニングによる

がん相談支援内容の分析と分類に関する研究）を経

て、倫理規定等を遵守しながら進めている。 

C． 研究結果 

1. WordCloudによるビジュアル化と形態素解

析による分かち書きで単語を集計

がん相談内容と対応内容に関するサンプルデー
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タを元に頻出語を頻度に比例する大きさで文字

を並べたWordCloudによるビジュアル化と単語

の出現回数を可視化した。可視化の例を以下に示

す。 

 

1-1 がん相談内容のビジュアル化 

 

 

1-2 がん相談内容の分かち書きによる単語集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 がん相談内容に対する対応のビジュアル化 

1-4 がん相談内容に対する対応の分かち書きによ

る単語集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. Word2vecによる類似文章検索 

単語を数値ベクトルに変換し意味を把握する自

然言語処理の手法であるWord2Vecを用い、過去

の相談内容から類似度の高い順に類似相談内容

を抽出する機能を実現した。サンプルデータに

よる抽出結果を以下に示す。 



3. プロトタイプのWebアプリケーション化と

実証試験の開始 

Webアプリケーションとしてブラウザのみで

動くように改良を行い、がん相談支援を行って

いる施設での実証試験を開始した。手順及び画

面遷移を以下に示す。 

 

1. ブラウザの起動と分析情報の入力 

 

2. 解析の実行 

 

 

 

 

 

 

 

D．考察 

 これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでい

なかった。今回作成したWordCloudによるビジュ

アル化と形態素解析による分かち書きによる単語

集計により傾向を分析し可視化することで相談内

容の重要なキーワードを直観的に把握することが

でき、経時的にトレンドを追う事で自施設の相談支

援業務に活かす事が可能になると考える。また、W

ord2vecによる類似文章検索では、相談内容の文章

を入力する事で、過去の相談から類似度の高い順に 

内容を一覧で抽出する事が出来、キーワードのハイ

ライトを合わせる事で、類似の相談内容に対してど

のような対応を行ったのかを把握する事も出来る

ので、相談内容と対応内容を分類することで、FAQ

の作成支援につなげることができる事が示唆され

た。次年度は実証試験の結果を分析し、他施設を含

めた情報共有の仕組みへの活用を検討していく予

定である。 

 

E．結論 

2021 年度はプロトタイプを改良し、単語の出現

頻度によるビジュアル化を行い、単語を数値ベク

トルに変換してその意味を把握する自然言語処理

の手法である Word2Vec を用い、過去の相談内容

から類似度の高い順に類似相談内容を抽出する機

能を実現した。更にプロトタイプシステムを Web

アプリケーションとしてブラウザのみで動くよう

に改良を行い、がん相談支援を行っている施設で

の実証試験を開始した。今後は実際のがん相談支

援記録を用いてテキストマイニングを行う事で、

相談内容および対応内容の分類や FAQ の作成支

援へと発展させていく予定である。 

 

 

 



F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）

（分担研究報告書）

がん相談支援内容の分析と分類に関する研究

研究分担者 内村祐之 東京医科歯科大学病院医療情報部 （特任講師）

研究要旨

がん相談支援で過去の相談記録情報を利用したテキストマイニング技術により疾患別やカ

テゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020年度からプロトタイプの開発を進めてき

た。2021年度には単語の出現頻度によるビジュアル化や単語を数値ベクトルに変換してそ

の意味を把握する自然言語処理の手法であるWord2Vecを用い、過去の相談内容から類似

度の高い順に類似相談内容を抽出する機能の追加とWebアプリケーション化を実現しがん

相談支援を行っている施設での実証試験を開始した。2022年度は研究班の意見を反映し、

除外ワードに加えて品詞別除外機能を追加し、出力された結果が表形式で出力されるよう

に変更を行い、下位の出現頻度のワードも出力するようにした。また、除外品詞やワード

の再調整を行いやすいように品詞も出力するように変更を行ない、引き続き実証を行なっ

た。

A． 研究目的 
現在、全国のがん相談支援センターでは、一定の

基準を満たした上で治療の内容や設備、がんに関す

る情報提供などを行っており、がん相談支援におけ

る相談内容をデータとして管理している。しかし、

蓄積されたデータの利活用や相談員間の知識共有

は十分に出来ていないのが現状である。将来の相談

内容の更なる多様化に備えるためには、蓄積された

相談情報を活用し、FAQの作成や相談員間の情報交

換など他施設を含めた相談員のノウハウを共有す

る仕組みを作り、相談員による経験や知識に起因す

る対応の差を埋めることにより、一定水準以上の相

談対応が行えるような相談対応支援の仕組みの構

築が必要であると考えられる。仕組みの構築に向け

て、がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を

利用し、テキストマイニング技術により疾患別やカ

テゴリー別の傾向を分析し可視化する。さらに、現

状の相談内容や個々の相談員の対応の傾向を把握

した上で、相談内容と対応内容を分類することで、

FAQの作成支援や他施設を含めた情報共有の仕組

みを検討し、自施設の相談支援業務に活かすことを

目的とする。これまでのWebアプリケーションのプ

ロトタイプに更なる改良を加え、実証試験にてシス

テムの検証を行う事を目的とする。

B．研究方法 
全国の「がん相談支援センター」の相談支援内容

は施設により、がん相談支援センター「相談のため

の基本形式」(https://ganjoho.jp/med_pro/consulta
tion/support/registration_sheet.html)の形式を基

として、相談記録の要旨が電子カルテシステムまた

はExcelのシート、FileMakerなどの独自開発シス

テムなどに相談員が入力したデータとして記録さ

れている。この記録を収集し、計量テキスト分析と

テキストマイニングにより分析および可視化、内容

による分類を行う。2020年度は10件の相談記録「形

態素解析による分かち書きで単語を集計」「係り受

け解析」「共起ネットワークでビジュアル化」の3
種のプロトタイプをプログラミング言語Pythonに
より作成した。2021年度はプロトタイプに改良を

加え、単語の出現頻度によるビジュアル化（Word 
Cloud）を行い、単語を数値ベクトルに変換してそ

の意味を把握する自然言語処理の手法であるWord
2Vecを用い、過去の相談内容から類似度の高い順

に類似相談内容を抽出する機能を実現した。更にプ

ロトタイプシステムをWebアプリケーションとし

てブラウザのみで動くように改良を行い、がん相談

支援を行っている施設での実証試験を開始した。2
022年度は研究班の意見を反映し、除外ワードに加

えて品詞別除外機能を追加し、出力された結果が表

形式で出力されるように変更を行い、下位の出現頻

度のワードも出力するようにした。また、除外品詞

やワードの再調整を行いやすいように品詞も出力

するように変更を行ない、引き続き実証を行なった。 
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（倫理面への配慮） 
データは全て実データを元にしたサンプルデー

タを用いた。実証試験では実証試験施設である群馬

大学医学部附属病院の倫理審査委員会の承認（テキ

ストマイニングによるがん相談支援内容の分析と

分類に関する研究）を経て、倫理規定等を遵守しな

がら進めている。 
 
C．研究結果 
1. 作成したWebアプリケーション概要と利用手

順 
Webアプリケーションはプログラミング言語「P

ython」のFlaskフレームワークで作成し、形態素解

析エンジンには「Mecab」を使用した。Webアプリ

ケーションは、ブラウザを開き特定のURLを入力

する事で利用が可能となるが、利用の手順は以下の

通り。 
「１．ファイルの選択」で「ファイルを選択」ボタ

ンを押して読み込むファイルを選択する。読み込む

ファイルには「相談内容」「対応内容」の列を必ず

含める。 
「２．頻出ワードの取得個数」で頻出ワードを数え

る個数を入力する。（デフォルト100） 
「３．除外ワードの設定」で解析から除外するワー

ドをカンマ区切り（,または、）で入力する。 
「４．類似相談内容の抽出」で抽出キーワードをカ

ンマ区切り（,または、）で入力する。また、類似相

談を抽出する対象の文章を入力する。 
最後に「解析」ボタンをクリックすると解析処理

が開始される。 

 
2. 分析結果の表示 
2-1） がん相談内容、対応内容のビジュアル化 
がん相談内容と対応内容に関するデータを元に頻

出語を頻度に比例する大きさで文字を並べたWord
Cloudによるビジュアル化を行なった。 

①  相談内容のビジュアル化 

 
②  対応内容のビジュアル化 

 
 
③ 単語の出現回数の可視化（上位、下位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



以下の下位ワード表示は2022年度に追加した新機

能である。 

 
 
2-2 ）Word2vecによる類似文章検索 
単語を数値ベクトルに変換し意味を把握する自然

言語処理の手法であるWord2Vecを用い、過去の

相談内容から類似度の高い順に類似相談内容を抽

出する機能を実現した。抽出結果を以下に示す。 

 
 
D．考察 
これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでい

なかった。今回作成したWordCloudによるビジュ

アル化と形態素解析による分かち書きによる単語

集計により傾向を分析し可視化することで相談内

容の重要なキーワードを直観的に把握することが

でき、経時的にトレンドを追う事で自施設の相談支

援業務に活かす事が可能になると考える。また、W

ord2vecによる類似文章検索では、相談内容の文章

を入力する事で、過去の相談から類似度の高い順に 
内容を一覧で抽出する事が出来、キーワードのハイ

ライトを合わせる事で、類似の相談内容に対してど

のような対応を行ったのかを把握する事も出来る

ので、相談内容と対応内容を分類することで、FAQ
の作成支援につなげることができる事が示唆され

た。2022年度は研究班や実証施設の意見を反映し、

システムの機能を追加したが、これまで相談内容や

対応内容の頻出ワードを上位から表示するのみで

あったが、頻度が少ない＝新しいトピックであり、

情報が整備されていない可能性があるので頻度の

低い単語にも注目する必要があることから頻度の

少ない情報から重要なワードをキャッチしやすい

ように出力結果を変更した。また、分析の際に登録

する除外ワードはこれまで個別に入力を行なって

いたが、品詞別に一括で登録できるように修正を行

い、今後、多施設共同で解析を行う際に、共通認識

の基で作業を進められるような工夫を行なった。 
 
E．結論 

2021 年度はプロトタイプを改良し、単語の出

現頻度によるビジュアル化を行い、単語を数値ベ

クトルに変換してその意味を把握する自然言語処

理の手法である Word2Vec を用い、過去の相談内

容から類似度の高い順に類似相談内容を抽出する

機能を実現した。更にプロトタイプシステムを

Web アプリケーションとしてブラウザのみで動く

ように改良を行い、がん相談支援を行っている施

設での実証試験を開始した。2022 年度は研究班

の意見を反映し、除外ワードに加えて品詞別除外

機能を追加し、出力された結果が表形式で出力さ

れるように変更を行い、下位の出現頻度のワード

も出力するようにした。また、除外品詞やワード

の再調整を行いやすいように品詞も出力するよう

に変更を行ない、引き続き実証を行なった。今後

は実際のがん相談支援記録を用いてテキストマイ

ニングを行う事で、相談内容および対応内容の分

類や FAQ の作成支援へと発展させる予定であ

る。 
 
F．健康危険情報 
特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
1．論文発表 なし 



2．学会発表 
なし 

 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1.特許取得 
なし 

 
 2.実用新案登録 
なし 

 
3.その他 
なし



 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

県内の相談支援センターにおける「相談記入-シート」等の活用の実態に関する検討 

研究分担者 塚本 憲史 群馬大学医学部附属病院 腫瘍センター（診療教授） 

研究協力者 角田 明美  群馬大学医学部附属病院 緩和ケアセンター（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 渡辺 恵   群馬大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究要旨

群馬県内のがん相談支援の現状やニーズを把握し、相談支援研修の企画および相談支援

体制の整備に役立て、質の高い相談支援を提供するために、アンケート調査を行った。相談

件数のカウント方法は施設間で異なり、相談支援が難しいさまざまな相談内容に、複数の業

務を抱えながら対応していた。部会の活動内容を把握していない実務者も多く、PDCAサイ

クルのあり方、研修企画内容も含め、実務者による議論の場が必要である。

A． 研究目的 
群馬県内のがん相談支援の現状やニーズについて

把握し、相談支援研修の企画および相談支援体制の

整備に役立て、質の高い相談支援を提供する。

B．研究方法 
本県情報提供・相談支援部会に所属する17病院の

がん相談実務者に、2020年5月にがん相談件数のカウ

ント方法、PDCAサイクル、活動形態、研修受講状況、

相談支援が難しい相談内容等についてアンケートを

配布、回収後その内容を分析した。

（倫理面への配慮）

なし

C．研究結果 
1）県内全17施設、121名中107名から回答を得た。

2）相談件数のカウント方法は、施設間でばらつきが

あり、PDCAサイクルの必要性は感じているものの、

具体的な行動につながっていなかった。

3）担当者の活動形態は、退院支援、調整業務と兼任

で行っている施設が圧倒的に多かった。

4）担当者のがん相談経験年数の平均は7年、基礎研修

1・2受講者66％、基礎研修3受講者46％、その他11％
で、月平均のがん相談対応件数は0～9件が多かった。 
5）相談支援で難しいと感じる相談内容は40以上あり、

就労、ACP、患者・家族の意思決定、家庭内・経済的

な問題、医師との連携など多岐にわたっており、これ

らをテーマとした研修を希望する声が多かった。

6）本県の情報提供・相談支援部会の会議に参加して

いない者75名のうち、活動内容を知らない者24名、

部会の存在を知らない者15名が存在した。 

D．考察 
1）相談件数のカウント方法は施設間で異なり、相談

件数の単純な比較は、活動性の評価には不適である。 
カウント方法の統一化を望む声も多かったが、複数

の業務を担っている現状では難しいと思われた。

2）対応が難しいと感じる相談内容は40以上あり、い

ろいろな問題を抱えながら相談業務を行っているこ

とがわかった。これらをテーマとした研修を希望す

る声も多く、今後の研修企画に活かしていきたい。

3）がん相談実務者の中に、本県情報提供・相談支援

部会の活動内容が必ずしも伝わっておらず、PDCA
サイクルのあり方も含め、実務者による議論の場が

必要である。

E．結論 
さまざまな問題を抱えながらがん相談に応じてい

る実態が明らかとなった。研修企画、PDCAサイクル

への実務者の参加が必要である。

F．健康危険情報 
  特になし

G．研究発表 
1．論文発表  なし

2．学会発表  なし

H.知的財産権の出願・登録状況 （予定を含む） 
1. 特許取得    なし

2. 実用新案登録 なし

3.その他       なし

資料4（2020年度）
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の体制整備のあり方に関する研究 

研究分担者 塚本 憲史 群馬大学医学部附属病院 (腫瘍センター長/診療教授) 

研究協力者 角田 明美 群馬大学医学部附属病院 緩和ケアセンター（看護師長/がん看護専門看護師） 

研究協力者 渡辺 恵  群馬大学医学部附属病院 がん相談支援センター(がん看護専門看護師) 

研究要旨 

がん相談支援センターでの相談支援内容を解析し、蓄積されたデータを利活用するため

に、テキストマイニングによる相談支援内容の解析を行った。まず、2020年度のがん相談

記録から、解析対象となる症例100例を抽出し、個人情報等を除外、匿名化し、CSVファ

イルを作成した。共同研究者である東京医科歯科大学医学部附属病院の内村祐之先生が開

発した解析ソフトをインストール後、模擬症例10例を用いて、動作環境の確認、解析方法

の確認を行った。現在自験例100例で検討を加えている。 

A． 研究目的 

 がん相談支援センターでの相談支援内容を解析

し、蓄積されたデータを利活用するために、相談記

録情報を利用し、テキストマイニング技術により疾

患別、カテゴリー別の傾向を分析し、頻度の高い相

談内容相談内容と対応内容を分類することで、FA

Qの作成、他施設を含めた情報共有の仕組みを検討

し、自施設の相談支援業務に活かす。 

B． 研究方法 

2020年、2021年に自施設で行われた相談支援内

容から分析用CSVデータを作成する。CSVデータを

取り込み、計量的分析手法を用いてテキスト型デー

タを整理または分析し、内容分析を行い、相談内容

の傾向を把握する。計量的分析手法は文章を分かち

書きし、出現する単語などを集計し更に文章内での

単語の共起関係の集計値（Jaccard 係数など）をも

とに単語間の関係を多次元尺度構成法、階層的クラ

スター分析、共起ネットワークとして可視化する。 

（倫理面への配慮） 

患者のプライバシーに関わるもの、個人情報を含

むものを除外または匿名化した上で利用する。また、

診療内容に対する不満などの相談内容は解析対象

外とした。 

C．研究結果 

2020年度のがん相談記録から、解析対象となる

症例100例を抽出し、個人情報等を除外、匿名化し、

CSVファイルを作成した。共同研究者である東京医

科歯科大学医学部附属病院の内村祐之先生に来県

していただき、解析ソフトをインストールし、必要

な動作環境を確認した。その上で、準備した模擬症

例10例を用いて、解析ソフトの運用、症の解析方法

の確認を行った。 

D．考察 

 解析ソフトを用いて、模擬症例で演習を行ったと

ころ、十分運用可能であることがわかった。現在自

験例100例はすでに準備しており、検討可能と思わ

れた。 

E．結論 

 解析ソフトを用いてテキストマイニングによる

相談支援内容の解析を行うことは十分可能である。 

F．健康危険情報 

  特になし 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1. 論文発表 なし

2．学会発表 なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 （予定を含む） 

1．特許取得       なし 

2．実用新案登録 なし 

3．その他   なし

資料5（2021年度）



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の体制整備のあり方に関する研究 

テキストマイニングを用いた相談支援内容の解析 

研究分担者 塚本 憲史 群馬大学医学部附属病院 （腫瘍センター長） 

研究協力者 角田 明美 群馬大学医学部附属病院 （看護師） 

研究協力者 渡辺 恵  群馬大学医学部附属病院 （看護師） 

研究要旨

がん相談支援センターでの相談支援内容を、テキストマイニング技術を用いて解析した。

2020年度のがん相談記録から症例100例を抽出し、個人情報等を除外したCSVファイルを

作成、東京医科歯科大学内村先生が開発したソフトを用いて解析した。相談記録には相談内

容と相談対応が記載されているが、この解析に必要なものは前者のみであり、多施設でこの

解析を行うには、相談記録の記載方法を共通化する必要がある。相談記録をそのまま解析す

ると不要な情報が多く得られ、解析対象を相談内容に絞り、除外ワードの設定が不可欠であ

った。除外ワード設定後に再度解析したところ、頻出上位ワードのみならず下位ワードから

も必要な情報が抽出される一方、頻出上位ワードに不要な情報も多数得られた。また、相談

記録から類似相談内容が抽出できないかをサンプルデータ10例を用いて検討し、特定のキ

ーワードから類似相談内容の抽出は可能で、相談内容、対応内容の幅、違いも可視化可能で

あった。しかし、この解析を日常業務の合間に行うにはハードルが高いと思われた。 

A． 研究目的 
がん相談支援センターで蓄積されたデータを利

活用するために、相談記録情報を利用し、テキスト

マイニング技術により疾患別、カテゴリー別の傾向

を分析し、頻度の高い相談内容と対応内容を分類す

る。そして、この解析から得られる情報を用いて、

FAQの作成、他施設を含めた情報共有、自施設の相

談支援業務の改善に活かせないかを検討する。

B．研究方法 
2020年度のがん相談記録から症例100例を抽出、

個人情報等を除外、匿名化し、CSVファイルを作成

し、東京医科歯科大学内村先生の解析ソフトを用い

てテキストマイニングによる分析および可視化を

行った。計量的分析手法として文章を分かち書きし、

出現する単語などを集計してFAQへの応用が可能

かを検討した。また、相談記録から類似相談内容が

特定のキーワードから抽出できないかを、10件のサ

ンプルデータを用いて検討した。

（倫理面への配慮）

患者のプライバシーに関わるもの、個人情報を含

むものを除外または匿名化した上で利用した。また、

診療内容に対する不満などの相談内容は解析対象

外とした。

C．研究結果 
１）相談記録をそのまま解析すると不要な情報が多

数抽出され、必要な情報が得られなかった。分析対

象を相談内容に絞り、また、除外ワードをあらかじ

め設定する必要があった。

２）除外ワードとして、相談内容ではない単語（患

者、相談、情報等）、および、動詞、形容詞、副詞、

助詞、接続詞、記号（句読点、括弧）など名詞以外

を設定した。また、出現頻度が高いワードのほかに、

頻度が低い項目の一覧を出力できるようにした。そ

の結果、上位100ワードに具体的な検査、治療法が

抽出される一方、下位100ワードにも病期、治療な

ど目的とする情報が抽出された。また、上位100ワ
ードに不要なワード（「こと」「院」「他」など）

が抽出され、上位ワードのみに注目すると、必ずし

も必要な情報にたどり着けないと思われた。

３）相談記録から類似相談内容が抽出できないかを

サンプルデータ10例を用いて検討した。特定のキー

ワードから類似相談内容の抽出は可能で、相談内容、

対応内容の幅、違いも可視化可能であった。

D．考察 
 相談記録の内容を大別すると、相談内容と相談対

応に分かれる。このうち、今回の解析に必要なもの

は相談内容のみであり、多施設でこの解析を行うに

資料6（2022年度）



は、相談記録の記載方法を共通化する必要がある。 
目的とする情報を得るには、できるだけ多くの除

外ワードを事前に入力しておく必要があった。また、

出現頻度の低いワードにも必要な情報が含まれて

おり、単純に頻度の高いワードを抽出するだけでは

不十分と思われ、評価時には注意が必要である。 
類似相談内容の抽出、分析することで教育への利

用、相談の質保証に応用可能と思われた。一方、解

析対象を院内症例にすると、相談内容がその病院の

特徴に影響される可能性があり、FAQ作成支援に用

いる場合は、院外症例を対象とした方が普遍性の高

い情報が得られると思われる。 
ただ、この解析を行うにはそれ相当の労力が必要

で、日常業務を行いながら行うにはハードルが高い

と思われた。 
 
E．結論 
 必要とする情報がある程度得られるが、労力の割

に得られる情報は限定的で、複数の施設で行うには

課題が残った。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
１．論文発表 
１）Yamauchi N, Maruyama D, Choi I, Atsuta Y, 
Sakai R, Miyashita K, Moriuchi Y, Tsujimura H, 
Kubota N, Yamamoto G, Igarashi T, Izutsu K, 
Yoshida S, Kojima K, Uchida T, Inoue 
Y, Tsukamoto N, Ohtsuka E, Suzuki S, Inaguma 
Y, Ichikawa S, Gomyo H, Ushijima Y, Nosaka K, 
Kurata M, Tanaka Y, Ueda R, Mizokami M, 
Kusumoto S. Prophylactic antiviral therapy for 
hepatitis B virus surface antigen-positive 
patients with diffuse large B-cell lymphoma 
treated with rituximab-containing chemotherapy. 
Cancer Sci. 2021; 112(5): 1943-1954. 
2) Fujimoto S, Kawabata H, Sakai T, Yanagisawa 
H, Nishikori M, Nara K, Ohara S, Tsukamoto N, 
Kurose N, Yamada S, Takai K, Aoki S, Masaki Y. 
Optimal treatments for TAFRO syndrome: a 
retrospective surveillance study in Japan Int J 
Hematol. 2021; 113(1): 73-80. 
 
２．学会発表 
1) 櫻井麗子、大崎洋平、清水雄大、大曾根勝也、

大島宗平、角田明美、塚本憲史．免疫併診プロジェ

クトチームにおける免疫チェックポイント阻害薬 
の有害事象. 第60回日本癌治療学会、2022年10月、

神戸 
2) 大崎洋平、櫻井麗子、塚本憲史．免疫チェック

ポイント阻害薬投与時の高齢者評価の有用性.  
第60回日本癌治療学会、2022年10月、神戸 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1．特許取得   なし 
 
 2．実用新案登録 なし 
 
 3．その他    なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん相談支援センターにおける「相談記入シート」を活用したベンチマーク指標作成のための検討 

研究分担者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター（院長） 

研究要旨 

がん相談支援センターの活動評価として、実際の相談内容や相談件数などの定期的かつ

継続的な収集がなされている。しかしながら、「相談記入シート」を用いて多数の項目別に

相談件数の報告がなされているものの、その内容分析や相談件数の年次的変化の検討、そ

れに基づく問題抽出や調査項目の改善等の試みは十分ではない。がん患者の個々のニーズ

に応じた質の高い相談支援を提供するためには、がん相談支援センターにおける相談支援

活動の客観的評価方法の確立が求められる。特に、データを用いた相談支援活動の客観的

評価としてのがん診療連携拠点病院間のベンチマーキングは全くはなされていない。その

ため、各施設にとって自施設の全国レベルでの位置づけの判断ができない状況である。そ

のために今年度は、「相談記入シート」を活用したがん診療連携拠点病院間の相談支援活

動のベンチマーキングの意義の検討や、そのための指標を作成するための議論を行った。 

A． 研究目的 
がん相談支援センターにおける相談支援活動の客

観的評価方法を確立する。そのために今年度は、「相

談記入シート」を活用したがん診療連携拠点病院間

の相談支援活動のベンチマーキングの意義やそのた

めに用いる指標を検討する。

B．研究方法 
1. まずは、研究班の中で、医療マネジメント領域で

行われている施設間のベンチマーキングの意義

についての理解を深めた。

2. その上で、がん相談支援の領域でのベンチマー

キングに資する指標についての議論を行った。

（倫理面への配慮）

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。

C．研究結果 
班会議において、以下を議論し共通認識を深めた。 

1. がん相談支援センターの活動評価として「相談

記入シート」を用いた多数の相談内容の項目別

の相談件数の報告がなされているものの、その

内容分析や相談件数の年次的変化の検討、それ

に基づく問題抽出や調査項目の改善等の活動は

十分になされていない。

2. それらのデータの経時的な変化を見ていくこと

の重要性に加えて、がん診療連携拠点病院間の

ベンチマーキングを行うことの認識を深めた。

3. ベンチマーキングのためには、どの指標が必要

か、現在の調査項目だけでよいか、新たに項目を

追加する必要があるかの議論を行った。

D．考察 
本年度は、がん相談支援の実態を客観的に評価す

る必要性を議論することから、分担研究者としての

活動を開始した。そのための客観的評価方法として、

がん診療連携拠点病院間のベンチマーキングの意義

を認識できたことは、がん相談支援の領域では進歩

と言える。実際に何の指標で評価するかの決定とベ

ンチマーキングの実施は来年度の課題であるが、各

がん診療連携拠点病院内でのがん相談支援の在り方

だけでなく、他施設との比較結果のフィードバック

によって、自施設の全国における相談支援レベルの

位置づけが明確になることは、全国のがん相談支援

活動の質の改善につながるとともに、その均てん化

へも資すると予想される。

E．結論 
がん相談支援センターにおける相談支援活動の客

観的評価方法の確立の一つとして、「相談記入シート」

を活用したがん診療連携拠点病院間の相談支援活動

のベンチマーキングの意義の検討や、そのための指

標を作成するための議論を行った。 

F．健康危険情報 

  特になし
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研究要旨 

本研究では、全国のがん診療連携拠点病院の相談支援センターにおける、相談内容収集

の現状を把握し、定期的に収集・活用するための方策について検討することを目的とし、

Web調査を実施した。その結果、調査協力を依頼した462施設のうち、173施設より回答が

得られた（回収率37.4％）。相談内容収集の現状として、2016年に導入された全国で同一

の「相談記録のための基本形式（相談記入シート）」の電子カルテ組み込みを含む電子デ

ータで扱っている施設は、8 割と高い割合となっていた。集積した相談件数等のデータの

活用状況については、全体では自施設での報告や活動の見直しでの活用は9 割、6割であ

った。また、県内での実績報告や会議での活用は7割となっていたものの、県内での活動

の見直しや改善については16.4%と低い割合となっていた。これらは、国の拠点病院等の

指定条件別でも同様の傾向がみられた。

本調査の実施により、2016年に導入された全国で同一の「相談記録のための基本形式

（相談記入シート）」の導入状況や、データの活用状況についての傾向を把握することがで

きた。相談記入シートの導入に際し、データの電子化等の集積方法は、施設の人的・物的

資源や経済的状況により異なることが想定されるため、今後データの利活用方法を普及さ

せる上では考慮すべき点である。集積したデータの活用について、特に県内での活用は十

分でないことが明らかとなり、今後どのようにデータを可視化し使用するか、具体的な方

策を示すことも課題になると考えられた。また各施設の病院背景やシステムの状況も異な

ると考えられるため、「相談記入シート」の情報収集に関わる諸問題や手続きおよび収集し

たデータの活用方法について、現場の実務者と共に検討する必要があると考えられた。

A． 研究目的 
現在、全国のがん診療連携拠点病院において、がん

に関するご相談の窓口として「がん相談支援センタ

ー（以下、相談支援センター）」を院内に設置してい

る。相談支援センターでは、一定の基準を満たした上

で治療の内容や設備、がんに関する情報提供などを

行っており、がん相談支援における相談内容は電子

カルテやExcel に記録されデータとして管理してい

る。しかし、蓄積されたデータの利活用や相談員間の

知識共有は十分とは言い難い状況にあることが指摘

されている。将来の相談内容の更なる多様化に備え、

今後は蓄積された相談情報を活用し、FAQ の作成や
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相談員間の情報交換など他施設を含めた相談員のノ

ウハウを共有する仕組みを作り、相談員による経験

や知識に起因する対応の差を埋め、一定水準以上の

相談対応が行えるような相談対応支援の仕組みが求

められる。 
以上から、令和2年度は全国のがん診療連携拠点病

院の相談支援センターにおける、相談内容収集の現

状を把握し、定期的に収集・活用するための方策につ

いて検討することを目的とし、Web調査を実施した。

本稿では、その結果を報告する。 
 
B．研究方法 
１．研究デザイン 
 本研究は、横断的研究デザインである。 
 
２．研究対象 
本研究の調査対象は、全国のがん診療連携拠点病

院および連携する病院のがん相談支援センター（ま

たは相談対応部門）に調査協力を依頼した。 
・国のがん診療連携拠点病院（成人447 施設） 
・小児がん診療拠点病院（15 施設） 
 
３．調査内容 
 調査内容は、以下a～g である。 
a. 施設の背景因子 
都道府県名、施設名、国の拠点病院等の指定状況、

小児がん連携病院、小児がん相談窓口、回答者属性等

を把握した。 
  
b. がん相談支援センターの相談対応状況 
個人情報保護法および貴院の個人情報保護に関す

る規定を前提とした上での対応状況の現状について

下記①～③の項目について、「全件で対応している」

「ほとんど対応している（理由）」「あまり対応でき

ていない（理由）」「ほとんど対応できていない（理

由）」の4 件法で尋ね、当てはまる程度を把握した。 
① 相談時の守秘義務を守って対応している。 
② 相談内容を主治医や他の医療スタッフ等と共有

する場合には、必ず本人の了解を得ている。 
③ 中立的な立場で相談対応を行っている。  
 
c. がん相談支援センターの相談記録方法 
下記①②の項目について設問を設けると共に、電

子カルテへの導入時期とその後のシステム改修 時
期、データフォーマットの項目、アクセス権限の有無

等について施設の状況を把握した。 
① 貴センターでは、病院ID（貴院の受診歴）のあり・

なしによって相談記録を分けていますか。 
② 貴センターでは、相談件数の記録のために 「相談

記録のための基本形式（相談記入シート）」を導

入していますか。 
 
d. 集積した相談件数のデータの活用状況 
下記①②の項目について設問を設け、集積した相

談件数の院内外での活用状況を把握した。 
① 現在、集積した相談件数のデータを集計や情報共

有などで活用していますか。 
② 集積した相談件数のデータはどのように活用 し

ていますか。 
 
e. 今後のデータ活用の取組みに関する現在の状況や

意向 
 下記①② 項目について設問を設けると共に、どの

ようなサポートがあれば取り組みが可能となるかに

ついても、施設の意向を把握した。 
① 貴センターでの現在のデータ活用の状況につい

て教えてください。 
② 何らかのサポートがあった場合の貴センターの

データ活用のご意向について教えてください。 
 
f. 「相談件数」以外の「相談内容」データの収集 
下記①～⑥の設問を設け、「相談件数」以外の「相談

内容」データの収集状況について、その詳細を把握し

た。 
① 貴センターでは「相談内容」を集積していますか。 
② 貴センターでは「相談内容」をどのくらいの期間

蓄積していますか。 
③ 貴相談支援センターでは、「相談内容」をどのよ

うに集積していますか。 
④ 貴センターに導入されている電子カルテのベ ン

ダーを教えてください。 
⑤ 電子カルテとの連携内容を教えてください。 
⑥ 匿名での相談の際の運用方法を教えてください。 
 
４． 調査方法 
本調査は、Web 調査システムを用いて以下の手順

で行った。調査期間は、2020年9月～10月であった。 
1) 全国のがん診療連携拠点病院のがん専門相 

談員メーリングリストおよびがん情報対策セン

ターHP 上で、調査協力を依頼した。 
2) 調査対象者へは、説明文書（資料1）をよく読ん

だ上で、調査への協力に同意する場合に調査票

（資料2）へ回答するよう依頼した。 
3) 本調査について「協力に同意する」にチェ 



ックした者のみ、設問に回答できるようにWeb 
システムを設定し、調査票の回答および送信を

もって研究協力に同意したとみなすことを文書

で説明した。 
 
５．分析方法 
 分析は、まず、相談内容収集の現状を把握するため、

全ての項目について記述統計を算出した。次に、国の

拠点病院等の指定状況別の特徴を把握するため、都

道府県がん診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠

点病院、特定領域がん診療連携拠点病院・地域がん診

療病院ごとに記述統計を算出した。その後、相談内容

に関する各項目の分布をグラフ化して視覚的に確認

した。その際、研究教育機関である大学病院とそれ以

外の病院の違いについても確認した。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、患者のヘルシンキ宣言（世界医師会）の

精神と『人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針』（文部科学省・厚生労働省）に従い実施した。 
本研究の協力者のリクルートの際に、本研究の意義、

目的、方法、問い合わせ先について、事前にWeb 上
の文面で説明した上で、調査への協力者を募集した。

調査に先立ち、研究の主旨、調査への協力は任意であ

り、研究に同意しなくても不利益を被ることがない

ことを文書（資料1）で説明し、調査票（資料2）への

入力を依頼した。回答した調査票の送信をもって本

研究への協力に同意が得られたものと判断した。 
 
C．研究結果 
調査協力を依頼した462施設のうち、173施設より

回答が得られた（回収率37.4％）。回答施設の国の拠

点病院等の指定状況は、地域がん診療拠点病院が70.
5％ともっとも多く、ついで都道府県がん診療連携拠

点病院が22.5％であった。 
がん相談支援センターでの相談内容や対応状況に

ついては、2016年に全国で同一の「相談記録のため

の基本形式（相談記入シート）」が導入され、全体で

は電子カルテ組み込みを含む電子データで扱ってい

る施設は、8 割と高い割合となっていた。また、国の

拠点病院等の指定条件別でも、都道府県がん診療連

携拠点病院のうち大学病院（100％;複数回答）、都道

府県がん診療連携拠点病院のうち大学病院以外（73.
7％）、地域がん診療連携拠点病院のうち大学病院（8
0.0％）、地域がん診療連携拠点病院のうち大学病院

以外（80.3％）、特定領域がん診療連携拠点病院・地

域がん診療病院（85.7％）となっており、7割合以上

で電子化が進められていた。 
集積した相談件数等のデータの活用状況について

は、全体では自施設での報告や活動の見直しでの活

用は9 割、6割であった。また、県内での実績報告や

会議での活用は7割となっていたものの、県内での活

動の見直しや改善については16.4%と低い割合とな

っていた。これらは国の拠点病院等の指定条件別で

も、同様の傾向がみられ、自施設や県内での活動報告

等に役立てたられているものの、特に県内での活動

見直しや改善への活用には至っていない現状が示さ

れた。 
さらに、集積したデータの活用のために必要なサ

ポートに関する自由記載では、「自施設でのデータの

活用は行えています。他施設とのデータ活用を具体

的にどのようにすればいいのかイメージがついてお

りません。」「パソコン操作に詳しい人のサポート、

マンパワー、経済的支援。」等の記載があり、現場の

実務者が集積したデータの活用に苦慮している様子

が伺えた。結果の概要図については、がん対策研究紹

介サイト：質の高いがん相談支援HP参照のこと（ht
tps://plaza.umin.ac.jp/~CanRes/needs/）。 
） 

 
D．考察 
本年度は、全国のがん診療連携拠点病院の相談支

援センターにおける、相談内容収集の現状を把握し、

定期的に収集・活用するための方策について検討す

ることを目的とし、Web調査を実施した。本調査の実

施により、2016年に導入された全国で同一の「相談

記録のための基本形式（相談記入シート）」の導入状

況や、データの活用状況についての傾向を把握する

ことができた。相談記入シートの導入に際し、データ

の電子化等の集積方法は、施設の人的・物的資源や経

済的状況により異なることが想定されるため、今後

データの利活用方法を普及させる上では考慮すべき

点である。また、集積したデータの活用については、

どのようにデータを可視化し使用するかといった、

具体的な方策を示すことも課題である。しかしなが

ら、本調査の回収率は全体の37.4％であった。がん相

談対応記録の有効な活用に関心を有する施設が、回

答した可能性があり結果の解釈および一般化可能性

には注意を要する。 
今後は、異なる病院背景およびシステムをもつ施

設における「相談記入シート」の情報収集に関わる諸

問題や手続きおよび収集したデータの活用方法につ

いて、現場の実務者と共に検討する必要があると考

える。 

https://plaza.umin.ac.jp/%7ECanRes/needs/
https://plaza.umin.ac.jp/%7ECanRes/needs/


 E．結論 
相談内容収集の現状として、2016年に導入された

全国で同一の「相談記録のための基本形式（相談記入

シート）」の電子カルテ組み込みを含む電子データで

扱っている施設は、8 割と高い割合となっていた。集

積した相談件数等のデータの活用状況については、

全体では自施設での報告や活動の見直しでの活用は

9 割、6割であった。また、県内での実績報告や会議

での活用は7割となっていたものの、県内での活動の

見直しや改善については16.4%と低い割合となって

いた。これらは、国の拠点病院等の指定条件別でも同

様の傾向がみられた。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表 2.学会発表 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他   

なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

「がん相談対応記録の有効な活用」アンケートへのご協力のお願い 

１．調査の概要 
【背景と目的】  

複雑化するがん患者の相談ニーズに適切に対応するために、がん相談支援センターの更なる体制の整備と質の向

上が求められています。多岐にわたるがん相談支援センターの業務のうち、本研究では、特に、相談支援センターの

質の向上に資する体制整備について現状を把握し、さらなる体制整備に役立てていくことを目的としています。 

 相談支援センターの質の向上に資する体制整備に関する検討では、2016 年に全国同一の「相談記 

入シート」の基本形式が定まり、各拠点病院で順次導入が決まったところですが、相談内容の定期的 

な収集や把握、その活用には至っていないという状況を踏まえ、全国のがん相談支援センターにおける相談

内容収集の現状を把握することを目的としています。 

 

【調査期間】 2020 年9 月～2020 年10 月 

 

【アンケート内容および調査方法について】 

 アンケートは記名式です。相談支援センターの責任者、またはそれに準ずる立場の方がご回答ください。 

 アンケートの内容は、がん相談支援センターの相談記録の方法や、相談内容の収集および活用の状況などに

ついてです。 

 アンケートはWeb 上でフォームに入力する形式です。 

 アンケートにかかる時間は15 分程度です。 

 アンケートの回答期限は２０２０年10 月19 日（月）予定とさせていただきます。 

 調査結果は、個別の病院や個人が特定されないように解析させていただきます。なお、地域による体制状況の

検討のために、地域別に解析させていただくことがございます。 

 回答内容について確認させていただくために、お問い合わせさせていただくことがございます。 

 この調査によって収集するデータは責任を持って管理します。研究終了後、解析に使用した電子データは完

全に消去いたします。 

 

２．調査への協力について 
この調査へのご協力は任意です。アンケートにお答えいただかなくても、拠点病院または相談支援センター 

の活動評価等に支障を来すことは一切ありません。また、お答えになりたくない質問には、無理にお答えいただ 

く必要はありません。なお、調査への参加に同意された後でも取りやめることもできます。その際は下記連絡先までご連

絡ください。ただし、結果を公表した後にお申し出いただいた場合には、取りやめることができませんのでご了承くださ

い。 

 

３．結果の取り扱いについて 
調査成果は、目的以外に利用することはありません。なお、個人や施設が特定されないように取りまとめ、学 

術集会や学術雑誌等で公表させていただきます。 

 

４．その他 
この調査に関する費用は、「がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の提供に資する研究

（20EA1015）」（研究代表者 高山智子）から支出されます。今回の調査に必要な費用をご負担いただくことはありませ

ん。なお、謝金もありませんのでご了承ください。 

 

調査へのご質問などございましたら、お気軽に下記連絡先までご連絡ください。 
 

【連絡先】 

研究責任者：髙山智子 国立がん研究センター がん対策情報センター 

研究事務局：国立がん研究センター がん対策情報センター がん情報提供部 （担当：奥、三村、堀拔） 

〒104-0045 東京都中央区築地5-1-1 
e-mail: CISC-research@ml.res.ncc.go.jp 
FAX: 03-3547-8577 

資料 1．説明文書 



 

 

 

太枠で囲んだところを全てお答えください。回答は、あてはまる数字を１つ選び〇をつけて下さい。 

（    ）内には数字または具体的なお答えをご記入ください。アンケートは全部で5ページです。 
 
 

◆ 本アンケート調査について………………… １．協力に同意する ２．協力に同意しない 

※２．「協力に同意しない」に〇をつけた方は、ここから先の質問にお答えいただく必要はありません。 
 
  

1. ご回答いただく施設・ご担当者についてお尋ねします。 
1）都道府県名………………………… 

 
 

（                           ） 

2）施設名……………………………… （                           ） 

3）国の拠点病院等の指定状況 
（複数回答可。当てはまるものすべてに〇）

… 

１．都道府県がん診療連携拠点病院 
２．地域がん診療連携拠点病院 
３．特定領域がん診療連携拠点病院 
４．地域がん診療病院 
５．小児がん拠点病院 
６．がんゲノム医療中核拠点病院 
７．がんゲノム医療連携病院 
８．その他（                     ） 

4) 小児がん連携病院 

  
 

 １．あり ２．該当なし 

5) 小児がん相談窓口 

  
 

 １．あり ２．該当なし 

6）ご回答者氏名、職種・資格……… （氏名：          職種・資格         ） 

7）ご回答者連絡先メールアドレス…… （                           ） 

 
2. がん相談支援センターの相談対応状況についてお尋ねします。 

1） 貴センターでの以下の①～③について、個人情報保護法および貴院の個人情報保護に関する規定を

前提とした上での対応状況の現状について教えてください。 

なお、回答が１．以外の場合には、ご対応が難しい理由を（      ）にお書きください。 

① 相談時の守秘義務を守って対応している。 

１．全件で対応している 
２．ほとんどで対応している  （理由：                             ） 
３．あまり対応できていない  （理由：                             ） 
４．ほとんど対応できていない （理由：                             ） 

② 相談内容を主治医や他の医療スタッフ等と共有する場合には、必ず本人の了解を得ている。 

１．全件で対応している 
２．ほとんどで対応している  （理由：                             ） 
３．あまり対応できていない  （理由：                             ） 
４．ほとんど対応できていない （理由：                             ） 

③ 中立的な立場で相談対応を行っている。 

１．全件で対応している 
２．ほとんどで対応している  （理由：                          ） 
３．あまり対応できていない  （理由：                          ） 
４．ほとんど対応できていない （理由：                          ） 

「がん相談対応記録の有効な活用」に向けた検討に関するアンケート 

資料 2．調査票 



3．がん相談支援センターの相談記録方法についてお尋ねします。 
1） 貴センターでは、病院 ID（貴院の受診歴）のあり・なしによって相談記録を分けていますか。 

１．同一の記録フォームに記録している 
２．病院 IDのあり・なしによって、別々の記録フォームを使って記録している 
３．1，2以外 
（具体的にお書きください                                   ） 

2）貴センターでは、相談件数の記録のために「相談記録のための基本形式」を導入していますか。 
（複数回答可。当てはまるものすべてに〇をつけ、＞に示されている全ての質問にお答えください。） 

１．電子データとして導入済み － 電子カルテに組み込んでいる           ＞ Q 4-3),4-5),4-6)へ 
２．電子データとして導入済み － 共通のエクセルファイル＊を使用している     ＞ Q 4-4),4-5),4-6)へ 
３．電子データとして導入済み － 上記1、2以外の方法を使用している  

（アクセス・ファイルメーカーなどデータベースソフトを独自に使用しているなど） 
                          ＞ Q 4-4),4-5),4-6)へ 

４．紙ベースで導入済み                             ＞ Q 4-4),4-5),4-6)へ 
５．まだ導入していない                                      ＞ Q 4-6)へ 
６．その他     （                        ）             ＞ Q 4-6へ 

＊共通のエクセルファイルとは、「相談のための基本形式」を用いた相談記録のための記入シートのことです。 
詳しくはこちらをご覧ください → URL：https://ganjoho.jp/med_pro/consultation/support/registration_sheet.html 

 
4. がん相談支援センターの相談記録方法についてお尋ねします（続き）。 

3）4-2）で 1．を選択されたセンターにお尋ねします。 

① 電子カルテに組み込んだのは何年頃ですか。…………………

 
 
 

（        ）年頃 
な  ② その後システムの改修を行っていれば、それは何年頃ですか。

 
（        ）年頃 

 4）4-2）で 2～4 を選択されたセンターにお尋ねします。 
２ 高校 卒業 導入したのは何年頃ですか。…………………………………………… （        ）年頃 

 5）4-2）で 1～4 を選択されたセンターにお尋ねします。 
 ① 貴センターで導入している「相談記録のための基本形式」では、提供しているデータフォーマット 
（項目）をそのまま使用していますか。 

１．提供されているデータフォーマットをそのまま使用している 
２．提供されているデータフォーマットの他に独自の項目を追加して使用している 
３．提供されているデータフォーマットの一部を使用し、独自の項目と組み合わせて使用している 

② データフォーマットの項目の変更にはどのように対応していますか。 
 １．変更があるたびに予算化し、速やかに対応している 

２．予算が取れたタイミングやシステム更新に合わせて変更に対応している 
３．項目の変更には対応できていない 

 6）貴センターでは、主治医に知られたくない相談内容があるときなどを含め、相談員以外が相談記録

に閲覧できないような仕組み（アクセス権限）を設定していますか。 
１．はいの場合は、具体的な対応について（     ）にお書きください。 
２．いいえの場合は、対応が難しい理由を（     ）にお書きください。 

１．はい  
（具体的な内容：                                     ） 
２．いいえ 
（対応が難しい理由：                                   ） 

 



5. 貴センターで集積した相談件数のデータの一部あるいは全体について、 
自施設・都道府県としての集計用や、他院との情報共有などの活用についてお尋ねします。 
1）現在、集積した相談件数のデータを集計や情報共有などで活用していますか。 

１．行っていない 
２．一部（少し）行っている 
３．ある程度行っている 
４．十分行っている 

2）集積した相談件数のデータはどのように活用していますか。あてはまるものすべてに〇をつけて下さ

 １．院内での実績報告や会議で活用している 
２．県内での実績報告や会議で活用している 
３．自施設での相談支援センターの勉強会で活用している 
４．他施設との相談支援に関わる勉強会で活用している 
５．相談内容を分析し、自施設の相談支援センターの活動の見直しや改善等に活用している 
６．相談内容を分析し、県内の相談支援センターの活動の見直しや改善等に活用している 
７．相談内容を分析し、自施設の相談支援センターの活動状況等を他施設と共有し、改善等に役立てる場 

（学会発表等）で活用している 
８．その他（                                      ） 

 
6. 今後のデータ活用の取組みに関する現在の状況やご意向をお聞かせください。 

1）貴センターでの現在のデータ活用の状況について教えてください。 

１．すでに活用に向けての取組み準備を始めている 
２．すぐにでも取組みを始めたい 
３．この１、２年で取組みを始めたい 
４．この１、２年では難しいが取組みを始めたい 
５．マンパワー等の体制が十分でなく、取組みは難しい 

2）何らかのサポートがあった場合の貴センターのデータ活用のご意向について教えてください。 

１．すぐにでも取組みを始めたい                                      ＞ Q 6-3) へ  
２．この１、２年で取組みを始めたい                                    ＞ Q 6-3) へ  
３．この１、２年では難しいが取組みを始めたい                               ＞ Q 6-3) へ  
４．マンパワー等の体制が十分でなく、取組みは難しい                            ＞ Q 7へ  

3）6-2)で、1～3 を選択されたセンターに伺います。 
どのようなサポートがあれば可能でしょうか。具体的にお書きください（自由回答）。 

 
 
7. 「相談件数」以外の「相談内容」データの収集についてお尋ねします。 

1）貴センターでは「相談内容」を集積していますか。 

１．はい 
２．いいえ    ＞ Q 8へ 

2）貴センターでは「相談内容」をどのくらいの期間蓄積していますか。 

１．全ての相談 
２．1年のうち一定の期間  （     ）ヶ月程度 
３．不定期 

 



3）貴相談支援センターでは、「相談内容」をどのように集積していますか。 

 

 

  

１．電子データとして蓄積している 
－「相談記録のための基本形式」での相談件数等と一緒に電子カルテに入力している ＞ Q 7-4) へ 

２．電子データとして蓄積している 
－「相談記録のための基本形式」での相談件数等とは別に電子カルテに入力している ＞ Q 7-4) へ 

３．電子データとして蓄積している 
－「相談記録のための基本形式」での相談件数等と一緒に共通のエクセルファイルを利用して入力 

している                                   ＞ Q 8へ 
４．電子データとして蓄積している 

－ 上記１～３以外の方法（アクセス・ファイルメーカーなどのデータベースソフトを独自に使用するな

ど）で「相談記録のための基本形式」での相談件数等と一緒に入力して      ＞ Q 8へ 
５．電子データとして蓄積している 

－ 上記１～３以外の方法（アクセス・ファイルメーカーなどのデータベースソフトを独自に使用するな

ど）で「相談記録のための基本形式」での相談件数等と別に入力している    ＞ Q 8へ 
６．紙ベースで蓄積している                            ＞ Q 8へ 
７．蓄積していない                                ＞ Q 8へ 
８．その他（                                                     ）              

＞ Q 8へ 
 
8. 研究への参加のご意向についてお尋ねします。 

現在、研究班では、がんに関わる以下のような内容の研究に取り組んでいます。 
1） 貴センターでは「相談内容を電子的に入力して蓄積し、情報ニーズを解析する」トライアルに 

参加したいと考えますか。 
１．全ての相談 
２．1年のうち一定の期間  （     ）ヶ月程度 
３．不定期 

 
 

アンケートは以上です。念のため、記入漏れがないかご確認ください。 
ご協力いただき、本当にありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
がん相談支援センターにおける「相談記入シート」を用いた 

相談対応状況のデータベースと活用に関する研究 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

研究代表者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 

研究要旨

本研究では、全国のがん診療連携拠点病院から参加施設を募り、「相談記入シート」のデ

ータの提供を受けて現状を把握し、相談内容を定期的かつ継続的に収集する仕組みを検討

するため調査を計画したが、最終年度 3 月時点でデータを収集するまでには至らなかった。

そこで本稿では、調査実施に向けた準備を含むこれまでの経過を記述し、「相談記入シート」

の施設外での活用に際しての情報収集の課題について検討した。

全国のがん診療連携拠点病院メーリングリスト通じて協力施設を募ったところ、14 施設

（都道府県がん診療連携拠点病院;5 施設、地域がん診療拠点病院;9 施設）が調査協力の意

向を示した。各施設の担当者から、がん以外の診療を担う施設等では自施設の診療状況に

合わせて項目を選定して使用しており、「相談記入シート」全項目を収集するには至ってい

ないという意見が聞かれた。また、調査協力に必要な体制が整備されていないことや

COVID-19 への対応等による業務多忙を理由に、8 施設が調査協力を辞退した。

全国で同一の「相談記入シート」を導入したにも関わらず、同じ内容を収集するに至っ

ていないことは課題と考えられた。また調査を実施するために必要な倫理審査委員会への

申請手続きに伴い負担が生じる可能性があることも課題であると考えられた。今後も調査

を継続し、現場の相談員にとって収集する意味や価値のある項目は何であるかについて検

討すると共に、その具体的な活用方法を示すことが望まれる。また各施設の状況を十分確

認し、意向に沿えるよう十分配慮する必要があるとともに、個々の施設の対応が負担とな

らないような仕組みも合わせて検討する必要があると考えられた。 

A． 研究目的 
複雑化する相談ニーズに適切に対応するためには、

相談現場における相談内容の迅速な把握とそれに対

応する情報や支援体制の整備が求められる。しかし

全国のがん相談支援センター（以下、相談支援センタ

ー）の相談内容や対応状況は、2016年にようやく全

国で同一の「相談記入シート」が定まり、各拠点病院

で順次導入が決まったが、未だ定期的な収集や活用

には至っていない。相談内容を定期的に収集・活用し、

相談現場に還元できる仕組みが必要である。本研究

では、がん診療連携拠点病院から参加施設を募り、

「相談記入シート」のデータの提供を受けて現状を

把握し、相談内容を定期的かつ継続的に収集する仕

組みを検討することを目的として、調査を計画した。 
しかし、各拠点病院等で集積している「相談記入シー

ト」の項目に関する情報をデータとして提供しても

らうまでには、倫理審査委員会等での諸手続きや各

施設の状況に即した対応が必要となり、本研究終了

年度までにデータを収集するまでには至らなかった。

そこで本稿では、調査実施に向けた準備を含むこれ

までの経過を記述し、「相談記入シート」の施設外で

の活用に際しての情報収集の課題について検討した

結果を報告する。

B．研究方法 
 調査計画を記し、調査実施に向けた準備（倫理審査

申請手続きや調査対象候補施設への電話でのヒアリ

ング等）を含むこれまでの経過を記述した。

＜調査計画＞

本研究で計画した調査の目的は、以下2点である。 
１）全国の相談支援センターで収集した「相談記入シ

ート」のデータベースを構築し、相談内容の現状

を把握すること。

２）相談対応の質の向上のために有用な解析を行う

とともに、その他の活用方法を検討すること。

調査対象施設は全国のがん診療連携拠点病院（以

下、拠点病院）のうち、既に全国共通の「相談記入シ
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ート」を1年以上の集積データ（電子データ）が存在

する施設とする。本調査は、今後「相談記入シート」

を用いたデータベース作成と活用に関する検討を進

める上での課題等を抽出するためのプレテストとし

て位置づけられる。そのため、対象施設数は5～10施
設程を目標とした。これらの施設数は、先行調査（2
020年度に全国のがん診療連携拠点病院（計462施設

/成人：447施設、小児：15施設を対象にした「がん相

談対応記録の有効な活用」に向けた検討に関する調

査）の結果に基づき設定した。回答が得られた173施
設のうち、本調査の計画概要を文書で説明したとこ

ろ、参加意向を表明した施設は10施設程であったこ

とを受け、本調査の施設数を設定した。 
 対象症例期間は、「相談記入シート」導入後の201
9年、2020年、2021年の3年間とし、必ずしも3年間の

全てのデータが揃わない場合（単年分のみ）でも本調

査へは参加可とした。また、対象症例数は、参加協力

施設10施設程を想定し算出した。1施設あたりの相談

件数は、施設によってばらつきがあり年間500～150
0例程度と推定される。そのため、本研究の対象症例

数は3000～9000例程度となると想定した。 
対象施設のリクルートは、全国の拠点病院のがん

相談支援センター担当者らが登録されているメーリ

ングリストおよびもしくは拠点病院がん相談支援部

門の代表者から成る「情報提供・相談支援部会」を通

じて行った。本調査へ協力する意向がある場合には

専用の応募フォームへ必要事項（担当者の連絡先等）

を入力し送信するよう依頼した。 
以上は、研究代表者の所属機関である国立がん研

究センター研究倫理審査委員会より「単機関研究」と

しての承認を受けて実施することとした。 
 分析は、各施設の「相談記入シート」の項目よりが

ん相談件数と相談内容の動向を把握するため、各項

目の記述統計量を算出し分布を確認すること、次に、

年度ごとに1年間の相談件数と各項目の該当者数お

よび院内がん登録の項目などを用いて割合を算出し

て施設間で比較し、全体及び各施設の相談内容と相

談対応の特徴を探ることとして計画した。この結果

をもとに、各施設へのフィードバックレポートを作

成し、さらに、フィードバックレポートをもとに関係

者らと意見交換をして、得られた結果の解釈および

データの活用方法について検討することとした。 
 
（倫理面への配慮） 
研究代表者の所属機関である国立がん研究センタ

ー研究倫理審査委員会の承認を受け実施した。本調

査は既存のデータを利用したがん相談対応内容の事

後的なレビューであるため、データもとの研究対象

者個々人への接触は一切無い。またデータを収集す

る際には相談者の氏名、住所、連絡先などの情報は含

めず、データから対象者個人を直ちに判別できない

よう配慮することとした。 
 
C．研究結果 
＜これまでの経過＞ 

2022年1月、研究代表者の所属機関である国立がん

研究センター研究倫理審査委員会より「単機関研究」

として申請し、承認を受けた（課題番号 2021-306）。
 2022年2～4月、調査対象施設のリクルートを開始

し、全国のがん診療連携拠点病院メーリングリスト

通じて協力施設を募ったところ、14施設が調査協力

の意向を示した。14施設のうち、5施設は都道府県が

ん診療連携拠点病院であり、9施設は地域がん診療拠

点病院であった。調査協力の意向を示した施設の担

当者より「院外へのデータ提供に際しては、研究代表

者の所属機関である国立がん研究センター研究倫理

審査委員会での一括審査を希望する。」との意見が寄

せられた。 
2022年5～7月、調査協力の意向を示した各施設の

担当者（相談支援センターのがん専門相談員もしく

は事務職）に対し、「相談記入シート」の項目の収集

状況とその活用状況や本調査への協力の可否につい

て確認するため、電話によるヒアリングを実施した。

各施設の担当者から、がん以外の診療を担う施設等

では自施設の診療状況に合わせて項目を選定して使

用しており、「相談記入シート」全項目を収集するに

は至っていないという意見が聞かれた。また、調査協

力に必要な体制（一括審査申請に必要な基準を満た

す倫理指針・手順書等）が整備されていないことやC
OVID-19への対応等による業務多忙を理由に、8施設

が調査協力を辞退した。 
最終的に本調査の対象施設は、6施設（都道府県が

ん診療連携拠点病院;4施設、地域がん診療拠点病院;2
施設）となり、2022年8月研究代表者の所属機関であ

る国立がん研究センター研究倫理審査委員会へ多施

設共同研究として一括審査申請の手続きを再度する

こととした。その際、各施設より承諾を得た上で、が

ん相談部門の責任者である医師を本調査の共同研究

者として登録した。その後も各施設における人事異

動による調査担当者の変更等に伴い、倫理審査の変

更手続きのため時間を要し、データ収集には至って

いない状況である（2023年4月時点）。 



D．考察 
「相談記入シート」は2016年に導入され、各施設

でデータの蓄積がなされており、「相談記入シート」

の相談件数などは、毎年厚生労働省への報告が求め

られている。しかし各施設の担当者からは、「相談記

入シート」については、自施設の診療状況に合わせて

項目を選定して使用しているとの意見が聞かれ、施

設によっては「相談記入シート」の全項目は収集され

ていない可能性が示された。全国で同一の「相談記入

シート」を導入したにも関わらず、同じ内容を収集す

るに至っていないことは、今後、ベンチマークとして

施設間で比較検討する際の課題になると考えられた。

今後、本「相談記入シート」の調査を完遂し、収集す

るデータの分析とその結果に基づく関係者間の意見

交換を行う予定であるが、その際に、各施設の「相談

記入シート」の扱い、記入方法・内容等についてより

詳細な現状を把握する必要があると考えられた。ま

た現場の相談員にとって収集する意味や価値のある

項目は何であるかについても検討し、共通認識を持

つようにすることや、その具体的な活用方法を示す

ことが望まれる。「相談記入シート」の項目について

も評価・検討する必要がある。 
本調査は既存のデータを利用したがんに関する相

談対応の情報に関する事後的なレビューである。そ

のため、調査を計画した当初はデータ収集に伴う各

施設の担当者の負担を抑えることができると考えて

計画した。しかし各施設の担当者からは、倫理審査委

員会への申請手続きに対応できるか懸念する意見が

複数聞かれた。これらの意見は、地域がん診療連携拠

点病院より多く聞かれ、病院の規模や倫理審査委員

会の設置状況等が異なることが影響していると考え

られた。研究代表者の所属施設で倫理審査委員会へ

の一括申請で対応するとしても、各施設へは書類の

提出等の諸手続きが必要となる。施設にとっては、そ

れらの手続きを負担として捉える可能性がある。こ

れらは倫理審査委員会への申請や変更手続きを遅ら

せる要因となりうるため課題であると考えられた。

各施設の状況を十分確認して意向に沿って、調査を

実施すべく配慮する必要があるが、個々の施設の対

応を求める形ではない、負担とならないような仕組

みも合わせて検討する必要があると考えられた。 
本研究は、令和5年度から始まる「がん相談支援の

質の確保及び持続可能な体制の構築に資する研究;研
究代表者 高山智子（23EA1025）」にて引き続き検

討を重ねる方針である。 
 

E．結論 
本調査のこれまでの経過より、全国で同一の「相談

記入シート」を導入したにも関わらず、同じ内容を収

集するに至らなかった。本報告では、その背景につい

て検討を行った。調査を実施するために必要な倫理

審査委員会への申請手続きに対応できるか懸念する

意見が聞かれ、諸手続きに伴う負担が生じることが

調査実施の課題となると考えられた。今後も調査を

継続し、現場の相談員にとって収集する意味や価値

のある項目は何であるかについて検討すると共に、

その具体的な活用方法を示すことが望まれる。また

各施設の状況を十分確認して意向に沿って、調査を

実施できるよう配慮するとともに、個々の施設の対

応が負担とならないような仕組みも合わせて検討す

る必要があると考えられた。 
 
F．健康危険情報  
特になし 

 
G．研究発表 
1．論文発表   なし 
2．学会発表   なし 

 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
1. 特許取得   なし 
2. 実用新案登録  なし 
3. その他    なし 
 
 
 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
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がん患者の個々のニーズに応じた情報支援の研修プログラムに関する検討 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院 看護部 （看護師長） 

研究要旨

がん患者や家族の個々のニーズに応じた相談支援を行うために、がん相談員にとって必要

とされる視点や関わりについて検討した結果、①相談者が情報を探求する意味や目的につ

いて理解する、②情報支援におけるがん相談員の役割について理解する、③対象理解を深め

るためのアセスメントの視点を理解する、④相談者に合わせた情報探求を支援する、の4つ

が抽出された。情報探求の取り組みはその人の持つ力によって大きく左右される。個別性を

見極め、その人に合った支援が求められる。 

A． 研究目的 
がん相談における情報支援は、がん相談支援セン

ター相談員（以下がん相談員）の重要な役割のひと

つであり、がん相談員は患者や家族の個々のニー

ズに応じた情報支援の力を向上させていくことが

求められている。

今回、国立がん研究センターがん対策情報センタ

ー主催の「がん相談支援センター相談員、指導者研

修/指導者等スキルアップ研修〜情報から始まるが

ん相談支援〜」の研修会の資料（2016-19）と関連

文献およびがん相談事例を元に、2020年度版の研

修プログラムを作成した。この研修プログラムの

内容において、がん患者や家族の個々のニーズに

応じた相談支援を行うために、がん相談員にとっ

て必要とされる視点や関わりについて考える。

B．研究方法 
「2020年度：がん相談支援センター相談員、指導

者研修/指導者等スキルアップ研修〜情報から始ま

るがん相談支援〜」は、3つのモジュールで構成さ

れている。そのひとつである「相談者に合わせた情

報支援と意思決定支援」は、がん相談員が個々の相

談者を理解し、その人の個別性や状況に合わせて

情報を伝え、相談者自身が情報を得て活用し行動

することを支援する力を高めるための研修プログ

ラムである。このプログラムの内容において、がん

患者や家族の個別性や個々のニーズを理解し、相

談者のニーズに合わせた相談支援を行うために、

がん相談員にとって必要とされる視点や関わりは

何かについて記述し考察を行った。

（倫理面への配慮）

本報告書作成に際し、対象や施設等の個人情報の

保護に努めた。

C．研究結果 
がん患者や家族の個別性や個々のニーズを理解

し、相談者のニーズに合わせた情報支援を行うた

めに、がん相談員にとって必要とされる視点や関

わりは、以下の4つであった。 

１． 相談者が情報を探求する意味や目的について

理解する

がんの診断を受けると、患者や家族は病気や治療

に関する様々なことについて知ることとなる。医

師から病気について説明があり、疑問があれば質

問し「自分に何が起きているのか」を理解する。一

方で、インターネットや本などから病気や治療に

関する情報を調べ、理解を深めていく。治療を受け

ると生活はどうなるのか、家族や子供にはどう話

すか、仕事はどうするかなど、患者や家族は病気に

なったことで起こる様々な問題に対して取り組ん

でいかなければならない。

患者や家族にとって、情報は不安の要因となりう

る漠然さや不確実さを減少させ、向き合う対象を

明確にするものである。向き合う対象が明確にな

ることで、自分自身で物事を統制することができ

るという感覚、すなわち自己のコントロール感を

得る一助となる。がん患者や家族が情報を探求す

る目的は、自分に起こっている状況を理解し、これ

からの生活や人生において起こる可能性があるこ

とについて予測し、自分の考えや信念に基づいて、

必要な対処や問題解決、意思決定を行うためであ

る。がんとともに生きる過程において、治療や生活

のあらゆる場面でその人らしい選択を行い、より

質の高い生活を送るためには、情報は欠かせない。
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がん相談員は相談者が情報を探求する目的を把握

し、その必要性を理解したうえで支援する必要が

ある。 
 

２．情報支援におけるがん相談員の役割について

理解する 
がん相談支援センターに相談する人は何らかの

困りごとや対処すべき事柄を抱え、それに対応す

るために情報を求めて相談することが多い。がん

相談員は、相談者が必要としている情報を見極め、

準備し、手元にないときには探し、相手に合わせて

わかりやすく情報提供を行う。この時、単に求めら

れた情報を画一的に提供すればよいというもので

はない。情報や情報源の信頼性、正確性、新しさ、

エビデンスレベル、わかりやすさなど、情報の内容

をアセスメントしながら、相手に合わせて伝えて

いくことが必要となる。そして、相談者が情報を理

解し、自分にとって有益な情報を選択し、その情報

を活用することで、情報探求の目的の達成を支援

する。このように、がん相談員の情報支援は点の関

わりというより、プロセスにおける関わりと捉え

ることができる。 
がん相談員は、相談者が困りごとに対応するため

に必要な情報とは何かをアセスメントし、相談者

と共有し支援することも役割のひとつである。知

りたい情報や必要としている情報が相談者のなか

で明確になっていない場合もあり、がん相談員は

相談者との対話のなかで真に必要としている情報

を捉えることが求められる。 
最後に、相談者が必要としている情報を提供する

と同時に、相談者が自らの力で情報探求に取り組

めるよう支援する視点も重要である。つまり、情報

支援において「相談者に（情報提供）をする」と、

「相談者が（情報探求）することを支援する」の２

つの視点で関わるということである。特に後者は、

相談者が情報探求に主体的に取り組むことを支援

することにつながる。 
 

３． 対象理解を深めるためのアセスメントの視点

を理解する 
がん相談員は、相談者を適確に理解するための知

識を十分に活用して対応することが求められる。

ここでは2つの視点について述べる。 
1）相談者のヘルスリテラシーを理解して関わる 
情報支援における対象理解のための枠組みのひ

とつは「ヘルスリテラシー」である。ヘルスリテラ

シーとは、健康を高めたり維持するのに必要な情

報にアクセスし、理解し、利用していくための、個

人の意欲や能力を決定する認知・社会的なスキル

（WHO,1998）であり、基本的な読み書きのスキル

から、情報を批判的に分析するスキルまで個人差

がある。また、ヘルスリテラシーのプロセスには、

情報を探し求め入手する能力（入手）、情報を理解

する能力（理解）、情報を解釈し判断し評価する能

力（評価）、情報を使用し問題解決や決定に活用す

る能力（活用）の4つのコンピテンシーがある①１）。

その人に合った情報支援を行うためには、相談者

のヘルスリテラシーの特徴を捉え、課題を抱えて

いるとすれば、プロセスのどの過程でどんな課題

を抱えているのかを理解する必要がある。情報源

や情報の入手は適切か、入手した情報をどう理解

しているか、自己の考えをふまえ情報をどう評価

しているか、情報をどう適用し行動しようとして

いるか、それぞれの過程に相談者のヘルスリテラ

シーを理解するための特徴的な視点がある。これ

らをアセスメントの視点として②にまとめた。 
① 

 
 
② 

 



次に、実際の相談場面において、相談者のヘルス

リテラシーのアセスメントを行う場合、対話のな

かでどこに視点をおくか、それは何をアセスメン

トしているのかについて③にまとめた。 
③ 

 
 
2）相談者の情報探求に影響する状況を理解して関

わる 
治療の発展に伴いがんの生存率は年々向上して

いるが、死を連想させる病気のイメージは根強く

残っているため、「真実を知ることが怖い」と感じ

ている人は少なくない。病気や治療を知ることの

背景には情緒を揺さぶられる体験があり、患者や

家族は沸き上がる感情をコントロールしながら自

己の状況に向き合っている。つらい情報から離れ

情緒の安定を図ろうとすることがある一方で、自

分の状況を知り前に進もうとすることもあり、そ

の人の情報探求に影響している状況を理解して関

わることが重要である。 
また、情報探求にはパソコンを使用できる環境や

家族や知人などの人的資源などの存在、これまで

の病気の経験、診断名や病期、全人的苦悩など多く

の事柄が影響する。また、相談者自身のヘルスリテ

ラシーの力や情報探求への関心度、動機、意欲など

の特徴によっても違いがある。がん相談員は相談

者の情報探求に影響するこれらの要素を捉え理解

して関わる必要がある④。 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 

 
 

４． 相談者に合わせた情報探求を支援する 
実際の相談場面では、対象理解で捉えた相談者の

ヘルスリテラシーの特徴に合わせて支援する。例

えば、情報の入手に関する相談の場合は、信頼でき

る情報の情報源の見つけ方や、適切な検索ワード

の入力方法、数多くある情報の中から自分の状況

に合った情報の見つけ方などがある。また、相談者

の情報を理解していく力や求める情報の質や量な

ども個々人で相違があるため、相手の状況や能力

に合わせて支援する。 
情報の評価においては、相談者の思考や信念、価

値観、生き方などが影響するため、その人らしい意

思決定や情報の活用につながるように、対話を重

ねることも大切である。特に選択や意思決定の場

面では、その人にとってその情報がどんな利益（メ

リット）や不利益（デメリット）があるかを明らか

にする必要がある。言葉だけでは混乱する場合な

どは、選択肢の意味と比較がより容易になるよう

に、紙面など用いてわかりやすく表現することも

できる。相談者が問題や課題に向き合い、自分のこ

ととして取り組めるように、そして相談者自身の

信念や価値観に基づいて行動することができるよ

うに関わる。 
相談者の周りには家族や知人、医療従事者などの

存在があり、これらの人々は情報探求や意思決定

を支えるリソースでもある。個々の状況に応じて

ソーシャルサポートを活用することもできる。 
 
D．考察 
がんという病気を理解し、その現実を乗り越えて

いくには、セルフアドボカシーの力（self-advocac
y skills）が大切であると言われている。セルフア

ドボカシーとは、困難な状況のなかにあっても自



己のコントロール感を取り戻し、病気と正面から

向き合い行動する姿勢や力である２）。がんと診断

された人々を支援する心理教育プログラムのひと

つであるCancer Survival Toolbox○R（がんを生き

抜く道具箱）では、セルフアドボカシーの力を高め

るための7つの基本的スキルが示されているが、そ

のひとつが情報探求（finding information）であ

る。すなわち、がん相談員の役割である情報支援は、

がん患者や家族ががんとともに生きる過程におい

て必要とされる最も基本的な力のひとつを支援し

ていると捉えることができる。 
この心理教育プログラムは誰もが簡単に利用で

きるようにウェブサイトで公開され、無料でオー

ディオ教材やプログラムを利用することができる

ようになっている。これは情報探求の力は学習す

ることによって高めることができるということを

示している。がんサバイバーシップにおけるセル

フアドボカシー研究を行っているHagenは、がん

サバイバーの情報探求の力は時間の経過や経験の

積み重ねとともに学習され改善されていくと述べ

ている３）。また、ドン・ナットビームは、ヘルスリ

テラシーは個人的な要因、社会・環境的な要因、相

互作用的な要因を受けて、子どもの時期から形成

され発達すると述べている４）。患者や家族は、これ

まであまり触れてこなかった種類の情報を入手し

活用する体験を、がんとともに歩む過程において

何度も繰り返す。この体験がヘルスリテラシーや

情報探求の力を高めていると考えるならば、がん

相談員の役割は単に情報を提供するだけではなく、

相談者が情報探求に主体的に取り組むことを支援

することが重要となる。 
情報支援において「相談者に（情報提供）をする」

ことと「相談者が（情報探求）することを支援する」

ことの２つの視点で関わることについてすでに述

べたが、後者の関わりは相談者の行動や力にアプ

ローチし、その人のエンパワーメントを高める支

援につながる。自らの力で病気と向き合うという

能動的な姿勢は、がんという困難な状況のなかで

も、その人を支える柱になるだろう。 
情報探求や意思決定の支援において、対象を適確

に理解し個別性を捉えるうえで重要なことは、そ

の人の価値観を理解して関わることであろう。そ

もそも、私たちは日常のなかで自分が大切にして

いることを意識していることは少ない。価値観は

その人のありようの根底にあるため言葉にするこ

とが難しく、本人でも気づきにくい。西村は、価値

の明確化は、行動の結果よりも流れゆくプロセス、

つまりその人が何かを感じたり、考えたり、話し合

ったり、実行したりするプロセスそのものに着眼

し、それを重視すると述べており、主体的な自己探

索や自己発見のプロセスであるとしている５）。価

値の明確化は自分の生きる意味や目的、生き方を

考えるうえで重要な取り組みであり、それを支援

するパートナーがいることで気づきが促進される。

がん相談における対話のなかで、日常の些細な出

来事や行動にもフォーカスし、その行動の背景に

あるその人の判断と、なぜそのように判断し行動

したのかを問いかけてみるとどうだろうか。相談

者のナラティブな語りのなかに、その人のありよ

うを示す表現が語られるかもしれない。 
年々、情報を取り巻く社会情勢は変化している。

日本は信頼できる情報をわかりやすく体系的に入

手できるサイトが少ないと言われているが、この

ような状況も時代とともに変化していくだろう。

また、人々の情報を得て活用する能力も次第に向

上していくことが予測される。これらの変化を速

やかに捉えて柔軟に対応していくために、がん相

談員も情報支援に関する研鑽を積み重ねることが

求められる。 
今後の課題は、対象理解を深めるための知識や対

象者に合わせた支援の洗練化、およびがん相談員

の専門性の違いを強みに対象理解や支援の幅をさ

らに深めることである。 
 
E．結論 
情報探求の取り組みはその人の持つ力によって

大きく左右される。個別性を大切に、その人に合っ

た支援が求められる。 
 
F．健康危険情報 
特になし 

 
G．研究発表 

1．論文発表 特になし 
 

2．学会発表 特になし 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
1. 特許取得    特になし 
2. 実用新案登録  特になし  
3.  その他     特になし 
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研究協力者 品田 雄市  東京医科大学八王子医療センター  

総合相談・支援センター（医療ソーシャルワーカー） 

研究協力者 萬谷 和広  大阪南医療センター 患者総合支援センター・がん相談支援センター 

  （患者支援室長・がん相談支援室長補佐） 

研究協力者 塩見 美幸  愛媛大学医学部附属病院 総合診療サポートセンター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 三木 晃子  香川大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 岸田 さな江 獨協医科大学病院 地域連携・患者サポートセンター 

入退院サポート部門退院サポート室がん相談支援センター 

（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 横川 史穂子 長野市民病院（がん看護専門看護師） 

研究協力者 橘 直子 山口赤十字病院 医療社会事業部地域医療推進課（医療ソーシャルワーカー） 

研究協力者 腰田 典也  公立那賀病院 がん相談支援センター（社会福祉科科長補佐） 

研究協力者 小郷 祐子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研修専門員） 

研究協力者 櫻井 雅代   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 齋藤 弓子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 高橋 朋子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研究員） 

研究分担者 清水 奈緒美 神奈川県立がんセンター 看護局（副看護局長） 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

研究要旨 

新型コロナウイルスの流行に伴うソーシャルディスタンスの確保や移動の制限は、相談

員の教育・研修のあり方にも大きな影響を与え、オンラインによる研修の提供が必要にな

っている。本研究では、相談対応の質保証（QA：Quality Assurance)を学ぶ研修をオンラ

インで開催するにあたり、オンライン形式での研修を開催する上での課題とその対処方法

について検討した。

対面方式でのQA研修会のグループワークで、ファシリテーターを務めたことのある研究

協力者との意見交換を行い、オンライン研修を開催する上での課題や工夫する点について

議論し、課題及び工夫点の抽出を行った。

その結果、＜オンライン研修実施上の課題＞には、① 参加者が場を共有できず、双方向

でのコミュニケーションが困難であること。② 円滑な進行には、より綿密なタイムマネジ

メントが必要となること。③ トラブル時にその場の状況により臨機応変に対処することが

困難であること。④ オンライン研修への参加が初めての者が多いことが想定され、参加者

が抱える不安に対処する必要があること、があげられた。また＜オンライン研修を開催す

るにあたっての工夫点＞には、① PC操作スキルと接続状況の確認、② 資料の事前配布、

③ 事前課題の提示、④ 時間管理、⑤ オンライン研修参加前の確認事項の提示、⑥グルー

プワーク時の役割決めと約束事の提示、⑦ 少人数でのグループワーク、⑧ グループワー

クのファシリテーターの選出、⑨ 自己紹介とアイスブレイク、の9つのポイントがあげら

れ、これらを研修プログラムに盛り込むことが重要であると考えられた。

資料11（2020年度）



A． 研究目的 
がん医療の進歩や新たな医療制度の更新、またが

ん患者や家族等を取り巻く環境や価値観等の変化に

伴い、がんに関連する相談内容は複雑化している。こ

のような背景の中で、がん専門相談員が新たな情報

を知り、活用できるようになるとともに、継続的に学

ぶことのできる環境を作っていくことが、これまで

以上に重要になっている。多忙な医療現場において

は、継続的に学ぶことができる環境をいかに提供す

るかが、継続的に学ぶために不可欠な検討要素であ

る。さらに、新型コロナウイルスの流行に伴うソーシ

ャルディスタンスの確保や移動の制限は、こうした

教育・研修のあり方にも大きな影響を与え、オンライ

ンによる研修の提供が必要になっている。 
すでにがん専門相談員を対象とした研修において、

講義主体の教育内容については、E-learningで提供

が行われているが、オンライン方式で行われる双方

向性のやりとりやグループワークを用いて行う教育

や研修方法については、十分な検討がされていない。 
以上から、令和2年度は相談対応の質保証（QA：Q

uality Assurance)を学ぶ研修（以下、QA研修と称す

る。）をオンラインで開催することとし、オンライン

形式での研修を開催する上での課題とその対処方法

について検討した結果を報告する。 
 

B．研究方法 
対面方式でのQA研修会のグループワークで、ファ

シリテーターを務めたことのある研究協力者との意

見交換と打ち合わせ会議を2～3時間／回、2～3週間

おきに実施した。この打ち合わせ会議はオンライン

で実施し、オンライン研修の運営者側が実際の研修

時に必要となるPC操作や手順を確認しながら、オン

ライン研修を開催する上での課題や工夫する点につ

いて話し合いを重ねた。 
 

（倫理面への配慮） 
 本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。 
 
C．研究結果 
＜オンライン研修の内容＞ 
 本研究では、全国のがん専門相談員の継続教育の

一環として開催している「相談対応の質を学ぶ研修

（以下、QA研修）」をオンラインで実施した。QA研

修の目的は、多様な相談内容への対応や知識、スキル

をアップデートすることで、がん相談支援センター

における相談対応の質の保証と向上を図ることであ

る。さらに、全国から参加者を募ることで、がん相談

支援センターおよびがん相談員同士のネットワーク

が拡張することを期待している。オンラインでのQA
研修は集合対面形式同様に、講義とグループワーク

での演習の2部構成とし、相談対応に関する講義と、

がん相談支援センターに寄せられた事例を基にした

相談対応についてのグループディスカッションを含

む内容とした。参加者の負担への対処として、参加費

用は無料とし、研修修了後には受講証書の発行およ

び認定がん専門相談員の認定申請に用いることので

きる教育研修の単位（III群1単位）を付与した。研修

開催日時は、2020年8月25日（火）13：00～17：00
であった。研修内容の詳細については資料参照のこ

と。 
 
＜オンライン研修実施上の課題＞ 
 オンライン研修の参加者のみならず、運営者側も

個々人が別の場所からの参加を余儀なくされる。そ

のため、通常の対面形式での研修運営とは異なるオ

ンライン研修を実施する上での主な課題として、以

下が挙げられた。 
① 参加者が場を共有できないことで、双方向でのコ

ミュニケーションが困難であること。 
② 円滑な進行のためには、より綿密なタイムマネジ

メントが必要となること。 
③ トラブル時には、その場の状況により臨機応変に

対処することが困難であること。 
④ オンライン研修への参加が初めての者が多いこ

とが想定され、参加者が抱える不安に対処する必

要があること。 
 これらの課題に対処しつつ、QA研修の質を維持す

るため、これまでの研修プログラムの内容や進行方

法を再検討する必要があると考えられた。 
   
＜オンライン研修を開催するにあたっての工夫点＞ 
 研究メンバーでの意見交換および議論を重ね、オ

ンライン研修を開催するにあたり、以下の点を工夫

点として、研修プログラムに盛り込むこととした。 

① PC操作スキルと接続状況の確認 
 がん専門相談員を対象とした初めてのオンライン

研修開催であるため、オンライン上での研修に慣れ

ていない者が参加する可能性が考えられた。オンラ

イン研修への参加に伴う心理的不安への対処として、

研修開催の2週間程前に、研修に参加する上で必要と

なるPC操作スキルや接続環境に不具合がないかを

確認するため、オンライン接続テストを2回に分けて



実施した。この接続テストで、PC操作スキルに不安

がある者や接続環境に不具合が認められた者へは、

その対処法を伝え、研修当日までに改善するよう促

した。 

② 資料の事前配布 
QA研修全体スケジュールや内容を事前に確認す

ることで、参加者の目的意識を高めるためQA研修で

使用する講義資料はHP上に掲載し、参加者がダウン

ロードして事前に確認できるようにした。資料を事

前に提示することで、参加者がオンライン研修のイ

メージづけが可能となり、当日の円滑な運営にも繋

がると考えた。また、資料には決定事項を書き込める

ようにし、通常の対面での集合研修に用いる資料と

比べ、文字数を少なめにする（講義部分は除く）、グ

ループワーク時の時間配分を示すなど、見やすく且

つ必要事項の意識づけができるよう工夫をした。 
参加者へは、当日は資料を印刷して手元に準備し

た上で参加するよう依頼した。 

③ 事前課題の提示 
 講義資料と同様に研修当日のグループワークで使

用する教材（相談対応事例の音声データと逐語録お

よび相談対応評価表）はHP上に掲載した。事例を基

に相談対応評価表を作成することを事前課題として

提示し、参加者へは事前課題に取り組んだ上で研修

に参加するよう依頼した。この事前課題は、通常のQ
A研修でも提示しているが、オンライン上でのグルー

プワークにおいては、メンバーの主体的な参加が不

可欠であるため、事前課題は特に重要であることを

強調した。 

④ 時間管理 
 オンライン方式の研修を円滑に進行するためには、

参加者全員が共通の時間認識を持つことが重要であ

る。そこで、配布資料には研修全体のタイムスケジュ

ールと共に、各課題に取り組む時間（例.13:00～13:1
0）と所要時間（10分）を示し、スケジュールに沿っ

て研修を進行した。 

⑤ オンライン研修参加前の確認事項の提示 
  参加者に疑問や質問が生じた際、講師や他の参加

者、運営スタッフにオンライン上で確認することは

容易ではないこ。そこで、予め、準備や確認が必要な

事柄については資料に記載し、研修開始前に口頭で

説明した。また、オンライン接続不良やトラブルが生

じた際に自身で行うことのできる対処方法と運営側

の連絡先を示し、どのように対応すればよいか具体

的に説明した。 

⑥グループワーク時の役割決めと約束事の提示 
  オンライン上では、参加者が場の雰囲気を共有す

ることが困難である。そのような中で、初対面のメン

バー同士が円滑にディスカッションをするためには、

個々の参加者の主体的な参加は不可欠である。グル

ープワーク時の各自の役割を決めると共に、トラブ

ル発生時の対処方法を具体的に説明し、緊急連絡先

を提示した。また、約束事として、コミュニケーショ

ンをとる際の注意点を示すこととした。 

⑦ 少人数でのグループワーク 
今回は1グループ4名のメンバーでグループワーク

を行い、各グループに司会・進行を務めるファシリテ

ーター1名、運営サポートスタッフ1名を配置した。通

常のQA研修（1グループ7～8名）よりもグループメ

ンバー数を少なくすることで、オンライン上でも参

加者が時間的余裕を持って自由に意見交換できるよ

う配慮した。 

⑧ グループワークのファシリテーターの選出  
 グループワークの進行を務めるファシリテーター

は、がん専門相談員としての豊富な経験を有し、且つ

対面方式でのQA研修でもファシリテーターを経験

したことのある研究協力者が担うこととした。これ

により、参加者の不安や想定外のトラブルへの対処

が可能となり、グループワークでの学びの質を維持

することができると考えられた。 

⑨ 自己紹介とアイスブレイク 
 参加者の緊張をほぐし、活発な意見交換ができる

よう、グループワークを開始する前に自己紹介とア

イスブレイクの時間を設けた。自己紹介では「漢字一

文字で、今日の気持ちを表してください」と投げかけ、

オンライン上のテキストツールを使用し各自が発表

した。アイスブレイクでは、「今日の研修で、“なる

ほど”と思ったときに使う動作を考えてください」と

投げかけ、各自が決めたポーズをグループメンバー

がリレー形式で繋ぎ、最終的にグループを代表する

「Goodなるほどポーズ賞」を決めてもらった。この

ポーズは他者への同意や共感を示す視覚的な合図と

して、ディスカッションや全体共有の際に使用する

よう参加者へ伝えた。 
 
D．考察 
本年度は、これからも続くであろうオンライン形

式での研修開催に向けて、提供者としてどのように

準備していくか、また受講者へはどのような準備を

してもらう必要があるのかといった点について検討



した。研究メンバーによる幾度にもわたる意見交換

やディスカッションを通じて、オンライン形式で研

修を開催する際の課題や、その対処方法についての

示唆を得ることができた。このような取り組みによ

り、新型コロナウイルスの感染が拡大する状況下に

おいてもオンライン形式でのQA研修をトラブルな

く開催することができたという点では評価できる。

しかしながら、今回は人的資源が確保できたことが、

実際の研修運営に大きく影響していることを考慮し

なければならない。 
今後は、オンライン形式での研修に参加した受講

者の視点を通じた評価や、その内容の分析により、さ

らなる課題や対処方法等について検討を重ね、がん

専門相談員として、継続的に研鑽を積む機会を、研修

提供者、受講者の双方がつくりあげていくことが必

要であると考える。 
 

E．結論 
本年度は QA 研修をオンラインで開催することと

し、オンライン形式での研修プログラムの内容や進

行等についての検討を行った。本研究で得られたオ

ンライン形式での研修実施上の課題やその対処方法

を基に、オンライン形式での研修の質向上のための、

さらなる検討が求められる。 
 
F．健康危険情報 特になし 
 
G．研究発表 

 
1．論文発表 なし 
 
2．学会発表  
髙山智子，齋藤弓子，櫻井雅代，堀抜文香，八巻

知香子．第9回日本がん相談研究会年次大会教育

セッション：「オンライン研修、どう組める？～

研修運営のTips」2021年3月13日（土）Web開催 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 

なし 
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がん専門相談員向けのオンライン形式による研修方式の効果に関する研究 

～受講者へのアンケート調査より～ 

研究代表者 高山 智子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（部長） 
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研究要旨 

本研究では、オンライン形式により開催した研修の評価を行うために、「QA研修」の研

修素材を用いて、研修開催前後に受講者を対象とした無記名自記式質問紙調査を実施し

た。本研究では特に、グループワークの手法を取り入れたオンライン研修に参加すること

への意欲や満足度、がん相談対応の質に対する認識の変化を明らかにし、今後のがん専門

相談員へのオンライン研修のあり方について検討することを目的とした。

オンライン研修の評価を行うことを目的とする「QA研修」を実施することをアナウンス

し、参加者を募ったところ23名より参加協力が得られた。そのうち過去の同内容の研修経

験者は11名（約6割）で、オンライングループワーク研修の経験者は3名（13％）のみであ

ったが、オンライン指向性の得点は、研修後に有意に向上し、8割以上の参加者が今後の

オンラインに参加したいと回答した。

本研究の結果より、オンライン研修の実施が、がん専門相談員のオンライン研修への指

向性を高めると共に、がん専門相談員としての対応や反応を見直す機会となることが示さ

れた。近年の新型コロナウイルスの感染拡大に伴う、ソーシャルディスタンスの確保や移

動制限が続く中、がん専門相談員を対象としたグループワークを取り入れたオンライン研

修は、有用であると考えられた。

A． 研究目的 
近年の新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、オ

ンライン上での研修を受ける機会、提供する機会が

急速に増えている。がん専門相談員を対象とする研

修は、がんに関する新たな知識やスキルの習得のた

めに、講義や事例検討、ロールプレイ、グループワー

クなどさまざまな提供形式により提供されてきた。

その中で、少人数のグループワークを用いた研修は、

実際に経験した事例や想定事例に基づいて考察を深

める、実際の相談対応に役立つ新たな視点を得るこ

とができるなど、がん専門相談員研修の中で、これま

で重要な役割を果たしてきた。しかし、対面ではなく、

オンライン形式で提供する研修の効果については十

分な検討がなされていない。特にオンラインでのグ

ループワークについては、受講者のみならず研修を

企画提供する運営者側の多くが経験したことがない

といった実情がある。そのため、研修を企画提供する

者だけでなく、受講する側も不安を抱いているとい

う声が聞かれた。

以上から、令和2年度は相談対応の質保証（QA：Q
uality Assurance)を学ぶ研修（以下、QA研修と称す

る。）をオンラインで開催することとし、その評価と

して研修開催前後に受講者を対象としたアンケート

調査を実施した。本稿では、このアンケート調査の結

果を報告する。

B．研究方法 
本研究では、全国のがん専門相談員の継続教育の

一環として開催している「相談対応の質を学ぶ研修

（以下、QA研修）」をオンラインで開催した。オン

ラインでのQA研修は集合対面形式同様に、講義とグ

ループワークでの演習の2部構成とし、相談対応に関
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する講義と、がん相談支援センターに寄せられた事

例を基にした相談対応についてのグループワークを

含む内容とした。2020年8月25日（火）13：00～17：
00であった。※詳細については、「がん専門相談員向

けのオンライン形式による研修方式の検討」を参照

のこと。 
このオンラインQA研修の評価として、研修開催前

後の2地点において受講者を対象とした無記名自記

式質問紙調査（以下、アンケート調査と称する。）を

行った。アンケート用紙の配布と回収は郵送で行っ

た。調査期間は、オンライン研修開催前は2020年8月
12日～8月21日、開催後は2020年8月25日～9月4日で

あった。 
 

１．調査内容は以下のとおりである。 
１）背景情報 
背景情報は、年齢、性別、病院の種類、がん相談従

事形態、保有資格、がん相談経験年数、研修の参加理

由、QA研修への参加経験を把握した。 
 

２）オンライン研修や会議の参加経験および研修当

日の接続状況 
オンライン研修や会議の参加経験は、参加の有無

と回数の他、オンライン上でのグループワークの経

験の有無と回数、Zoomの利用経験の有無と回数につ

いて把握した。 
オンライン研修の参加状況は、研修当日の勤務状

況、参加場所、使用するデバイス、個室や他者から隔

離された場所の確保、他者や電話等への対応の有無

について把握した。尚、オンライン研修開催前の調査

では、研修当日の予定状況について尋ねた。 
 

３）がん相談支援センターにおける質保証の取り組

  み 
がん相談支援センターにおける質保証の取り組み

は、所属施設の状況と受講者個人の意向について把

握した。質問項目は「実際の相談対応から、個人や組

織として取り組むべき課題や改善策を検討する機会

がある（を設けたい）」「自分の相談対応を定期的に

モニタリングしている（していきたい）」「センター

の他の相談員と相談対応を定期的にモニタリングし

ている（していきたい）」であり、各3項目について

「全くそう思わない（1点）」～「とてもそう思う（4
点）」の4件法で尋ねた。得点が高いほど所属施設で

質保証の取り組みが行われている、もしくは受講者

個人が取り組みを行っていきたいと認識されている

ことを示す。本研究では各項目の合計得点を分析に

使用した。 
 

４）グループワーク指向性 
 グループワークの指向性は、向後1らのグループワ

ーク指向性尺度を用いて測定した。本研究で実施し

たオンライン研修は、グループワークでの演習形式

を採用しており、その比重は時間・内容共に大きい。

そのため、受講者個人のグループワークの指向性は

研修の効果に影響を及ぼすことが推察され、オンラ

イン研修の学習効果に関連が想定される要因として

制御する必要があると考えた。 
グループワーク指向性は、“スキル”・“意義”・

“達成感”・“メンバーシップ”の4因子17項目から

構成される。質問項目は、スキルは「グループワーク

では積極的に発言できる」等の10項目、意義は「グル

ープワークで他人の意見を聞くことは有意義だと思

う」等の2項目、達成感は「グループワークは達成感

がある」等の2項目、メンバーシップは「グループの

メンバーの中に能力が低い人がいると、イライラす

る（反転項目）」等の3項目である。各項目について、

「全くそう思わない（1点）」～「とてもそう思う（5
点）」の5件法で尋ねた。得点が高いほどグループワ

ークの指向性が高いことを示す。本研究では3因子ご

との合計得点を算出し分析に使用した。本研究にお

けるCronbachのα係数は、スキル、意義、達成感、

メンバーシップ、それぞれ、0.83・0.84・0.89・0.87
であった。 

 
５）オンライン研修の指向性 
 オンライン研修の指向性は、渡邉2らがe-ラーニン

グ受講者を対象に開発し，信頼性と妥当性が検証さ

れているe-ラーニング指向性質問紙短縮版の表現を

一部改変して測定した。e-ラーニング指向性は学習者

のe-ラーニングに対する向き／不向きを示し、学習効

果の向上に関連することが報告されている（ref）。

本研究では、研修の形式や受講者の特性に合わせて

「e-ラーニング」「時間」「場所」という文言を、そ

れぞれ「オンライン研修」「移動時間」「開催場所」

に改変して用いた。 
質問項目は、「オンライン研修は自分に合っている

ので、この方法で学ぶことが好きだ（好み）」、「オ

ンライン研修では計画的に一人でじっくり学習でき

るところがよい（専念）」、「オンライン研修は単調

な感じがするので物足りない（単調さ）」、「オンラ

イン研修は移動時間や開催場所に拘束されないので、



自分の都合に合わせて参加できるとことがよい（柔

軟さ）」、「オンライン研修は一人で講義を受けるの

で、友人・知人ができにくく寂しい（孤独）」の5項
目から成り、各項目について、「全くそう思わない（1
点）」～「とてもそう思う（5点）」の5件法で尋ねた。

得点が高いほどオンライン研修の指向性が高いこと

を示す。本研究では各項目の得点を算出し分析に使

用した。 
 

６）がん専門相談員としての対応と反応 
がん専門相談員の対応は、がん相談対応評価表20

項目を用いて測定した。がん相談対応評価表は、相談

対応のプロセスに着目し、相談対応の良かった点や

次につながる改善点を見いだすことのできる評価ツ

ールである。質問項目の例は、「相談者の体験やそれ

からくる感情を受け止めながら聴く」「次回の電話を

促すような言葉がけを行う」等である。がん相談員の

反応は「相談を通じて相談者の反応に変化があるか

どうかを意識している」という1項目を用いて測定し

た。各項目の内容について、「いつも意識してやって

いた（1点）」「ある程度意識してやっていた（2点）」

「あまり意識してやっていなかった（3点）」の3件法

で回答を求め、意識している程度を把握した。 
 

７）オンライン研修の事後評価 
 研修開催後には、オンライン研修の全体的な評価

として、研修参加の満足度と今後のオンライン研修

への参加希望および他者へオンライン研修への参加

を推奨するか否かについて各1項目を設け3件法で尋

ねた。 
 
８）自由記載 
 研修開催後には、研修の中で「よく分かった・印象

に残ったこと」「理解しにくかったこと」や「意見・

感想」について自由記載欄に記述してもらった。 
 
２．分析方法 
 分析は、まず全ての項目について記述統計を算出

した。オンライン研修の効果を検討するため、開催前

後の2地点における回答をID番号で連結して分析に

用いた。オンライン研修の効果について検討するた

め、研修後のオンライン指向性、がん相談支援センタ

ーにおける質保証の取り組み意向の各得点について

対応のあるt検定を行った。さらに、がん専門相談員

としての対応と反応についてはχ²検定を行った。統

計解析には、IBM SPSS Statistics Version 25を用

い、統計学的有意水準は5％とした。 

（倫理面への配慮） 
 受講者に対し、研究目的、方法、参加の任意性、匿

名性、個人情報保護、不利益を受けない権利、データ

は ID にて匿名化し連結可能なデータとして分析す

ること、結果の公表等を記した文書を用いて説明し

た。受講者へは，質問紙への回答および提出をもって

研究協力に同意したとみなすことを文書で説明し、

質問紙調査への協力に同意する場合に質問紙へ回答

するよう依頼した。回答した質問紙は、封筒に入れ封

をして研究代表者へ返送していただいた。 
 
C．研究結果 
１．事前調査における受講者の背景要因 
 受講者の性別は、女性が21名（91.3％）であり、年

齢は20歳代1名（4.3％）、30歳代7名（30.4％）、40
歳代4名（17.4％）、50歳代10名（43.5％）、60歳代

以上（4.3％）であった。 
 受講者の保有資格（複数回答）は、専門看護師4名
（7.4％）、認定看護師1名（4.3％）、看護師3名（1
3.0％）、社会福祉士15名65.2％）、精神保健福祉士

10名（43.5％）、臨床心理士1名（4.3％）、認定がん

専門相談員6名26.1％）、その他2名（8.7％）であっ

た。がん相談の経験年数は、3年未満2名（9.5％）、

3年以上5年未満5名（23.8％）、5年以上10年未満8名
（38.1％）、10年以上20年未満6名（28.6％）であっ

た。がん相談の従事形態は、専従11名（47.8％）、専

任5名（21.7％）、兼任6名（26.1％）、その他1名（4.
3％）であった。 
 オンライン研修参加理由（複数回答）は、「テーマ

が面白そうだった」4名（17.4％）、「職務上必要と

感じた」18名（78.3％）、「自己研鑽」14名（60.9％）、

「上司や同僚の勧め」5名（21.7％）、「認定がん専

門相談員の認定取得・更新のため」6名（26.1％）、

「オンライン研修に興味・関心があったため」14名
（60.9％）、「受講料が無料のため」4名（17.4％）、

「その他」1名（4.3％）であった。 
 過去に同内容の研修を集合対面形式で受講したこ

とのある者は11名（57.9％）であり、平均受講回数

（±SD）は1.9±1.4回であった（表1）。 
 
２．過去のオンライン研修や会議の参加経験とオン

ライン研修当日の参加状況 
 これまでに、オンライン研修に参加した経験があ

る者は8名（34.8％）、オンライン会議に参加した経

験がある者は13名（56.5％）であった。さらに、オン

ライン上でのグループワークを経験したことがある

と回答した者は3名（13.0％）であった。 



 QA研修当日の勤務状況は、勤務時間内19名（82.
6％）、勤務時間外4名（17.4％）であった。参加場所

は、職場21名（91.3％）、自宅2名（8.7％）であった。

QA研修で使用するデバイスはデスクトップもしく

はノート型パソコン22名（95.7％）、タブレット端末

1名（4.3％）であり、インターネットへの接続は有線

接続16名（69.6％）、無線接続7名（30.4％）であっ

た。22名の受講者が、QA研修当日は個室や他者から

隔離された場所の確保ができ、QA研修中は他者や電

話等へ対応する必要はないと回答した（表2）。 
 
３．がん相談支援センターにおける質保証の取り組

  み 
所属施設でのがん相談の質保証の取り組み状況に

ついて、「実際の相談対応から、個人や組織として取

り組むべき課題や改善策を検討する機会がある」の

設問に「ややそう思う」と回答した者は10名（43.5％）、

「とてもそう思う」と回答した者は13名（56.5％）で

あった。「自分の相談対応を定期的にモニタリングし

ている」の設問に「ややそう思う」と回答した者は1
2名（52.2％）、「とてもそう思う」と回答した者は

11名（47.8％）であった。「センターの他の相談員と

相談対応を定期的にモニタリングしている」の設問

に「ややそう思う」と回答した者は13名（56.5％）、

「とてもそう思う」と回答した者は10名（43.5％）で

あった（表3）。 
 

４．グループワーク指向性 
 グループワーク指向性の各得点（±SD）は、スキ

ル3.2±0.5、意義4.4±0.5、達成感3.9±0.7、メンバ

ーシップ3.7±0.7であった（表4）。 
 
５．オンライン研修の指向性の変化 
 QA研修前後におけるオンライン研修の指向性の

各得点は表3に示す通りであった。QA研修前後の得

点の比較では、QA研修前と比べて研修後の好みと専

念の得点は有意に高かった（p = 0.027，p = 0.027）
（表5）。 
 
６．がん相談支援センターにおける質保証の取り組

みに関する意向の変化 
 がん相談支援センターにおける質保証の取り組み

に関する受講者個人の意向についての各得点は表6
に示す通りであった。QA研修前後の得点の比較では、

各得点に有意な差はなかった（表6）。 
 
７．がん専門相談員としての対応と反応の変化 

 がん専門相談員としての対応と反応についての各

項目の割合は表7に示す通りであった。QA研修前後

の割合の比較では、各項目に有意な差はなかった。有

意差はないがQA研修前後で差がみられたのは、次の

通りであった。 
「いつも意識してやっていた」と回答した者の割合

が減り「ある程度意識してやっていた」と回答した割

合が増えた項目 

1．センター内で承認された情報を正確に提供している 
9.  相談者が話しやすいと思えるような話し方をする 
10. 相談者の訴えを十分に聴き入る 
12. 相談者を適確に把握するための知識を十分に活用

した、対応をする 
18. 相談者が理解できる言葉で情報提供を行って いる 
19. 主治医と患者・家族との関係を把握し、主治医との

関係が良好になるような支援をする 
 
「いつも意識してやっていた」と回答した者の割合

が増え「ある程度意識してやっていた」と回答した割

合が減った項目 

8. 次回の電話を促すような言葉かけをおこなう 
 
８．オンライン研修の事後評価 
 オンライン研修の満足度と今後のオンライン研修

への参加希望は「満足している/参加したい」と回答

した者が91.3％であった。また、オンライン研修への

参加を推奨すると回答した者の割合は82.6％であっ

た。 
 
９．自由記載内容について 
よく分かった・印象に残ったことについて87.0％

が自由記載をしていた。よく分かったとことの内容

は「相談対応の質向上のために定期的な評価は大切

だと思った」「他の受講者の意見を聞くことができ、

自分に欠けていた視点や自己の（相談対応の）傾向に

気づくことができた」等である。印象に残ったことの

内容は「各受講者が事前学習をしっかりおこなって

いた」「受講者が積極的にグループワークや全体討議

に参加していた」「通常（集合研修）より、他者の意

見をじっくり聞くことができた」などであった。 
理解しにくかったことについては65.2％が自由記

載をしていた。内容は「（相談者の）主訴とニーズを

どのように捉えるかについては、オンラインでのグ

ループワークで共有することが難しかった」の他は、

「特になし」の記載が多くあった。「講義もグループ

ワークも、オンラインでもスムーズであり集中して

参加することができ、理解しにくいことはなかった」



「事前の資料配付（紙）があり大変安心できた」等、

肯定的な意見の記載があった。 
また、意見・感想については78.3％が自由記載をし

ていた。内容は、オンライン研修に関するものとして

「オンライン研修に参加するハードルが下がり、有

効だと感じた」「オンライン研修（特に、グループワ

ーク）で、どのように学べるか不安があったが、通常

の集合研修同様に違和感なく参加できた」「ファシリ

テーターが（グループワークを）上手く進行してくれ

たため、不全感なく終える事ができた」「今後、新し

い研修スタイルをみつける必要があるため、今回の

運営側の工夫や反省点を聞きたい」の他、運営者を労

う意見があった。また、相談対応の質に関するものと

して「いつも意識してやっていると思っていたこと

が不十分であったり、自施設で再確認し整備すべき

取り組みが明確となったため、とても意味のある研

修だった」といった意見があった。 
 
D．考察 
本研究では、がん専門相談員を対象に相談対応の

質保証（QA：Quality Assurance)を学ぶ研修をオン

ラインで開催し、グループワークと取り入れたオン

ライン研修の効果を検討した。オンライン研修前後

に実施した受講者へのアンケート調査の結果より、

本研修への参加が、がん専門相談員のオンライン研

修への指向性を高めると共に、がん専門相談員とし

ての対応や反応を見直す機会となることが示された。

以下に、得られた知見について考察する。 
オンライン研修前との比較において、研修後には

オンライン指向性（好み・専念）の得点は有意に高か

った。受講者のうち90.5％の者は、がん相談経験3年
以上の経験を有しており、そのうち28.5％の者は10
年以上の経験を有していた。そのため、がん専門相談

員としての豊富な経験や知識を有する者が研修に参

加していたと推察される。さらに、オンライン研修参

加理由は、職務上必要と感じた（78.3％）、自己研鑽

（60.9％）、オンライン研修に興味・関心があったた

め（60.9％）、と回答した者の割合が高かった。その

ため、受講者の属性と共に、受講者自身がオンライン

研修の必要性を認識していたことがオンライン研修

への指向性（好み・専念）の向上につながったと考え

られる。また、22名の受講者が、研修当日は個室や他

者から隔離された場所の確保ができ、研修中は他者

や電話等へ対応する必要はないと回答しいた。受講

者が研修受講環境を確保することができたことは、

オンライン指向性（専念）に影響を及ぼした可能性が

考えられる。 
オンライン研修前後の比較において、がん相談支

援センターにおける質保証の取り組みに関する意向

については、有意な変化は見られなかった。前述の通

り、受講者はがん専門相談員として十分な経験を有

しており、自施設や地域においてリーダー的役割を

担う立場にあることが伺える。そのため、がん相談支

援センターにおける質保証の取り組みの必要性を、

既に認識している者が、本研究でのオンライン研修

に参加したことが考えられる。受講者は、オンライン

研修受講前から質保証の取り組みへの高い認識をも

っていたため、研修前後において大きな変化が見ら

れなかったものと考えられる。 
一方で、自身のがん専門相談員としての対応と反

応については、オンライン研修前後で有意差はなか

ったものの、各項目の得点割合に変化が見られた。こ

のことは受講者にとっては、オンライン研修への参

加により、がん専門相談員としての対応や反応を見

直す機会となったことが推察される。例えば、情報を

正確に提供することや相談者の訴えを十分に聴き入

れる等は、オンライン研修後に「いつも意識してやっ

ていた」と回答した者の割合が減り「ある程度意識し

てやっていた」と回答した割合が増えていた。また、

次回の電話を促すような言葉かけをおこなうは、「い

つも意識してやっていた」と回答した者の割合が増

えていた。今回のオンライン研修では、がん専門相談

員として望ましい具体的な対応や反応について、グ

ループワークを行った。自由記載へは「他の受講者の

意見を聞くことができ、自分に欠けていた視点や自

己の（相談対応の）傾向に気づくことができた」とい

う意見が寄せられ、受講者がグループワークを通じ

て他者と共に自身の相談対応を振り返ることで、

日々の実践に対する気づきを得たものと考えられる。

オンライン形式でのグループワークは、受講者が自

身の対応を振り返る機会やきっかけを得るといった

点においては、有用であると考える。 
今回、受講者のオンライン研修の満足度は高かっ

た。これは、運営者側が起こり得る（PC操作上）ト

ラブルを想定し、入念に準備したことにより、受講者

がスムーズにオンライン研修を受講することができ

たためであると考えられる。実際に、自由記載にも

「講義もグループワークも、オンラインでもスムー

ズであり集中して参加することができ、理解しにく

いことはなかった」とあるように、オンライン研修の

運営者側の準備や運営方法が、受講者の学びの深度

に影響を及ぼすことを十分に認識しなければならな



い。 
今後も続くであろう制限下においても、質の高い

研修を提供できるよう、がん専門相談員へのオンラ 
イン形式での研修方式についての更なる検討を続け

る必要がある。 
 

E．結論 
本研究では、がん専門相談員を対象に相談対応の

質保証（QA：Quality Assurance)を学ぶ研修をオン

ラインで開催し、オンライン研修の効果を検討した。

この結果より、オンライン研修の実施が、がん専門相

談員のオンライン研修への指向性を高めると共に、

がん専門相談員としての対応や反応を見直す機会と

なることが示唆された。今後も、現場の実情に即した

オンライン研修のあり方についての検討を行ってい

く必要がある。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表 なし 

2. 学会発表 なし 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他  なし 
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表1 対象者の属性
N=23

　性別 男性 2 ( 8.7 )
女性 21 ( 91.3 )

　年齢 20歳代 1 ( 4.3 )
30歳代 7 ( 30.4 )
40歳代 4 ( 17.4 )
50歳代 10 ( 43.5 )
60歳以上 1 ( 4.3 )

　病院の種類 がん専門病院 4 ( 17.4 )
大学病院 8 ( 34.8 )
総合病院 10 ( 43.5 )
その他 1 ( 4.3 )

　がん相談の経験 3年未満 2 ( 9.5 )
3年以上5年未満 5 ( 23.8 )
5年以上10年未満 8 ( 38.1 )
10年以上20年未満 6 ( 28.6 )

　がん相談従事形態 専従 11 ( 47.8 )
専任 5 ( 21.7 )
兼任 6 ( 26.1 )
その他 1 ( 4.3 )

　医療分野の保有資格 専門看護師 4 ( 17.4 )
　（複数回答） 認定看護師 1 ( 4.3 )

看護師 3 ( 13.0 )
保健師 0 ( 0.0 )
社会福祉士 15 ( 65.2 )
精神保健福祉士 10 ( 43.5 )
臨床心理士 1 ( 4.3 )
認定がん専門相談員 6 ( 26.1 )
その他 2 ( 8.7 )

  研修の参加理由 テーマが面白そうだった 4 ( 17.4 )
　（複数回答） 職務上必要と感じた 18 ( 78.3 )

自己研鑽 14 ( 60.9 )
上司や同僚の勧め 5 ( 21.7 )
認定がん専門相談員の認定取得・更新のため 6 ( 26.1 )
オンライン研修に興味・関心があったため 14 ( 60.9 )
受講料が無料のため 4 ( 17.4 )
その他 1 ( 4.3 )

　QA研修の受講経験＊ なし 8 ( 42.1 )
あり 11 ( 57.9 )

　QA研修の受講回数** 1.9 ± 1.4
 Note, 欠損値は除いて算出
 *対面集合形式でのQA研修の受講経験
 **対面集合形式でのQA研修の受講経験ありと回答した11名の平均受講回数

　　n　 (%) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 オンライン研修の参加経験および参加（予定）状況
N=23

 オンライン研修の参加経験 なし 15 ( 65.2 )
あり 8 ( 34.8 )

 オンライン会議の参加経験 なし 10 ( 43.5 )
あり 13 ( 56.5 )

 オンライングループワークの経験 なし 20 ( 87.0 )
あり 3 ( 13.0 )

 Zoom利用経験 なし 6 ( 27.3 )
あり 16 ( 72.7 )

 Zoomでのホスト経験 なし 12 ( 70.6 )
あり 5 ( 29.4 )

 QA研修当日の勤務(予定)状況 勤務時間内 19 ( 82.6 )
勤務時間外 4 ( 17.4 )

 参加（予定）場所 職場 21 ( 91.3 )
自宅 2 ( 8.7 )

 研修で使用するデバイス PC* 22 ( 95.7 )
タブレット端末 1 ( 4.3 )

 インターネット接続状況 有線 16 ( 69.6 )
無線 7 ( 30.4 )

 個室や他者から隔離された場所の確保 不可 0 ( 0.0 )
可 22 ( 100.0 )

 他者や電話等への対応 なし 22 ( 95.7 )
あり 1 ( 4.3 )

 Note, 欠損値は除いて算出, PC; Personal computer

　　n　 (%) 

表3 所属組織のがん相談支援センターにおける質保証の取り組み状況
N=23

全くそう思わない 0 ( 0.0 )
あまりそう思わない 0 ( 0.0 )
ややそう思う 10 ( 43.5 )
とてもそう思う 13 ( 56.5 )
全くそう思わない 0 ( 0.0 )
あまりそう思わない 0 ( 0.0 )
ややそう思う 12 ( 52.2 )
とてもそう思う 11 ( 47.8 )
全くそう思わない 0 ( 0.0 )
あまりそう思わない 0 ( 0.0 )
ややそう思う 13 ( 56.5 )
とてもそう思う 10 ( 43.5 )

 Note, 欠損値は除いて算出

　　n　 (%) 
実際の相談対応から、個人や組織として取り組む
べき課題や改善策を検討する機会がある

自分の相談対応を定期的にモニタリングしている

センターの他の相談員と相談対応を定期的に
モニタリングしている



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4 グループワークの指向性
N=23

mean ± SD
 グループワークの指向性（平均） 　スキル 3.2 ± 0.5

　意義 4.4 ± 0.5
　達成感 3.9 ± 0.7
　メンバーシップ 3.7 ± 0.7

2.7 ± 0.6
3.2 ± 0.9
2.8 ± 0.7
2.9 ± 0.8
3.0 ± 0.7
2.6 ± 0.9
2.9 ± 0.9
3.5 ± 0.6
4.0 ± 0.5
3.9 ± 0.7
4.6 ± 0.5
4.2 ± 0.6
4.0 ± 0.7
3.8 ± 0.8
2.1 ± 0.7
2.1 ± 0.8
2.6 ± 0.8

 Note, 欠損値は除いて算出

  14） グループワークはやりがいがある

  15） グループのメンバーの中に能力の低い人がいると、イライラする

  16） グループのメンバー全員が同じ評価になるのは不公平だと思う

  17） グループのメンバーによっては、やる気がなくなる

 　8） グループワークで自分の役割を果たすことができる

 　9） グループワークで他の人の意見を聞くとき、適切なあいづちを打てる

  10） グループワークでは、メンバー全員を見渡しながら話せる

  11） グループワークで他人の意見を聞くことは有意義だと思う

  12） グループワークで自分の意見を述べることは有意義だと思う

  13） グループワークは達成感がある

 　7） 自分の考えを整理して話すことが苦手である

 　1） グループワークではリーダシップを発揮できる

 　2） グループワークでは積極的に発言できる

 　3） グループワークで相手の意見に対して適切なコメントができる

　４） グループワークで相手の意見を引き出すような質問ができる

 　5） グループワークでうまくいかないときに、解決策を示せる

 　6） グループワークで初対面の人と話すのに抵抗がある



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表5 オンライン研修の指向性
N=23

mean± SD mean± SD p value
 オンライン研修の指向性

3.1 ± 0.8 3.4 ± 0.7 0.043*
3.3 ± 0.7 3.7 ± 0.8 0.050*
3.1 ± 0.8 2.6 ± 0.9 0.053
4.2 ± 0.7 4.1 ± 0.7 0.575
3.0 ± 0.9 2.8 ± 1.1 0.248

 Note, 欠損値は除いて算出, *p < 0.05.

研修前 研修後

　1）オンライン研修は自分に合っているので、この方法で学ぶことが好きだ (好み）

　5）オンライン研修は、友人・知人ができにくく寂しい (孤独）

　2）オンライン研修では一人でじっくり学習できるところがよい (専念）

　3）オンライン研修は単調な感じがするので物足りない (単調さ）

　4）オンライン研修は移動時間や開催場所に拘束されないので、 自分の都合に合わせて参加できるところがよい (柔軟さ）

表6 がん相談支援センターにおける質保証の取り組みに関する意向
N=23

p value
全くそう思わない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0.894
あまりそう思わない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )
ややそう思う 10 ( 45.5 ) 10 ( 43.5 )
とてもそう思う 12 ( 54.5 ) 13 ( 56.5 )
全くそう思わない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0.265
あまりそう思わない 1 ( 4.5 ) 0 ( 0.0 )
ややそう思う 7 ( 31.8 ) 12 ( 52.2 )
とてもそう思う 14 ( 63.6 ) 11 ( 47.8 )
全くそう思わない 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 ) 0.389
あまりそう思わない 1 ( 4.5 ) 0 ( 0.0 )
ややそう思う 9 ( 40.9 ) 13 ( 56.5 )
とてもそう思う 12 ( 54.5 ) 10 ( 43.5 )

 Note, 欠損値は除いて算出

研修前 研修後

実際の相談対応から、個人や組織として取り組む
べき課題や改善策を検討する機会を設けたい

自分の相談対応を定期的にモニタリングしていき
たい

センターの他の相談員と相談対応を定期的に
モニタリングしていきたい

　　n　 (%) 　　n　 (%) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表8　オンライン研修の事後評価
N=23

今回のオンライン研修の満足度  満足している 21 ( 91.3 )
 どちらともいえない 2 ( 8.7 )
 満足していない 0 ( 0.0 )

今後のオンライン研修への参加意向  参加したい 21 ( 91.3 )
 どちらともいえない 2 ( 8.7 )
 参加したくない 0 ( 0.0 )

オンライン研修の推奨度  勧める 19 ( 82.6 )
 どちらともいえない 4 ( 17.4 )
 勧めない 0 ( 0.0 )

　　n　 (%) 



 

がん相談員向けオンライン研修に関するアンケート・インタビュー調査 
ご協力のお願い 

 
この調査は、国立がん研究センターがん対策情報センターとの共催のもと、「がん相談対応の質保証

（Quality Assurance）」をテーマとした研修（QA 研修）にオンラインでご参加の皆さまにご協力をお願

いしています。本研究の主旨をご理解いただき、ご協力の程よろしくお願いいたします。 
 
 

１．この研究の概要 
私どもは、相談対応の質保証を学ぶ研修（以下、QA 研修）をオンラインで試行し、オンライン研修特

有の留意点、オンライン化する上での研修プログラムの改善点等を検証したいと考えております。本研

究は、よりよいがんの相談や支援の提供ためのがん専門相談員の方々への研修のあり方を構築していく

上で、重要な資料になると考えております。 
皆さまのご経験から、よりよいがんの相談や支援の提供に活かすよう努力して参ります。 
  
 
２． ご協力いただきたい内容 
－アンケート調査について－ 
アンケートは 2 回あります。QA 研修実施前後にご回答いただき、ご返送ください。 
 

１）アンケート（水色：実施前）にご回答いただき、2020 年 8 月 21 日(金) までに同封の

返信用封筒でご返送ください。アンケートの回答に要する時間は、10 分程度です。 

 

２）アンケート（ピンク色：実施後）にご回答いただき、2020 年 9 月 4 日(金) までに同

封の返信用封筒でご返送ください。アンケートの回答に要する時間は、5 分程度です。 

 
－電話インタビュー調査について－ 
１）インタビュー日程相談表をメールでお送りさせていただきます。ご希望のお日にちをご入力の上、可

能な限りメールでご返信ください。 
★記入後、郵送される場合は、2020 年 8 月 21 日(金) までに、実施前アンケート（水色）と一緒

に同封の返信用封筒でご返送ください。 
 

２）インタビュー日程が確定次第、メールもしくは電話でお知らせいたします。 
 

３）インタビュー当日、調査員がお電話をいたします。電話インタビューの内容は IC レコーダーに録

音させていただきます。電話インタビューに要する時間は、30 分程度です。 

資料 1．説明文書 



３．倫理的配慮 
１）この調査への協力は任意です。参加しない場合でも不利益を被ることは一切ありません。お答えにな

りたくない質問には、お答えいただかなくても構いません。 
 
２）アンケート調査は、無記名自記式質問紙を用いて実施いたします。アンケート用紙には、統計処理に

必要な ID を記載しておりますが、皆様の個人情報と、アンケートの内容を合わせて分析すること

はありません。 
 
２）ご協力頂いた個人名等の情報は研究代表者が厳重に管理し、漏洩のないよう鋭意努めます。 
 
３）本研究で収集するアンケート及びインタビューの電子データは、個人名などの個人情報は削り、代わ

りに ID 符号をつけ個人が分からないようにした上で分析するため、個人は特定されません。 
 
４）調査後に同意を撤回したいと思われた場合は、同意撤回書を研究事務局宛にお送りください。ご連絡

いただいた時点で、データの使用は中止させていただきます。 
   
 

４．研究結果の取り扱い 
研究結果に関しては、個人や施設が特定されないようにとりまとめ、学会の学術集会・学術誌などで

公表させていただきます。 
 
 

５．その他 
１）この研究に関する費用は、厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）「がん患者の個々

のニーズに応じた質の高い相談支援の提供に資する研究（20EA1015）」から支出されます。皆様の

費用負担はございません。 
＊同意撤回を希望する場合に限り、同意撤回書を事務局宛にお送りいただく際にかかる費用（郵便

代）をご負担ください。 
 
 
 

【連絡先】 

研究実施責任者：高山智子・国立がん研究センター がん対策情報センター 

研究事務局連絡先：国立がん研究センター がん対策情報センター がん情報提供部 

〒104-0045 東京都中央区築地 5-1-1 

TEL: 03-3542-2511（内線 1616） FAX: 03-3547-8577 

e-mail: jimu_koro-gansodan@umin.ac.jp （連絡担当者 齋藤） 

 

mailto:jimu_koro-gansodan@umin.ac.jp


「相談対応の質保証を学ぶ：QA」オンライン研修 実施前 アンケート 
本日はお忙しい中、調査にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

がん相談支援センターでの相談対応の質の改善に役立てたいと考えております。アンケートは全部で３ページです。 

◆ 太枠で囲んだところをすべてお答えください。あてはまる数字を選び〇をつけて下さい。 

該当する（ ）内には数字もしくは回答を記入するか、当てはまる項目に○をつけてください。 

【２０２０年 ８月 21 日（金）までに、同封の封筒でご返送ください。】 

                                                                   記入日：令和 2 年  月  日 

Ⅰ．お答えが可能な範囲で、あなた自身のことについて、お聞かせください。 

年齢 １) 20 歳代   2) 30 歳代   3) 40 歳代    ４) 50 歳代   5) 60 歳以上 

性別 １) 男性      ２) 女性 

病院の種類 １) がん専門病院 2) 大学病院   3) 総合病院    ４) その他 (                ) 

がん相談従事形態 １) 専従     2) 専任       3) 兼任        ４) その他 (                ) 

主となる資格 

（複数回答可） 

１) 専門看護師  2) 認定看護師 (分野：       )  3) 看護師  ４) 保健師  5) 社会福祉士 

6) 精神保健福祉士   7) 臨床心理士   8) 認定がん専門相談員  9) その他 (          ) 

がん相談経験 １)3 年未満 2) 3 年以上 5 年未満 3) 5 年以上 10 年未満 ４)10 年以上 20 年未満 5)20 年以上 

研修の参加理由 

（複数回答可） 

１) テーマが面白そうだった  2) 職務上必要と感じた  3) 自己研鑽  ４) 上司や同僚の勧め 

5) 認定がん専門相談員の認定取得・更新のため  6) オンライン研修に興味・関心があったため    

７) 受講料が無料のため    8) その他（                                    ) 

QA 研修の参加経験 １) なし         ２) あり(その場合の参加回数    回 )  

Ⅱ．これまでのオンライン研修や会議（仕事・プライベート含む）への参加経験の有無等について、お聞かせください。 

オンライン研修への参加経験 １) なし          2) あり (その場合の参加回数    回 ) 

オンライン会議への参加経験 １) なし          2) あり (その場合の参加回数    回 ) 

オンライングループワークの経験 １) なし          2) あり (その場合の回数        回 ) 

Zoom 利用経験 １) なし          2) あり (その場合の回数        回 ) 

Zoom 利用経験「2) あり 」と回答した方のみ、以下の質問にお答えください 

Zoom でのホストの経験 １) なし          2) あり (その場合の回数        回 ) 

 Zoom 諸機能の利用（複数回答可） １) チャット機能       2) 挙手機能     ３) 画面共有機能     

Ⅲ．8 月 25 日の QA オンライン研修当日の参加予定状況について、お聞かせください。 

QA 研修当日の勤務状況 １) 勤務時間内   ２) 勤務時間外  

参加（予定）場所 １) 職場       2) 自宅    ３) その他 (                    ) 

使用するデバイス １) スマートホン  ２) PC     3) タブレット端末 

Wifi 接続状況 １) 有線           2) 無線 

個室や他者から隔離された場所確保 １) 可        2) 不可 

他者や電話等への対応の必要可能性 １) なし       2) あり (その場合の対処法                    ) 

Ⅳ. オンライン研修全般についてのあなたのお考えについて、お聞かせください。 

 

 

全くそう 

思わない 

あまり 

そう 

思わない 

どちら 

とも  

いえない 

やや 

そう思う 

とても 

そう思う 

１) オンライン研修は自分に合っているので、この方法で学ぶことが好きだ １ ２ ３ ４ ５ 

２) オンライン研修では一人でじっくり学習できるところがよい １ ２ ３ ４ ５ 

３) オンライン研修は単調な感じがするので物足りない １ ２ ３ ４ ５ 

４) オンライン研修は移動時間や開催場所に拘束されないので、自分の都合

に合わせて参加できるところがよい 
１ ２ ３ ４ ５ 

５) オンライン研修は、友人・知人ができにくく寂しい １ ２ ３ ４ ５ 

裏へ＞＞
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Ⅴ. グループワーク全般についてのあなたのお考えを、お聞かせください。 

 

 

全くそう 

思わない 

あまり 

そう 

思わない 

どちら 

とも  

いえない 

やや 

そう思う 

とても 

そう思う 

１) グループワークではリーダシップを発揮できる １ ２ ３ ４ ５ 

２) グループワークでは積極的に発言できる １ ２ ３ ４ ５ 

３) グループワークで相手の意見に対して適切なコメントができる １ ２ ３ ４ ５ 

４) グループワークで相手の意見を引き出すような質問ができる １ ２ ３ ４ ５ 

５) グループワークでうまくいかないときに、解決策を示せる １ ２ ３ ４ ５ 

６) グループワークで初対面の人と話すのに抵抗がある １ ２ ３ ４ ５ 

７) 自分の考えを整理して話すことが苦手である １ ２ ３ ４ ５ 

８) グループワークで自分の役割を果たすことができる １ ２ ３ ４ ５ 

９) グループワークで他の人の意見を聞くとき、適切なあいづちを打てる １ ２ ３ ４ ５ 

10)グループワークでは、メンバー全員を見渡しながら話せる １ ２ ３ ４ ５ 

11)グループワークで他人の意見を聞くことは有意義だと思う １ ２ ３ ４ ５ 

12)グループワークで自分の意見を述べることは有意義だと思う １ ２ ３ ４ ５ 

13)グループワークは達成感がある １ ２ ３ ４ ５ 

14)グループワークはやりがいがある １ ２ ３ ４ ５ 

15)グループのメンバーの中に能力の低い人がいると、イライラする １ ２ ３ ４ ５ 

16)グループのメンバー全員が同じ評価になるのは不公平だと思う １ ２ ３ ４ ５ 

17)グループのメンバーによっては、やる気がなくなる １ ２ ３ ４ ５ 

 

Ⅵ．8 月 25 日の QA オンライン研修について、ご要望があればお聞かせください。（自由記載） 

 

Ⅶ．その他、ご意見・ご感想等がありましたら、お聞かせください。（自由記載） 

 



Ⅷ．現在のご所属の相談支援センターにおける質保証の取り組みについてお伺いします。 

 

 

全くそう 

思わない 

あまり 
そう 

思わない 

やや 

そう思う 

とても 

そう思う 

１) 実際の相談対応から、個人や組織として取り組むべき課題や改善策を検討 

する機会がある 
１ ２ ３ ４ 

２) 自分の相談対応を定期的にモニタリングしている １ ２ ３ ４ 

３) センターの他の相談員と相談対応を定期的にモニタリングしている １ ２ ３ ４ 

 

Ⅸ．今後の相談支援センターでの質保証の取り組みについてどう思われますか。 

 

 

全くそう 

思わない 

あまり 
そう 

思わない 

やや 

そう思う 

とても 

そう思う 

１) 実際の相談対応から、個人や組織として取り組むべき課題や改善策を検討 

する機会を設けたい 
１ ２ ３ ４ 

２) 自分の相談対応を定期的にモニタリングしていきたい １ ２ ３ ４ 

３) センターの他の相談員と相談対応を定期的にモニタリングしていきたい １ ２ ３ ４ 

 

Ⅹ．これまで、あなたは以下のようなことをどれぐらい意識してやられていますか。 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。【 8 月 21 日（金）までに、同封の封筒でご返送ください。】 

 
いつも   

意識して  

やっていた 

ある程度 

意識して 

やっていた 

あまり意識 

してやって 

いなかった 

１) センター内で承認された情報を正確に提供している。 １ ２ 3 

２) 情報を伝えるときに、免責事項および出典を伝えている。 １ ２ 3 

３) 医師が行うような診断や、特定の治療を勧めるようなことをしていない。 １ ２ 3 

４) 主治医と患者・家族、医療機関との関係を妨げるような発言や行動をしない。 １ ２ 3 

５) 相談員の個人的な立場、好み、信条、意見を伝えていない。 １ ２ 3 

６) 相談者の個人情報を不適切に扱ったり、不必要に聞いたりしていない。 １ ２ 3 

７) 相談員の個人情報を伝えない。または、どう伝えるかセンター内で決めた内容で

対応している。 

１ ２ 3 

８) 次回の電話を促すような言葉かけをおこなう。 １ ２ 3 

９) 相談者が話しやすいと思えるような話し方をする。 １ ２ 3 

10) 相談者の訴えを十分に聴き入る。 １ ２ 3 

11) 相談者の体験やそれからくる感情を受けとめながら聴く。 １ ２ 3 

12) 相談者を適確に把握するための知識を十分に活用した対応をする。 １ ２ 3 

13) 相談者の状況を、直接相談者に確認しながら把握する。 １ ２ 3 

14) 相談員が把握した相談者の状況や、感情を要約し、相談者に直接確認する。 １ ２ 3 

15) 相談者の主訴とニーズを把握する。 １ ２ 3 

16) 相談員が把握した相談者の主訴とニーズを、相談者に直接確認している。 １ ２ 3 

17) 主訴とニーズに対し適切に対応している。 １ ２ 3 

18) 相談者が理解できる言葉で情報提供を行っている。 １ ２ 3 

19) 主治医と患者・家族との関係を把握し、主治医との関係が良好になるような 

支援をする。 

１ ２ 3 

20) 相談者自身が自力で行動や判断できるよう情報支援を行う。 １ ２ 3 

21) 相談を通じて相談者の反応に変化があるかどうかを意識している。 １ ２ 3 



「相談対応の質保証を学ぶ：QA」オンライン研修 実施後 アンケート 
本日はお忙しい中、調査にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

がん相談支援センターでの相談対応の質の改善に役立てたいと考えております。アンケートは全部で２ページです。 

◆ 太枠で囲んだところをすべてお答えください。あてはまる数字を選び〇をつけて下さい。 

該当する（ ）内には数字もしくは回答を記入するか、当てはまる項目に○をつけてください。 

【研修受講後、２０２０年 9 月 4 日（金）までに、同封の封筒でご返送ください。】 

記入日：令和 2 年  月  日 

Ⅰ．8 月 25 日 QA オンライン研修当日の実際の参加状況について、お聞かせください。 

QA 研修当日の勤務状況 １) 勤務時間内  ２) 勤務時間外  

参加（予定）場所 ２) 職場      2) 自宅     ３) その他 (                    ) 

個室や他者から隔離された場所確保 ２) 可       2) 不可 

他者や電話等への対応 ２) なし       2) あり (その場合の対処法：                                 ) 

Ⅱ. オンライン研修全般について、今のあなたのお考えをお聞かせください。 

 

 

全くそう 

思わない 

あまり 

そう 

思わない 

どちら 

とも  

いえない 

やや 

そう思う 

とても 

そう思う 

６) オンライン研修は自分に合っているので、この方法で学ぶことが好きだ １ ２ ３ ４ ５ 

７) オンライン研修では一人でじっくり学習できるところがよい １ ２ ３ ４ ５ 

８) オンライン研修は単調な感じがするので物足りない １ ２ ３ ４ ５ 

９) オンライン研修は移動時間や開催場所に拘束されないので、自分の都合

に合わせて参加できるところがよい 
１ ２ ３ ４ ５ 

１０) オンライン研修は、友人・知人ができにくく寂しい １ ２ ３ ４ ５ 

１１) 今後、オンライン研修を受講する必要があるので受講に慣れてい

きたい 

１ ２ ３ ４ ５ 

１２) 今後、オンライン研修を提供する立場となるので運営方法を修得

したい 

１ ２ ３ ４ ５ 

Ⅲ．本日の講義やグループワークを受け、今後の相談支援センターでの質保証の取り組みについてどう思われますか。 

 

 

全くそう 
思わない 

あまり 
そう 

思わない 

やや 
そう思う 

とても 
そう思う 

１) 実際の相談対応から、個人や組織として取り組むべき課題や改善策を検討 

する機会を設けたい 
１ ２ ３ ４ 

４) 自分の相談対応を定期的にモニタリングしていきたい １ ２ ３ ４ 

５) センターの他の相談員と相談対応を定期的にモニタリングしていきたい １ ２ ３ ４ 

Ⅳ．本日の研修の中で、「よく分かった」「印象に残った」と感じた点がありましたら具体的にご記入ください。 

Ⅴ．本日の研修の中で、「理解しにくかった」と感じた点がありましたら具体的にご記入ください。 

 裏へ＞＞
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Ⅵ．これまであなたは以下のようなことをどれぐらい意識していましたか。また、本日の研修を通じて、特に意識でき

るようになったと思うことはありますか。 

Ⅶ．オンライン研修の満足度および今後同様のオンライン研修への参加希望などについて、お聞かせください。  

Ⅷ．その他、全体を通じての感想・意見などありましたらご記入ください。（自由記載） 

 

 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。【９月４日（金）までに、同封の封筒でご返信ください。】 
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研修を通じて、 

意識できるように

なったこと 

 

あてはまるもの 

すべてに〇 

1) センター内で承認された情報を正確に提供している。 １ ２ 3  

2) 情報を伝えるときに、免責事項および出典を伝えている。 １ ２ 3  

3) 医師が行うような診断や、特定の治療を勧めるようなことをしていない。 １ ２ 3  

4) 主治医と患者・家族、医療機関との関係を妨げるような発言や行動をしない。 １ ２ 3  

5) 相談員の個人的な立場、好み、信条、意見を伝えていない。 １ ２ 3  

6) 相談者の個人情報を不適切に扱ったり、不必要に聞いたりしていない。 １ ２ 3  

7) 相談員の個人情報を伝えない。または、どう伝えるかセンター内で決めた内容で

対応している。 
１ ２ 3  

8) 次回の電話を促すような言葉かけをおこなう。 １ ２ 3  

9) 相談者が話しやすいと思えるような話し方をする。 １ ２ 3  

10) 相談者の訴えを十分に聴き入る。 １ ２ 3  

11) 相談者の体験やそれからくる感情を受けとめながら聴く。 １ ２ 3  

12) 相談者を適確に把握するための知識を十分に活用した対応をする。 １ ２ 3  

13) 相談者の状況を、直接相談者に確認しながら把握する。 １ ２ 3  

14) 相談員が把握した相談者の状況や、感情を要約し、相談者に直接確認する。 １ ２ 3  

15) 相談者の主訴とニーズを把握する。 １ ２ 3  

16) 相談員が把握した相談者の主訴とニーズを、相談者に直接確認している。 １ ２ 3  

17) 主訴とニーズに対し適切に対応している。 １ ２ 3  

18) 相談者が理解できる言葉で情報提供を行っている。 １ ２ 3  

19) 主治医と患者・家族との関係を把握し、主治医との関係が良好になるような 

支援をする。 
１ ２ 3  

20) 相談者自身が自力で行動や判断できるよう情報支援を行う。 １ ２ 3  

21) 相談を通じて相談者の反応に変化があるかどうかを意識している。 １ ２ 3  

今回のオンライン研修の満足度 1) 満足している  2) 満足していない   3) どちらともいえない 

今後のオンライン研修への参加希望 1) 参加したい   2) 参加したくない   3) どちらともいえない 

オンライン研修を人に勧めるか 1) 勧める     2) 勧めない      3) どちらともいえない 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん専門相談員向けのオンライン形式による研修方式の効果に関する研究 

～受講者へのインタビュー調査より～ 

研究代表者 高山 智子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（部長） 

研究協力者 齋藤 弓子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研修専門員） 

研究協力者 櫻井 雅代  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 高橋 朋子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研究員） 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

研究要旨 

オンライン研修開催前後に実施したアンケート調査では、オンライン研修の受講経験

が、受講者のオンライン研修の指向性を高めると共に、がん専門相談員としての対応や反

応を見直す機会となることが明らかとなった。そこで本稿では、オンライン研修受講後の

受講者へのインタビュー調査とその内容の質的分析により、この効果が得られたメカニズ

ムを明らかにし、今後のがん専門相談員への教育・研修のあり方について検討することを

目的とした。 

オンライン研修に受講したがん専門相談員 23 名を対象として、個別に約 30 分間の電話

インタビューを行い、オンライン研修受講前後の気持ちの変化や気づきの内容について、

質的に検討を行った。その結果、いずれの受講者においても、実際にオンライン研修に参

加することで研修受講前に抱えていた心配事や不安が薄らいだと認識されており、オンラ

イン研修でも集合研修と同等の学びを得ることができると評価されていた。オンライン研

修をトラブルなく受講できた経験を通じて自信を持てたことが、オンライン研修の指向性

の高まりに繋がった可能性がある。また、グループワークにおいて受講者同士の意見交換

が円滑かつ十分に行われたことで、受講者の学びは深まったようであった。

以上より、オンライン下であってもグループワークを用いることは、がん専門相談員へ

の研修を実施する上では重要であると考えられた。 

A． 研究目的 
 本研究は、がん専門相談員を対象に講義とグルー

プワークを用いた研修をオンライン方式で実施し、

その効果を検証することで、今後のがん専門相談員

への研修実施上の課題を明らかにすることを目的と

する。オンライン研修開催前後に実施したアンケー

ト調査より、本研究で実施したオンライン研修への

受講が、受講者のオンライン研修の指向性を高める

と共に、がん専門相談員としての対応や反応を見直

す機会となることが明らかとなった。そこで本稿で

は、オンライン研修受講後の受講者へのインタビュ

ー調査とその内容の質的分析により、この効果が得

られたメカニズムを明らかにし、今後のがん専門相

談員への教育・研修のあり方について検討した。

B．研究方法 

１．研究デザイン

本研究は、オンライン形式でのQA研修を受講した

がん専門相談員を対象とした、個別電話インタビュ

ーによる質的記述的研究デザインとした。得られた

データの質的分析により、アンケート調査結果より

示されたオンライン研修への受講意識やがん相談対

応の質に対する認識に変化に影響を及ぼしたメカニ

ズムやその詳細を明らかにし、今後のがん専門相談

員への教育・研修のあり方について検討した。

２．研究対象者

オンライン研修に受講したがん専門相談員23名を

対象とした。オンライン研修に受講した全員をイン

タビューの対象とすることで、それぞれの受講者の

資料13（2020年度）



受講経験が十分にインタビュー内容に反映されるよ

うに配慮した。 
３．研究対象者の選定 
 まず、研究協力に同意が得られた受講者へ研究概

要を記した書面を郵送すると共にインタビュー日程

調整を依頼した。最終的なインタビュー日程はメー

ルで連絡し、受講者から了解を得た。 
 
４．オンライン研修の内容 
 本研究では、全国のがん専門相談員の継続教育の

一環として開催している「相談対応の質を学ぶ研修

（以下、QA研修）」をオンラインで開催した。オン

ラインでのQA研修は集合対面形式同様に、講義とグ

ループワークでの演習の2部構成とし、相談対応に関

する講義と、がん相談支援センターに寄せられた事

例を基にした相談対応についてのグループワークを

含む内容とした。2020年8月25日（火）13：00～17：
00であった。※詳細については、「がん専門相談員向

けのオンライン形式による研修方式の検討」を参照

のこと。 
 
５．調査方法と内容 
 インタビューは個別に電話で行った。電話インタ

ビューは1回30分とし、受講者より指定のあった時

間・場所（自宅or所属施設）に研究メンバーが電話を

して行った。電話インタビューを実施する際には、会

話の内容を他者に聞かれることに不安を感じないよ

うプライバシーの確保に留意していただくこと、イ

ンタビューの内容をレコーダーに録音することにつ

いて確認し、受講者より了解を得た。事前に作成した

インタビューガイド（資料参照）を基に、研究メンバ

ーがインタビュアーとなりインタビューを行い、イ

ンタビュー中の受講者の特徴的な発言内容はノート

へ記録した。調査期間は、2020年8月26日～9月16日
であった。 
 
調査内容は以下のとおりである。 
 
１）背景情報 
背景情報は、年代、性別、主な保有資格、がん相談の

経験年数、QA研修への受講経験、研修の受講理由を

把握した。 
 
２）オンライン研修受講による変化について 
① オンライン研修に受講する前とその後を比べて、

オンライン研修（全般）に受講することに対する

お気持ちに何か変化はありますか？ 

② あなたにとってオンライン研修での経験は役に

立つと思いますか？（それはどんな風に役に立ち

ますか？） 
 
３）オンライン研修の受講経験について 
① 準備から受講まで経験してみて興味深かったこ

とや学んだことはありますか？  
② 準備から受講まで経験してみて困ったことや大

変だったことはありますか？ 
③ ①②の場合、それはどのようなことですか？ 
 
４）オンライン研修の課題 
① オンライン研修を開催・実施する上で、もっと良

くしたいと感じていることや、気にかかっている

ことはありますか？ 
 
５）今後のオンライン研修開催について 
① 今後どのようにオンライン研修を開催すれば、が

ん専門相談員の役に立つとお考えですか？ 
 

６）自由コメント 
 電話インタビューを終了する際には、「最後に何か

おっしゃりたいことはありますか？」と尋ね自由に

ご発言いただいた。 
 
（倫理面への配慮） 
研究対象者へは、研究目的、方法、受講の任意性、

匿名性、個人情報保護、不利益を受けない権利、デー

タは ID にて匿名化し分析すること、結果の公表等

を記した文書を郵送し説明した上で、同意書への署

名および返送により同意を得た。研究対象者へは、イ

ンタビューデータはすべて匿名性を保持するよう管

理し個人が特定される形での公表しないこと、研究

目的以外には使用しないことを強調した。さらに、結

果を公表する前に口頭もしくは文書で同意撤回の意

思表示があった場合には、データを使用しないこと

を説明し、研究代表者の連絡先を明記した説明文書

と共に同意撤回書を郵送した。 
上記の内容は、電話インタビューを実施する前に、再

度口頭でも説明し、研究対象者の同意を得た上でイ

ンタビューを開始した。 
 
C．研究結果 
１．受講者の背景要因 
受講者の一覧を図1に示した。受講者の性別は、女

性が21名（91.3％）であり、年齢は20歳代1名（4.3％）、



30歳代7名（30.4％）、40歳代4名（17.4％）、50歳
代10名43.5％）、60歳代以上（4.3％）であった。 
対象者の保有資格（複数回答）は、専門看護師4名（7.
4％）、認定看護師1名（4.3％）、看護師3名（13.0％）、

社会福祉士15名（65.2％）、精神保健福祉士10名（4
3.5％）、臨床心理士1名（4.3％）、認定がん専門相

談員6名（26.1％）、その他2名（8.7％）であった。

がん相談の経験年数は、3年未満2名（9.5％）、3年以

上5年未満5名（23.8％）、5年以上10年未満8名（38.
1％）、10年以上20年未満6名（28.6％）であった。

がん相談の従事形態は、専従11名（47.8％）、専任5
名（21.7％）、兼任6名（26.1％）、その他1名（4.3％）

であった。 
 
２．結果の全体像 
いずれの受講者においても、オンライン研修は、対

面での集合研修と同等の学びを得ることができると

いう認識が持たれていた。以下、≪ ≫はテーマ、（ ）

はカテゴリーで示す。 
 
オンライン研修に対する気持ちの変化や気づきは、

その内容から≪オンライン研修のイメージの変化≫、

≪事前準備をすることで研修での学びが深まること

の気づき≫、≪円滑なグループワークのための気づ

き≫、≪オンライン研修と集合研修の違いできるこ

と・できないことの気づき≫、≪オンライン研修の必

要性の気づき≫という5つのテーマにまとめられた。 
対象者は、≪オンライン研修のイメージの変化≫

として、受講前には（オンライン研修が成り立つのか

心配だった）（PC操作に慣れていないため「どうな

るんだろう」と不安に思った）としながらも、受講後

には（オンライン研修でも集合研修と同等の学びを

得ることができた）（オンライン研修へのチャレンジ

の気持ちが強くなった）と認識されていた。また、オ

ンライン研修では≪事前準備をすることで研修での

学びが深まることの気づき≫として、（研修の全体像

を把握した上で講義を聞くことができた）（事前に研

修資料を確認することで研修での学びが深まった）

ことを実感している様子が伺えた。 
≪円滑なグループワークのための気づき≫では、

（他の受講者の表情を見ながら話をすることができ

た）（話す速度はゆっくりにして相手が話終えるのを

待った）（ジェスチャーを用いて繋がることができる

と感じた）といった、オンライン研修でのグループワ

ークにおける自分なりの工夫についての気づきや、

その効果を認識していた。≪オンライン研修と集合

研修の違いできること・できないことの気づき≫と

して、（オンライン研修では他の人の意見に流されず

に発言できる）（場所（開催場所・受講地域）や時間

の制限を受けずに受講できる）とオンライン研修の

メリットを得ていた。一方で、オンライン研修では

（全体の雰囲気を感じられない）（次につながる無駄

話ができない）といった、これまでの集合研修で出来

ていたことができないことは、対象者にとってはデ

メリットと捉えられていた。 
≪オンライン研修の必要性の気づき≫として、（が

ん専門相談員として‟できること“をやらなければい

けない）（(オンライン研修は)必要な研修形態である）

と認識されていた。 
 
３．結果の詳細 
《 》はテーマ、〈 〉はカテゴリー、〔 〕はサ

ブカテゴリーを示し、オンライン研修に対する気持

ちの変化や気づきを、対象者の語りを引用しつつ説

明する。対象者の語りは斜字で示した。ただし、プラ

イバシーに関わる部分は省略・修正し、意味の通じに

くい部分は、（ ）内に言葉を補った。また、語りを

省略した箇所には…を挿入した。 
 
１）≪オンライン研修のイメージの変化≫ 
 対象者は、受講前には（オンライン研修が成り立つ

のか心配だった）（PC操作に慣れていないため「ど

うなるんだろう」と不安に思った）等と語り、オンラ

イン研修そのものやPC操作（脱落等のトラブルが生

じた場合に対処できるか）等への心配や不安を抱え

ていた。 
 
 そうですね。実際にオンライン研修が本当に成り立つ

のかどうかというのがちょっと…。オンライン研修とい

うものが、グループワークも含めて成り立つのかなとい

うのはすごく心配だったんですけれども、思いのほか普

段の研修に受講するのと同じぐらい実りになったかな

という感じは受けたので、私はちょっと新鮮な感じを受

けました。（対象者P） 
 
 しかし、受講後には（オンライン研修でも集合研修

と同等の学びを得ることができた）（オンライン研修

へのチャレンジの気持ちが強くなった）と語った。 
  
当院の他の相談員にも、オンライン研修というのはこ

んな感じだったよって、みんなにも推奨したいというか、

イメージをみんなに伝えてあげられるというのが一番

大きいです。私もそんなにオンラインが得意な方ではな



いんですけど、得意な方ではない私でも、そんなに違和

感なく受講できたので、またオンライ研修があったら受

けてみようというチャレンジの気持ちは強くなってい

ます。（対象者H） 
 
対象者は、実際にオンライン研修に受講した経験

を通じて自信を持てたことで、今後のオンライン研

修への受講意欲が高まったと認識されていた。 
 
２）≪事前準備をすることで研修での学びが深まる

ことの気づき≫ 
対象者は、（研修の全体像を把握した上で講義を聞

くことができた）（事前に研修資料を確認することで

研修での学びが深まった）と語った。 
 
今回は資料も自分で印刷ができたので。通常の（集合）

研修だと、その場に行って資料を頂いて、その場で講義

を受けながらそれを読解していく形になると思うんで

すが、今回は事前に資料を頂いていたので、研修の前に

目を通すことができて、その上で講義を受けられたので。

通常よりか、逆に研修という意味では効果的だったなと

いうふうに私は感じましたね。（対象者K） 
 
オンライン研修の性質上、運営者側としては研修

資料を事前に配布せざるを得ない状況であったが、

そのことが逆に対象者の研修での学びを深めるきっ

かけとなっていたことが示された。 
 
３）≪円滑なグループワークのための気づき≫ 
 対象者は、オンライン上でグループワーク行う際

には（他の受講者の表情を見ながら話をすることが

できた）（話す速度はゆっくりにして相手が話終える

のを待った）（ジェスチャーを用いて繋がることがで

きると感じた）といった、オンライン研修でのグルー

プワークにおける自分なりの工夫についての気づき

や、その効果を語った。 
 
実際（オンラインで）つないでみると、皆さんの顔が、

みんなと目が合っている感じになるじゃないですか。

（集合研修での）普通のグループワークで、個々で資料

を見ながら下を見て話すというよりは、逆に、お互いの

表情を見ながら発言というか、意見が言い合えているの

かなという気はしました。（受講者N） 
 
ほとんどの対象者は、オンライン上でのグループ

ワークの経験を有してはいなかったが、慣れない状

況下においても、他者とコミュニケーションを取ろ

うと努めており、前向きに研修に取組む姿勢が伺え

た。 
 
４）≪オンライン研修と集合研修の違いできること・

できないことの気づき≫ 
 対象者は、（オンライン研修では他の人の意見に流

されずに発言できる）（場所（開催場所・受講地域）

や時間の制限を受けずに受講できる）とオンライン

研修のメリットを得ていた。一方で、オンライン研修

では（全体の雰囲気を感じられない）（次につながる

無駄話ができない）といった、これまでの集合研修で

出来ていたことができないことは、対象者にとって

はデメリットと捉えている様子が伺えた。 
 
場を共有する時間・・・。時間というか、体感はやっ

ぱり（オンライン研修でも）達成感はあったけど。例え

ば、その後少しみんなとおしゃべりをしたりする無駄な

時間がないので。私、その無駄な時間が結構好きで、対

面だと、何かその後つながるようなお話ができたり。 
今回一つ心残りなのが、もう少しグループのメンバーと

ちょっとした無駄話をしたかったというのがあります。

（対象者E） 
 

 対象者にとっては、研修は地域を越えた関係づく

りの場であると認識されており、オンライン研修に

よるメリットを得る一方で、これまでの研修で大事

にしてきた側面が損なわれることを残念に思ってい

る様子が伺えた。 
 
５）≪オンライン研修の必要性の気づき≫ 
対象者はインタビューで（がん専門相談員として‟で

きること“をやらなければいけない）（(オンライン

研修は)必要な研修形態である）と語った。 
 
日々業務をしていて、コロナで面会制限があって、入

院している患者さんとご家族が会えなくて、患者さんや

ご家族と医療者との思いの‟ずれ“が大きくなってきた

と感じるので。やっぱり相談員として、こういう状況を

  踏まえた上で力をつけるためには、コロナだから集

まれないとか、コロナだからできないというのではなく、

この状況を生かして、オンラインの良さを生かして、で

きるところからやらないとやっぱりだめだなと思いま

した。（対象者C） 
 

 対象者は、日々の業務を通じて、これまでの相談対

応ができないことを実感すると共に、困難な状況下

においても変化に対応していく重要性を実感してい

た。 
 



D．考察 
本研究では、がん専門相談員を対象とした講義と

グループワークを用いたオンライン研修の効果を検

討するため、オンライン研修受講後に受講者へのイ

ンタビュー調査を実施した。いずれの受講者におい

ても、オンライン研修に参加することで研修受講前

に抱えていた心配事や不安が薄らいだと認識されて

おり、オンライン研修でも集合研修と同等の学びを

得ることができると評価していた。以下に得られた

知見について考察する。 
受講者の多くは、オンライン研修受講前にはPCの

絶族不良や脱落時の対応等について心配や不安を抱

えていた。しかし、研修受講後にはそれらの心配や不

安は薄らいだと語り、オンライン研修の受講に前向

きになる様子が伺えた。今回はオンライン研修を開

催するにあたり、受講者の心理的不安への対処とし

て、研修開催の2週間程前に、研修に参加する上で必

要となるPC操作スキルや接続環境に不具合がない

かを確認するオンライン接続テストを受講者全員に

対し実施した。研修受講前に一連のPC操作を理解で

きたことに加え、研修当日にPCトラブルなく受講で

きたことが、受講者にとっては成功体験となり自信

を持てたことがオンライン研修の指向性（好み）、す

なわち今後もオンライン研修を受講しようという意

欲の高まりに繋がった可能性が考えられる。一方で、

PC操作に慣れていないことを理由にオンライン研

修の参加を躊躇する者がいることが考えられるため、

PCトラブル時の対応方法を事前に提示するなど受

講者の不安を最小限にするための工夫は重要である。 
また、受講者はオンライン研修への受講に際し、入

念な事前準備をしていた。資料を事前に配布し、事前

課題を提示することで、対面での集合研修以上に受

講者が事前準備として自己学習に取り組みやすい環

境がもたらされたものと考えられる。さらに、受講者

が事前に資料を確認できるようにすることで、研修

全体の流れを周知することに繋がったと考える。今

後も、受講者がオンライン研修での学びを深められ

るよう、配布資料を通じて研修の必要事項を示すと

共に、事前課題を設定するなど受講者の参加者とし

ての当事者意識を高められるような工夫が求められ

る。 
今回のオンライン研修では、グループワークにお

いて受講者同士の意見交換が円滑かつ十分に行われ

たことで、受講者の学びは深まったようであった。グ

ループワークに際し運営者側が行った工夫として、

オンライン上では、参加者が場の雰囲気を共有する

ことが困難であるため、グループワーク時の各自の

役割を決めると共に、コミュニケーションをとる際

の注意点を示した。さらに、少人数でのグループワー

クとなるようメンバー構成し、ワークの進行役を務

めるファシリテーターは経験豊富ながん専門相談員

が担うなど、グループワークに支障がないよう配慮

した。このことが、オンライン上でもグループワーク

ができるという受講者の認識の変化をもたらしたこ

とが考えられる。さらに、受講者自身が普段からがん

専門相談員として、相手の意図を汲み取り、積極的に

コミュニケーションを取ろうとする姿勢やスキルを

有していたことが、円滑なグループワークを可能に

したものと考える。以上より、オンライン下であって

もグループワークを用いることは、がん専門相談員

への研修を実施する上では重要であると考えられた。 
 
E．結論 
オンライン研修受講後の受講者へのインタビュー

結果より、いずれの受講者においても、実際にオンラ

イン研修に参加することで研修受講前に抱えていた

心配事や不安が薄らいだと認識されており、オンラ

イン研修でも集合研修と同等の学びを得ることがで

きると評価していた。また、グループワークにおいて

受講者同士の意見交換が円滑かつ十分に行われたこ

とで、受講者の学びは深まったようであった。オンラ

イン下であってもグループワークを用いることは、

がん専門相談員への研修を実施する上では重要であ

ると考えられた。  
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表 
 

2．学会発表  
齋藤弓子，櫻井雅代，堀拔文香，八巻知香子．髙山

智子．受講者から見えたオンライン・グループワ

ーク研修の実態～オンライン QA 研修参加後のイ

ンタビュー調査より～，第 9 回日本がん相談研究

会年次大会教育セッション．2021 年 3 月 13 日

（土）Web 開催 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 
 



図 1．対象者属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2．テーマおよびカテゴリー：オンライン研修に対する気持ちの変化や気づき 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
がん専門相談員の教育・研修プログラムの実施マニュアル作成に関する検討 

～「オンライン研修 企画者(ホスト)の手引き～ 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

研究協力者 櫻井 雅代  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研修専門員） 

研究協力者 高橋 朋子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研究員） 

研究協力者 志賀 久美子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究要旨

COVID-19の感染拡大に伴い、集合型の研修実施が困難となり、2019年度末から2020年
度上期に各都道府県で予定されていた研修は軒並み中止、延期となった。対面によらず、

オンラインでの研修実施を支援するため、「オンライン研修企画者の手引き」をとしてま

とめることで、各都道府県の研修担当者の助けになる資料を提供することを目的とする。

本研究班およびがん対策情報センターが主催したオンラインによるがん専門相談員向け

研修の企画経験を分析し、担当者の準備プロセスを分析し、行動レベルで記述し、手引き

案を作成した。

作成した資料は、従来の集合型の相談員研修から変更または追加して発生する準備につ

いて具体的に記載され、各都道府県で研修を企画する人たちにとって有用なものとなって

いると考えられた。  

A． 研究目的 
がん専門相談員の教育プログラムは、計19時間の

E-learning型の基礎研修(1)(2)、2日間の集合研修の

基礎研修(3)のほか、都道府県単位で実施する各種研

修、ブロック単位で実施される地域相談支援フォー

ラム等を受講することにより、必要な知識と技能の

習得、更新を行うことが想定されている（図）。基礎

研修(3)や、都道府県単位で開催される研修や地域相

談支援フォーラムはこれまでグループワークを含む

対面型の集合型で実施されてきたが、COVID-19の感

染拡大に伴い、これらの集合研修については従来方

式での実施が困難となり、2019年度末から2020年度

上期に国立がん研究センターがん対策情報センター

や各都道府県で予定されていた研修は軒並み中止、

延期、開催形態を変更する形となった。

しかしながら、COVID-19下においてもがん相談の

ニーズは変わることなく、がん専門相談員の継続的

な研修機会の確保は重要である。国立がん研究セン

ターがん対策情報センターで実施する研修は、2020
年4～5月に予定していた基礎研修(3)は中止となった

ものの、当初2020年6月・10月に予定していたがん相

談支援センター相談員指導者研修前期（4日間の集合

研修）は、前期日程を2020年8月に時期をずらし、小

規模集合・オンライン接続の形態で、後期日程は完全

オンラインで研修を実施した。また、2018-19年度に

国立がん研究センターがん対策情報センターから講

師を派遣して都道府県単位の集合研修方式で実施し

てきた「相談対応の質保証を学ぶ」研修プログラムを、

2020年度は完全オンラインに移行できた。このオン

ライン研修への移行には、講師を務める国立がん研

究センターがん対策情報センターの担当者が都道府

県の研修担当者にオンライン研修の経験知を伝達し

サポートした意義が大きい。

本報告は、これらオンライン研修を実施した研修

担当者が行った準備や活動を分析することで留意す

べき点を抽出し、「オンライン研修企画者の手引き」

資料14（2020年度）



としてまとめる。また、各都道府県の研修担当者の助

けになる資料を提供することを目的とする。 
 
B．研究方法 
 2020年8月25日に実施した「がん相談対応の質保

証（Quality Assurance）を学ぶ」、ならびに2020年
8月26-27日、10月29-30日に実施した「がん相談支援

センター相談員指導者研修」での担当者の準備プロ

セスを分析し、行動レベルで記述し、手引き案を作成

した。また、9月以降に実施された各都道府県が主催

し、国立がん研究センターがん対策情報センタース

タッフが講師を務めた研修で出された困難、課題、好

事例を反映しつつ手引きの要素の充実をはかった。 
作成した手引きは、「がん対策情報センターがん相談

支援センター相談員研修専門家パネル」によるフィ

ードバックを得て推敲した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。 
 
C．研究結果 
手引きの作成にあたっては、各都道府県の研修企

画者が従来の集合型研修で経験的に把握している事

項との対比で、オンライン型に移行するにあたって

追加または変更して準備する必要のある事項を抽出

し、記述した。その結果、手引きは「必要な準備資材

（機材、環境、人員）」「事前準備から当日までの時

系列での準備」「ホスト操作」「企画者が感じるであ

ろう困りごとについてのQ&A」の項目で構成するこ

ととなった。 
詳細は別添資料に記載した。 

 
D．考察 
研修企画に必要な知識、要素、プロセス等は、がん

相談支援センター相談員指導者研修において体系的

に伝達している。しかし、暗黙の前提として各都道府

県で企画される研修は講義型、グループワーク型の

いずれにおいても同一空間での集合型が想定されて

いた。この手引きの中ではオンライン化に伴って変

更または追加が必要となる点が具体的に記載された。 
記載内容は、医療機関で使用可能なデバイス（PC、

タブレット等）、インターネット接続環境、また、受

講時に想定される室内環境について具体的な記載が

なされた。特に企画者にもパソコン操作やインター

ネット環境での操作に不慣れな人が多い現状を鑑み

た人員配置の助言もなされている。使用する会議シ

ステムについては詳細を省きながらも、医療機関で

比較的多く利用されているシステム（ZoomおよびW
ebEX）を取り上げ、実際の研修運営からみた違いに

ついての比較を掲載した。会議システムの仕様詳細

については、がん専門相談員向けの研修の大多数が

講義とグループワークの併用となることから、グル

ープワーク時に使いやすい機能、また、受講者に呼び

かけるべき参加ルールについて具体的に示した。 
作成した資料は、各都道府県の研修担当者に編集

可能なPowerPoint形式で提供した。これらは「何か

ら始めたらよいのかわからない」という企画者には

大変好評であった。研修に限らないオンライン会議

の運営についてのノウハウはウェブサイト上にも多

く展開されている。しかし、これらの解説は目的、参

加者等が幅広いため、どの部分を利用可能なのか取

捨選択しながら応用する力が必要となる。がん専門

相談員向け研修の企画者は、相談実務の傍ら研修企

画を担当する人たちであり、日常的にオンライン会

議を行う環境にあるとは限らないため、膨大な情報

からの取捨選択には困難を感じている人も多かった

と推察される。その人たちにとって本手引きは直接

役立つマニュアルとして受け入れられたと考えられ

る。 
 
E．結論 
本研究班およびがん対策情報センターが主催した

オンラインによるがん専門相談員向け研修の企画経

験を分析し、「オンライン研修企画者(ホスト)の手引

き」を作成した。作成した手引きは都道府県の研修担

当者に送付され、好評を得た。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  なし 

2．学会発表  
櫻井雅代，堀拔文香，齋藤弓子，八巻知香子，髙山

智子．オンライン研修の実際：どんなことに留意

するとよいか、よさそうか、見えてきたもの，第 9
回日本がん相談研究会年次大会教育セッション．

2021 年 3 月 13 日（土）Web 開催 
 

H．知的財産権の出願・登録状況 
 
1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん専門相談員の教育・研修プログラムの地域展開に向けた検討 

研究代表者 高山 智子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（部長） 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院 看護部（看護師長） 

研究協力者 品田 雄市  東京医科大学八王子医療センター  

総合相談・支援センター（医療ソーシャルワーカー） 

研究協力者 萬谷 和広  大阪南医療センター 患者総合支援センター・がん相談支援センター 

  （患者支援室長・がん相談支援室長補佐） 

研究協力者 三木 晃子  香川大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 岸田 さな江  獨協医科大学病院 地域連携・患者サポートセンター 

入退院サポート部門退院サポート室がん相談支援センター 

（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 腰田 典也  公立那賀病院 がん相談支援センター（社会福祉科科長補佐） 

研究協力者 小郷 祐子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研修専門員） 

研究協力者 櫻井 雅代   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 齋藤 弓子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究分担者 清水 奈緒美 神奈川県立がんセンター 看護局（副看護局長） 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

A． 研究目的 
がん対策情報センターでは、がん相談支援センタ

ーの相談員を対象に基礎研修・指導者研修・継続研修

を提供している。それ以外にも、地域への講師派遣、

がん情報サービスサポートセンターでの受け入れ研

修、認定制度（NCC認定がん専門相談員）を行って

いる。

また、がん相談支援センターは院内や地域の情報

拠点になっている一方で、情報が複雑化し、相談員が

最新の情報を適切に捉えて支援に繋げることは困難

であるという背景をふまえ、これまでに「情報から始

まるがん相談支援」をテーマとした研修（以下、情報

研究要旨 

これまでにがん対策情報センターにより、がん相談支援センターの相談員を対象に多く

の研修が提供されている。本研究では、そのうちの1つ、指導者研修・継続研修「情報か

ら始まるがん相談支援（「情報支援研修」とする）」を素材として、中央ではなく地域開

催を行う際の課題や留意点について検討を行った。検討に際しては、この情報支援研修を

3県合同でオンライン開催することを想定し、各3県の研修運営実施者または調整者ととも

に、地域展開に向けたプログラムの再構成や課題の抽出等を行った。その結果、現プログ

ラムで提供されている2日間（約12時間）のプログラムを、各地域で異なる研修実施の建

て付け（人数や実施主体等）でも対応可能なようにすること、限られた時間やマンパワー

で研修の組み立てが可能なようにするため、地域展開用の研修プログラムでは、内容を簡

素化するとともに、3つのモジュールとして提供できるように再構成することが検討結果

として示された。

本研究班での検討により、情報支援研修を地域展開する上での課題が示され、その内容

に準じてプログラムの内容や構成について再構築することができた。今後は、情報支援研

修の3県合同オンライン開催に向けた準備を進め、実際に研修を開催した上での評価に基

づき、情報支援研修の地域展開に向けた取り組みについて更なる検討を続ける必要がある

と考えられる。

資料15（2020年度）



支援研修とする）のプログラムを開発してきた。がん

に関する情報量が増え、更新の早さも加速する中、相

談員が信頼できる情報源に基づき相談対応すること

は、より一層重要性を増しているといえる。本年度は 
新型コロナウイルスの感染が拡大する状況下におい 
ても、情報支援研修をオンラインで開催し、研修を提

供した。 
本研究では、この情報支援研修を3県合同でオンラ

イン開催することとし、今後の地域展開に向けたプ

ログラムの再構成や課題の抽出等について検討した

ため、その結果について報告する。 
 
 

B．研究方法 
本研究班のメンバーでの意見交換と打ち合わせ会

議を2～3時間/回、1～2ヶ月おきに実施した。この打

ち合わせ会議はオンラインで実施し、情報支援研修

のプログラムの構成や内容の他、地域展開をする上

での課題や対処方法について話し合いを重ねた。 
R3年度は、情報支援研修を3県合同（栃木・和歌山・

四国/4県含む）でオンライン開催することとし、開催

方法についても検討した。 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。 
 
C．研究結果 
＜情報支援研修の地域展開に向けたプログラム＞ 
情報支援研修は、講義と演習形式で構成される2日

間の研修プログラムである。以下に示す①～⑥の講

義の後に演習を通じて、情報支援における新たな知

識やスキルの獲得を促すことを目的としている。 
詳細については、資料参照のこと。 

① がん専門相談員、がん相談支援センターにとって

の情報支援とは 
② 医療情報をどう評価し、何を判断するか 
③ 診療ガイドラインの活用方法 
④ がん情報支援センターでの情報整備 
⑤ 情報支援におけるアセスメントのポイント 
⑥ 情報支援における意志決定と行動 
 
１．研修プログラムのモジュール化について 

地域展開へ向けたプログラムの検討の結果、上記

の講義およびそれに伴う演習はモジュール化して

提供することとした。 

モジュール1：①②/情報の評価・見極め 

モジュール2：③④/診療ガイドラインの活用 
モジュール3：⑤⑥/情報支援アセスメント 

※モジュール1,2はどちらから受講しても可、ただし

モジュール1,2（1日目）→3（2日目）の順で受講でき

るよう開催する。 
 
２．事前課題および演習について 
 受講者へは事前課題としてワークシートを用いた

自主学習をするよう依頼することとし、研修では講

義後、演習でのグループディスカッションの内容を

全体で共有する形式をとることとした。 
 また、グループディスカッションは要点を絞り、グ

ループ学習が効果的な部分に特化することとした。 
１）研修1日目事前課題 

Eラーニング講義視聴 
・「診療・治療ガイドライン」「ガイドラインを活用

した相談対応の例」等の講義を視聴する。 
・HONCODEの観点を参考に、情報源の評価を行う 
・患者向け診療ガイドラインを用いた事前課題 
 
２）研修2日目事前課題 
・事例教材の音声を聞き、相談者の主訴・ニーズ・大

切にしていることについて検討する。 
・がん情報サービス「肺がん」に関するページを参照

し、相談者の医学情報・状況を整理する 
・患者向け診療ガイドラインを用いた事前課題 
 
３．運営方法について 
情報支援研修を3県合同でオンライン開催するに

あたっては、研究協力者（3名）が各県の調整役とな

り、都道府県担当者には受講者への連絡や確認等の

事務手続きを行っていただく。また、国立がん研究セ

ンターからはサポートスタッフを派遣し、研修全体

を取りまとめる講師は研究協力者（1名）が務め、講

義部分は事前収録で対応することとした。演習での

グループディスカッションのファシリテーターは、

司会・進行のみをその役割とし、各県から選出するよ

う依頼した。 
 
＜情報支援研修を地域展開する上での課題＞ 
 情報支援研修の地域展開に向け、主に以下の点に

ついて議論された。 
・ 臨床現場の相談員にとっては、診療ガイドライン

の活用はハードルが高いが、診療ガイドラインや

患者向けガイドラインは一般にも公開されてい

るため、相談者がそれらを読んだ上で相談に訪れ

ることも想定される。そのため研修では、相談対



応における診療ガイドラインのより具体的な活

用方法を示す必要がある。 

例：診療ガイドラインのCQの内容について把握す

ることや、推奨度だけでも確認する 等 
相談者が求める（知りたい）情報と医師をつな

ぐためのツールとして使用する 等 

・ 診療ガイドラインの使用方法について教示する

と共に、常に情報をアップデートすることの重要

性についても意識づけできるようにする。 

例：MLで周知される診療ガイドラインのアップデ

  ート情報の活用方法を示す 等 

・ 診療ガイドライン活用について、本研修で達成す

べき目標を定める必要がある。個々の相談員の相

談対応力や職種によっても診療ガイドラインの

活用方法には差が生じるであろうことを考慮し

なければならない。 
・ 出版されている診療ガイドラインや患者向けガ

イドラインを揃えることができない施設もある。

研修の教材として演習でガイドラインを使用す

るにあたっては、受講者にとって支障がないよう

配慮する必要がある。 

以上より、今回の研修では患者向けガイドライン

を活用できることを最低限の目標とし、インターネ

ット上に公開されている「患者さんのための肺がん

ガイドブック」に基づき演習事例を作成することと

した。 
 
D．考察 
本研究班での検討により、情報支援研修を地域展

開する上での課題が示され、その内容に準じてプロ

グラムの内容や構成について再構築することができ

た。情報支援に関する研修の重要性が増す中、地域展

開に向けた取り組みを開始できたことは評価できる。 
今後は、情報支援研修の3県合同オンライン開催に

向けた準備を進め、実際に研修を開催した上での評

価に基づき、情報支援研修の地域展開に向けた取り

組みについて更なる検討を続ける方針である。 
 

E．結論 
情報支援研修を地域展開する上での課題が示され、

その内容に準じてプログラムの内容や構成について

再構築することができた。 
 

F．健康危険情報 特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表 なし 
 
2．学会発表 なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん専門相談員の教育・研修プログラムの地域展開に向けた地域実施施設側からの検討 

研究代表者 高山 智子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（部長） 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院 看護部（看護師長） 

研究協力者 品田 雄市  東京医科大学八王子医療センター  

総合相談・支援センター（医療ソーシャルワーカー） 

研究協力者 萬谷 和広  大阪南医療センター 患者総合支援センター・がん相談支援センター 

  （患者支援室長・がん相談支援室長補佐） 

研究協力者 三木 晃子  香川大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 岸田 さな江  獨協医科大学病院 地域連携・患者サポートセンター 

入退院サポート部門退院サポート室がん相談支援センター 

（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 腰田 典也  公立那賀病院 がん相談支援センター（社会福祉科科長補佐） 

研究協力者 小郷 祐子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（研修専門員） 

研究協力者 櫻井 雅代   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子  国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 齋藤 弓子   国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（特任研究員） 

研究分担者 清水 奈緒美 神奈川県立がんセンター 看護局（副看護局長） 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供部（室長） 

A． 研究目的 
本研究では、「情報から始まるがん相談支援」をテ

ーマとした研修（以下、情報支援研修とする）の地域

展開に向けた準備の過程や運営方法等について、地

域実施施設側から検討することを目的とした。

B．研究方法 

R3年度は、情報支援研修の地域展開に向けたトラ

イアルとして3県合同（栃木・和歌山・四国/4県含む）

でオンライン開催することとした。研修開催に際し、

本研究班の研究協力者（3名）が各県の担当として調

整役を担い、地域の担当者や受講者への連絡・確認等

の事務手続きを行うこととした。この各県での準備

状況について、本研究班のメンバーでの意見交換と

研究要旨 

本研究では、「情報から始まるがん相談支援」をテーマとした研修（以下、情報支援研修

とする）の地域展開に向けた準備の過程や運営方法等について、地域実施施設側から検討

することを目的とした。R3年度は、情報支援研修の地域展開に向けた3県合同でのオンラ

イン研修をトライアルとして開催することとし、各県の担当者（調整役）を通じて、研修

実施に際する必要事項や実施に向けた留意点等のポイントの抽出を行った。

地域での研修開催準備には、研修開催の周知および周知方法、参加者のリクルートと参

加者の要件、研修実施のサポーターとしてのファシリテーターのリクルートとリクルート

方法などがあげられた。

本検討により、情報支援研修を地域展開する上での地域実施施設側からの課題が示さ

れ、その内容に準じて募集要件などについて検討することができた。各県の状況と実施可

能性の観点からの摺り合わせは、受講地域によって異ならない研修プログラム運用には欠

かせないと考えられた。また質の均てん化の観点から、今後さらに、情報支援研修の地域

展開に向けた地域実施施設側へのサポートのあり方ついて検討する必要があると考えられ

た。
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打ち合わせ会議で共有し、必要事項や改善点などに

ついて議論した。 
 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。 
 
C．研究結果 
＜情報支援研修の地域展開に向けた準備＞ 
 
１．情報支援研修開催の周知について 
 各県共に、相談支援部会の研修担当者やコアメン

バーを通じて、研修内容や日程について周知を図り

トライアル研修参加の意向を確認し、承認を得てい

た。 
 
２．参加者のリクルートについて 
 他の研修（指導者研修）参加予定者を除く等の対応

をした後、参加者を選定し各県10～20名程の参加者

が見込まれた。 
 しかしながら、参加者をリクルートする際の課題

として、受講条件を詳細に設定すること、研修開催日

を平日にすることにより、本研修の対象者の選定が

困難となることが、地域実施施設側の担当者より指

摘された。そのため、研修参加者は以下の要件を満た

す方を対象とすることとした。 
 
■ 研修参加者の要件 
１）下記日程の研修（2日間のプログラム）に参加で 
きる方 

1日目：2021年8月31日（火）13:00～17:00 
2日目：2021年10月9日（土）13:00～17:30 
テーマ：情報から始まるがん相談支援 
定員：30名程度 

 
２）所属施設が栃木県・和歌山県・四国4県（香川県・ 
愛媛県・徳島県・高知県）にある方 
 
３）オンライン研修参加のための安定した通信環境 
集中して受講できる静かな個室等の環境を準備でき 
る方 
 
４）相談員基礎研修（3）および相談対応の質保証に

関する研修（QA研修）を修了している方が望ましい。 
 
５）過去に同内容の研修を受講していても応募は可

能とする。なお、受講者5～6名に対し1名の割合での

ファシリテーター確保を各県（またはブロック）にお

願いする。そのため、過去受講歴がある方の場合は特

に、ファシリテーターとしてのご参加をお願いさせ

ていただく可能性がある。 
 
３．ファシリテーターのリクルートについて 
 前述の通り、演習のグループディスカッションに

おけるファシリテーターはグループメンバー5～6名
に対し1名が配置されるよう、各県から選出すること

とした。 
しかしながら、ファシリテーターをリクルートす

る際の課題として、研修内容が不明のままではファ

シリテーターをすることに不安であるとの意見があ

ることが、地域実施施設側の担当者より報告された。

そのため、研修参加者へは研修の位置づけと研修内

容を示すこととした。 
 
■ 研修の位置づけ・研修内容 
１）研修の位置づけ 
主催：厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合

研究事業）「がん患者の個々のニーズに応じた質の高

い相談支援の提供に資する研究（20EA1015）」（研

究代表者：高山智子）研究班 
共催：国立がん研究センターがん対策情報センター 
 
・研究の一環として実施する研修であるため、参加費

用は無料とする。 
・本研修は「国立がん研究センター認定がん専門相談

員国立がん研究センター公式サイトへのリンク」

の認定申請の際、III群の単位（2単位分）として使

用することができる。（新規申請、更新申請共に使

用可能）また、更新申請の際は、II群の単位として

も使用可。 
 
２）研修内容 
研修の主なプログラムは、がん対策情報センター

主催の情報支援研修に準じるが、より多くの相談員

が参加できるよう、医師向けの診療ガイドラインは

使用せず、「がん情報サービス」や「患者向けガイド

ライン」を活用した医学情報の提供および意思決定

支援を目指す演習を予定する。 
 
４．研修参加者の募集について 
 研修参加者の募集は、地域実施施設側の担当者が

行い、必要事項を取りまとめた上で、研究担当者へ提

出する方式とした。また、募集要項は国立がん研究セ



ンターがん情報サービスのHP上で限定公開し、各県

の担当者および研究事務局の連絡先を示すこととし

た。 
 
D．考察 
本研究班での検討により、情報支援研修を地域展

開する上での地域実施施設側からの課題が示され、

その内容に準じて募集要件などについて検討するこ

とができた。 
今後も、情報支援研修の3県合同オンライン開催に

向けた準備を進め、実際に研修を開催した上での各

県での取り組み内容を明らかにすることで、情報支

援研修の地域展開に向けた地域実施施設側へのサポ

ートのあり方ついて検討する方針である。 
 

E．結論 
 情報支援研修を地域展開する上での地域実施施設

側からの課題が示され、その内容に準じて募集要件

などについて検討することができた。 
 
F．健康危険情報 特になし 
 
G．研究発表 
 

1． 論文発表 なし 
 

2． 学会発表 なし 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 

 なし 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討 

～研修プログラムに関する検討～ 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院（看護師長） 

研究要旨 

情報支援研修であるNCC版研修を参考に地域版研修を作成し試行した。その作成と試行

のプロセスを振り返り、地域版研修における変更点やポイント、留意点についてまとめた。 

地域版研修では、情報支援研修を選択的・段階的に進めることができるよう、研修の目的

を情報支援の考え方やヘルスリテラシーに触れることにおき、講義、演習をシンプルに構造

化するなど、受講者の状況に合わせたプログラムの作成を行った。また、地域での研修開催

の準備においては、各県のがん診療連携拠点病院や相談支援部会の巻き込み、ファシリテー

ターの確保や準備、運営担当やオンラインPC操作対応（ホスト）の準備が必要であった。 

今後は、地域版研修受講者の職種役割やがん相談支援センターの役割に対する自施設の

制約、研修へのモチベーションなど、受講者の特徴を考慮した研修の開催が必要である。 

A． 研究目的 

がん患者や家族にとって情報は病気や治療等を

理解し、その情報を活用して意思決定や問題解決に

取り組むために重要である。情報支援はがん相談支

援センターの重要な役割のひとつであり、がん専門

相談員には情報支援に関する力を高めることが求

められている。2016年より、国立がん研究センター

がん対策情報センター（以下NCC）を中心に、がん

相談支援における「情報支援研修：NCC版（以下N

CC版研修）」を推進してきたが、全国のがん専門相

談員に、広く早く効率的に研修を届けていくための

方略が必要とされている。今回、NCC版研修を参考

に、「情報支援研修：地域版（以下地域版研修）」

を作成し試行した。その作成と試行のプロセスを振

り返り、地域版研修の作成における変更点やポイン

ト、留意点についてまとめた。 

B．研究方法 

2020年11月から地域版研修の作成を行い、2021

年8月31日（火）、10月9日（土）に複数県（栃木、

和歌山、四国4県）合同でオンラインにて研修を実

施した。この研修の資料として作成した学習教材と、

研修作成と試行に関する会議の議事録を分析し、地

域版研修の作成における変更点やポイント、留意点

についてまとめた。 

（倫理面への配慮） 

本報告書を作成するにあたり、個人情報の取り扱

いに注意し、個人が特定されないよう配慮した。 

C．研究結果 

1 地域版研修の目的や特徴 

1）地域版研修の目的

2016 年から施行している NCC 版研修は、全国

のがん相談支援の均てん化と充実を図るために、

相談員が情報支援の重要性を理解し、情報支援に

必要な「5 つの力」を養うことを目指した研修であ

る。信頼できる医療情報および情報源を見極め、診

療ガイドライン等を活用して、相談者に合わせた

情報支援と意思決定を支援する力を高めることを

目的とした 2 日間のプログラムである。このプロ

グラムの目的、方法、講義、演習を基盤とし、全国

のがん専門相談員が情報支援の研修を受講できる

仕組みとして情報支援研修の地域版を作成した。 

地域版研修ではNCC版研修をモジュール化し、

今後、地域展開するうえで選択的・段階的に進める

ことができるようにした。また、地域版研修の受講

者には、診療ガイドラインを始めて使用する人や、

ヘルスリテラシーの概念に始めて触れる人がいる

ことを考慮し、地域版研修の目的は普段意識してい

ない領域を意識すること、今までと違った観点を学

ぶこと、情報支援における留意点に気付くこと、グ

ループワークで出てきた意見を共有することなど

を大切に、下記のように目的と学習目標を設定した。

また、評価のしやすさを考え行動レベルの目標とし

た。

【目的】

がん専門相談員の役割の中核（コア）となる「情

報支援」に必要な５つの力を学ぶ 
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【学習目標】 

1. がん専門相談員の役割として、情報支援の観

点を学ぶ重要性を認める 

2. 信頼できる医療情報および情報源を見極め

るための視点を述べる 

3. がん情報サービスおよび患者向けガイドラ

インに記載された医療情報を理解する 

4. 組織内において情報を収集、整備することの

重要性を認める 

5. 相談者のヘルスリテラシーをアセスメント

する視点を説明する 

6. 相談者のヘルスリテラシー向上のために必

要な情報および支援を考案する 

7. 相談者が信念や価値観に基づき主体的に意

思決定するために必要な支援を見出す 

8. グループワークは積極的に参加し、メンバー

の意見も尊重する 

 

2）地域版研修の特徴 

学びは繰り返すことで身につくと言われている。

地域版研修は繰り返し受講できるようコンパクト

化し、離れた地域と合同開催できるようオンライン

化を視野に入れて作成した。また、繰り返し研修を

受けることで、診療ガイドラインの使用に慣れてい

ない人も活用に対する抵抗感が低くなり、質の高い

情報支援の実践につながることを狙った。 

将来的に地域版研修は地域のがん専門相談員が

中心になって運営することを目指している。プロ

グラム作成においては、どの地域で施行しても講

義や演習の質が担保されるような内容を心がけた。

また、運営者がグループワークと全体の進行に注

力できるように講義は事前収録とすること、演習

の模範回答案を作成しておくこと、運営に関する

事前打ち合わせも含めたプログラムとすることな

ど、今後の地域展開のしやすさも考えたプログラ

ムを目指した。 

 

3） 地域版研修の受講者の特徴と要件について 

これまでのがん相談関連の研修の実績から、NC

C版研修は研修に対するモチベーションやレディ

ネスが高い受講者が多いが、地域版研修の受講対象

者はがん相談の経験が浅く、がん相談件数が少ない

こと、施設内のがん専門相談員の総数が少なく、特

に平日は研修に参加しにくいことなどが推察され

た。そのため地域版研修の作成においては、受講の

しやすさや受講者の特徴に合わせた研修の組み立

てが重要であった。 

がん専門相談員対象の研修には基礎研修(1)～(3)

や QA 研修などがあり、ベーシック研修として位

置づけられている。一方、情報支援研修はアドバン

ス研修であるが、地域版研修は全国的に情報支援

を普及していくことを優先し、受講要件を出来る

限り緩和し、研修受講希望者を多く受け入れるこ

とが望ましいと考えた。よって、多くの人が受講で

きるよう、受講要件を「基礎研修(3)と QA 研修を

受けていることが望ましい」と設定した。また、今

回は対象を国・県拠点病院としたが、一部非拠点病

院から手上げもあり対象に含めた。 

 

2 地域版研修プログラムと学習素材の作成 

1） 地域版研修の開催方法 

NCC版研修の1日目は「信頼できる情報の見極め」

と「診療ガイドラインの活用」を、2日目は「相談

者に合わせた情報支援と意思決定支援」を、それぞ

れ5.5時間、2日連続で行われている。これをもとに、

地域版研修は「モジュール1：信頼できる情報の見

極め」、「モジュール2：診療ガイドラインの活用」

を4時間、半日で開催し、「モジュール3：相談者に

合わせた情報支援と意思決定支援」を4.5時間、半日

の開催としてプログラムを作成した。研修総時間が

短縮となり、研修前の事前学習量が多くなったため、

１日目（モジュール1・2）と2日目（モジュール3）

の間を1か月ほど開けた。また、参加しやすいよう

2日目は土曜日の開催とした。 

グループワークは違う県の受講者が集えるよう

に組み、福祉職、看護職、心理職がバランスよく参

加できるようにした。また、受講者が十分に発言で

き、当日欠席者が出る可能性も考慮して、ひとグル

ープのメンバーは6名とした。 

効果的なグループワークのためにファシリテー

ターを配置し、積極的に参加できるように受講者に

はタイムキーパー役やグループサポート役などの

役割を依頼した。ファシリテーターマニュアルを作

成し、研修前に事前打ち合わせを行った。 

 

2）モジュール1～3の作成 

NCC版研修の素材をもとに地域版研修のモジュ

ールを作成した。変更の要点は以下の通りである。 

(1)モジュール１：信頼できる情報の見極め 

従来のHONコードを元に、事前課題（演習）

内容を簡単なものにし、見極めチェックリスト

を新たに作成した。 



(2)モジュール2：診療ガイドラインの活用 

NCC 版研修は、患者向けと医師向けの診療

ガイドラインを取り扱うこととしたが、地域版

研修は、患者向け診療ガイドラインとがん情報

サービスを取り扱うこととした。また、事前課

題として E ラーニング「診療ガイドライン」

「活用例」の視聴、および、がん情報サービス

と患者向け診療ガイドラインを参照した課題

への取り組みに変更した。 

(3)モジュール3：相談者に合わせた情報支援と意思

決定支援 

NCC版研修で行っていた相談対応評価表を

用いたグループワークを削除し、対象アセスメ

ントと対応に関するグループワークを中心に

構成した。グループワークの問いをシンプルに

し時間も短縮化したため、全体共有で学習を深

めるようにした。 

 

2） 事例の作成 

NCC版研修の事例は、膵臓がんステージⅣを告

知されたばかりで、病状が深刻であり心理、社会的

支援が優先される状況であった。しかし、事例音声

は対象理解につながる情報が不足しており、相談者

のヘルスリテラシーをアセスメントすることが難

しい事例であった。 

地域版研修では、5大がんのひとつである肺がん

患者の電話相談事例を取り上げ、対象アセスメント

につながる内容を組み込んだシナリオを作成して

音声録音を行った。シナリオは2部制にし、前半で

は相談内容や対象理解を深めること、後半は相談対

応の好例を提示することで、学習効果を高めること

とした。 

 

3 地域展開する上で必要な準備 

地域版研修は地域のがん専門相談員が中心にな

って運営することを目指している。そのために必要

な準備として以下のことに取り組んだ。 

1） 各県のがん診療連携拠点病院や相談支援部会

の巻き込み 

地域版研修を試行する上で、まずは地域のがん診

療連携拠点病院や相談支援部会の人々に賛同を得

ることが必要であった。和歌山県では都道府県拠点

病院の担当者へ相談してワーキンググループを立

ち上げ、研究および研修の概要や開催の経緯、受講

条件、ファシリテーター選出などについて説明し理

解を得た。栃木県では県の研修を担当しているメン

バーを中心に活動し推進した。四国では本研修を4

県合同で行っている研修のそれに充てた。 

県のがん専門相談員からは、中央の試作的な研修

に参加することは、研修の企画から取り組む労力が

なく参加しやすいという意見があった、一方、研修

運営やファシリテーターを担う人はNCC版研修の

受講経験がない人がほとんどであり、不安の声も聞

かれた。また、病院によっては診療ガイドラインが

設置されていないところがあり、診療ガイドライン

の活用経験がない人も少なくない状況であった。そ

のため、この研修への参加を機会に、施設の情報環

境の整備に取り組んでもらうことをモチベーショ

ンのひとつとした。 

 

2） ファシリテーターの確保や準備 

地域版研修ではグループワークのファシリテー

ターを地域のがん専門相談員が担当した。基礎研修

(3)とQA研修の受講経験があるが、NCC版研修を受

けた経験がない人がほとんどであったため、ファシ

リテーターマニュアルを作成し質の担保に努めた。

また、ファシリテーターの役割をとる上で出てくる

疑問を解消し不安を軽減することを目的に、1日目、

2日目の研修前に2～3時間の打ち合わせとグループ

ワーク体験を行った。 

 

3）運営やオンラインZoom対応（ホスト） 

研修を行う上で運営担当者は必須であり、特にオ

ンライン研修ではPC操作を担うホストが必要とな

る。今回の地域版研修では、当日のホストをNCCが

行い、事前事後の名簿管理、終了証書送付は県が担

当し運営した。 

 

D．考察 

2016年から行っている情報支援のNCC版研修を

基に、今回地域版研修を作成し試行した。研修の構

成や内容に大幅な変更を加えることなく、目的や講

義、演習などをシンプルにし洗練させることで、実

施することは可能であった。特に演習のプログラム

を構造化し、意見を出しやすい問いの設定にするな

ど、受講者の特徴に合わせたプログラムの作成が重

要であった。また今回、離れた複数の地域がオンラ

インでつながる研修プログラムを作成し試行した

が、コロナ禍でオンライン研修が増加していること

もあり、研修運営担当者や受講生もスムーズに研修

を進めることができた。一方、地域版研修は講義や

演習時間がNCC版研修よりも短く受講者の層が幅



広いため、研修の目的をNCC、各県研修担当者、フ

ァシリテーター等の協力者で事前にすり合わせを

行っておく必要性が示唆された。 

地域版研修は、地域のがん専門相談員が主体とな

って実施することを想定して作成したが、あまり触

れたことがない知識や考え方を扱う研修の運営担

当者やファシリテーター担当者の不安は大きいと、

容易に推察することができる。この不安は研修開催

を躊躇する思いにも影響するだろう。この壁を乗り

越え、全国のがん専門相談員に広く早く効率的に地

域版研修を届けていくためには、情報支援研修がが

ん専門相談員にとって必要な研修であることを周

知することや、このような信念を持つがん専門相談

員を増やしていくことが求められる。NCC版研修

を継続し地域で推進する人を増やす意味はここに

もあるのではないかと思う。また、慣れない研修だ

からこそ、構造化され作りこまれたプログラムであ

ることが重要であり、多くの地域で研修が推進され

る内容とすることが大切である。今後もブラッシュ

アップを重ねていくことが必要であろう。 

情報支援はがん相談において重要な支援である

が、その必要性は全国のがん専門相談員に共通理

解されている状況とは言えない。これまでの NCC

版研修の受講者は、学習へのモチベーションを持

ち自らの意思で参加した人が多いと考えられるが、

今回の地域版研修では提供される学習の機会に参

加するという状況であったため、情報支援に対す

る認識の相違が顕在化した。実際に今回の地域版

研修では、診療ガイドラインの活用も含めヘルス

リテラシーを意識した実践を行っている受講者が

いる一方で、そもそも医療情報をがん専門相談員

が取り扱うことが「よくない/しない」という自施

設や所属部署の考え方、個人の価値観を持ってい

る受講者もいた。双方の思いやそれぞれの経験に

配慮しながら学習を深める必要があるが、これは

がん相談における情報支援の根幹にかかわること

でもあり、議論を重ねる必要があるだろう。がん専

門相談員の基礎となるがん相談業務以外の職種役

割や受講者の教育背景、ヘルスリテラシーの捉え

方、自施設で認識されているがん相談支援センタ

ーの役割に対する制約、研修へのモチベーション

などがん相談の現場は非常に多様であり、これら

の点を考慮しながら、地域版研修を展開すること

が重要であろう。

E．結論 

情報支援研修であるNCC版研修を参考に、地域

版研修を作成し試行した。 

多くの地域で研修が推進される内容となるよう、

今後もブラッシュアップを重ねていくことが必要

である。また、受講者の特徴を考慮した研修の開催

が必要である。 

F．健康危険情報 

  特になし 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表

なし

2．学会発表 

なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得

なし

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし



















































厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討 

～チーフファシリテーターの役割～ 

研究分担者 品田 雄市 東京医科大学八王子医療センター（医療福祉相談係長） 

研究要旨 

チーフファシリテーターを今後育成していくにあたり、どのようなことを知識や経験と

して身につける必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準備、対応についてその際

の意図や教育行動における構成要素を抽出した。チーフファシリテーターには、グループ

の構造的理解と集団力動についての詳しい知識が必須であり、またその教育行動の意図を

明確にした講義展開とグループワークとの相乗的効果を企図した能力養成の段階的把握

が、教育効果を高めている可能性がある。 

A． 研究目的 

がん患者の個々のニーズに応じた情報支援の在

り方について、がん専門相談員の継続研修としての

意味合いを踏まえた資質の維持向上を目指した研

修における企画運営、研修枠組み、教育方法、など

に関する独自性と課題を明らかにする 

B．研究方法 

情報支援研修を今後地域展開していくにあたり、

特にチーフファシリテーターとしての役割・機能に

焦点をあて、研修企画から実施、評価に至る過程を

通じて、ファシリテーションの構成要素を明らかに

し、そのファシリテーターとしての働きを、先行研

究から実際の教育行動を理論的に検討し、受講者の

理解促進や深達度を深めることに資する教育的意

義の可能性を探索する。 

（倫理面への配慮） 

 研修にかかわるすべての人と実施過程における

力動に配慮し、苦痛や違和感などを表出しやすい環

境づくりとともに、本研修に参加された協力者（受

講者）が十分に参画できるよう努めた。 

C．研究結果 

 がん専門相談員に対する情報支援研修の企画、運

営会議経過、実施、評価の過程とチーフファシリテ

ーターの教育行動における役割・機能をグループワ

ークやスーパービジョンにおける能力養成の段階

などの先行研究と照らして分析検討した。 

D．考察 

チーフファシリテーターの教育行動における役

割・機能を、その意図やグループワークの展開にお

ける具体的な進行のポイントについての観察とと

もに、理論的検討を行なった。チーフファシリテー

ターは、研修受講者全体の集団力動を活発にするた

めにグループワーク理論における４つの次元（コミ

ュニケーションと相互交流パターン、凝集性、社会

的な規範・役割・地位、集団文化）に基づく実践原

則の特性を踏まえ、研修受講者の能力養成を５つの

段階（観察、理解、分析と評価、応用、理論化）か

ら習熟度を把握するよう努めていた、と考えられる。 

E．結論 

 がん専門相談員の継続研修におけるチーフファ

シリテーターには、グループの構造的理解と集団力

動についての詳しい知識が必須であり、またその教

育行動の意図を明確にした講義展開とグループワ

ークとの相乗的効果を狙った能力養成の段階的把

握が、教育効果を高めている可能性がある。一方で、

ファシリテーター育成方法には課題が残った。 

F．健康危険情報 

  特になし 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 2．学会発表

なし

H.知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1．特許取得 2．実用新案登録 3．その他

なし
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援研修）」研修の地域展開に向けた検討

～研修実施を支える基盤整備の観点からの検討～ 

研究協力者 小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（研修専門員） 

研究代表者 髙山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（部長） 

研究分担者 品田 雄市 東京医科大学八王子医療センター（医療福祉相談係長） 

研究協力者 三木 晃子 香川大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 岸田 さな江 獨協医科大学病院 地域連携・患者サポートセンター入退院サポート部門 

退院サポート室がん相談支援センター（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 腰田 典也 公立那賀病院 がん相談支援センター（社会福祉科科長補佐） 

研究協力者 櫻井 雅代 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（研究員） 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（特任研究員） 

研究分担者 清水 奈緒美  湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究分担者 八巻 知香子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（室長） 

研究要旨

がん医療の進歩等に伴い、がん相談支援センターの相談員が新たな知識・情報・スキルを継続的

に学ぶことのできる環境を作っていくことが、これまで以上に重要となっている。

本研究では、新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に普及させる上で必要となる体制につ

いて検証することを目的とした。

国立がん研究センター（以下、「NCC」とする）にて開催されてきた「情報から始まるがん相談支

援」研修（以下、「情報支援研修」とする）を、普及を急ぐべき研修プログラムの一例として位置づ

け、同研修の地域開催にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・事後対応）を地域の相談員の

協力を得て検証した。

研修開催にかかる一連の対応を経て、地域開催研修の場合に特に考慮したほうが良い点（研修開催

日程として休日を求める声が多い、一定の受講人数を集める観点から申込要件を緩く設定せざるを得

ない場合もある、その結果受講者層が幅広くなりがちである等）や、運営者（ファシリテーター）向

けサポートの重要性、事務的業務量の多さなどが確認された。

 これを踏まえ、新たな研修プログラムを地域に普及させる上で必要となる体制（研修実施を支える

基盤）について、「研修プログラム開発」「地域研修の担い手の育成」「研修準備・開催を支える事

務局機能の強化」の観点から考察した。

 地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発する際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定

して平易・シンプルな研修目的・内容とすること、運営者（ファシリテーター）向けのサポートを充

実させることなどが重要である。また、研修開催にかかる一連の対応において、事務作業の占める割

合は非常に大きいため、特に地域での研修企画運営の中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院にお

いては、事務局機能の強化が必須であると考えられた。 

資料19（2021年度）



A． 研究目的 
がん医療の進歩や新たな医療制度の更新、またが 

ん患者や家族等を取り巻く環境や価値観等の変化

に伴い、がんに関連する相談内容は複雑化している。

このような背景の中で、がん相談支援センターの相

談員が新たな情報を知り、活用できるようになると

ともに、継続的に学ぶことのできる環境を作ってい

くことが、これまで以上に重要になっている。 
そこで、本研究では、新たな研修プログラムを迅

速かつ効率的に地域に普及させる上で必要となる

体制（研修実施を支える基盤）について検証するこ

とを目的とした。 
 
B．研究方法 

NCCにて開催されてきた情報支援研修を、普及

を急ぐべき研修プログラムの一例として位置づけ、

同研修の地域開催にかかる一連の対応（事前準備・

研修当日運営・事後対応）を地域の相談員の協力を

得て検証した。 
具体的には、3県合同（栃木・和歌山・四国/4県含

む）での情報支援研修開催に向けて、研究班で議論

する機会を複数回設け、研修内容（事前課題、当日

プログラム等）、各協力県内で調整中の事項、その

他研修開催に必要な段取り等について、随時進捗共

有・議論しながら準備を進めた。 
下記2日間の日程で、オンライン研修を開催し、 

1日目：2021年8月31日（火）午後 
2日目：2021年10月9日（土）午後 

研修開催後も、研究班として議論する機会、協力県

（3県）の研究者3名のみでの意見交換の機会、NC
C所属の研究者のみでの振り返りの機会等を設け、

新たな研修プログラムを地域主導で展開していく

ために必要な事項について議論した。 
本検討では、今年度開催した研修やその準備過程

で課題となったこと、開催前後に議論されていた内

容を参考に、新たな研修プログラムを地域展開する

上で重要であると考えられる要素を「研修プログラ

ム開発」「地域研修の担い手の育成」「研修準備・

開催を支える事務局機能の強化」の観点から考察し

た。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者の個人情報などを扱う内容ではなく、

組織や団体での対応に関する記述および考察であ

る。したがって特記すべき事項なし。 
 

C．研究結果 
1）研修実施についての県内合意 
今回は研究班内の研究者が所属する地域（栃木・

和歌山・四国/4県含む）が協力県であり、いずれも

相談支援部会や研修企画運営のワーキンググルー

プですでに過去に複数回の研修を主体的に企画し、

運営する実績を持つ、研修運営機能を持つ県であっ

た。 
研究班であがった本研修実施の検討の案（3県合

同での情報支援研修の実施、事前事後対応等）を協

力県（栃木・和歌山・四国/4県含む）の研究者3名が

各県（またはブロック）の相談支援部会に持ち帰っ

て説明を行い、研究協力についての合意を得た。 
また、情報支援研修の趣旨や必要性を県内相談支

援部会の関係者に説明し研修実施についての合意

を得るというステップにおいて、今回の研修主催

（研究班）から、各協力県の要望に沿った形式で依

頼状を発行した。各協力県における研究者が、今回

素材として用いた「情報支援の研修」の必要性を十

分に理解していたこと、また各県・ブロック内に存

在する相談支援部会や研修企画担当者等や研修運

営における各地域における手続き等について熟知

していることもあり、研修実施の手続きにおいて大

きな困難は生じなかった。 
 
2）研修開催日程 
当初の計画では、平日2日でのオンライン研修の

開催を予定していた。しかし、協力県の研究者より

「平日参加が制約となり参加者が集まりにくい可

能性がある」との意見が出たことから、開催日程の

うち1日（研修2日目）を土曜日開催に変更した。 
 
3）申込要件、受講者層 
準備段階で議論にあげられた論点の一つは、受講

者の受講レディネスと参加者数についてであった。

研修を効果的なものとするためには、受講者のレデ

ィネスを一定程度そろえることが重要である。受講

レディネスについては、「相談員基礎研修（3）」修

了などを必須要件にすると、地域開催の限られた集

団の場合には、受講できる人が限られてしまう県も

あることが事前準備の段階で明らかになった。 
地域展開の主目的が“新しい知識や情報を迅速かつ

効率的に普及させること”であるならば、申込要件

はできるだけ緩和し受講希望者を多く受け入れる

ことが望ましいとの意見もあげられた。 
議論の結果、最大限受講対象者の受入要件を緩和



しつつ、研修効果があげられることを念頭に、受講

受入要件を設定した。今回の研修では、申込要件と

して「相談員基礎研修（3）および相談対応の質保

証に関する研修（QA研修）を修了している方が望

ましい」という要件を設けた。「必須」要件でなく、

「望ましい」要件とすることで、地域の状況に応じ

て、同研修未受講の者も受講可能な要件とした。 
実際に、対象者を募った結果の受講者層は、がん

相談員研修以外の側面においても、以下のような点

で多様であった。 
・受講する相談員のベースとなるがん相談業務以外の

職種役割 
・受講者それぞれの教育背景 
・それぞれの「ヘルスリテラシー」の捉え方 
・自施設で認識されているがん相談支援センターの役

割による制約 
・研修へのモチベーション等 
  
さらに、今回素材とした「情報支援」の研修を進

める過程においては、研修の中で扱う診療ガイドラ

インやヘルスリテラシーなどの捉え方（例えば、普

段の実践の中ですでに意識、活用しているという受

講者もいれば、そもそも相談員が医療情報を扱うこ

と自体がよくない、しないという価値観を持った受

講者もいた等）の違いが大きく、グループワークの

進行を担うグループファシリテーターが、双方の思

考や経験に配慮しつつ学習を深める発問をするこ

とが重要であった。 
 
4）グループファシリテーター 
グループファシリテーター（以下、「グループフ

ァシリ」とする）は、地域での研修を行うにあたり、

グループ内の議論の促進、効果的な学習の支援など

において重要な役割を果たす。したがって、グルー

プの人数や事前教育は重要である。今回、研修全体

の進行を担う講師（チーフファシリテーター）は研

究班側で依頼した研究者が務めたが、グループファ

シリは、研修企画におけるより円滑な運営と地域へ

の教育効果の還元を目指して、協力県（栃木・和歌

山・四国/4県含む）から輩出する形をとった。 
 
ファシリテーターの選定 
グループファシリ選定にあたり以下のような考

慮点を設け、協力県の研究者3名が調整を行った。 
・「相談員基礎研修（3）」修了者であること 
・NCC主催情報支援研修の受講経験者であること（望

ましい） 

・地域開催研修の企画運営に携わった経験があること 
・人数は、受講者5～6名に対しグループファシリ1名
の割合で、各県から人数調整すること 

 
ファシリテーターの事前教育 
研修目的や各ワークでの達成目標（どのようなデ

ィスカッションができるとよいのか等）について、

運営者間で十分な意識合わせできるよう、ファシリ

テーターマニュアルを準備し、事前打ち合わせの機

会を2回設けた。 
 
5）地域版の研修で扱う事例や課題の設定 
地域開催研修で扱いやすい教材とするために、以

下のような検討を行った。 
（1）事例や課題の内容 
研修目的の達成に至る効果的なディスカッショ

ンが研修当日に行えるよう、事前課題としてEラー

ニングでの講義動画視聴（2種類）やワークシート

（3種類）の実施を受講者に依頼する形とした。 
ワークシートの作成にあたっては研究班内で議論

を重ね、内容を推敲した。 
特に、研修2日目で扱う電話相談模擬事例は、以下

のような要素を備える事例となるよう工夫した。 
・“情報支援”に関わる内容にフォーカスしやすい

事例になるように、治療方針についての不安や

疑問を抱えている相談者からの相談とした。 
・がん情報サービスや一般向け診療ガイドライン

の解説等の情報を活用することにフォーカスを

当てるために、事前にこれらの情報を提供し、そ

の情報に基づいて相談者の意思決定を支援する

ことができる内容、相談者の不安や疑問の解消

を図ることができると想定される内容とした。 
 
（2）事例や課題の提供方法 
研修当日の限られた時間内でより学習効果の高

い内容とするために、事例の提供方法について吟味

を行った。 
議論のみでは、具体的にどのような支援を行うこ

とが望ましいのか研修内でイメージがつかないこ

とも多い。したがって今回の事例作成にあたっては、

相談者の主訴を中心とした前半部分と、相談員によ

る情報支援（望ましい相談対応の一例）を中心とし

た後半部分に分けて音声収録を行い、以下のような

形で活用した。 
・事前課題：前半部分を事前に音声視聴し、ワーク 
シートで事前学習と研修当日に持ち寄る形とす

る。 



・研修当日：事前に各自が記入したワークシートを 
もとに、グループディスカッションを行う。グル

ープディスカッション終了後に、後半部分音声を

視聴する。 
 
限られた研修時間内での学習効果を高まるため

に、望ましい相談対応の一例を作成し、研修当日の

グループディスカッションが終了した段階で、実際

に視聴してもらうといった事例作成と提示方法の

工夫は、研修で扱うテーマが変わった場合にも有効

であると考えられた。 
 
6）準備段階や研修当日に発生したトラブル 
地域開催研修におけるNCCおよび各県での役割

分担を表1に示した。準備段階や研修実施に際して

生じたトラブルとそれに対応する留意点について

以下に示した。 
 
受講申込み方法と受講者への連絡 
受講者が複数県にまたがっていることや、申込受

付後のデータ統合・整理を円滑に進める観点から、

今回、NCCで作成したEXCEL形式のフォームを用

いて受講申込受付を行った。また申込時に入力され

たメールアドレスを用いて、受講者への連絡を行っ

た。その結果、メールアドレスの入力ミスが多数発

生し、メール送信エラーによる確認・再送作業等の

負担が増す事態となった。 
送信エラー時の確認・再送信対応の他、研修当日

（研修1日目）に生じた課題として、以下のような

ものがあった。 
・メール受信トラブルにより 
－事前課題未実施の状態で参加した受講者がいた 
－グループ名簿が届いておらず、自分がどのグルー

プに入る予定か分かっていない受講者がいた 
－入室時の名前表示ルールが伝わっておらず、ホス

トの負担（本人確認等）が増加した 
 
当日の研修運営時に明らかになったトラブル 
・同施設の同室からの複数名参加（ヘッドセットな

し）があることで、室内の話し声を拾ってしまい、

他の受講者が議論に集中できない事態が発生し

た（研修2日目の際は、同室から複数名参加の場

合、ヘッドセットマイクの着用を必須とした） 
 
7）オンライン研修運営のホスト役割 
地域開催の場合、WEB会議システムのホスト役

割は重要である。ホスト役割は開催県の中で担当者

 を調整することになると考えられるが、研究班で

 の議論の過程で以下の状況が把握された。 
・現状では、研修運営にあたるための事務担当者を確

保するための裏付けがない。また協力が得られた場

合にも、一定の労務や拘束時間が発生するため、各

県やブロックで事務担当者を確保することが難し

い。 
・研修企画運営メンバーの一員である相談員がホスト

役割を担う場合も多い。その場合、ホスト役割を担

う相談員がいつもグループワークに参加できない

状況が発生する。 
 
D．考察 
1）研修プログラム開発 
今回の研修は、当初平日2日での開催（半日程度

のプログラムを2日に分けて実施）を予定していた

が、協力県の研究者が県内の研修企画担当者と調整

する中で出された意見を受けて、開催日程の一部を

土曜日に変更した。「がん診療連携拠点病院等の整

備に関する指針」には、「都道府県がん診療連携拠

点病院が開催する継続的・系統的研修を受講するこ

と」が拠点病院の相談員に求められているが、指定

要件に関わる研修としては位置づけられていない。

そのため、業務に支障のない範囲で任意参加する相

談員が多いと考えられ、半日程度の研修を休日に開

催する形式の方が地域開催の現実に即した運用の

ようであった。 
普及を要する研修が短時間（例えば半日）に収ま

らない場合、研修内容や構成を見直すことも必要と

考えられる。見直しを行う際の一例として、以下の

ような観点が考えられる。 
・研修内容を複数のモジュールに分割し、別日程の短

時間の研修として開催できるようにする 
・講義はEラーニング化して事前課題とし、研修当日

はディスカッションに重点を置けるようにする（し

かし、事前課題とした場合にも、事前課題をいつ行

うか、勤務時間内か外かの課題は残る） 
 
加えて、地域開催の場合には、一定の受講人数を

集める観点から、申込要件を緩く設定せざるを得な

い県もあった。結果として受講者層が幅広くなりや

すいという状況が発生した。したがって、プログラ

ム検討や研修準備を進めていく上では、研修の受講

者層が幅広くなりやすいことを想定し、以下の点を

特に考慮する必要があると考えられる。 
・研修目的、目標をより平易に設定し、研修内容のエ

ッセンスを凝縮、シンプル化する 



・研修目的のすり合わせを運営者間（各県担当者・ 
ファシリテーター・NCC等）で綿密に行う 

 
その他、研修で使用する事例や課題の作り方によ

って議論できる内容も変わってくるため、新たな研

修プログラムを初めて地域展開する場合に使用す

る学習素材（事例等）を準備する役割は、NCCや研

修素材作成チームを構成し、別途担う体制が必要で

あると考えられる。 
 
2）地域研修の担い手の育成 
 今回の研修終了後に持たれた議論の場では、次年

度以降の情報支援研修地域展開でのグループファ

シリ調整方針が論点となった。研修当日効果的なデ

ィスカッションを行うには、研修目的や研修内容を

十分把握したグループファシリが各グループに入

り、必要に応じて議論の軌道修正や焦点化をしてい

くことが欠かせない。そのため、グループファシリ

選定基準を厳しくする案（NCC主催情報支援研修

修了者、あるいは同研修でファシリ経験があること

を条件とする等）も意見としてあげられた。 
しかし、それが地域開催のハードルを上げる要因

となり、新しい知識や情報の効率的な普及という主

目的が果たせなくなる可能性もある。また、新たな

研修プログラムを地域展開する場合、1回きりの研

修でその内容が現場に浸透することは難しく、学習

素材（事例等）を変えながら繰り返し学習していく

ことが望まれる側面もある。グループファシリを地

域から輩出することは、その地域での人材育成につ

ながるため、以下のような方針のもとグループファ

シリを調整していくのが現状として妥当であると

考えられる。 
・地域展開の元となる研修（NCC主催研修）の受講歴

があることが望ましくはあるが、必須ではない。 
・ファシリ向けサポート（事前打ち合わせやファシリ

マニュアル）の充実をもって質の担保を図る。 
 
 なお、新たな研修プログラムを地域展開する場合、

各都道府県の研修企画運営の中心メンバー内に、そ

のプログラムの意義や重要性を理解した人がいる

ことは、研修実施に向けての原動力になると考えら

れる。そのため「相談員指導者研修」などの枠組み

を通じて、普及が急がれる研修プログラムを浸透さ

せていくことはNCCとして今後も続けていくべき

であると考えられる。 
また、今回の研究の過程では大きな困難は生じな

かったが、研修内容や都道府県の状況によっては、

研修実施についての合意を得るのに難渋する場合

もあると考えられる。都道府県全体としてのがん相

談支援の質向上を考える立場にある責任者（各都道

府県の相談支援部会長や都道府県がん診療連携協

議会長など）に向けて、その研修を実施することの

意義や期待される効果などを伝えていく取り組み

もNCCに求められる役割と考えられる。 
 
3）研修準備・開催を支える事務局機能の強化 
研究班での議論を通じて、各県やブロックにおい

て、必ずしもホスト役割を担う事務担当者の確保が

できる状況ではないことが明らかにになった。 
 グループワークを含むオンライン研修では、ブレ

イクアウトルーム（オンライン上でのグループ）の

設定・管理などの操作が多数発生する。そのため、

WEB会議システムのホスト操作に慣れた担当者が

いることが安定的な研修運営の鍵になる。 
研修当日だけでなく準備段階においても、事務的

な作業は多数発生する。相談員が相談業務の傍ら、

研修開催にかかる細かな事務作業を担うのは負担

が大きい。本来の役割である相談業務に専念できな

い状況を生じさせてしまう可能性もあることから、

特に地域での研修企画運営の中心を担う都道府県

がん診療連携拠点病院においては、事務局機能の強

化が必須であると考えられる。 
また、今回の研修では、受講者へのメール案内が

上手くいっていなかったことによるトラブルが発

生した。同様の状況を生じさせないようにするため

の対策として、以下のような方法が考えられる。 
・申込受付の際は、メールアドレスを2回入力させ、入

力内容に差異・誤りがないかチェックをかける機能

のあるフォームを活用する（地域にて実施） 
・受講者がアクセスするポータルサイト（研修管理シ

ステム）に、事前課題案内やその他研修参加にあた

り把握しておいてほしい情報を集約しておく（NC
Cにて実施） 

 
E．結論 
本研究では、3県合同（栃木・和歌山・四国/4県含

む）での情報支援研修の開催にかかる一連の対応

（事前準備・研修当日運営・事後対応）を検証し、

新たな研修プログラムを地域に普及させる上で必

要となる体制（研修実施を支える基盤）を、以下3
つの観点から考察した。 
1）研修プログラム開発 
2）地域研修の担い手の育成 
3）研修準備・開催を支える事務局機能の強化 



地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発

する際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定

して平易・シンプルな研修目的・内容とすることや、

ファシリ向けサポートを充実させること、地域でも

運用しやすい構成（半日程度のプログラム）にする

ことなどが重要であると考えられた。 
さらに、地域開催を促進する地盤づくりの観点か

らは、NCCによる以下の取り組みが必要と考えら

れた。 

・NCC主催研修の中で地域展開の元となる研修を実

施し、できるだけ多くの相談員（特に研修企画運営

を担う立場にある相談員）に受講してもらう 

・都道府県全体のがん相談支援の質向上を考える立場

にある責任者向けに、新たな研修プログラムの地域

展開の意義や効果を伝えていく 

 

研修開催にかかる一連の対応（事前準備・研修

当日運営・事後対応）において、事務的な作業の

占める割合は非常に大きい。NCC による地域展開

研修プログラムを活用する場合に限った話ではな

く、地域で独自に研修を企画運営する際もあては

まることであるが、特に地域での研修企画運営の

中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院におい

ては、事務局機能の強化が必須であると考えられ

た。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 なし 
 

2．学会発表 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1．特許取得 なし 
 

2．実用新案登録 なし 
 

3．その他 なし 



表1：「情報から始まるがん相談支援」地域展開トライアル研修：開催準備 確認表

時期 NCCでの実施事項 ブロック開催の場合（四国4県に向けての調整） 都道府県拠点病院の場合（⾹川県） 地域拠点病院の場合（栃⽊県・和歌⼭県）
2020年
10⽉

①(ブロック内)各県のオンライン整備･研修開催状況を情報収集
②(ブロック内)トライアル研修の⼿あげ打診･意向を確認

①情報提供・相談⽀援部会報告として、[ハイブリット研修等オンライン化]
について情報提供
➁各施設のオンライン機材の有無・対応状況を確認［事務局］
③トライアル研修参加⼿あげについて実務者会で同意を得る

①都道府県拠点病院担当者に、情報⽀援研修の開催県としての⽴候補について電
話相談し、内諾を得る
➁11⽉の地域連携・相談⽀援部会研修運営WG会議（以下、WG会議）での提
案の許可あり

11~12⽉ ①11⽉、WG会議（オンライン開催）にて、情報⽀援研修（トライアル）の趣旨説
明を⾏い、開催県の⽴候補を提案し、承認を得る
➁研修運営WGのメーリングリスト（以下、ML）にて、研究班会議において開催県と
して承認されたこと、複数県のオンライン開催となること、研修開催時期を報告
➂12⽉、和歌⼭県がん診療連携協議会地域連携・相談⽀援部会（2回/年の開
催）にて、本研修の趣旨説明を⾏い、本研修の開催県として承認を得る

2021年
1〜2⽉

募集要項案検討 ①(ブロック内)2⽉初旬－トライアル研修概要を説明 ①実務者会で各施設のトライアル研修参加予定者を確認
②各施設オンライン研修の環境整備･メカニック等のサポーターの有無を確認
→⼈員派遣を考慮[事務局]
③相談⽀援部会会⻑にトライアル研修参加の内諾を得る
④トライアル研修のファシリテーター･運営側の動員、県内研修との兼ね合い
を検討

①1⽉　栃⽊県がん診療連携協議会相談部会にて、本研修の主旨を説明し開催県
としての承諾を得る。ただし、研究、トライアルであるため参加は各施設で検討をしてい
ただくこととした。
②2⽉、MLにて以下の報告
（本研修開催予定⽇、参加を予定して欲しいこと、ただ現時点では受講要件は検討
中のことなど）

3⽉ ①申込フォーム（EXCEL）作成
申込受付先︓各県の担当者宛
申込⽅法︓EXCELフォームに必要事項⼊⼒しをメール添付
で送信

②NCC内会議室予約
（チーフファシリとNCCスタッフはNCCより参加予定）

①(ブロック内)各県スケジュール･県内⾏事と開催時期が重複していないか
確認・可能な範囲で調整

①各施設のトライアル研修参加予定者⼈数･⽒名の確認[事務局] ①都道府県拠点病院担当者よりメールにて、本研修が平⽇の連⽇開催であれば、参
加できる相談員が少ないのでないかとの提案あり（県内で受講して欲しい研修内容だ
けに開催⽇程変更できないか。規模の⼩さい病院が参加できないのではないか）
→次回研究班会議で、⼟⽇開催について提案させていただくことで同意

②栃⽊県︓各施設のトライアル研修参加予定⼈数・⽒名の確認を検討したが次年
度の対象者を検討したいとの声もあり4⽉以降に参加確認とした

4⽉ ①募集要項・申込フォーム完成
②内部決裁

①(ブロック内)各県の2021年度(令和3年内)指導者研修への参加予定
を把握
②(ブロック内)ファシリテーター打診、各県1〜2名で選出後の研修担当メン
バーの反応を確認
③(ブロック内)トライアル研修開催⽇程変更の連絡[事務局]
④(ブロック内↔国がん)四国圏内の参加者とりまとめ先の報告
1)メールアドレスや電話連絡先を伝達
2)窓⼝を事務員と相談員の連携での表⽰を依頼
3)ブロック内の伝達先に事務局担当の追加を依頼
⑤ブロック各県の研修参加予定者の⾒込みを確認し、状況により各県の参
加者を微調整する可能性について説明→同意を得る

①トライアル研修運営担当を実務者会内で決定、周知
②研修参加者募集⽅法、参加者要件の周知

①県内の国拠点に電話し、研修参加⼈数⾒込みの確認
➁都道府県拠点病院担当者に経過報告と協議
（開催⽇変更。県単位の参加申込み。当県から選出するファシリテーター⼈数（概
算）。認定がん専⾨相談員の認定申請の単位となること。募集要項の公開予定時
期。各モジュールの概要と演習内容。WG会議の次回開催⽇程）
③MLにて以下の報告
（本研修開催⽇時の変更、5⽉のWG会議の候補⽇、WG会議での議題︔本研修
の概要説明、当県で開催するための運営、ファリシテーターの選出、各施設での参加
者数⾒込みについて）
④栃⽊県︓4⽉に県拠点病院部会⻑とファシリテータ選出について電話⾯談候補者
に打診、決定

5⽉ ①募集要項WEB公開
②募集開始（5/7〜）

①(ブロック内↔県内)イベント協働開催時に使⽤していた四国圏内メーリン
グリストを整備
②ブロック内の申込状況…申込開始から約40⽇で申込終了(役割変更の
微調整除く)
③申込者にはメールアドレスの確認のため、受領メール配信［事務局］
②(ブロック内)トライアル申込フォームの配信[事務局]
③(ブロック内)各県・各施設内周知⽂書を配信[事務局]
④(ブロック内)運営メンバーをメーリングリストに再登録、リスト反映と利⽤者
への周知[事務局]

①実務者会会⻑に申込時期について報告→周知 5/19WG会議
※今年度内の開催形式は全て、zoomによるオンライン開催
（研修開催の経緯・研修の⽬的の共有、研修開催にあたっての意⾒交換、各施設の
参加⼈数の⾒込み、本研修のファシリテーター選出と決定、研修開催までのスケジュー
ルの提案と合意）

地域展開研修企画-発信者



時期 NCCでの実施事項 ブロック開催の場合（四国4県に向けての調整） 都道府県拠点病院の場合（⾹川県） 地域拠点病院の場合（栃⽊県・和歌⼭県）
6⽉ ①事前課題の公開準備

モジュール1︓情報および情報源を⾒極めるチェックリストの実
施
モジュール2︓Eラーニング「GL概要」「GL活⽤」の視聴、GL
活⽤ワークシートの実施
モジュール3︓⾳声事例教材の聴取、事例ワークシートの実
施

②PC貸出事前予約
③ZOOMミーティング情報設定
④認定相談員Ⅲ群登録申請
⑤アンケート作成
⑥申込〆切（〜6/21）
⑦申込情報の統合、受講者選考
⑧グループ数・1Gあたりの⼈数・ファシリ数の検討

①(ブロック内↔国がん)トライアル研修ファシリテーターへの依頼状内容につい
て相談
1)依頼元・依頼状内容、交通費や謝⾦について確認
2)共催、主催、協⼒県の位置づけについて相談
②(ブロック内)トライアル申込状況を各県代表者と共有
③(ブロック内)トライアル研修企画進捗を報告
④(ブロック内)ファシリテーター候補者との四国圏内打ち合わせ⽇程を調整
⑤(ブロック内)四国圏内打ち合わせ⽇程確定･研修会当⽇依頼状配信
［事務局］
⑥(ブロック内)オンライン会議のミーティングルーム設定とID・パスを会議参加
者へ配信［事務局］

①(県内)トライアル申込状況を各県代表者と共有
②(県内)トライアル研修企画進捗を報告
③(県内)ファシリテーター候補者との四国圏内打ち合わせ⽇程を調整
④(県内)四国圏内打ち合わせ⽇程確定･研修会当⽇依頼状配信［事
務局］
⑤(県内)オンライン会議のミーティングルーム設定とID・パスを会議参加者へ
配信［事務局］

①MLにて、本研修の参加申込開始。受付した参加申込シートを随時確認し、記載漏れ等
あれば申込者に連絡し、確認。参加申込締切のリマインドメールをMLにて配信する。WGメン
バーが所属する施設から申し込みがない場合は、電話で申込者有無の確認
➁ＭＬにて、事前に6/29WG会議での議題（6/1研究班会議の報告、参加者のレディネ
ス設定、当県の参加募集での困りごとや改善が求めれる点、参加申込者のグループ分け）の
提案。また、6/29WG会議の資料、本研修参加申込者⼀覧、グループ分け案を配信。
③都道府県拠点病院担当者からMLにて、本研修の講義担当者・演習の具体的な進め
⽅・Zoomホスト担当者・研修プログラム内容の具体的な提⽰・ファシリは⾃施設からの参加
でよいか確認あり、ML上でまず回答。それから電話で意⾒交換を⾏う《研究班会議で決定し
ていること、検討中のことを具体的に共有。また、県内ファシリ担当が多くて3〜4⼈の中で、
WG会議内（参加者11〜12⼈）で本研修プログラム内容をどこまで掲⽰するかを協議》
④6/29和歌⼭県がん診療連携協議会地域連携・相談⽀援部会（2回/年の開催）での
開催準備状況の報告。同⽇、WG会議（6/1研究班会議の報告、本研修プログラム内容
の確認と意⾒交換、グループ分けの協議、研修開催までのスケジュールの確認）
⑤都道府県担当者へ、ファシリ担当者の依頼状について、NCCから部会宛ての依頼状が必
要か、当県部会として依頼状の発出ができるか相談

7⽉ ①選考結果通知（事前課題案内含む）⽂案作成、
発出
②アドレス⼊⼒ミスによる送信エラー確認・対応
③修了証ひな形作成(Ⅲ群番号︓99202101)

①ブロック内研修運営担当者でのオンライン事前打ち合わせ［四国担当者
のみ2021.7.6開催］

①MLにて、
・当県の担当ファシリ⼈数と受講者が決定したことを報告
・都道府県担当者にファシリ担当者への依頼状発出のリマインド
②栃⽊県︓6⽉がん診療連携協議会相談部会Zoom会議で参加決定状況を説
明、参加決定メール送信、事前学習の確認
県内グループ分け、名簿作成

8⽉上旬 グループ名簿作成（以下、グループ分け⼿順）
①各県で職種・経験が混ざる2⼈ペアを作り、番号をふる
②各県で振っていただいた番号をもとに、NCCでグループ編
成、
各グループにファシリを割り当て

①(ブロック内)グループ分け案をファシリテーター候補者と共有
②(ブロック内)ファシリテーターおよび当⽇までの役割分担を確定し共有

①(県内)グループ分け案をファシリテーター候補者と共有
②(県内)ファシリテーターおよび当⽇までの役割分担を確定し共有

栃⽊県︓グループ分けをファシリテータと共有

8⽉中旬 ①研修1⽇⽬講義資料提出期限（〜8/16）
②資料統合、研修システム上にアップ（〜8/23）
③1⽇⽬⽤ファシリ打ち合わせ（8/26）
④Windowsアップデート、Zoomアップデート等
⑤1⽇⽬開催前リマインドメール⽂案作成、発出依頼

①(ブロック内)8/26･9/7地域展開トライアル研修会、運営会議依頼状の
配信［事務局］
②(ブロック内)ファシリテーター担当者への進捗報告

①(県内)8/26･9/7地域展開トライアル研修会、運営会議依頼状の配信
［事務局］
②(県内)ファシリテーター担当者への進捗報告

①MLにて、8/16WG会議の議題（7/6研究班会議の報告、当県の本研修参加者
の確認、本研修1⽇⽬プログラム内容の確認、研修開催までのスケジュール確認）、
同会議後の県内ファシリ打ち合わせについて提案
➁8/16WG会議（内容は上記）。同⽇WG会議後、県内ファシリ打ち合わせ（1⽇
⽬研修内容と演習の進め⽅について意⾒交換）
③栃⽊県︓ファシリテータが1名のため個⼈的に確認、打ち合わせ

8/31(⽕) 研修1⽇⽬本番
9⽉ ①2⽇⽬⽤ファシリ打ち合わせ（9/7）

②研修2⽇⽬講義資料提出期限（〜9/24）
③2⽇⽬開催前リマインドメール⽂案作成、発出依頼

①栃⽊県︓リマインドメールを忘れたため、参加者へメール。次回リマインドの案内と困
りごとの確認。そのことも含め⾃施設と県拠点病院の参加者とは個別に参加した状況
と課題を確認。特に⼤きな問題はなかった。
②9/28県内ファシリテータ―打ち合わせ（本研修2⽇⽬の演習の進め⽅、⾃施設で
の情報⽀援や情報整備の取り組みついて意⾒交換）

10⽉上旬 ①資料統合、研修システム上にアップ（〜10/1）
②Windowsアップデート、Zoomアップデート等

(ブロック内)打ち合わせが必要であれば、
①⽇程調整→確定→依頼状配信［事務局］
②オンライン会議ミーティングルーム設定とID・パスを配信［事務局］

(県内)打ち合わせが必要であれば、
①⽇程調整→確定→依頼状配信［事務局］
②オンライン会議ミーティングルーム設定とID・パスを配信［事務局］

10/9(⼟) 研修2⽇⽬本番
10⽉中下旬 研修直後アンケート依頼メール⽂案作成、発出依頼 受講者へアンケートについてリマインド ①受講者へアンケートについてリマインド

②栃⽊県︓修了証書発送

2022年
1⽉

研修3ヶ⽉後アンケート依頼メール⽂案作成、発出依頼 受講者へアンケートについてリマインド 受講者へアンケートについてリマインド

地域展開研修企画-発信者



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討：研修効果の評価 

～情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと今後の展開について～ 

研究分担者 八巻 知香子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究協力者 清水 奈緒美  湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究協力者 小郷 祐子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（専門員） 

研究協力者 堀拔 文香 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（研究員） 

研究協力者 櫻井 雅代 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

【目的】医療関連の情報の飛躍的な増加と共に科学的根拠の明らかでない情報が錯綜して

いる。がん専門相談員が医療情報の適否を見極め、患者が必要とする情報を整理・補完で

きるスキルを身に着ける必要性が一層高まっている。本研究では相談員が信頼できる情報

をもとにした適切な情報支援に必要なスキルを獲得するための研修プログラムの効果を確

認することを目的とする。 

【方法】Kirkpatrickのモデルを参考に、研修の効果を満足度、知識、行動の3側面による

評価項目を設定し、計5回（T1：事前、T2：1日目研修当日、T3：2日目研修前、T4：2日

目研修当日、T5：研修終了3か月後）のアンケートにより測定した。 

【結果】それぞれの講義・演習についての満足度についてはおしなべて高かった。知識お

よび行動のすべての評価指標で研修の前後で有意に向上し、知識の2指標を除いてT5でも

その上昇は維持された 

【結論】3つのモジュールで構成されたがん患者への情報支援研修プログラムは、研修効

果の満足度、知識、行動の観点から有用であると評価された。 

A． 研究目的 

医療・医学・健康情報について流通する情報は飛躍

的に増加すると共に玉石混交の情報が錯綜している。

そのため、がん専門相談員が錯綜する医療情報の適

否を見極め、患者が必要とする情報を整理・補完し提

供できるスキルを身に着けることがより一層求めら

れている。 

しかしがん相談支援センターの信頼できる情報の

整備および設置は、患者数の多いがんの診療ガイド

ラインでもわずか3 割程度と低い。一方、相談支援セ

ンターは、新たながん施策や全国の動向に関する情

報を集約する拠点としての役割も期待されている（H

29-がん対策-一般-005）。また、複雑化する相談ニー

ズに適切に対応するためには、相談員が情報の信頼

性・妥当性を見極める能力、信頼できる情報を提供す

るための力量の向上が急務である。

国立がん研究センターがん対策研究所では、がん

診療連携拠点病院等の整備に関する指針において、

全国のがん相談支援センターの相談員に基礎研修（1）

（2）（3）を各1回以上提供することが求められてい

る。また、講義形式のみの研修については、E-learn

ing形式を導入することにより希望する者は誰でも

制限なく利用可能である。しかし、適切な情報の見極

めと、活用方法についての研修は、E-learningなどの

一方向的な受講形式では知識やスキルの習得が困難

であり、グループワークなど体験型・演習型の要素も

必要となる。体験型・演習型の研修は、一度に受け入

れ可能な人数が限られ、国立がん研究センター一か

所で提供していくには普及に時間がかかりすぎるた

め、多数の人に迅速に普及させるためには、同時期に

多数の開催が必要となる。そこで、これまで国立がん

研究センターがん対策研究所が主催し実施してきた

研修の要素をモジュール化し、都道府県単位での研

修開催、普及に耐えうるプログラムとして再構成し

た。 

本研究はこの都道府県単位での開催を想定した研

修「『情報から始まるがん相談支援』研修～地域展開

版～ 」により、本プログラムの効果について受講者

の満足度、知識、行動の観点から評価することを目的

とする。 
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B．研究方法 

1．研修プログラム 

令和2年度に作成した下記モジュールに沿って、2

日間（各半日）の研修を実施した。 

・モジュール1：情報の評価・見極め 

・モジュール2：診療ガイドラインの活用 

・モジュール3：ヘルスリテラシーを基軸とした対象

者アセスメントと情報に基づく意思

決定支援 

それぞれのモジュールを構成する講義、演習につ

いては表1に示した。 

本研修は講義に加えグループワークに重点をおい

たプログラムであり、ファシリテーターを対象に事

前打ち合わせを行い、研修目的、各ワークの目的、目

標、議論の方向性を丁寧に説明するとともに、ファシ

リテーター用マニュアルを作成して配布した。 

 

2．評価アンケート 

研修の受講予定者に、文書により調査の意図と内

容について説明し、同意の得られた協力者にオンラ

インでの調査を実施した。（図1参照） 

１）T1（事前調査）：1日目の研修で扱う主題に関

する知識ならびに情報支援に関する日常の行

動を尋ねた。 

２）T2（1日目研修当日調査）：1日目の研修で行

う主題に関する知識および満足度、必要最小

限の属性情報を尋ねた。 

３）T3（2日目事前調査）：2日目の研修で扱う主

題に関する知識を尋ねた。 

４）T4（2日目当日調査）：2日目の研修で行う主

題に関する知識および満足度、必要最小限の

属性情報を尋ねた。 

５）T5（事後調査）：研修会終了後3か月（2022年

1月）に研修受講後の行動の変化を尋ねた。 

 

3．評価項目 

Kirkpatrickのモデルを参考に、研修の効果を満足

度、知識、行動の3側面から測定した（表2参照）。 

満足度については、各講義・演習単位ごとに測定し、

講義については「わかりやすさ」「説明の速さ」「新

しい気づきへの満足感」の3項目、演習については「進

行への戸惑いがなかった」「自分の意見が言えた」「参

加者の意見が聞けた」「新たな気づきへの満足感」の

各4項目により、4件法でそれぞれの研修の直後（T2、

T4）に把握した。 

知識(Learning)および行動(Behavior)を測定した

項目ならびに各測度の理論的範囲および信頼性係数

を表2に示した。知識および行動については、いずれ

も「とてもそう思う＝3」「ややそう思う＝2」「あま

りそう思わない＝1」「まったくそう思わない＝0」の

4件法で、合計得点を用いた。 

知識については、それぞれのモジュールが目的と

する内容に応じて、モジュール1「医療情報・情報源

を見極め（6項目）」、モジュール2「ガイドライン等

の活用（2項目）」「組織としての情報整備（3項目）」、

モジュール3「相談者のヘルスリテラシーのアセスメ

ント（8項目）」「相談者のヘルスリテラシー向上の

支援（2項目）」「相談者の主体的な意思決定の支援

（4項目）」について、それぞれの研修モジュールの

前（T1またはT3）、研修直後（T2またはT4）、およ

表1：研修の構成 

1 日目 ４時間 

モジュール１：情報の評価・見極め 

 講義１ がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての 

情報支援とは 
 講義２ 医療情報をどう評価するか 

  演習① 信頼できる情報を見極める 

モジュール 2：診療ガイドラインの活用 

 講義３ 診療ガイドライン・活用例 

（事前課題 E ラーニングの復習） 

 演習② がん情報サービス、患者向け診療ガイドライン 

を使ってみる  
 講義４ がん相談支援センターでの情報整備 

  演習③ 自施設の情報整備 

2 日目 ４時間 30 分 

モジュール 3：情報支援アセスメント 

 演習④ 主訴とニーズを考える 

患者の「医学情報・状況」を整理する 
 講義５ 情報支援におけるアセスメントのポイント 
 演習⑤ 相談者の「ヘルスリテラシー」をアセスメントする 
 講義６ 情報支援における意思決定、行動 

  演習⑥ 相談者に必要な情報・意思決定に必要な支援 

図 1：アンケートの実施スケジュール 



び研修終了後3か月（T5）で変化を測定した。分析に

はFriedman検定を用いた。 

行動については「情報の活用と相談者に応じた情

報支援についての自己認識」について8項目を用い、

研修前（T1）とすべての研修を修了した3か月後（T

5）で変化を測定した。分析にはWilocoxonの符号付

順位検定を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、患者の個人情報などを扱う内容ではな

い。国立研究開発法人国立がん研究センター研究倫

理委員会に倫理審査の要否についての判断を仰いた

結果、倫理審査は不要と判断された（通知番号6000-

043）。その他、特記すべき事項はない。 

 

C．研究結果 

 回答者の背景を表3に示した。研修受講者44人は全

員1回以上回答していた。各回の回答者数は36-42人

であった。年齢は30代～50代が大半であった。保有

資格（複数回答）は、看護師が40％、社会福祉士・精

神保健福祉士が52％、臨床心理士・公認心理師が7%、

認定がん専門相談員が19%であった。がん相談の支

援業務経年は5年以上の人が63％であった。 

 

１．満足度（Reaction） 

 各講義または演習ごとの満足度を表4に示した。す

べての講義について「わかりやすさ」「説明の速さ」

「新しい気づきへの満足感」いずれについても90％

以上の人が「大変そう思う」または「そう思う」と答

え、「まったくそう思わない」と回答した人は皆無で

あった。 

 演習については、概ね90％以上の人が「進行への戸

惑いがなかった」「自分の意見が言えた」「参加者の

意見が聞けた」「新たな気づきへの満足感」のいずれ

についても「大変そう思う」または「そう思う」と回

答した。しかし、6つの演習のうち3つについて「進行

への戸惑い」があったと回答した人が1割を超えた。

「自分の意見が言えた」「参加者の意見が聞けた」に

ついて、「あまりそう思わない」と回答した人が1割

を超える演習がそれぞれ1つずつあった。 

 事前課題については、モジュール1，2については2

割、モジュール3については3割の人が、「ちょうどよ

い」とは思わなかったと回答した。 

 研修全体の満足度としては、再度の受講意向につ

いては80％以上、他者への推薦意向については90％

以上の人が「そう思う」「ややそう思う」と回答した。 

 

２．知識（Learning）および行動（Behavior） 

 研修前（T1またはT3）、研修直後（T2またはT4）

および研修終了3か月後（T5）のそれぞれの評価得点

の平均値およびノンパラメトリック検定の結果を表

5に示した。 

 知識については、すべての評価指標で研修前（T1

またはT3）より研修直後（T2またはT4）で有意に得

点が向上し、「相談者のヘルスリテラシー向上の支援」

「相談者の主体的な意思決定の支援」の2指標を除き

その変化は研修終了3か月後(T5)時にも高いまま維

持されていた。 

 行動については、「情報の活用と相談者に応じた情

報支援についての自己認識」が研修前（T1）より研

修終了3か月後（T5）で向上していた。 

 

D．考察 

 満足度については、それぞれの測定項目において

概ね9割以上の人が満足しているという結果であり、

研修の評価としては十分に満足されているものと考

えられる。事前にファシリテーターを対象とした事

前打ち合わせが奏功したと考えられる。ただし、演習

において、進行への戸惑いや、意見を言う、他者の意

見を聞く、という点について評価がやや低い項目が

あったことは、今後のプログラムの改善に有用であ

る。すなわち、意図したプログラム内容を十分に実施

できるような導入の仕方やファシリテーターへの事

前の情報提供によって改善しうるものと考えられた。 

国立がん研究センターが提供する情報支援研修は

昼休憩1時間を含む5.5時間の研修であった。一方、都

道府県単位での開催は2時間から4時間程度の半日開

催が多く、地域展開に向けモジュール化した際に講

義時間、演習時間、全体共有の時間の全てを短縮し4

時間～4時間30分の研修プログラムに再構成する必

要があった。進行への戸惑いや、意見を言う、他者の

意見を聞くという評点の低さは思考したり討議した

りする時間の不足に影響を受けている可能性が大き

い。今後は、事前課題に講義の視聴を組み入れるなど

の工夫などにより、十分な演習時間を確保すること

を検討することも必要であると考えられる。 

 知識についてはすべての指標について、研修後に

値が上昇し、3か月後にも概ねそれが維持されていた

こと、行動の自己評価も研修3か月後に値が上昇して

いたことは、本研修プログラムが意図した知識が定

着し、行動変容につながった、すなわち有用なプログ

ラムであったと理解できる。 

ただ、本研究の限界として、まず、知識、行動の評



価がすべて主観的な評価である点が挙げられる。よ

りエビデンスを求めるうえでは、行動について客観

的な評価が可能となることが望ましく、相談対応の

モニタリングなどによって把握していくことも検討

できるだろう。 

また、研修受講者が46人と限られる中、5回にわた

る経時的アンケートへの回答結果を用いていること

から、分析に用いたサンプル数の少なさが挙げられ

る。このプログラムをどのような受講者に提供する

ことがより効果を生むのかなど、より詳細な要因分

析をするためには、同様の研修を継続的に実施し、評

価についてもデータを蓄積していくことも有用であ

ると考えられる。 

 

E．結論 

 3つのモジュールで構成されたがん患者への情報

支援研修プログラムは、研修効果の満足度、知識、行

動の観点から有用であると評価された。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

 なし（演題登録中） 

2．学会発表  

 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 



表2. 知識および行動の評価項目および測定時期 

（知識）  

医療情報・情報源の見極め（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-18、信頼性係数 T1: α＝.761 T2:α=.914 T5:α＝.797 

  検索エンジンや使用する媒体によって、医療情報の検索結果が違うことを理解した上で検索を行うこと 

  広告表示に気を付けて医療情報を検索し、信頼できる情報か取捨選択すること 

  情報の更新時期を確認すること 

  情報発信の運営主体や発信者の立場を確認すること 

  発信されている情報およびサイトの目的を把握すること  

  情報の源となっているものは何かの記載を確認し、公正な発信か判断すること 

ガイドライン等の活用（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-6、信頼性係数 T1: α＝.659 T2:α=.825 T5:α＝.603 

  患者向けガイドラインを参照して情報支援をすること 

  がん情報サービスを参照して情報支援をすること 

組織としての情報整備（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-9、信頼性係数 T1: α＝.738 T2:α=.851 T5:α＝.778 

  信頼できるサイトにすぐにアクセスできるように準備しておくこと 

  ガイドラインなどの書籍を準備しておくこと 

  信頼できる情報について、相談支援センター内で申し合わせをしておくこと 

相談者のヘルスリテラシーのアセスメント(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-24、信頼性係数 T3: α＝.836 T4:α=.940 T5:α＝.902 

  相談者が入手した情報の情報源や内容を知る 

  相談者が情報を入手する環境を知る 

  相談者の関心がどこにあるかや、その程度を把握する 

  相談者が入手した情報の範囲や深さを把握する 

  相談者の情報の理解状況を把握する 

  一般的な情報と「相談者の持っている情報やその理解」との相違を把握する 

  相談者の心理状態を把握する 

  相談者の論理的、知的思考力、語彙力を把握する 

相談者のヘルスリテラシー向上の支援(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-6、信頼性係数 T3: α＝.832 T4:α=.912 T5:α＝.678 

  相談者が情報を客観的に評価できるようにする 

  信頼できる情報にアクセスできるように支援する 

相談者の主体的な意思決定の支援(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-12、信頼性係数 T3: α＝.767 T4:α=.881 T5:α＝.835 

  意思決定にむけて、知りたい、知る必要がある情報は何か見極める 

  相談員が提供できる情報の範囲や情報源を見極める 

  相談者の理解に合わせた表現や範囲で情報支援する 

  相談者が大切にしていることや信念、価値観に基づき、主体的に意思決定するために必要な支援を総合的に考える 

（行動）  

情報の活用と相談者に応じた情報支援についての自己認識（T1-T5） 

 理論的範囲：0-24、信頼性係数 T1: α＝.818 T5:α=.890 

  相談支援に基本的な医療情報が必要なときは、がん情報サービスや患者向けガイドラインなどをよく活用している 

  インターネットで検索した情報源（ウエブサイトなど）が信頼できる医療情報を提供しているサイトであるかどうかをよく見極めている 

  自分が知らない情報に直面したときに、その情報が信頼できる情報であるかどうかをよく見極めている 

  信頼できる情報を伝えることができるようにするための情報整備を、がん相談支援センター（組織・部門）として行った 

  相談者が必要としている情報や支援のニーズによく注目している 

  相談者の情報探求パターン、情報を理解する力、求めている情報の深さなどをよくアセスメントしている 

  情報を伝える際には、相談者にあった方法でよく伝えている 

  相談者が自身の価値に基づき、さまざまな決定・行動をしていけるように支援している 



表3. 回答者の背景     

    (n) (%) 

受講者数 44 100 

回答数   

 T1: 研修前 38 86.4  
 T2: 1日目終了後 42 95.5  
 T3: 2日目事前 41 93.2  
 T4: 2日目終了後 39 88.6  
 T5: 研修終了後 3 か月 36 81.8  

受講者の年齢※   

 20歳代 1 2.4  

 30歳代 15 35.7  

 40歳代 13 31.0  

 50歳代 11 26.2  

 60歳以上 2 4.8  

がん相談支援業務経験   

 3年未満 8 19.0  
 3年以上 5年未満 7 16.7  
 5年以上 10年未満 13 31.0  
 10年以上 20年未満 13 31.0  

  20年以上 1 2.4  

 

  



表4．満足度（Reaction）         

  大変そう

思う 
そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう 

思わない 

モジュール１       n=42 

講義１ 「がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての情報支援とは」はいかがでしたか  

 内容はわかりやすかった 56.1  43.9  0.0  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 48.8  48.8  2.4  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 52.4  40.5  7.1  0.0  

講義２ 「医療情報をどう評価するか」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 47.6  52.4  0.0  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 37.5  60.0  2.5  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 52.4  38.1  9.5  0.0  

演習１ 「信頼できる情報を見極める」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  48.8  43.9  7.3  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 33.3  59.5  7.1  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 48.8  46.3  4.9  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 61.9  31.0  7.1  0.0  

モジュール２       n=42 

講義３ 「診療ガイドライン・活用例」はいかがでしたか   

 内容はわかりやすかった 45.2  52.4  2.4  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 38.1  61.9  0.0  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 50.0  40.5  9.5  0.0  

演習２ 「診療ガイドラインを使ってみる」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  47.6  42.9  9.5  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 42.9  47.6  9.5  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 50.0  38.1  11.9  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 64.3  28.6  7.1  0.0  

講義４ 「がん相談支援センターでの情報整理」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 39.0  58.5  2.4  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 38.1  54.8  7.1  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 47.6  45.2  7.1  0.0  

演習３ 「自施設の情報整理」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  42.9  47.5  9.5  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 28.6  64.3  7.1  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 51.2  41.5  7.3  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 54.8  40.5  4.8  0.0  

モジュール 3       n=39 

演習４「主訴とニーズを考える、患者の医学情報・状況を整理する」はいかがでしたか 

 進行に戸惑うことはなかった  35.9  51.3  10.3  2.6  

 自身の意見が十分に言えた 33.3  64.1  2.6  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 61.5  35.9  2.6  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 69.2  28.2  2.6  0.0  

講義５「情報支援におけるアセスメントのポイント」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 48.7  46.2  5.1  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 48.7  43.6  5.1  2.6  

 新しい気づきがあって満足感があった 69.2  30.8  0.0  0.0  



表4．満足度（Reaction）（つづき）     

演習５「相談者のヘルスリテラシーをアセスメントする」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  30.8  53.8  12.8  2.6  
 自身の意見が十分に言えた 33.3  53.8  12.8  0.0  
 他の参加者の意見が十分に聴けた 53.8  43.6  2.6  0.0  
 新たな気づきがあって満足感があった 71.1  26.3  2.6  0.0  

講義６「情報支援における意思決定支援」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 46.2  46.2  5.1  2.6  
 説明の速さはちょうどよかった 48.7  41.0  7.7  2.6  
 新しい気づきがあって満足感があった 68.4  26.3  5.3  0.0  

演習６「相談者に必要な情報・意思決定に必要な支援」はいかがでしたか 
 進行に戸惑うことはなかった  31.6  52.6  13.2  2.6  

 自身の意見が十分に言えた 35.9  56.4  7.7  0.0  
 他の参加者の意見が十分に聴けた 53.8  43.6  2.6  0.0  
 新しい気づきがあって満足感があった 64.1  53.9  0.0  0.0  

モジュール１・2（1日目）全体について       n=42 

事前課題について      

 事前課題の量はちょうどよかった 16.7  64.3  19.0  0.0  
 事前課題の提示の時期はちょうどよかった 14.3  76.2  7.1  2.4  

研修全体を通して      

 機会があれば再度受講したいと思いますか 40.5  45.2  14.3  0.0  
 他の相談員にこの研修受講を勧めたいと思いますか 50.0  42.9  7.1  0.0  

モジュール 3（2日目）全体について       n=39 

事前課題について      

 事前課題の量はちょうどよかった 15.4  56.4  28.2  0.0  
 事前課題の提示の時期はちょうどよかった 23.1  74.4  2.6  0.0  

研修全体を通して      

 機会があれば再度受講したいと思いますか 39.5  44.7  13.2  2.6  

  他の相談員にこの研修受講を勧めたいと思いますか 59.0  33.3  5.1  2.6  

 

  



表5 .知識および行動の変化      

   平均値 ± 標準偏差  得点の分布  平均ランク   

（知識）            

 医療情報・情報源の見極め        (n=27) ※1 

  T1: 14.08  ± 2.72   9-18  1.33  T1-T2: p<.001  

  T2: 15.95  ± 2.78   9-18  2.43  T1-T5: p<.01  

  T5: 15.94  ± 1.98     2.24  T2-T5: n.s.  

             

 ガイドライン等の活用       (n=28) ※1 

  T1: 4.74  ± 1.11   2-6  1.48  T1-T2: p<.01  

  T2: 5.29  ± 1.05   2-6  2.32  T1-T5: p<.01  

  T5: 5.43  ± 0.81     2.20  T2-T5: n.s.  

             

 組織としての情報整備       (n=28) ※1 

  T1: 6.61  ± 1.64   3-9  1.63  T1-T2: p<.05  

  T2: 7.17  ± 1.64   3-9  2.18  T1-T5: p<.05  

  T5: 7.22  ± 1.53     2.20  T2-T5: n.s.  

             

 相談者のヘルスリテラシーのアセスメント    (n=27) ※1 

  T3: 19.85  ± 3.01   12-24  1.44  T3-T4: p<.05  

  T4: 22.29  ± 3.21   11-24  2.41  T3-T5: p<.001  

  T5: 21.57  ± 3.01   12-24  2.15  T4-T5: n.s.  

             

 相談者のヘルスリテラシー向上の支援    (n=29) ※1 

  T3: 4.90  ± 1.10   2-6  1.76  T3-T4: p<.05  

  T4: 5.55  ± 0.92   2-6  2.28  T3-T5: n.s.  

  T5: 5.17  ± 0.89   3-6  1.97  T4-T5: n.s.  

             

 相談者の主体的な意思決定の支援      (n=31) ※1 

  T3: 10.18  ± 1.60   6-12  1.61  T3-T4: p<.01  

  T4: 11.44  ± 1.27   7-12  2.44  T3-T5: n.s.  

  T5: 10.63  ± 1.70   6-12  1.95  T4-T5: n.s.  

（行動）            

 情報の活用と相談者に応じた情報支援についての自己認識    (n=28) ※2 

  T1: 18.38  ± 3.21   13-24  1.29   p<.01  

  T5: 19.77  ± 3.57   11-24  1.71     

 ※1）Freidman検定 ※2）Wilocoxonの符号付順位検定    

 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討： 

フィージビリティについての関係者へのインタビュー調査 

～情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと今後の展開について～ 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究協力者 清水 奈緒美 湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究要旨

2021年度の研究班の取り組みとして「情報支援研修」の地域展開版のプログラムを作成

し、トライアルとして実施した。この結果について、そのトライアルのプロセスと今後の

展開について明らかにする目的でインタビュー調査を行った。調査の結果、トライアルの

プロセスが明らかになり、今後の展開への課題について次の5点が示唆された。1）WEB
運営が可能な体制を整備すること、2）地域開催の単位について、県単位、ブロック単位

といった柔軟な開催とすること、3）研修目標の達成に向けて、繰り返し開催、モジュー

ルごとの開催など柔軟な運用とすること、4）研修運営方法について、事前準備のプログ

ラムを作成すること、5）NCCが共催等の形で関与することである。

A． 研究目的 
医療技術や情報端末が進歩し、患者の療養生活が

多様化する中で、がん相談支援センターには患者・

家族が抱く治療上の疑問や、精神的・心理社会的な

悩みに対応していくことが求められている。また、

がんに関する情報があふれる中で、相談者の情報リ

テラシーを把握し、患者・家族が納得できる意思決

定を支えるための情報支援が一層求められている。

 がん専門相談員の情報支援の力を高める研修は、

従来から国立がん研究センターがん対策情報センタ

ー主催の研修の一環として年 1 回開催されてきたと

ころである。しかし、研修受講者数には限界がある。

そこで、受講者数を増やし、がん専門相談員の対応

力を向上させていくことを目的とした取り組みが必

要とされている。そこで、2021 年度の研究班の取り

組みとして「情報支援研修」の地域展開版のプログ

ラムを作成し、トライアルとして実施した。

本編では、実施後の関係者へのインタビューから、

「情報支援研修」地域展開トライアルのプロセスと

今後の課題を明らかにする。

B．研究方法 
・ 対象者：国立がん研究センターがん対策研究所（N

CC）運営担当者5名、地域開催協力者3名、チーフ

ファシリテーター1名。

・ 方法：半構成的なフォーカスグループインタビュ

ー。協力者の都合に合わせて、3回のフォーカス

グループインタビューを行った。1回目はNCC関

係者3名、2回目は地域開催協力者3名（ファシリ

テーターの役割も担った者）とチーフファシリテ

ーター1名の4名、3回目はNCC関係者2名。 
・インタビュー内容： 今回の企画で担った役割、 
ご自身の地域で今後継続して展開していくこと

を想定したときに考えること、他の地域が展開

していくことを想定したときに体験者として考

えることを聞き取りながら、参加者の自由な語

りを促した。

（倫理面への配慮）

本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。

C．研究結果 
1．対象者の背景（表1）
国立がん研究センターがん対策研究所の関係者、

地域開催協力者、チーフファシリテーターは、研究班

における分担研究者、研究協力者を全員が兼ねてい

た。

2．情報支援研修地域展開トライアルのプロセス 
NCC関係者および地域開催協力者が担っていた役

割を研修の準備～開催までの時系列に沿って整理し、

図1に示した。主なプロセスは以下のとおりである。

（ ）内に発言者の立場を示した。
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表1 対象者の特性 

 
 

 
1) 研修プログラムの作成に係ること 
NCCで実施してきた「情報支援研修」をベースと

して研修内容を研究班で検討し、①対象者の特性を

踏まえた研修会にすること、②NCC版の情報支援研

修との差別化を考慮してプログラムの修正を行った。

具体的な内容は次のとおりである（NCC）。  
 

・研修目標の修正 
対象者が①専従でがん相談支援をしていない、②

がん情報サービスにアクセスした経験がない、③患

者用の診療ガイドラインをみたことがない人が含ま

れることを想定して、「がん情報サービスやガイドラ

インを使って相談対応してみようと思えること」に

目標を修正した。 

 人数 本研究班との関係 担っていた役割 
国立がん研究センター 
がん対策研究所 

5 研究協力者 ・研究協力者としてプログラム案の素案の 

作成と検討への協力 
・研修会開催の事務局機能 

地域開催協力者 3 研究協力者 ・研究協協力者としてプログラム案の作成へ

の協力 
・研修会についての地域内の調整 
・研修会当日のファシリテーター 

チーフファシリテーター 1 分担研究者 ・研究協協力者としてプログラム案の作成へ

の協力 
・研修会当日のチーフファシリテーター 

地域開催
協力者

NCC＆
研究班

1日目
研修(8/31）

２日目
研修（10/9)

参加者
とりまとめ

・参加者へ
事前課題等の
連絡依頼

・グループ名
簿作成

プログラム案作成（構成の検討と教材作成）

NCC

都道府県がん診療連携
拠点病院や

都道府県の相談支援部
会との調整

ファシリテー
ター事前打ち

合わせ

ファシリテー
ター事前打ち

合わせ

各都道府県のＭＬ等
を活用しての

参加者の募集と、参
加要件についてのＮ

ＣＣ
との調整・

参加者一覧を
ＮＣＣに提出

参加にあ
たっての事
前連絡事項

の周知

参加にあ
たっての事
前連絡事項

の周知

＜ファシリテーター打ち合わせと研修会当日の運営＞＊

ファシリテーターとして打合わせ参加＆
研修会当日のファシリテーショ ン

・参加者へ
事前課題等の
連絡依頼

・グループ名
簿作成

研修会
参加者 メール連絡の受け取り・研修会参加 修了証受取

修了証の
発行

修了証ひ
な形
発行

募集要項
申し込み

フォーム準備

事前課
題準備

事前課
題準備

準備期間 準備期間

図 1 NCC・地域開催協力者・研究班が担っていた役割 



・研修時間の修正 
NCCでの「情報支援研修」は5.5時間×2日間であ

ったが、地方展開版については4時間＋4.5時間とし

て計画した。 
 
・研修教材の修正 
NCCでの「情報支援研修」は、膵がんのケースを

取り上げているが、地方展開版は肺がんのケースと

した。肺がんは疫学的に多いことと、患者用のガイド

ラインが活用可能である状況から教材として取り上

げた。 
 
2）地域での開催に係る調整 
地域開催協力者は、各地域で都道府県拠点病院や

都道府県の相談支援部会との事前調整を行った。（地

域開催協力者） 
 
3）研修会開催要綱の作成や参加者受付等 
・今回の主催は研究班、共催はがん対策研究所がん

情報提供部としたので、開催要綱作成やがん専門

相談員研修Ⅲ群研修の手続きはNCCで実施した。

（NCC） 
 
・参加申し込みのフォーマットを各地域開催協力

者へエクセルの形で送信し、各地域での参加申し

込み者のデータを入力し、送信してもらう形で申

し込みを受け付けた。（NCC） 
 
4）ファシリテーター事前ミーティング 
・ファシリテーター事前ミーティング（各研修会前

3時間ずつ）のzoomのセッティング等の準備はNC
Cで行った。（NCC） 
 
・情報支援についてファシリテーターは共通の認

識をもっている必要がある。（NCC） 
・ファシリテーターミーティングは、各研修会の前

に演習を体験する形で開催し、イメージができて

効果的だった。（地域開催協力者） 
 
5）当日の運営 
・当日の運営は、WEBホスト、サブホスト、講師

対応、電話対応などを考えると5人は必要で、実際、

今回の対応は5人体制であった。（NCC） 
 
・演習の進行についてファシリテーターマニュア

ルがあったこと等で、研修の進行・運営が助けられ

た。（地域開催協力者） 

2．今回のトライアルの結果、出された今後の課題

や方向性 
1) プログラムに関すること 
・今回作成したプログラムで当面運営できるとす

れば、次回以降はプログラム作成に関する労力は

考慮する必要はないかもしれない。（NCC） 
 
2) 申し込み受付に関すること 
・メールアドレスの間違いなどがあり、受講決定通

知の送信に手間取ったので、エクセル形式の申し

込みフォームではなく、通常の研修申し込みフォ

ームを使うなど検討する必要があるかもしれない。

（NCC） 
 
・申し込みフォームがあったことで、地域としては

助けられた。（地域開催協力者） 
 
3) グループ編成に関すること 
・グループ編成をNCCで行ったが、参加者の個別

背景の情報をもたないので、あとでグループメン

バーの修正を要した。（NCC） 
 
4) ファシリテーター・チーフファシリテーターに

関すること 
・普段の業務の中で情報支援を必要とするがん相

談に対応した経験がない、またはとても少ないと

いう研修参加者を対象にファシリテートすること

を考えると、ファシリテーターとなる人は、「NC
C版の情報支援研修を修了している人」「基礎Ⅲ研

修のファシリテーター経験者」など一定の研修を

終えた人が望ましい。（NCC） 
 
・ファシリテーターの役割のハードルを上げない

で「この内容を、“とりあえず”みんなまとめよう 
ね」くらいじゃないと最初は難しいと思う。 
（地域開催協力者） 
 
・ファシリテーターを経験する中で学びを深めて

いくということもある。（地域開催協力者） 
 
・次世代を育てる意味で、自県のファシリテーター 
は自県で担えるようにしたい。次世代のファシリ

テーターのデビューの場は、自県で果たさせてあ

げたい。（地域開催協力者） 
 
・指導者研修を修了していれば、ファシリテーター

を担当してもよいと思う。（地域開催協力者） 



・ファシリテーターの確保という点では、ブロック

単位の開催が現実的かもしれない。（NCC） 
 
・今回行ったようなファシリテーターの事前打ち

合わせ（実際に演習を体験する形）を行うことは必

要と思われる。（NCC） 
 
・チーフファシリテーター、ファシリテーターは、

必要なら他の地域から出張してもらっての運営と

いう選択肢もあるとよい。（NCC） 
 
・チーフファシリテーターは、事前ミーティングで

他のファシリテーターと方向性や目標、進行を打

ち合わせができると効果的な進行が可能である。

（地域開催協力者） 
 
・チーフファシリテーターは大変そうだが、ファシ

リテーターとの模擬演習を含めた事前打ち合わせ

があれば可能だと思う。（地域開催協力者） 
 
5）当日の運営に関すること 
・WEB運営に関する当日の参加者対応は、参加者

の5％ほど（今回電話で対応した人は3人／参加者

約60人）であった。（NCC） 
 
・プログラム上、講義と演習が細かく切り替える必

要があり、それぞれの時間設定も異なり、進行によ

っては時間設定を変更する必要があるので、WEB
のメインホストをだれが担うかが研修開催の実現

には大きな課題になると思う。特に2日目は、画面

共有と音声再生などの頻度が多い。時間がタイト

なので、スムーズに行う必要もある。（NCC） 
 
・受講生がWEB研修に慣れていない方もおられて、

名前の表示の仕方がわからない、自分のグループ

がわからないなどへ対応をする必要だった。 
（NCC） 
 
・メインホストの場には2人は同時にいる必要があ

る。たとえば、音声が聞こえていない、というのも

そばで聞いてくれている人がいないとわからない。

（NCC） 
 
・WEBの器材もよいものを用意しないと音声が入

らないなどのトラブルを生じやすい。（NCC） 
 
 

・ホスト、サブホストは、一つひとつの作業は複雑

ではなく、覚えればできるものだと思うが、研修の

内容が分からないと運営は難しい。（NCC） 
 
・チーフファシリテーターが、今回はそばで時間を

指示してくれたが、そういうことも必要である。 
（NCC） 
 
・ホスト、サブホストは、ファシリテーターミーテ

ィングと研修会本番と両方の運営をする必要があ

る。（NCC） 
 
6）各地域における他の研修プログラムとの関係 
・すでにQA研修を地域で行っており、情報支援研

修を地域行うことになると、年間に2つ全国共通の

プログラムを地域で行うことになり、各県が独自

に企画する研修の回数を減らすことにはなるだろ

うが、それは歓迎されると思う。（地域開催協力者） 
 
7) 地域開催にあたっての地域における調整 
・地域においては都道府県拠点病院および各都道

府県の相談支援部会と合意形成しながら研修の開

催を準備していく必要がある。（地域開催協力者） 
 
・ブロックなど都道府県を超えた単位での開催は、

運営労力の省力化という点と、ファシリテーター

などの人材確保という点で利点がある。 
（地域開催協力者） 
 
8）今後の方針について 
・研修のゴール、ハードルを上げないで繰り返し開

催していくのがよい。（地域開催協力者） 
 
・研修内容をコンパクトにして、モジュールごとの 
分割開催などを選択肢にして繰り返し開催するこ

とを考えたい。（地域開催協力者） 
 
・オンラインで行うことによって、遠方の都道府県 
と共催が可能になったり、県内の交通の便が悪い

地域の参加が可能になったりするメリットがある。

県単位であれば、集合研修の方が参加率の高い地

域もある。（地域開催協力者） 
 
・NCCの関与があると重みが増し、開催しやすさ

がある。（地域開催協力者） 
 
・開催の事務手続きについてNCCのサポートがあ



ることで、病院の事務に相談先ができ、研修会へよ

り協力的であったので、NCCの事務的なサポート

はありがたい。（地域開催協力者） 
 
・研修の教材を変えながら繰り返し開催すること

が望ましい。（地域開催協力者） 
 
・今回と同様の役割をNCCが担うことには限界が

あり、地域でどの程度Web運営ができるかなどの

実務レベルの検討が必要と思われる。（NCC） 
 
D．考察 
インタビューの結果、情報支援研修の地域展開ト

ライアルのプロセスと今後の展開についての課題が

それぞれの立場から明らかにされた。立場や経験し

ている事柄の違いから、課題については立場によっ

て異なる意見もあったが、地域展開のプログラムと

しては今回作成されたものを活用していくことにつ

いて異論はなかった。今回開発されたプログラムを

地域で展開していくための今後の課題に注目し考察

する。 
 
1）WEB運営について 
コロナ禍の状況を踏まえて、当面WEBでの開催が

求められることが想定される。また、WEBならでは

の参加しやすさもあり、WEB開催が可能な環境を整

えることが求められる。NCC関係者から語られたW
EB運営の実際からは①WEB開催の環境が整ってい

ること、②研修会の進行を理解し、WEB機能を使い

こなせる人材があることが必要であることが語られ

ており、今後各地域の準備状況の把握をしながら必

要に応じてサポート体制を検討していく必要がある。 
 
2）地域開催の単位について 

 地域開催の規模としては、都道府県単位の開催と 
近県等と共同で開催するブロック単位での開催の選

択肢がある。地域の実情は異なるため、状況に合わせ

柔軟に企画できることが求められる。 
 

3）研修目標を達成に向けた柔軟な運用について 
結果では、研修参加者の準備状態を踏まえると、研

修のゴールやハードルを上げないで、繰り返し開催

することが必要であることが指摘された。また、モジ

ュールを分割しての弾力的なプログラム運営を可能

にして、地域において情報支援研修を開催し易くし、

研修を根付かせていくような検討が必要であること 

4）研修運営方法について 
研修運営方法としては、ファシリテーターの事前

ミーティングで模擬演習などをとりいれて準備する

ことで効果的な進行が可能であることが語られ、事

前準備のプログラム化の必要性が示された。 
 
5）NCCの関与について 
NCCの関与があることで開催を後押しできる可能

性が高いことが語られ、共催等の開催形態が求めら

れていることが示唆された。 
 
E．結論 
情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと

今後の展開についてインタビュー調査を行ったとこ

ろ、トライアルのプロセスが明らかになり、今後の展

開への課題について次の5点が示唆された。 
1）WEB運営が可能な体制を整備すること 
2）地域開催の単位について、県単位、ブロック単位

といった柔軟な開催とすること 
3）研修目標の達成に向けて、繰り返し開催、モジュ

ールごとの開催など柔軟な運用とすること 
4）研修運営方法について、事前準備のプログラムを

作成すること 
5）NCCが共催等の形で関与すること 

 
F．健康危険情報  

特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  
・Yamaki C, Takayama T, Hayakawa M, Wa 

kao F. Users’ evaluation of Japan’s cancer 
information services: Process, outcomes, sat
isfaction, and independence. BMJ Open Qu
ality. 10(4): e001635, doi:10.1136/bmjoq-202
1-001635. 2021. 
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研究要旨

本研究では、2年次に開発したがん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援を提供

するための相談支援技術を身に着けるための研修について、実施可能性を高めるためのプ

ログラムの前半部を実施した。その研修の効果を参加者の満足度（reaction）、知識（lea
rning）、行動（behavior）の3側面から測定することで、当該研修プログラムの妥当性を

明らかにすることと、必要な改善点を導くことを目的とする。

事前、研修当日、研修終了3か月後の3回にそれぞれウェブ入力によるアンケートを実施

し、受講者の満足度、知識および行動の変化を明らかにする。

3つのモジュールで構成されたがん患者への情報支援研修プログラムのうち、モジュール

1，2のみの実施であっても、研修効果の満足度、知識、行動の観点から有用であると評価

された。しかし、3つのモジュールすべてを実施した場合より効果が劣る可能性もあり、

効果的な実施方法については、継続的な検討が必要である。

A． 研究目的 
社会の高度な情報化の中で、医療・医学・健康情

報についても多くの人が容易に入手できるように

なった。しかし、発信される医療・医学・健康情報

は、玉石混交であり、情報過多により、却って患者・

家族等が適切な情報にたどりつく機会を阻害する

状況も生んでいる。患者が自己の状況に合った必要

な情報を的確に整理・補完し、適切な情報を案内し、

必要に応じて支援につなげるがん専門相談員の役

割や期待はこれまで以上に高まっている。しかし、

がん相談支援センターにおけるがんの診療ガイド

ライン等の設置は４ 割程度にとどまる。複雑化す

る相談ニーズに適切に対応するためには、相談員が

相談者の状況を客観的に理解し、必要な情報を同定

するとともにその情報の信頼性・妥当性を見極める

能力、ガイドライン等の信頼できる情報を相談者の

ヘルスリテラシーに合わせて提供するための力量

の向上が急務である。

がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針（令

和4年8月）では、全国のがん相談支援センターの相

談員に、国立がん研究センターがん対策研究所が実

施する基礎研修（1）（2）（3）を各相談員に各1回
以上提供すること、継続的・系統的な研修の受講を

求めている。また、講義形式（ E-learning形式）の

研修である基礎研修（１）（２）は、繰り返し受講

することができるようになっている。しかし、適切

な情報の見極めと、活用方法についての研修は、一

方的な受講形式では習得が困難であり、グループワ

ークなど体験型・演習型の要素も必要となる。体験

型・集合型の研修は、一度に受け入れ可能な人数が

限られ、国立がん研究センター一か所で提供してい

くには普及に時間がかかりすぎるため、多数の人に

迅速に普及させるためには、同時期に多数の開催が

必要となる。

そこで、これまで国立がん研究センター主催のも

と実施してきた研修の要素をモジュール化し、都道

府県単位での研修開催、普及に耐えうるプログラム

として再構成した。

本研究はこの都道府県単位での開催を想定した

研修「『情報から始まるがん相談支援』研修～地域

展開版～ 」のうち、モジュール①②

により、本プログラムの効果について受講者の満
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足度、知識、行動の観点から評価することを目的と

する。 
 
B．研究方法 
１）研究対象 
本研究の対象者は、オンライン研修の効果を明ら

かにするための研修であることを明示した上で参

加協力に同意が得られたがん専門相談員で、以下の

条件を満たした研修参加者のうち、アンケート回答

による研究協力に同意した者とした。 
① 4地域で2022年8月-10月のいずれかで開催

される半日の研修に参加できる者 
② オンライン研修参加のための安定したネッ

トワーク接続環境、および研修に集中できる

静かな個室などの環境を準備できる者 
③ ビデオ通話でのグループディスカッション

の参加に支障がない者（顔出しでの参加に了

解が得られる者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２）調査方法 
研修の受講予定者に、文書により調査の意図と内

容について説明し、同意の得られた協力者にオンラ

インでの質問紙調査を行う。 
① 調査1：研修の事前に、研修のモジュール①

で扱う主題に関する知識を尋ねた。回答時間

は約5分である 
② 調査２：研修の受講直後に、研修で扱った主

題に関する知識および満足度、必要最小限の

属性情報を尋ねた。回答時間は約10分である。 
③ 調査３：研修の終了後3か月（2022年1月）に

研修受講後の行動の変化を尋ねた。回答時間

は約10分である。 
３）調査項目 
KirkPatrick＆Kirkpatrick（2006）を参考に、参

加者の満足度（reaction）、知識（learning）、行

動（behavior）の3側面から測定することとした。 
満足度についてはそれぞれの研修内容に沿って、

講義については「わかりやすかったか」「説明の速

さが適切であったか」「新しい気付きがあって満足

感があったか」の3点について、演習については「進

行に戸惑うことはなかったか」「自身の意見が十分

に言えたか」「他の参加者の意見が十分に聴けたか」

「新たな気付きがあって満足感があったか」の4点
について尋ねた。 
知識については、調査１および調査2では「検索

エンジン（GoogleやYahoo！など）や、媒体（パソ

コンやスマホなど）によって、医療情報の検索結果

が違うことを理解した上で検索を行うこと」「広告

表示に気を付けて医療情報を検索し、信頼できる情

報か取捨選択すること」「情報の更新時期を確認す

ること」「情報発信の運営主体や発信者の立場を確

認すること」「発信されている情報およびサイトの

目的を把握すること」「情報の源となっているもの

は何かの記載を確認し、公正な発信か判断するこ

と」、「患者向けガイドラインを参照して情報支援

をすること」「がん情報サービスを参照して情報支

援をすること」「信頼できるサイトにすぐにアクセ

スできるように準備しておくこと」「ガイドライン

などの書籍を準備しておくこと」「信頼できる情報

について、相談支援センター内で申し合わせをして

おくこと」の11点について、どの程度強く意識して

いるのかを4段階で尋ねた。 
行動については、調査１および調査３において

「相談支援に基本的な医療情報が必要なときは、が

ん情報サービスや患者向けガイドラインなどをよ

く活用している」「インターネットで検索した情報

源（ウエブサイトなど）が信頼できる医療情報を提

供しているサイトであるかどうかをよく見極めて

いる」「自分が知らない情報に直面したときに、そ

の情報が信頼できる情報であるかどうかをよく見

極めている」「信頼できる情報を伝えることができ

るようにするための情報整備を、がん相談支援セン

ター（組織・部門）として行った」「相談者が必要

としている情報や支援のニーズによく注目してい

る」「相談者の情報探求パターン、情報を理解する

力、求めている情報の深さなどをよくアセスメント

している」「情報を伝える際には、相談者にあった

方法でよく伝えている」「相談者が自身の価値に基

づき、さまざまな決定・行動をしていけるように支

援している」についてどの程度あてはまるか、4段
階で尋ねた。 

表１：研修の構成
13時～17時（4時間）
モジュール１：情報の評価・見極め

講義１　がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての情報支援とは
講義２　医療情報をどう評価するか
演習①　信頼できる情報を見極める

モジュール2：診療ガイドラインの活用
講義３　診療ガイドライン・活用例（事前課題Eラーニングの復習）
演習②　がん情報サービス、患者向け診療ガイドラインを使ってみる　
講義４　がん相談支援センターでの情報整備
演習③　自施設の情報整備



 
 

（倫理面への配慮） 
本研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」に準じて、研究対象者から同

意を受けて実施した。 
 
C．研究結果 
１）各地域の回答率 
 4県の各研修の参加者（講師、ファシリテーター、

運営者を除く）の内訳とアンケートに回答した者の

割合を示した。研究への協力に同意し、T1~T3の調

査のうち1回以上、回答したのは106人（97.2%）、

T1の回答者が101人(92.7%)、T2が78人(71.6%)、T
3 が57人(52.3%)であった。 
 

 
 
２）回答者の背景 
 回答者の属性は研修実施直後のT2時に把握し、

表4に示した。参加者は40歳代が最も多く、次いで

30歳代、50歳代であった。所属施設は総合病院が最

も多く66.7%を締めた。がん相談支援には専従、専

任、兼任がほぼ同割合であった。保有資格は社会福

祉士・精神保健福祉士が52.6%、看護師が41.0%で

あり、認定がん専門相談員は4人(5.1%)のみであっ

た。がん相談支援業務従事経験は3年未満が最も多

く34.4％、次いで5年以上10年未満が22.2%であっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 

 
3）研修の満足度 
 モジュール1およびモジュール2を構成する4つの 
講義および3つの演習に対する評価を表5に示した。

すべての講義において、「内容はわかりやすかった」

「説明の速さはちょうどよかった」「新しい気づき

があり満足感があった」のいずれについても「大変

そう思う」「そう思う」との回答が95％以上であっ

た。 
 演習についても、「進行に戸惑うことはなかった」

「自分の意見が十分言えた」「他の参加者の意見が

十分に聴けた」「新たな気づきがあって満足感があ

った」について、1項目を除いて「大変そう思う」

「そう思う」との回答が90％以上であった。3演習

とも、「自分の意見が十分言えた」について、「大

変そう思う」と答えた人は30％台にとどまった。 
 「事前課題の量がちょうどよかった」「提示の時

期がちょうどよかった」について、「大変そう思う」

と回答した人が20％台であり、「あまりそう思わな

い」「まったくそう思わない」と答えた人がそれぞ

れ13.1%、5.2％であった。 
「機会があれば再度受講したいと思うか」「他の

相談員にこの研修の受講を勧めるか」については、

90％以上が「大変そう思う」「そう思う」と回答し

表2. 知識および行動の評価項目
（知識）
医療情報・情報源の見極め（T1-T2-T3）

理論的範囲：0-18、信頼性係数　T1: α＝.844　T2:α=.880 T5:α＝.776
検索エンジンや使用する媒体によって、医療情報の検索結果が違うことを理解した上で検索を行うこと
広告表示に気を付けて医療情報を検索し、信頼できる情報か取捨選択すること
情報の更新時期を確認すること
情報発信の運営主体や発信者の立場を確認すること
発信されている情報およびサイトの目的を把握すること　
情報の源となっているものは何かの記載を確認し、公正な発信か判断すること

ガイドライン等の活用（T1-T2-T3）
理論的範囲：0-6、信頼性係数　T1: α＝.818　T2:α=.853　T3:α＝.771

患者向けガイドラインを参照して情報支援をすること
がん情報サービスを参照して情報支援をすること

組織としての情報整備（T1-T2-T3）
理論的範囲：0-9、信頼性係数　T1: .808　T2:α=.884　T3:α＝.821

信頼できるサイトにすぐにアクセスできるように準備しておくこと
ガイドラインなどの書籍を準備しておくこと
信頼できる情報について、相談支援センター内で申し合わせをしておくこと

（行動）
情報の活用と整備についての自己認識（T1-T3）

理論的範囲：0-16、信頼性係数　T1: α＝.684　T3:α=.656
相談支援に基本的な医療情報が必要なときは、がん情報サービスや患者向けガイドラインなどをよく活用している
インターネットで検索した情報源（ウエブサイトなど）が信頼できる医療情報を提供しているサイトであるかどうかをよく見極めている
自分が知らない情報に直面したときに、その情報が信頼できる情報であるかどうかをよく見極めている
信頼できる情報を伝えることができるようにするための情報整備を、がん相談支援センター（組織・部門）として行った

表3.地域ごとの回収率
受講者数 いずれかに回答 (%) T1 (%) T2 (%) T3 (%)

地域A 26 23 88.5 22 84.6 12 46.2 18 69.2
地域B 34 34 100.0 31 91.2 26 76.5 13 38.2
地域C 20 20 100.0 20 100.0 15 75.0 11 55.0
地域D 29 29 100.0 28 96.6 25 86.2 15 51.7
合計 109 106 97.2 101 92.7 78 71.6 57 52.3
A 岡山, B 鳥取, C 富山, D 高知

表4. 回答者の背景
受講者の年齢

20歳代 8 10.3
30歳代 17 21.8
40歳代 27 34.6
50歳代 16 20.5
60歳以上 10 12.8

所属施設
がん専門病院 6 7.7
大学病院 15 19.2
総合病院 52 66.7
その他 5 6.4

がん相談⽀援業務従事形態
専従 23 29.5
専任 21 26.9
兼任 21 26.9
その他 13 16.7

保有資格（複数回答）
看護師 32 41.0
　（うち専門看護師・認定看護師） 12 15.4
社会福祉士・精神保健福祉士 41 52.6
臨床心理士・公認心理師 3 3.8
認定がん専門相談員 4 5.1

がん相談支援業務経験
3年未満 31 34.4
3年以上5年未満 16 17.8
5年以上10年未満 20 22.2
10年以上20年未満 11 12.2

T2時のアンケートで把握した値(n=78)



た。 
 

 
 
４）知識の獲得と行動の変容 
 「医療情報・情報源の見極め」「ガイドライン等

の活用」「組織としての情報整備」それおれについ

て、どの程度意識しているかをT1、T2、T3で尋ね、

尺度化した得点を算出した。特に研修受講後（T2、
T3）の得点で正規性が見られなかったため、ノンパ

ラメトリック検定により比較した。「医療情報・情

報源の見極め」は、T1に比して、T2 、T3で有意に

高く、T2はT3より有意に高かった。「ガイドライン

等の活用」についても、T1に比して、T2 、T3で有

意に高く、T2、T3の間の差はなかった。組織として

の情報整備については、T1 に比してT2は有意に高

かったが、T3との差は見られなかった。T2、T3の
間にも差はなかった。 
 情報の活用と整備についての自己認識は、T1に
比してT3で高かった。 

 
 
D．考察 
満足度については、それぞれの測定項目において

概ね9割以上の人が満足しているという結果であり、

研修の評価として必要な満足度を得ているものと

考えられる。特に講義については、「大変そう思う」

と回答する割合が1項目を除いて過半数を超えてお

り、講義内容が十分に洗練され、受講者に伝わりや

すいものになったと考えられる。 
 演習においても、「大変そう思う」「そう思う」

が概ね9割を超えており、プログラムの構成やファ

シリテーターの事前準備は研修として十分な質に

達していると考える。しかし、「自分の意見が十分

に言えた」にたいして、「大変そう思う」との回答

は3割程度であり、グループディスカッション型の

研修としては、本人の体験、発話を促すような工夫

の余地が残されている可能性がある。 
 知識については「医療情報・情報源の見極め」「ガ

イドライン等の活用」「組織としての情報整備」の

いずれの指標についても、研修後に値が上昇し、「医

療情報・情報源の見極め」「ガイドライン等の活用」

については3か月後にも研修前より高い値が維持さ

れていた。しかし、「組織としての情報整備」につ

いては、3か月後には研修前からの上昇は消失して

いた。昨年度は、本研修と同じモジュール1・２の

実施と、別日にモジュール3の研修をセットで実施

し、その際には「組織としての情報整備」について

も研修3か月後に高い値が維持されていた。参加者

層の違いや、サンプル数の少なさの点で、断定はで

きないが、モジュール3で取り扱った、目の前の相

談者のアセスメントと必要な支援を結び付けて考

える経験が、組織として継続的に取り組むための動

機付けを強化する可能性がある。 
 行動については、本研修、モジュール１・２が扱

った内容については、研修後に有意に上昇し、3か
月後にも維持されていた。 
 以上より、モジュール１・２のみを取り出した研

表5．満足度（Reaction）
大変そう思う そう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

モジュール１ n=78
　講義１　「がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての情報支援とは」はいかがでしたか

内容はわかりやすかった 69.2 30.8 0.0 0.0
説明の速さはちょうどよかった 57.7 41.0 1.3 0.0
新しい気づきがあって満足感があった 61.5 38.5 0.0 0.0

　講義２　「医療情報をどう評価するか」はいかがでしたか
内容はわかりやすかった 59.0 41.0 0.0 0.0
説明の速さはちょうどよかった 53.2 45.5 1.3 0.0
新しい気づきがあって満足感があった 64.9 35.1 0.0 0.0

　演習１　「信頼できる情報を見極める」はいかがでしたか
進行に戸惑うことはなかった 52.6 42.3 5.1 0.0
自身の意見が十分に言えた 35.1 62.3 2.6 0.0
 他の参加者の意見が十分に聴けた 52.6 46.2 1.3 0.0
新たな気づきがあって満足感があった 57.7 42.3 0.0 0.0

モジュール２ n=78
　講義３　「診療ガイドライン・活用例」はいかがでしたか

内容はわかりやすかった 53.8 43.6 2.6 0.0
説明の速さはちょうどよかった 50.0 47.4 2.6 0.0
新しい気づきがあってて満足感があった 55.1 43.6 1.3 0.0

　演習２　「診療ガイドラインを使ってみる」はいかがでしたか
進行に戸惑うことはなかった 50.6 46.8 2.6 0.0
自身の意見が十分に言えた 33.8 62.3 3.9 0.0
 他の参加者の意見が十分に聴けた 52.6 43.6 3.8 0.0
新たな気づきがあって満足感があった 60.0 38.7 1.3 0.0

　講義４　「がん相談支援センターでの情報整理」はいかがでしたか
内容はわかりやすかった 53.8 44.9 1.3 0.0
説明の速さはちょうどよかった 48.1 50.6 1.3 0.0
新しい気づきがあって満足感があった 58.4 41.6 0.0 0.0

　演習３　「自施設の情報整理」はいかがでしたか
進行に戸惑うことはなかった 42.9 55.8 1.3 0.0
自身の意見が十分に言えた 34.6 55.1 10.3 0.0
他の参加者の意見が十分に聴けた 50.0 48.7 1.3 0.0
新たな気づきがあって満足感があった 51.3 57.2 2.6 0.0

モジュール１・2全体について n=78
　事前課題について　

事前課題の量はちょうどよかった 25.0 61.8 10.5 2.6
事前課題の提示の時期はちょうどよかった 28.6 66.2 5.2 0.0

　研修全体を通して　
機会があれば再度受講したいと思いますか 37.2 57.7 5.1 0.0
他の相談員にこの研修受講を勧めたいと思います
か 48.7 48.7 1.3 1.3

※無回答を除く

表4 .知識および行動の変化
平均値 ± 標準偏差 得点の分布 平均ランク

（知識）
医療情報・情報源の見極め (n=44)

T1(n=101): 13.6 ± 2.8 4-18 T1: 1.22 T2-T1: 1.47 p<.000
T2(n=76): 16.4 ± 2.3 6-18 T2: 2.68 T3-T1: 0.89 p<.000
T3(n=56): 15.7 ± 2.1 12-18 T3: 2.10 T3-T2: 0.58 <.01

ガイドライン等の活用 (n=45)
T1(n=100): 4.3 ± 1.4 0-6 T1: 1.61 T2-T1: 0.58 p<.05
T2(n=78): 5.0 ± 1.2 0-6 T2: 2.19 T3-T1: 0.59 p<.05
T3(n=56): 4.1 ± 1.0 2-6 T3: 2.20 T3-T2: 0.01 n.s.

組織としての情報整備 (n=45)
T1(n=100): 5.9 ± 1.9 0-9 T1: 1.63 T2-T1: 0.78 <.01
T2(n=78): 7.4 ± 1.7 3-9 T2: 2.41 T3-T1: 0.32 n.s.
T3(n=56): 6.6 ± 1.8 1-9 T3: 1.96 T3-T2: 0.46 n.s.

（行動）
情報の活用と整備についての自己認識 （n=54)

T1(n=101): 8.2 ± 2.1 3-12 T1: 1.26 p<.000
T3(n=57): 9.4 ± 1.8 5-12 T3: 1.74

Friedman検定。3時点の比較については、Bonferroni検定による事後検定



修においても、一定の効果は観察され、有用な研修

であると考えられる。実施可能性を高めるうえでは、

1日のみの研修による利便性は高いが、モジュール

3を含む総合的な研修の有用性は否定できず、期間

を空けるとしても、モジュール３をより平易に運営

するための手法の開発も望まれる。 
 本研究の限界としては、研修の受講者のうち、初

回調査の回答割合は高いが、3回の全調査への回答

割合は限られるなど、データとして不安定であるこ

とが挙げられる。また、知識、行動の評価がすべて

主観的な評価である点については、行動について客

観的な評価が可能となることが望ましく、相談対応

のモニタリングなどによって把握していくことも

検討が必要であろう。このプログラムをどのような

受講者に提供することがより効果を生むのかなど、

より詳細な要因分析をするためには、同様の研修を

継続的に実施し、評価についてもデータを蓄積して

いくことが必要であると考えられる。 
 
E．結論 
3 つのモジュールで構成されたがん患者への情報

支援研修プログラムのうち、モジュール 1，2 の

みの実施であっても、研修効果の満足度、知識、

行動の観点から有用であると評価された。しか

し、3 つのモジュールすべてを実施した場合より

効果が劣る可能性もあり、効果的な実施方法につ

いては、継続的な検討が必要である。 
 
F．健康危険情報 
特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
1．論文発表   なし 
2．学会発表   なし（演題登録中） 

 
H.知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
 1．特許取得   なし 
 2．実用新案登録 なし 

3．その他    なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん専門相談員に求められる研修等に関する検討

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部 

研究分担者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部 

研究要旨

本研究では、がん専門相談員（以下、相談員）を対象とした Web アンケート調査により

研修の受講意向等を明らかにし、相談員への教育・研修のあり方について検討した。全国

のがん診療連携拠点病院のがん相談支援センターの担当者と国立がん研究センターが提供

する相談員向け研修受講者が登録されているメーリングリストを通じて調査への協力を依

頼し、回答が得られた相談員 614 名を分析対象とした。 
対象者の 9 割が相談員としての相談対応力を向上させるための教育や研修を受けたいと

回答しており、E-ラーニングで受講可能な講義の他、情報探しに関するアドバイスを得る

ことができる、困ったときに相談できる、さらには悩みや困りごとを共有できる場が望ま

れていた。また、研修参加を検討する際に重視することとして、特に 20～30 代では、新た

なトピックスについての情報を得ることや相談対応の基本的な内容を整理して学ぶこと重

視する傾向があり、相談員の年齢等により、教育・研修に対するニーズは異なる可能性が

示された。

本調査の結果より、相談員の教育・研修受講に対する意向は高いことが示され、相談員が

研修を受講する際に、組織の理解やサポートが受けられるよう管理者等へ働きかけると共

に、継続教育の環境を整備する必要があると考えられた。またがん医療の進展と共に相談者

の相談ニーズは複雑かつ多様化しており、相談員同士が情報交換や相談し合える場を提供

することは、より一層重要であると考えられた。今後も本調査で得られたデータの詳細な分

析を基に、相談員向け研修のあり方についてのさらなる検討を重ねる方針である。将来的に

は、相談に求められる教育研修を広く提供できるよう、外部の機関を活用した研修プログラ

ムのインフラ整備等についても検討し、質の高い研修を継続して提供することが、持続可能

な相談支援の環境を提供することにつながると考えられる。

A． 研究目的 
がん相談支援センター（以下、相談支援センター）

は、地域や病院内の「がんの情報支援拠点」としての

機能や役割を有しており、がん専門相談員（以下、相

談員）相談対応の知識とスキルの向上に加え、相談支

援センターの質の担保、院内外・地域への周知や連携

といった点を包含する効果的な研修を提供する必要

がある。一方で、多忙な業務の中で、相談対応につい

て継続的に教育や研修を受けること自体が困難であ

り課題となっている。そのため、現場の相談員の研修

に対するニーズを的確に把握し、教育・研修の機会を

提供することが求められる。

そこで本研究では、相談員を対象としたアンケー

トにより研修の受講意向等を明らかにし、相談員へ

の教育・研修のあり方について検討することを目的

とした。

B．研究方法

全国のがん診療連携拠点病院のがん相談支援セン

ターの担当者と国立がん研究センターが提供する相

談員向け研修受講者が登録されているメーリングリ

ストを通じて、Web回答フォームURLを提示したメ

ールを発出し、調査協力を依頼した。調査期間は202
3年3月27日～4月10日であった。

調査項目は以下の複数の項目から成る。

1）個人属性（年代・性別・保有資格 等）

2）所属施設の属性（病院の種類、種別 等）

3）相談員向けの教育や研修の受講意向 等
－ 今後の研修の受講意向とその内容

4）希望する研修方式

－ 研修参加の際に考慮すること

－ 研修形式（対面、オンライン 等）

－ 研修方法（講義、グループワーク 等）

－ 開催時間帯/開催時間
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5) 研修参加を検討する際に重視すること 
   － 以下の 7 項目のあてはまる程度 
1. 新たなトピックスについて情報が得られること 
2. 相談支援のスキルの維持・向上が図れること 
3. 困難事例への対応について示唆が得られること 
4. 相談支援における困りごと（組織対応も含む） 
に対応するためのヒントを得ること 

5. 他の施設の活動を知り、自施設の活動に活かせる

内容を学ぶこと 
6. がん相談に関する基本的な内容について、整理し 
て学ぶこと 

7. がん専門相談員同士のピアサポートができるこ

と 
   
 分析は、各項目の回答割合を算出し、グラフ化して

視覚的に確認した。研修参加を検討する際に重視す

ることについては、χ2検定を用いて年代別の回答割

合を比較した。、 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審査

には申請しないが、国立がん研究センター研究倫理

審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-054）」

の判断を得て実施した。また、対象者へは、本研究の

目的・方法・倫理的配慮を記した説明文をよく読み、

回答するよう依頼した。また、Web回答フォームは

「協力に同意する」にチェックした者のみ回答でき

るよう設定した。 
 
C．研究結果 
相談員614名より回答が得られた。回答者の性別は、

女性が90.1％であり、年齢（年代）は、40～50歳代が

約7割を占めた。回答者の保有資格は、看護師が45.
8％であり、社会福祉士が38.6％であった（図1-1～1
-3）。回答者が所属する病院の種類は、総合病院（6
8.4％）が最も多く、大学病院（21.3％）、がん専門

病院（5.9％）の順であった。またがん診療連携拠点

病院の種別は主に、地域がん診療連携拠点病院（59.
0％）、都道府県がん診療連携拠点病院（20.5％）で

あった（図2-1～2-2）。 
相談員向けの教育や研修の受講意向については、

「がん患者さんやご家族からの相談や困りごとに対

応する力（知識やスキル等）を向上させるため、今後

さらに研修や教育を受けたいと思うか」の設問には、

「とてもそう思う（59.3%）」と「まあそう思う（3
4.2%）」を合わせると9割以上の者がそう思うと回答

した。希望する教育・研修の内容は、E-ラーニングで

いつでも受講できる講義（89.9％）、情報探しで困っ

たときにアドバイスをもらえる場（55.2％）、相談対

応で困ったときに相談（53.7％）、相談員同士の悩み

や困りごとを共有できる場（49.5％）の順であった

（図3-1～3-2）。 
希望する研修方式について、研修へ参加する際に

考慮することは開催日時・時間帯（81.9％）、研修形

式は対面・オンラインでの参加が可能なハイブリッ

ド形式（48.7％）、研修方法は講義（52.8％）、開催

時間帯は土日/休日の日中（43.6％）、開催時間は3～
4時間（43.6％）の回答割合が高かった（図4-1～4-5）。 
研修参加を検討する際に重視することは、「とても

重視する」と「まあ重視する」を合わせると7項目全

てで8～9割以上の者が重視すると回答した（図5）。

年代別の比較では、「1. 新たなトピックスについて

情報が得られること」「6. がん相談に関する基本的

な内容について、整理して学ぶこと」は、20～30代
で重視すると回答した者の割合が高かった。 

 
D．考察 
本研究では、相談員を対象に教育や研修の受講意

向等を明らかにした。その結果、対象者の9割が相談

員としての相談対応力を向上させるための研修や教

育を受けたいと回答しており、受講意向は高かった。 
本調査の対象者の約9割は、都道府県もしくは地域が

ん診療連携拠点病院に所属していた。2022年8月に改

定された「がん診療連携拠点病院等の整備について

（整備指針）」では、拠点病院で相談支援に携わる者

へは“定期的な知識の更新に努めること”が新たに盛

り込まれており、相談員を取り巻く制度や環境が

個々の相談員の受講意向の高さに影響を及ぼしてい

る可能性が考えられる。相談員の教育・研修受講に対

する意向や意欲を損なうことのないよう努める必要

がある。また相談員が研修を受講する際に、組織の理

解やサポートが受けられるよう管理者等へ働きかけ

ると共に、継続教育の環境を整備する必要がある。 
 今回の調査では、研修・教育の内容のうちE-ラーニ

ングで受講可能な講義を希望する者が最も多く、相

談員が常日頃から研修・教育の機会を望んでいるこ

とが伺えた。また、情報探しに関するアドバイスを得

る、困ったときに相談できる、さらには悩みや困りご

とを共有できる場が望まれており、がん医療の進展

と共に相談者の相談ニーズは複雑かつ多様化してい

るため、現場の相談員にとっては相談対応に苦慮す

るケースが少なくないものと推察される。そのよう



な状況下において、相談員同士が相談し合える場を

提供することは、より一層重要であると考えられた。 
また、研修参加を検討する際に重視することとし

て、特に20～30代では、新たなトピックスについて

の情報を得ることや相談対応の基本的な内容を整理

して学ぶこと重視する傾向があった。相談員の年齢

や経験年数により、教育・研修に対するニーズは異な

るものと想定される。今後は、本調査で得られたデー

タの詳細な分析を基に、相談員向け研修のあり方に

ついて検討を重ねる方針である。将来的には外部の

機関を活用した研修プログラムのインフラ整備につ

いても検討し、質の高い研修を提供し続けることが

求められる。 
 

E．結論 
本調査の結果より、相談員の教育・研修受講に対す

る意向は高いことが示され、相談員が研修を受講す

る際に、組織の理解やサポートが受けられるよう管

理者等へ働きかけると共に、継続教育の環境を整備

する必要があると考えられた。またがん医療の進展

と共に相談者の相談ニーズは複雑かつ多様化してお

り、相談員同士が情報交換や相談し合える場を提供

することは、より一層重要であると考えられた。 
今後も本調査で得られたデータの詳細な分析を基

に、相談員向け研修のあり方についてのさらなる検

討を重ねる方針である。。将来的には、相談に求めら

れる教育研修を広く提供できるよう、外部の機関を

活用した研修プログラムのインフラ整備等について

も検討し、質の高い研修を継続して提供することが、

持続可能な相談支援の環境を提供することにつなが

ると考えられる。 
 
F．健康危険情報  
特になし 

 
G．研究発表 
1．論文発表   なし 
2．学会発表   なし 

 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
1. 特許取得   なし 
2. 実用新案登録  なし 
3. その他    なし 
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9.9 90.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男 女

図 1-1 性別 （N = 614) 

5.2 18.2 39.7 28.8 7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
20歳代 30歳代

40歳代 50歳代

60歳代 70歳代以上

図 1-2 年代 （N = 614) 
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0.2

2.0

38.6

15.0

2.8

5.9

6.8

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん看護専門看護師

認定看護師（分野）

看護師

認定上級社会福祉士

認定社会福祉士（分野）

社会福祉士

精神保健福祉士

臨床心理士

公認心理師

保健師

その他

図 1-3 保有資格[複数回答] （N = 614) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1 病院の種類 （N = 614) 

5.9 21.3 68.4 4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

がん専門病院 大学病院

総合病院 その他

20.5 59.0 4.4 7.0 5.5 3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 都道府県がん診療連携拠点病院
地域がん診療連携拠点病院
特定領域がん診療連携拠点病院
国立がん研究センター
地域がん診療病院
都道府県指定のがんの拠点病院
その他
わからない

図 2-2 がん診療連携拠点病院の種別 （N = 614) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

59.3 34.2 5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
とてもそう思う まあそう思う

どちらともいえない あまりそう思わない

まったく思わない

図 3-1 相談員向けの教育や研修の受講意向 （N = 614) 

「がん患者さんやご家族からの相談や困りごとに対応する力（知識やスキル等）を向上させるため 
今後さらに研修や教育を受けたいと思いますか」の設問への回答 

89.9

30.9

24.9

20.7

27.2

40.2

23.3

49.5

55.2

53.7

30.1

29.6

35.0

38.9

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

E-ラーニングでいつでも受講できる講義

一定の達成状況が、テスト等で確認できる講義や研修

スキルを上げるための個別のコンサルテーションを受けられる場

相談対応の評価（QA研修）を個別に受けられる場

プレゼンテーションのスキルについて学ぶ場

複数人で事例検討を行える場

相談対応の評価（QA研修）を複数人で受けられる場

相談員同士の悩みや困りごとを共有できる場

情報探しでこまったときにアドバイスをもらえる場

相談対応で困ったときにアドバイスをもらえる場

相談支援センター内でのイベントや活動等の企画案の作り方について学…

院内外での研修や勉強会等の企画案の作り方や運営方法について学ぶ場

院内の相談対応体制の作り方について学ぶ場

相談記録の分析の方法や分析結果の活かし方について学ぶ場

その他

図 3-2 がん診療連携拠点病院の種別 （N = 614) 
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主催団体や組織名

開催日時・時間帯

開催場所

開催形態（集合研修・オンライン・ハイブリット等）

参加費用（研修・勉強会の受講料、旅費等）

トピックやテーマ、講師

知り合いが参加すること

資格取得もしくは継続のための単位が取得できること

その他

図 4-1 研修に参加する際に考慮すること （N = 614) 

「相談員として相談対応の質の向上を図るため、研修や勉強会へ参加するとき、 
どのような点を考慮して参加するか・しないかを決めますか。」の設問への回答 

 

12.9 24.1 48.7 14.0
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オンライン形式
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e-ラーニングによる自己学習形式

その他

図 4-2 研修形式 （N = 614) 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

52.8 39.3 6.8
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事例検討（グループワーク）

ロールプレイ

その他

図 4-3 研修方法 （N = 614) 
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図 4-4 研修の開催時間帯 （N = 614) 
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図 4-5 研修の開催時間 （N = 614) 



 
 
 

とても重視する

59.1

74.4

62.7

63.4

47.9

52.9

34.5

まあ重視する

39.3

24.9

34.2

34.0

48.2

41.7

50.2

あまり重視しない

3.1

2.4

3.4

4.9

13.8

全く重視しない

1.新たなトピックスについて情報が得られること(n=614)

2.相談支援のスキルの維持・向上が図れること(n=614)

3.困難事例への対応について示唆が得られること(n=614)

4.相談支援における困りごと（組織対応も含む）に対応するためのヒントを得ること
(n=614)

5.他の施設の活動を知り、自施設の活動に活かせる内容を学ぶこと(n=614)

6.がん相談に関する基本的な内容について、整理して学ぶこと(n=614)

7.がん専門相談員同士のピアサポートができること(n=614)

図 5 研修参加を検討する際に重視すること 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん専門相談員の学会・研修会主催の研修・学習会参加に関する研究 

研究分担者 清水 奈緒美 湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究分担者 品田 雄市  東京医科大学八王子医療センター 総合相談・支援センター（課長補佐） 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院 （看護師長） 

研究要旨

本研究では、がん専門相談員（以下、相談員）を対象としたWebアンケート調査により学会・研究会

主催の研修への受講意向等を明らかにし、相談員への教育・研修のあり方について検討した。全国のが

ん診療連携拠点病院のがん相談支援センターの担当者と国立がん研究センターが提供する相談員向け研

修受講者が登録されているメーリングリストと地域のネットワークを通じて調査への協力を依頼し、回

答が得られた相談員614名を分析対象とした。 
学会・研究会の所属は54.4％の人はもっておらず、過去1年間の学会・研究会主催の研修会への参加は

32.7％の人は「参加回数0回」で、「2-3回ある人」が30.9％を占めており、二極化していた。 
調査項目間のχ二乗検定を行ったところ、①年代と有意な関連があったのは「学会・研究会への所

属」と「過去1年間の学会・研究会主催の研修会参加」、②拠点病院・非拠点病院と有意な関連があった

のは「過去1年間の学会・研究会主催の研修会参加」であった。 
相談員に求められるものはがん治療の急速な進化やがん患者の支援体制の充実に応ずる形で、多様

化、複雑化しており、継続的な学習は欠かせない。相談員の教育・研修受講に対する意向や意欲を損な

うことのないよう努める必要がある。また相談員が研修を受講する際に、組織の理解やサポートが受け

られるよう管理者等へ働きかけると共に、継続教育の環境を整備する必要がある。今後も本調査で得ら

れたデータの詳細な分析を基に、相談員向け研修のあり方についてのさらなる検討を重ねる方針であ

る。将来的には、相談に求められる教育研修を広く提供できるよう、外部の機関を活用した研修プログ

ラムのインフラ整備等についても検討し、質の高い研修を継続して提供することが、持続可能な相談支

援の環境を提供することにつながると考えられる。

A． 研究目的 
相談員（以下、相談員）のスキルや能力の向上に

向けた研修については、第１期がん対策基本計画が

制定された2007年から、がん対策情報センター（以

下NCC）を中心に推進され、構造化された研修が数

多く開催されている。また、各地域や各県の相談支

援部会等が主導し、それぞれの現状や課題に合わせ

た研修も広く行われるようになった。

一方で、相談員の移動や新採用などもあり、NC
Cが開催する研修へのニーズは常に高く、研修を希

望した全ての人のニーズに応えられない状況が続

いている。また、日本のがん患者はがん診療連携拠

点病院（以下拠点病院）の認定を受けていない病院

（以下非拠点病院）で診療を受けている人も多く、

拠点/非拠点に関わらず、相談員のスキルや能力の

向上は必要とされている。

本調査では、学会や研究会などが行う継続教育に

対する相談員の参加状況と研修・学習会へ求めるこ

とを調査し、NCC以外の団体が行う相談員の研修

について考えることを目的とした。

B．研究方法 
1．研究期間

調査期間は2023年3月27日～4月10日であった。

2．研究デザイン 
Webアンケートフォームを用いた無記名自記式

記入調査による横断的観察研究

3．研究方法 
1) 調査参加者への依頼

「全国のがん診療連携拠点病院のがん相談支援

センターの担当者が登録されているメーリングリ

ストを通じてWeb回答フォームのURLを提示した

メールを発出し、調査協力を依頼した。また、相談

員研修受講者宛に調査協力依頼の案内の周知を依

頼した。
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2）調査項目 
（1）個人属性（年代・性別・保有資格・経験年数） 
（2）所属施設の属性（拠点病院としての種別） 
（3）学会・研究会の所属の有無 
（4）学会・研究会主催の研修会への参加状況 
（5）研修・学習会参加する際に考慮する点 
（6）希望する研修・学習方式 
－ 研修・学習形式（オンライン、対面等） 
－ 研修・学習方法（講義、事例検討等） 
－ 開催時間帯/開催時間 

（7） 研修参加を検討する際に重視すること 
  － 以下の7項目のあてはまる程度を4件法（とて

も重視する、まあ重視する、あまり重視しな

い、全く重視しない）で回答を求めた 
1.新たなトピックスについて情報が得られるこ

と 
2.相談支援のスキルの維持・向上が図れること 
3.困難事例への対応について示唆が得られるこ

と 
4.相談支援における困りごと（組織対応も含む） 
に対応するためのヒントを得ること 
5.他の施設の活動を知り、自施設の活動に活か

せる内容を学ぶこと 
6.がん相談に関する基本的な内容について、整

理して学ぶこと 
7.相談員同士のピアサポートができること 

 
3）分析方法 
対象者の属性から、年代および勤務施設の拠点病

院機能を独立変数とし、研修ニーズや研修機会への

影響についてSPSS（ver28）を用いて分析した。設

問項目ごとの記述統計と、変数間のχ二乗検定を行

った。P値<0.05以下を有意な関係とした。 
設問のうち、次の項目についてはデータを置きか

えて分析を行った。「年代」は「20代、30代、40代、

50代、60代、70代」の項目で調査を行ったが、70代
が1名であり、「60代以上」としてデータを置き換

えた。「拠点病院としての種別」は「都道府県がん

診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病院、特

定領域がん診療連携拠点病院、国立がん研究センタ

ー、地域がん診療病院、都道府県指定のがんの拠点

病院、その他、わからない」の項目で調査を行った

が、拠点病院と非拠点病院の傾向の相違を分析する

目的で「都道府県がん診療連携拠点病院、地域がん

診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携拠点病院、

国立がん研究センター、地域がん診療病院、都道府

県指定のがんの拠点病院」を「拠点病院」として置

き換え、「その他」を非拠点病院に置き換えた。 
 
4）倫理面への配慮 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-05
4）」の判断を得て実施した。また、対象者へは、本

研究の目的・方法・倫理的配慮を記した説明文をよ

く読み、回答するよう依頼した。また、Web回答フ

ォームは「協力に同意する」にチェックした者のみ

回答できるよう設定した。 
 
C．研究結果 
 相談員614名から回答が得られた。 
1． 回答者の属性について 
年代は、40代が最も多く（39.7％）、50代（28.

8％）が続いた。性別は、女性が89.4％と圧倒的に

多かった。認定資格では、看護師が最も多く（31.
6％）、社会福祉士（26.7％）が続いた。経験年数

は、最も長い人で50年、最も短い人で1年に満たず、

平均17.6年、標準偏差は10.65であった。 
 

2． 学会・研究会の所属状況 
全体の54.4％の人は、学会・研究会に所属してい

なかった。 
 

3. 過去1年間の学会・研究会主催の研修会参加状況 
全体の32.7％の人は、過去1年間の参加は０回で

あった。一方で「2-3回ある人」は30.9％を占めた。 
 

4. 研修会・学習会に参加する際に考慮する点につ

いて 
最も回答が多かった項目は「開催日時・時間帯」

(81.9％)で、「テーマや講師」(79.6％)、「開催形態」

(77.7％)、「参加費用」(61.7％)が続いた。 
 
5. 希望する研修・学習方式について 
研修方法として希望が多かったものは、「オンラ

インと対面のハイブリット方式」(48.7％)、「講義」

(52.8％)、「土日の日中」(43.6％)または「平日の日

中」(36.2％)で、「3-4時間」(43.6％)、または「1-2
時間」(43.3％)の研修であった。 

 
6. 研修会参加の際に重視すること 
 回答項目のすべてにおいて、「とても重視する」

「まあ重視する」をあわせると、80％以上の人が重



要と考えていた。「年代」や「拠点病院・非拠点病

院」と有意な関係がある項目はなかった。 
 
7. 年代と各設問項目の検定結果について 
性別と年代の関係は、年代が高い層では、看護師、

認定看護師資格を保有する人が有意に増え、社会福

祉士の資格保有者が有意に減少していた(ｐ<0.00
1)。 
年代と有意な関係があったのは「学会・研究会へ

の所属」と「過去1年間の学会・研究会主催の研修

会参加」であった（ｐ<0.001）。「学会・研究会へ

の所属」は、年代が若い人は、年代が高い人より学

会・研究会に所属していない傾向があった。また、

年代が若い人は、過去1年間に学会・研究会主催の

研修会への参加が、年代が高い人より少ない状況に

あり、特に40代の相談員は、４割近くが３回以上の

研修機会を持っていた。 
 
8. 拠点病院・非拠点病院と各設問項目の検定結果

について 
拠点病院・非拠点病院と有意な関係があったのは、

「過去1年間の学会・研究会主催の研修会参加」で

あった（ｐ<0.001）。拠点病院に勤務する相談員の

67％が1年間に1回以上の研修機会を得ている一方

で、非拠点病院に所属している相談員は、過去1年
間に学会・研修会主催の研修会に参加していること

が少ない状況にあった。 
 
D．考察 
 今回の調査の結果、がん相談員の学会・研究主催

の研修会や学習会への参加状況と、希望する研修方

式、年代や所属施設の拠点病院の種別によって、研

修参加状況が異なることが明らかになった。 
年代が若い人は、学会や研究会に所属しておらず、

学会・研究会主催の研修会に参加していない傾向が

あった。また、非拠点病院に所属している相談員は、

学会・研究会主催の研修会に参加していない傾向が

あった。これらの状況は、学会・研修会主催の研修

会の情報が得られにくい状況から生じている可能

性が考えられる。拠点病院の認定の有無にかかわら

ず、学会・研修会主催の研修会の情報を届けること

や、様々な病院の相談員が受講しやすい工夫を検討

する必要があるだろう。 
研修の企画にあたっては、それぞれの年代の希望

に合った魅力的な研修テーマの選定、受講しやすい

曜日や時間の設定、対面やオンラインなどの研修方

式などを工夫し、若い相談員でも参加しやすい研修

会を検討していくことが求められる。 
 相談員に求められるものはがん治療の急速な進

化やがん患者の支援体制の充実に応ずる形で、多様

化、複雑化しており、継続的な学習は欠かせない。

相談員の教育・研修受講に対する意向や意欲を損な

うことのないよう努める必要がある。また相談員が

研修を受講する際に、組織の理解やサポートが受け

られるよう管理者等へ働きかけると共に、継続教育

の環境を整備する必要がある。 
将来的には外部の機関を活用した研修プログラ

ムのインフラ整備についても検討し、質の高い研修

を提供し続けることが求められる。 
 
E．結論 
 本調査の結果より、学会・研究会主催の研修会へ

の相談員のニーズが示され、相談員が研修を受講す

る際に、組織の理解やサポートが受けられるよう管

理者等へ働きかけると共に、継続教育の環境を整備

する必要があると考えられた。 
今後も本調査で得られたデータの詳細な分析を

基に、相談員向け研修のあり方についてのさらなる

検討を重ねる必要がある。将来的には、相談に求め

られる教育研修を広く提供できるよう、研修プログ

ラムのインフラ整備等についても検討し、質の高い

研修を継続して提供することが、持続可能な相談支

援の環境を提供することにつながると考えられる。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表    なし 
2．学会発表今後県連学会に発表の予定である。 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1．特許取得    なし 
 2．実用新案登録  なし 
 3．その他     なし 
 





 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２　年代と学習機会・ニーズ等の関係
p値

20歳代 ％ 30歳代 ％ 40歳代 ％ 50歳代 ％ 60歳代以上 ％ 計 ％
あり 7 21.9 41 36.6 123 50.4 89 50.3 20 40.8 280 45.6
なし 25 78.1 71 63.4 121 49.6 88 49.7 29 59.2 334 54.4
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
ない 20 62.5 53 47.3 64 26.2 43 24.3 21 42.9 201 32.7
1回ある 4 12.5 27 24.1 47 19.3 37 20.9 10 20.4 125 20.4
2-3回ある 8 25.0 23 20.5 88 36.1 59 33.3 12 24.5 190 30.9
3回以上ある 0 0.0 9 8.0 45 18.4 38 21.5 6 12.2 98 16.0
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
主催団体や組織 13 10.2 51 10.2 160 13.9 124 14.7 41 17.6 389 13.6
開催日時・時間帯 21 16.5 94 18.8 198 17.2 147 17.5 43 18.5 503 17.6
開催場所 18 14.2 69 13.8 150 13.0 112 13.3 29 12.4 378 13.3
開催形態 19 15.0 87 17.4 195 16.9 134 15.9 42 18.0 477 16.7
参加費用 21 16.5 78 15.6 158 13.7 94 11.2 28 12.0 379 13.3
テーマや講師 24 18.9 88 17.6 195 16.9 145 17.2 37 15.9 489 17.1
知り合いが参加すること 2 1.6 5 1.0 6 0.5 6 0.7 1 0.4 20 0.7
資格取得・継続のための単位 8 6.3 26 5.2 88 7.6 75 8.9 12 5.2 209 7.3 ** 0.005
その他 1 0.8 1 0.2 2 0.2 4 0.5 0 0.0 8 0.3
計 127 100.0 499 100.0 1152 100.0 841 100.0 233 100.0 2852 100.0
対面での集合形式 4 12.5 18 16.1 31 12.7 18 10.2 8 16.3 79 12.9
オンライン形式 12 37.5 24 21.4 62 25.4 39 22.0 11 22.4 148 24.1
対面・オンラインのハイブリット形式 11 34.4 50 44.6 124 50.8 96 54.2 18 36.7 299 48.7
e-ラーニングによる自己学習形式 5 15.6 20 17.9 26 10.7 23 13.0 12 24.5 86 14.0
その他 0 0.0 0 0.0 1 0.4 1 0.6 0 0.0 2 0.3
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
講義 20 62.5 69 61.6 123 50.4 87 49.2 25 51.0 324 52.8
事例検討（グループワーク） 11 34.4 36 32.1 103 42.2 71 40.1 20 40.8 241 39.3
ロールプレイ 0 0.0 6 5.4 15 6.1 17 9.6 4 8.2 42 6.8
その他 1 3.1 1 0.9 3 1.2 2 1.1 0 0.0 7 1.1
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
平日の日中 12 37.5 46 41.1 85 34.8 55 31.1 24 49.0 222 36.2
平日の夕方 9 28.1 22 19.6 42 17.2 33 18.6 6 12.2 112 18.2
土日（休日）の日中 11 34.4 40 35.7 112 45.9 89 50.3 16 32.7 268 43.6
土日（休日）の夕方 0 0.0 4 3.6 5 2.0 0 0.0 3 6.1 12 2.0
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
1-2時間 22 68.8 56 50.0 101 41.4 69 39.0 18 36.7 266 43.3
3-4時間 10 31.3 48 42.9 101 41.4 81 45.8 28 57.1 268 43.6
6時間(1日） 0 0.0 8 7.1 38 15.6 25 14.1 3 6.1 74 12.1
12時間（2日） 0 0.0 0 0.0 4 1.6 2 1.1 0 0.0 6 1.0
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 12 37.5 60 53.6 156 63.9 113 63.8 22 44.9 363 59.1
まあ重視する 18 56.3 51 45.5 85 34.8 61 34.5 26 53.1 241 39.3
あまり重視しない 2 6.3 0 0.0 3 1.2 3 1.7 1 2.0 9 1.5
全く重視しない 0 0.0 1 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.2
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 25 78.1 79 70.5 187 76.6 138 78.0 28 57.1 457 74.4
まあ重視する 7 21.9 32 28.6 57 23.4 36 20.3 21 42.9 153 24.9
あまり重視しない 0 0.0 1 0.9 0 0.0 3 1.7 0 0.0 4 0.7
全く重視しない 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 22 68.8 68 60.7 153 62.7 117 66.1 25 51.0 385 62.7
まあ重視する 9 28.1 42 37.5 81 33.2 54 30.5 24 49.0 210 34.2
あまり重視しない 1 3.1 2 1.8 10 4.1 6 3.4 0 0.0 19 3.1
全く重視しない 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 23 71.9 75 67.0 155 63.5 111 62.7 25 51.0 389 63.4
まあ重視する 9 28.1 35 31.3 82 33.6 59 33.3 24 49.0 209 34.0
あまり重視しない 0 0.0 1 0.9 7 2.9 7 4.0 0 0.0 15 2.4
全く重視しない 0 0.0 1 0.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.2
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 18 56.3 47 42.0 121 49.6 90 50.8 18 36.7 294 47.9
まあ重視する 13 40.6 54 48.2 118 48.4 80 45.2 31 63.3 296 48.2
あまり重視しない 1 3.1 9 8.0 4 1.6 7 4.0 0 0.0 21 3.4
全く重視しない 0 0.0 2 1.8 1 0.4 0 0.0 0 0.0 3 0.5
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 21 65.6 65 58.0 122 50.0 101 57.1 16 32.7 325 52.9
まあ重視する 11 34.4 39 34.8 109 44.7 64 36.2 33 67.3 256 41.7
あまり重視しない 0 0.0 7 6.3 13 5.3 10 5.6 0 0.0 30 4.9
全く重視しない 0 0.0 1 0.9 0 0.0 2 1.1 0 0.0 3 0.5
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0
とても重視する 12 37.5 33 29.5 89 36.5 67 37.9 11 22.4 212 34.5
まあ重視する 19 59.4 56 50.0 119 48.8 82 46.3 32 65.3 308 50.2
あまり重視しない 1 3.1 21 18.8 32 13.1 25 14.1 6 12.2 85 13.8
全く重視しない 0 0.0 2 1.8 4 1.6 3 1.7 0 0.0 9 1.5
計 32 100.0 112 100.0 244 100.0 177 100.0 49 100.0 614 100.0

※　「研修・学習会参加する際に考慮する点」は複数回答

希望する研修・学習方法

相談支援における困りごとに対応する
ためのヒントを得ること

他の施設の活動を知り、自施設の活動
に活かせる内容を学ぶこと

がん相談支援に関する基本的な内容に
ついて整理して学ぶこと

がん専門相談員同士のピアサポートが
できること

希望する研修・学習の時間帯

希望する研修・学習の開催時間

＊
0.004

＊＊
<0.001

新たなトピックスについて情報が得ら
れること

相談支援のスキルの維持・向上が図れ
ること

困難事例への対応について示唆が得ら
れること

年代
項目

学会・研究会への所属

過去1年間の学会・研究会主催の研修会
参加

研修・学習会参加する際に考慮する点
※

希望する研修・学習形式



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３　拠点病院の種類と学習機会・ニーズ等の関係

拠点病院 ％ 非拠点病院 ％ わからない ％ 計 ％
あり 264 47.1 12 35.3 4 21.1 280 45.6
なし 297 52.9 22 64.7 15 78.9 334 54.4
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
ない 185 33.0 6 17.6 10 52.6 201 32.7
1回ある 103 18.4 19 55.9 3 15.8 125 20.4
2-3回ある 182 32.4 4 11.8 4 21.1 190 30.9
3回以上ある 91 16.2 5 14.7 2 10.5 98 16.0
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
主催団体や組織 360 64.2 18 52.9 11 57.9 389 63.4
開催日時・時間帯 467 83.2 23 67.6 13 68.4 503 81.9
開催場所 355 63.3 16 47.1 7 36.8 378 61.6
開催形態 440 78.4 21 61.8 16 84.2 477 77.7
参加費用 348 62.0 21 61.8 10 52.6 379 61.7
テーマや講師 447 79.7 26 76.5 16 84.2 489 79.6
知り合いが参加すること 20 3.6 0 0.0 0 0.0 20 3.3
資格取得・継続のための単位 192 34.2 12 35.3 5 26.3 209 34.0
その他 7 1.2 1 2.9 0 0.0 8 1.3
計 2636 469.9 138 405.9 78 410.5 2852 464.5
対面での集合形式 70 12.5 8 23.5 1 5.3 79 12.9
オンライン形式 138 24.6 7 20.6 3 15.8 148 24.1
対面・オンラインのハイブリット形 281 50.1 10 29.4 8 42.1 299 48.7
e-ラーニングによる自己学習形式 70 12.5 9 26.5 7 36.8 86 14.0
その他 2 0.4 0 0.0 0 0.0 2 0.3
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
講義 290 51.7 20 58.8 14 73.7 324 52.8
事例検討（グループワーク） 223 39.8 13 38.2 5 26.3 241 39.3
ロールプレイ 41 7.3 1 2.9 0 0.0 42 6.8
その他 7 1.2 0 0.0 0 0.0 7 1.1
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
平日の日中 206 36.7 8 23.5 8 42.1 222 36.2
平日の夕方 104 18.5 6 17.6 2 10.5 112 18.2
土日（休日）の日中 239 42.6 20 58.8 9 47.4 268 43.6
土日（休日）の夕方 12 2.1 0 0.0 0 0.0 12 2.0
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
1-2時間 243 43.3 15 44.1 8 42.1 266 43.3
3-4時間 245 43.7 14 41.2 9 47.4 268 43.6
6時間(1日） 67 11.9 5 14.7 2 10.5 74 12.1
12時間（2日） 6 1.1 0 0.0 0 0.0 6 1.0
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 337 60.1 15 44.1 11 57.9 363 59.1
まあ重視する 216 38.5 17 50.0 8 42.1 241 39.3
あまり重視しない 7 1.2 2 5.9 0 0.0 9 1.5
全く重視しない 1 0.2 0 0.0 0 0.0 1 0.2
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 0.0
とても重視する 416 74.2 25 73.5 16 84.2 457 74.4
まあ重視する 142 25.3 8 23.5 3 15.8 153 24.9
あまり重視しない 3 0.5 1 2.9 0 0.0 4 0.7
全く重視しない 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 354 63.1 19 55.9 12 63.2 385 62.7
まあ重視する 189 33.7 14 41.2 7 36.8 210 34.2
あまり重視しない 18 3.2 1 2.9 0 0.0 19 3.1
全く重視しない 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 357 63.6 18 52.9 14 73.7 389 63.4
まあ重視する 189 33.7 15 44.1 5 26.3 209 34.0
あまり重視しない 14 2.5 1 2.9 0 0.0 15 2.4
全く重視しない 1 0.2 0 0.0 0 0.0 1 0.2
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 270 48.1 14 41.2 10 52.6 294 47.9
まあ重視する 272 48.5 16 47.1 8 42.1 296 48.2
あまり重視しない 16 2.9 4 11.8 1 5.3 21 3.4
全く重視しない 3 0.5 0 0.0 0 0.0 3 0.5
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 293 52.2 18 52.9 14 73.7 325 52.9
まあ重視する 235 41.9 16 47.1 5 26.3 256 41.7
あまり重視しない 30 5.3 0 0.0 0 0.0 30 4.9
全く重視しない 3 0.5 0 0.0 0 0.0 3 0.5
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0
とても重視する 193 34.4 11 32.4 8 42.1 212 34.5
まあ重視する 287 51.2 15 44.1 6 31.6 308 50.2
あまり重視しない 72 12.8 8 23.5 5 26.3 85 13.8
全く重視しない 9 1.6 0 0.0 0 0.0 9 1.5
計 561 100.0 34 100.0 19 100.0 614 100.0

拠点病院の種類

**
<0.001
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がん診療連携拠点病院の相談支援業務の整備指針の対応状況と院内外の支援に関する研究 

研究分担者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 

研究協力者 齋藤 弓子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

研究協力者 小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（専門員） 

研究協力者 高橋 朋子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（研究員） 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究要旨 

本研究では、がん専門相談員（以下、相談員）からみた整備指針上求められる相談支援業

務の対応状況と院内外の支援状況との関連を検討し、今後の体制整備の示唆を得ることを

目的とした。2023年3月～4月に、相談員を対象に匿名自記式のWeb調査協力を依頼し、整

備指針上求められる相談対応業務（予防･検診、がんの一般的/共生に関する情報提供、他部

門/施設との連携を含むがんゲノム医療、希少がん等の相談対応）22項目の対応状況と、相

談対応時の院内外のサポートを尋ねた。

調査協力の同意が得られた相談支援業務に従事する465名のうち、整備指針に関する22項
目について11項目（5割）以上で対応できていると回答した者は、149名（32.0%）、16項目

（7割）以上の項目で対応できていると回答した者は、わずか35名（7.5%）であった。院内

外のサポート状況については、1）院内の同僚や上司：93.8%、2）院内の医師：73.6%、3）
県内外の相談員等：63.0％といずれも高い割合でサポートを得ることが可能と回答してい

た。背景属性との関連では、専従の従事形態であることや、相談支援の従事年数が長いこと、

研修受講経験が多いこととともに、院内の医師、県内外の相談員等からのサポートがある場

合に、有意に整備指針で求められる対応ができている割合が高かった。

拠点病院の整備指針上求められる相談支援業務は、相談員からみて十分に対応できてい

ない状況が示された。一方で、相談員の教育研修を含めた経験の多さや院内の医師や県内外

のサポートが充足されることによって、拠点病院で求められる相談対応の充実にもつなが

る可能性が示唆された。検討結果をもとに、拠点病院として求められる全人的な相談対応の

充実が目指しやすい環境を整えていくことが必要である。 

A． 研究目的 
2022年8月に改定の「がん診療連携拠点病院等の

整備について」（以下、整備指針）では、「病院を挙

げて全人的な相談支援を行うこと」が明確に示され、

拠点病院の体制の更なる見直しと充実が求められて

いる。本研究では、がん専門相談員（以下、相談員）

からみた整備指針上求められる相談支援業務の対応

状況と院内外の支援状況との関連を検討し、今後の

体制整備の示唆を得ることを目的とした。

B． 研究方法 
2023年3月～4月に、相談員を対象に匿名自記式の

Web調査協力を依頼した。調査内容には、整備指針上

求められる相談対応業務（予防･検診、がんの一般的

/共生に関する情報提供、他部門/施設との連携を含む

がんゲノム医療、希少がん等の相談対応）22項目の対

応状況と、相談対応時の院内外のサポートを尋ねた。

前者は、対応する機会がない（0）を含む「対応でき

ていない」～「ほぼ対応できている」の6段階で尋ね、

後者は、1）院内の同僚や上司、2）院内の医師、3）
県内・全国の相談員等にすぐに相談やアドバイスを

得ることが可能かを尋ねた。相談員の背景要因（施

設・従事形態、研修受講等）および院内外の支援との

関連を統計学的に検討した。

（倫理面への配慮）

本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-072）」
の判断を得て実施した。また、対象者へは、本研究の

目的・方法・倫理的配慮を記した説明文をよく読み、

回答するよう依頼した。また、Web回答フォームは
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「協力に同意する」にチェックした者のみ回答でき

るよう設定した。 
 
C． 研究結果 
調査協力の同意が得られた相談支援業務に従事す

る465名のうち、整備指針に関する22項目について1
1項目（5割）以上で対応できていると回答した者は、

149名（32.0%）、16項目（7割）以上の項目で対応で

きていると回答した者は、わずか35名（7.5%）であ

った。院内外のサポート状況については、1）院内の

同僚や上司：93.8%、2）院内の医師：73.6%、3）県

内外の相談員等：63.0％といずれも高い割合でサポ

ートを得ることが可能と回答していた。背景属性と

の関連では、専従の従事形態であることや、相談支援

の従事年数が長いこと、研修受講経験が多いことと

ともに、院内の医師、県内外の相談員等からのサポー

トがある場合に、有意に整備指針で求められる対応

ができている割合が高かった。 
 
D． 考察 
拠点病院の整備指針上求められる相談支援業務は、

相談員からみて十分に対応できていない状況が示さ

れた。一方で、相談員の教育研修を含めた経験の多さ

や院内の医師や県内外のサポートが充足されること

によって、拠点病院で求められる相談対応の充実に

もつながる可能性が示唆された。検討結果をもとに、

拠点病院として求められる全人的な相談対応の充実

が目指しやすい環境を整えていくことが必要である。 
 
E． 結論 
新たに整備指針が改定されたが、その個々の要素

に関する実施状況については、これまで把握されて

いない。今回の調査では、相談員からみた主観ではあ

るが、相談対応業務についての実施状況の認識が示

された。また実施状況に関連する背景もいくつか明

らかになった。今回示された要素をもとにさらに詳

細に検討を進めていくとともに、施策の対応にも活

かしていくことが望まれる。 
 
F． 健康危険情報 
  特になし 
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表1．対象者の背景（n=465)
ｎ ％

個人特性
性別

男性 50 10.8
女性 415 89.3

年代
20代 25 5.4
30代 78 16.8
40代 189 40.7
50代 132 28.4
60代以上 41 8.8

施設背景
病院種別

がん専門病院 31 6.7
大学病院 94 20.2
総合病院 324 69.7
その他 16 3.4

拠点種別
都道府県がん診療連携拠点病院（ 91 19.6
地域がん診療連携拠点病院（特定 297 63.9
地域がん診療病院 21 4.5
都道府県指定のがんの拠点病院 33 7.1
その他、わからない 23 5.0

従事/職種背景
従事形態

専従 219 47.1
専任 122 26.2
兼任 120 25.8
その他 4 0.9

職種2（個人単位で分類）注1）

看護系（がん看護専門看護師、認定看護 244 52.5
福祉系（社会福祉士、精神保健福祉士） 164 35.3
心理系（公認心理師、臨床心理士） 26 5.6
その他 31 6.7

がんの相談対応状況
がん専門相談員としての経験年数　［平均±SD：5.5±4.8（range  

～1年 40 8.6
2～3年 112 24.1
4～5年 98 21.1
5～10年 112 24.1
10年以上 103 22.2

相談対応件数（月）［平均±SD：48.2±55.7（range:0-450)］
0件 3 0.7
1～5件 76 16.3
5～10件 57 12.3
10～20件 61 13.1
20～40件 90 19.4
40～60件 55 11.8
60件以上 123 26.5

がん相談の研修受講および認定取得状況
がん専門相談員の研修受講状況

研修受講なし 4 0.9
基礎1，2まで修了 122 26.2
基礎3まで修了 150 32.3
基礎3まで修了＋指導者研修、スキ 189 40.7

院内の同僚・上司のサポート
なし 29 6.2
あり 436 93.8

医師のサポート
なし 123 26.5
あり 342 73.6

県内・全国のサポート
なし 172 37.0
あり 293 63.0

3つのサポート合計
すべてなし 8 1.7
1つあり 71 15.3
2つあり 158 34.0
3つあり 228 49.0

全国基礎研修（3）ファシりテータ経験
なし 320 68.8
1回あり 20 4.3
2-3回あり 12 2.6
4回以上あり 11 2.4
回答なし 102 21.9

県内主催・提供の相談員向け研修会の参加
なし 31 6.7
1回あり 30 6.5
2-3回あり 104 22.4
4回以上あり 198 42.6
回答なし 102 21.9

県内主催・提供の相談員向け研修会でのファシりテータや講師経験
なし 232 49.9
1回あり 44 9.5
2-3回あり 36 7.7
4回以上あり 51 11.0
回答なし 102 21.9

過去1年間の学術集会等への参加状況
なし 139 29.89
1回あり 97 20.86
2-3回あり 152 32.69
4回以上あり 77 16.56



 

 
 

  

表2．整備指針に関する22項目の相談員からみた対応状況

ほぼ・まあ対
応できている
（合計）

ほぼ・まあ対
応できている
（合計）

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％
＜病院全体で対応できる体制を整備する＞
1.がんの予防に関する情報提供 22 4.7 130 28.0 138 29.7 102 21.9 14 3.0 59 12.7 152 32.7
2.がん検診に関する情報提供 32 6.9 133 28.6 121 26.0 100 21.5 13 2.8 66 14.2 165 35.5
3.がんの病態や標準的治療法に関する情報提供 57 12.3 214 46.0 109 23.4 59 12.7 11 2.4 15 3.2 271 58.3
4.自施設で対応可能ながん種や治療法等の診療機能及び、
連携する医療機関に関する情報提供 68 14.6 231 49.7 96 20.7 47 10.1 7 1.5 16 3.4 299 64.3

5.アスベストによる肺がん及び中皮腫に関する情報提供 13 2.8 105 22.6 106 22.8 103 22.2 28 6.0 110 23.7 118 25.4
6.ＨＴＬＶ－１関連疾患であるＡＴＬに関する情報提供 6 1.3 31 6.7 102 21.9 109 23.4 48 10.3 169 36.3 37 8.0
7.セカンドオピニオンが可能な医師や医療機関の紹介 111 23.9 217 46.7 75 16.1 40 8.6 3 0.7 19 4.1 328 70.5
8.高齢者のがん治療に関する情報提供 52 11.2 232 49.9 123 26.5 36 7.7 5 1.1 17 3.7 284 61.1
9.患者の治療や意思決定の情報提供 87 18.7 274 58.9 80 17.2 18 3.9 2 0.4 4 0.9 361 77.6
10.がん患者の療養生活に関する情報提供・相談支援 125 26.9 258 55.5 60 12.9 17 3.7 2 0.4 3 0.7 383 82.4
11.就労（産業保健総合支援センターや職業安定所等との
効果的な連携）に関する情報提供・相談支援 63 13.6 185 39.8 106 22.8 65 14.0 16 3.4 30 6.5 248 53.3

12.経済的なことに関する情報提供・相談支援 117 25.2 226 48.6 69 14.8 43 9.3 6 1.3 4 0.9 343 73.8
13.小児がんの長期フォローアップに関する情報提供・相談支
援 8 1.7 19 4.1 63 13.6 68 14.6 49 10.5 258 55.5 27 5.8

14.アピアランスケアに関する情報提供・相談支援 61 13.1 207 44.5 87 18.7 65 14.0 16 3.4 29 6.2 268 57.6
15.地域の医療機関におけるがん医療の連携協力体制の事
例に関する情報収集・情報提供 36 7.7 157 33.8 131 28.2 69 14.8 31 6.7 41 8.8 193 41.5

16.医療関係者と患者会等が共同で運営するサポートグルー
プ活動や患者サロンの定期開催等の患者活動に対する支援 53 11.4 158 34.0 115 24.7 73 15.7 34 7.3 32 6.9 211 45.4

17.相談支援に携わる者に対する教育と支援サービス向上に
向けた取組み 29 6.2 141 30.3 150 32.3 79 17.0 29 6.2 37 8.0 170 36.6

<自施設での提供が難しい場合には、適切な医療機関に紹介する＞
_1.がんゲノム医療に関する相談 64 13.8 143 30.8 70 15.1 68 14.6 35 7.5 85 18.3 207 44.5
_2.希少がんに関する相談 22 4.7 107 23.0 101 21.7 92 19.8 36 7.7 107 23.0 129 27.7
_3.AYA世代にあるがん患者に対する治療療養や就学、就労
支援に関する相談 21 4.5 137 29.5 114 24.5 69 14.8 26 5.6 98 21.1 158 34.0

_4.がん治療に伴う生殖機能への影響や、生殖機能の温存に
関する相談 28 6.0 128 27.5 93 20.0 75 16.1 38 8.2 103 22.2 156 33.6

_5.障害のある患者への支援に関する相談 21 4.5 128 27.5 129 27.7 67 14.4 26 5.6 94 20.2 149 32.1

どちらともいえ
ない

あまり対応で
きていない

対応できて
いない

対応する機
会がない

ほぼ対応で
きている

まあ対応で
きている

表3．整備指針に関する22項目の対応割合による状況
ｎ ％

～3割の項目でほぼ・まあ対応できていると回答
　6以下 133 28.6
3割～5割の項目でほぼ・まあ対応できていると回答
　7以上11未満（7-11項目） 148 31.8
5割（11項目）「以上の項目でほぼ・まあ対応できていると回答
　11以上16未満 149 32.0
7割（16項目）以上の項目でほぼ・まあ対応できていると回答
　16以上 35 7.5
合計 465 100.0



 

表4．背景要因と指針対応状況（ほぼ・まあ対応できている項目数）の相関
ｒ p

病院種別 -0.09 0.0515
病院種別（reference: 総合病院）

がん専門病院 -0.03 0.5475
大学病院 0.10 0.0282
その他 -0.10 0.028

病床数 0.09 0.0578
-0.06 0.1895

拠点種別（reference: 地域がん診療病院）
都道府県がん診療連携拠点病院 -0.02 0.7193
地域がん診療連携拠点病院 0.10 0.0317
都道府県指定のがんの拠点病院 -0.02 0.6389
その他 -0.13 0.0043

性別（reference: 男性）
女性 0.00 0.9462

年代
年齢 0.22 <.0001

経験年数 0.20 <.0001
従事形態 -0.27 <.0001
従事形態（reference:兼任 ）

専従 0.24 <.0001
専任 -0.04 0.3344
その他 -0.05 0.3134

相談員の経験年数 0.32 <.0001
相談対応件数 0.37 <.0001

0.38 <.0001
がん専門相談員の研修受講状況（reference: 基礎3まで）

研修受講なし -0.02 0.6256
基礎1，2まで修了 -0.28 <.0001
基礎3＋指導ス研修、スキルアップ研修等 0.03 0.5811

院内の同僚・上司のサポート -0.04 0.3927
医師のサポート 0.13 0.0057
県内・全国のサポート 0.34 <.0001
3つのサポート合計 0.29 <.0001
r=spearmanの相関係数
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診断されて間もない人への情報提供資材の評価と活用に関する研究（全体） 
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研究要旨

本研究では、がんと診断されて間もない人への情報提供のために作成された資材である

冊子を、適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の利用意向や冊

子の具体的な活用方法と今後の課題等について、がん診療に携わる医師とがん相談支援セ

ンターのがん専門相談員の視点を通じて検討することを目的とした。

本研究を進めるにあたり、研究Ⅰ．医師を対象とした調査と研究Ⅱ．がん相談支援セン

ターを対象とした調査の企画を行った。研究Ⅰでは、医師を対象に、冊子作成の経緯や活

用方法についてのオンライン説明会を開催し、説明会前後2回の冊子に記載されているが

ん相談支援センターの認知度や冊子の利用意向について評価するWebアンケートを実施し

た。また配布を実施した医師にインタビュー調査を実施することとした。研究Ⅱでは、が

ん専門相談員（以下、相談員）を中心とする担当者へ院内での冊子の配布方法についての

検討を依頼し、次年度夏頃に、各施設での具体的な取り組みを把握するため、Webアンケ

ートを実施することとした。本稿では、医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオンライン

説明会およびWebアンケートの結果と、がん相談支援センターを対象とした調査（研究

Ⅱ）の進捗状況について報告する。

医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオンライン説明会へは53名の参加があり、冊子の

活用に前向き且つ好意的な意見が聞かれた。アンケートの結果、相談支援センターに対す

る利用意向は概ね高く、冊子を手渡すことで医師・患者間の関係性や患者からの信頼度も

大きくなると評価された。一方、がん相談支援センターを対象とした調査（研究Ⅱ）で

は、冊子を配布する医師の理解や協力が得られなければ、院内での活用は難しいといった

意見が寄せられた。冊子を適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるために

は、医師の理解や協力を得ることが不可欠であり、そのための方策ついて検討していく必

要性が示された。 

A． 研究目的 
がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医から相談

支援センターについて説明する等、診断初期の段階

からがん相談支援センターの周知を図る体制を整備

することが、がん診療連携拠点病院の整備について

（以下、整備指針とする）で求められている1)。また

主治医には十分な時間をかけたインフォームド・コ

ンセント、セカンドオピニオンや意思決定に必要な

支援を行う等、病初期から治療終了まで、患者と十分

にコミュニケーションを取り、患者の意思を尊重す

ることが求められる2)。しかし、がん相談支援センタ

ーを利用したことがある人の割合は、2015年実施の

患者体験調査では、約7%3)、2018年実施の患者体験

調査でも約14％と低い状況が続いており4)、またがん

相談支援センターを知っている人も、がん相談支援

センターが必ず設置されている拠点病院であるにも

関わらず約6割という状況であることが示された。さ

らにがんと診断された初期から患者への説明が求め

られるセカンドオピニオンや妊孕性、就労継続など

に関する医師からの情報提供やコミュニケーション

も十分でないとする報告もある。このような状況を

ふまえ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会

情報提供・相談支援部会とがん情報サービスが共同

し、診断後間もない人に必要な情報を届け、主治医や

医療者とのコミュニケーションの手掛かりとなるこ

とを目指し、国立がん研究センターがん編集委員会

と都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報

提供・相談支援部会との共同で、「診断後間もない人

への情報提供資材」を作成することとなり、2022年2
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月に完成した（冊子：資料1）。 
本研究では、がんと診断されて間もない人への情

報提供のために作成された資材である冊子を、適切

な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるた

め、冊子の利用意向や冊子の具体的な活用方法と今

後の課題等について、がん診療に携わる医師とがん

相談支援センターのがん専門相談員の視点を通じて

検討することを目的とした。 
 

B．研究方法 
本研究では、2つの調査研究を計画・実施した（図

1）。 
研究Ⅰ．医師を対象とした調査 
医師を対象に、冊子作成の経緯や活用方法につ

いてのオンライン説明会を企画・開催する。さらに、

説明会前後2回のWebアンケートを実施し、冊子に

記載されているがん相談支援センターの認知度や

冊子の利用意向について測定し、評価する。 
次年度に、実際の使用状況を把握するため個別

インタビューを実施する予定である。 

研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
がん相談支援センターを対象とした調査では、が

ん専門相談員（以下、相談員）を中心とする担当者へ

院内での冊子の配布方法についての検討を依頼する。 
本年度末に参加協力施設を募り、次年度夏頃に、各

施設での具体的な取り組みを把握するため、Webア
ンケートを実施する予定である。 

 

 
 本稿では、医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオ

ンライン説明会およびWebアンケートの結果と、が

ん相談支援センターを対象とした調査（研究Ⅱ）の進

捗状況について報告する。 

 
 
研究Ⅰ．医師を対象とした調査 
a. 対象者 
冊子の活用に関する説明会であることを明示した

上で、調査協力に同意が得られたがんの外来診療に

携わる医師とした。適格基準と除外基準は以下のと

おりである。 
 

（適格基準） 
・ がんの外来診療に携わる医師（診療科は問わない） 
・ がんと診断した患者とその家族へ冊子を手渡すこ 

とができる医師 
・ アンケート回答やオンライン説明会参加のための

安定したネットワーク接続環境、および静かな個

室などの環境を準備できる者 
（除外基準） 
  適格基準を満たさない者 
 
b. 研究デザイン 
本研究は、連結可能匿名化による量的な観察研究

と、インタビューによる質的記述的研究から成る。 
※本稿では説明会とアンケートについて報告する。 

図 1 研究の全体像 



c. 調査手順 
 具体的な調査手順は、以下の通りである。     
 (ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん診療に携わる医師へ調査

を案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(エ) 応募フォームより登録された対象者へは、冊子

(10冊)を無料で郵送する。また、オンライン説

明会の案内とアンケートフォームのURLはメ

ールで送付し、それぞれ参加と回答を依頼した。 
(オ) 対象者へは、実際の診療時にがんと診断した患

者や家族へ冊子を手渡してもらうよう依頼し

た。 
 
d．調査期間 
 アンケート実施期間は2022年3月1日～3月31日 
であった。 
 

【冊子に関するオンライン説明会】 
開催日時：2022年3月10日(木) 18:00～18:30 
開催内容/タイムスケジュール（当日スライド/資料2） 
18：00 説明会開始 
18：00～18：05 ご挨拶・冊子作成の背景 

高山 智子（国立がん研究センターがん対策研究所

がん情報提供部 部長） 
18：05～18：20 冊子作成経緯と医師による配布の

意義について 
山内 智香子 先生（滋賀県立総合病院  

医師／滋賀県相談支援部会長） 
18：25～18：30 質疑応答 
18：30 説明会終了 
※この説明会は録画し、アーカイブ配信した。 

https://doctor21.wksp.net/info/ 
 
c. アンケート調査の内容 
【事前・事後調査：共通項目】 
・ 個人属性（年代、性別、職位、臨床経験年数など） 
・ 施設特性（病院の種類など） 
・ がん診療の対応状況 
・ がん相談支援センターの認知度・役割の認識・実 

際の利用など 
   以下の①～⑪について 

① その病院にかかっていなくても利用できるがんの 
相談窓口である 

② 患者だけでなく、家族や友人など誰でも利用できる 
③ 安心して利用できるよう相談者の相談内容を、本人 

の了解なしに主治医をはじめ他の人に伝えることは

ない 
④ 相談者（患者や家族など）の不安などの心理的な支

援を行う 
⑤ 相談者が医師の話が十分にわからなかったときの

理解を助ける／医師が行った説明の補完をする 
⑥ 相談者に必要な情報や支援を探す手伝いをする 
⑦ 相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 
⑧ 相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な支

援やサービスを提案する 
  ⑨ 相談者の悩みや困りごとに応じて、対応でき

る院内や院外の窓口へ橋渡しする 
⑩ 転院先や退院後の療養先を探す 
⑪ 相談者が医師に聞きたいことを相談者と一緒

に整理する 
 

・ 診断後間もない患者さんへの説明状況 
以下の①～⑪について 
① 他の医療機関のセカンドオピニオンを受けられる

ことについて説明すること。 
② 治療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要

な対応について説明すること。 

③ がんと診断されても仕事を継続できることなど、就

労について説明すること。 
④ がん相談支援センターがあり、いつでも相談できる

ことを説明すること。 
 
【事後調査のみの項目】 
・ 冊子活用に関する認識 

以下の①～④についての評価 

この冊子を手渡すことで、 
① 医師の時間的な負担の度合い 
② 医師の心理的な負担の度合い 

③ 医師と患者との関係 
④ 医師や医療チーム、医療機関に対する患者の信頼度 

 
以下の①②についての今後の利用意向 

① この冊子を、ご自身の診療で利用したい（患者に

直接手渡したい）と思う 
② この冊子の存在と利用の仕方を、他の医師に知らせ

たいと思う 
 
d. 分析方法 
対象者の特徴を把握するため、各項目についての

記述統計を算出した。 
 
研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
a. 対象者 
全国のがん診療連携拠点病院のうち、研究協力に

https://doctor21.wksp.net/info/


同意が得られたがん診療連携拠点病院のがん相談支

援センターとした。 
 
b. 研究デザイン 
本研究は、横断的観察研究である。 

※先述の通り、本稿では調査の進捗状況について報

告する。 
 
c. 調査手順 
 具体的な調査手順は、以下の通りである。 
 (ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん相談支援センターの関係者

に調査について案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて 

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(エ) 応募フォームより登録された対象施設の担当 

者(主に、相談員)へ、冊子(100冊)を無料で郵送 
した。 

(オ) 担当の相談員へは、院内での冊子の配布方法に

ついての検討を依頼した。 
 
d．調査期間 
 調査募集期間は2022年3月12日～3月31日であっ 
た。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-048）」
の判断を得て実施した。調査対象となる医師および

がん相談支援センターの相談員(研究Ⅰ・Ⅱ)へ、調査

の応募フォーム上に本研究の目的・方法・倫理的配慮

を記した説明文を提示し、文書をよく読み、調査協力

を検討するよう依頼した。また、がん相談支援センタ

ーを対象とした調査(研究Ⅱ)では、施設管理者より調

査協力に関する同意文書の提出をもって、本研究の

対象施設として登録することとした。 
 
C．研究結果 
 研究Ⅰ．医師を対象とした調査（資料3） 
医師を対象としたオンライン説明会への参加者は

53名であった。説明会に参加した医師からは「診療に

役立つ情報資材であると思う」「患者さんやご家族に

伝えたい内容がコンパクトにわかりやすくまとまっ

ている」「（冊子の）普及に向けた取り組みを推進す

べき」等の意見が聞かれた。 
説明会前後のアンケート回答者は、事前調査（以下、

事前）44人、事後調査（以下、事後）28人であった。

説明会を知ったきっかけは、「院内での一斉連絡メー

ル」「院外の関係者ネットワークのメール」「同僚の

医師からのメールや声かけ」が、それぞれ2～3割を占

めた。所属の医療機関は、大学病院が52.3％、がん専

門病院が29.5％、総合病院が18.2％であり、（国指定）

都道府県がん診療連携拠点病院が大半であった（79.
5％）。性別は男性が93.2％、年齢は40代～50代が約

7割を占め、診療科の専門領域は外科系が43.2％、内

科系が54.5％であった。施設もしくは部門管理者は

約6割であり、臨床経験年数20年以上が7割であった。 
また全ての回答者が、現在がんの診療に携わって

おり、（一月あたり）外来診療において治療を開始す

る前のがん患者さんがいるとし、がんと診断されて

間もないがん患者さんや家族等と直接話すもしくは

説明する機会があると回答した。 
相談支援センターについては、所属先の相談支援

センターの場所を「知っている」が93.2％、がん診療

連携拠点病院内にある相談支援センターの対応内容

を「知っている・利用したことがある」が86.4％であ

り、相談支援センターの具体的な役割・機能について

は、いずれの項目においても7割以上が認知されてい

た。実際に、患者さんや家族などへ案内する時などに

利用したことがある機能は「相談者に必要な情報や

支援を探す手伝いをする（事前 vs 事後：83.3％ vs
 85.0%）」「相談者の医療費や使える医療制度の説

明をする（88.9％ vs 100%）」「相談者の悩みや困

りごとに応じて、必要な支援やサービスを提案する

（83.3％ vs 85.0%）」の利用割合が高かった。同様

の項目について、今後「利用したい」とする割合が8
～9割を占め、それらの利用意向は高かった。 
診断後間もない患者さんへの説明状況のうち、「治

療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要な対

応について説明すること」は、ほとんどの患者に説明

できていないと回答した者が半数近くであったが、

その割合は事後調査で微減した（50.0％ vs 42.9%）。 
事後調査では、冊子に関する評価や今後の利用意

向について尋ねた。医師が冊子を患者さんに直接手

渡すことで生じ得る時間的な負担の度合いは「変わ

らない（53.6％）」「大きくなる（28.6％）」「小さ

くなる（14.3％）」であった。同様に、医師の心理的

負担の度合いは「小さくなる（53.6％）」「変わらな

い（32.1％）」「大きくなる（10.7％）」であった。

また、冊子を手渡すことで医師と患者との関係は良

好になるが53.6％、医師や医療チーム・医療機関に対

する患者の信頼度は大きくなるが78.6％であった。 



研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
 調査募集期間中、33施設より応募があった。応募が

あった施設の所在地は、宮城県(1)、埼玉県(1)、東京

都(2)、神奈川県(2)、富山県(1)、福井県(1)、長野県(4)、
岐阜県(1)、愛知県(3)、三重県(1)、大阪府(1)、兵庫県

(1)、奈良県(1)、和歌山県(1)、岡山県(1)、広島県(3)、
徳島県(1)、香川県(2)、愛媛県(1)、福岡県(3)、鹿児島

県(1)であった。※( )内、施設数 
 また調査に関する問い合わせの内容として、調査

へは関心があるとしながらも、「冊子を配布する医師

の理解や協力が得られなければ、院内での活用は難

しい」といった意見が寄せられ、調査への参加を見合

わせる施設もあった。 
 
D．考察 
医師を対象とした調査では、オンライン説明会の

参加者より冊子活用に前向き且つ好意的な意見が聞

かれた。また、アンケートでも相談支援センターに対

する利用意向は概ね高く、冊子を手渡すことで医師・

患者間の関係性は良好となり、患者からの信頼度も

大きくなると認識されていた。今回実施したオンラ

イン説明会では、実際に冊子作成に関わった医師よ

り作成経緯を説明し、手元で冊子を確認しながらそ

の説明を聞くことができるよう、冊子の事前配布な

どの対応をとった。説明会へは、本テーマに関心を持

つ医師が多く参加したと推察されるが、実施の冊子

を手に取って、同じ医師の立場から冊子に関する説

明を聞く機会を設けたことは、効果的であったと評

価できる。 
一方、がん相談支援センターを対象とした調査（研

究Ⅱ）では、冊子を配布する医師の理解や協力が得ら

れなければ、院内での活用は難しいといった意見が

寄せられた。冊子を適切な時期に対象となるがん患

者とその家族へ届けるためには、医師の理解や協力

を得ることが不可欠であり、そのための方策ついて

検討していく必要性が示された。 
今後は、医師を対象としたアンケート調査で得ら

れたデータの詳細な分析とインタビュー調査により、

医師の視点を通して、冊子の活用促進に向けた課題

抽出する予定である。また、相談支援センターでの冊

子活用に関する取り組みを把握するためのアンケー

ト調査も企画しており、それらの結果を踏まえ、医師

に対する働きかけなどについて検討を行い、診療時

に冊子を手に取り活用できる環境を整備することが

求められる。 
 

E．結論 
がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子の利用意向や具体的な

活用方法と今後の課題等を検討するため、がん診療

に携わる医師とがん相談支援センターを対象とした

調査を企画した。この冊子を適切な時期に対象とな

るがん患者とその家族へ届けるためには、医師の理

解や協力を得ることが不可欠であり、そのための方

策ついて検討していく必要性が示された。今後、医師

を対象としたインタビューや相談支援センターを対

象としたアンケートにより、外来診療や院内での活

動において冊子を活用する当事者の視点や認識を把

握する予定である。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  なし 

2．学会発表  なし 
 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
 
1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 
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「診断されて間もない⼈への情報提供資材」の評価と活⽤に関するアンケート

度数 構成⽐
(％) 度数 構成⽐

(％)
44 100.0 28 100.0

1．同意する 44 100.0 25 89.3
2．同意しない 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

１．オンライン説明会をお知りになったきっかけについて、お尋ねします。
1．院内での⼀⻫連絡メールから 17 38.6 6 24.0
2．院外の関係者ネットワークの連絡メールから 12 27.3 6 24.0
3．所属診療科の連絡メールから 4 9.1 4 16.0
4．同僚の医師からのメールや声かけで 10 22.7 7 28.0
5．その他 2 4.5 2 8.0

２．ご所属の医療機関やあなたについて、お尋ねします。
1．⼤学病院 23 52.3 14 50.0
2．がん専⾨病院 13 29.5 7 25.0
3．総合病院 8 18.2 4 14.3
4．その他 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．（国指定）都道府県がん診療連携拠点病院 35 79.5 22 78.6
2．（国指定）地域がん診療連携拠点病院、その他のがん診療連携拠点病院 8 18.2 3 10.7
3．（都道府県独⾃の指定）がん拠点病院やがん関連の協⼒病院など 1 2.3 0 0.0
4．わからない 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．施設管理者（院⻑・副院⻑など） 5 11.4 3 10.7
2．部⾨管理者（部⻑/科⻑・医⻑など） 21 47.7 11 39.3
3．医師 18 40.9 11 39.3
4．その他 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
10年以下 2 4.5 2 7.1
11-15年 6 13.6 3 10.7
16-20年 9 20.5 4 14.3
21-25年 9 20.5 7 25.0
26-30年 9 20.5 5 17.9
31-37年 9 20.5 4 14.3
無回答 0 0.0 3 10.7
1．外科系 19 43.2 11 39.3
2．内科系 24 54.5 13 46.4
3．その他 1 2.3 1 3.6
対象外 0 0.0 3 10.7
1．20代 1 2.3 1 3.6
2．30代 6 13.6 4 14.3
3．40代 15 34.1 8 28.6
4．50代 15 34.1 10 35.7
5．60代 7 15.9 2 7.1
6．70代以上 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．男性 41 93.2 23 82.1
2．⼥性 3 6.8 2 7.1
3．無回答 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

３．あなたの診療について、お尋ねします。
10⼈以下 9 20.5 6 21.4
11-20⼈ 13 29.5 6 21.4
21-30⼈ 9 20.5 6 21.4
31-80⼈ 13 29.5 7 25.0
無回答 0 0.0 3 10.7
1⼈ 1 2.3 1 3.6
2⼈ 2 4.5 1 3.6
3⼈ 6 13.6 3 10.7
4⼈ 5 11.4 1 3.6
5⼈ 8 18.2 5 17.9
8⼈ 2 4.5 2 7.1
10⼈ 7 15.9 4 14.3
11-20⼈ 6 13.6 4 14.3
21-60⼈ 7 15.9 4 14.3
無回答 0 0.0 3 10.7
1．はい 44 100.0 25 89.3
2．いいえ 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．はい 44 100.0 25 89.3
2．いいえ 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

◆ 本アンケート調査への協⼒について

7）あなたの性別を教えてください。

1）あなたが⼀⽉あたり外来診療で接する患者さんは何⼈くらいで

2）あなたが⼀⽉あたり外来診療で接する患者さんのうち、治療を
開始する前のがん患者さんは何⼈くらいですか。

3）現在、がんの診療に携わっていますか。

4）がんと診断されて間もない患者さんや家族などと直接話すこと
や、説明する機会はありますか。

今回のオンライン説明会には、どのような経緯で参加することになり
ましたか。この説明会を知ったきっかけ（経緯）について教えてくだ
さい。

2）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）
は、がんの領域で厚⽣労働省や都道府県から指定を受けている
病院ですか。

1）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）
を、以下よりお選びください。

3）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）で
の、あなたの職位または⽴場を教えてください。

4）臨床経験年数を教えてください。あてはまる数字をご⼊⼒くだ

5）あなたの診療科のご専⾨領域を教えてください。

6）あなたの年代を教えてください。1つをチェックしてください。

質　　問　　項　　⽬

事前調査 事後調査
回答者 回答者

資料3



４．ご所属の医療機関の「がん相談⽀援センター」について、お尋ねします。
1．はい 41 93.2 23 82.1
2．いいえ 3 6.8 2 7.1
対象外 0 0.0 3 10.7
1．知っている・利⽤したことがある 38 86.4 21 75.0
2．知らない・利⽤したことがない・わからない 6 13.6 4 14.3
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 29 76.3 20 76.9
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 37 97.4 24 92.3
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 34 89.5 21 80.8

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 38 100.0 24 92.3
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 37 97.4 23 88.5

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 38 100.0 24 92.3
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 38 100.0 24 92.3
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 38 100.0 24 92.3

　9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 38 100.0 24 92.3
10．転院先や退院後の療養先を探す 30 78.9 18 69.2
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 33 86.8 21 80.8
1．利⽤したことがある 36 81.8 20 71.4
2．利⽤したことがない 7 15.9 5 17.9
3．「がん相談⽀援センター」のことは知らない 1 2.3 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 12 33.3 6 30.0
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 17 47.2 10 50.0
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 13 36.1 6 30.0

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 25 69.4 14 70.0
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 21 58.3 9 45.0

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 30 83.3 17 85.0
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 32 88.9 20 100.0
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 30 83.3 17 85.0
9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 26 72.2 14 70.0
10．転院先や退院後の療養先を探す 26 72.2 14 70.0
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 19 52.8 10 50.0
1．利⽤したい 38 86.4 21 75.0
2．利⽤したい機能はない 1 2.3 1 3.6
3．わからない 5 11.4 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 27 73.0 15 75.0
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 26 70.3 13 65.0
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 24 64.9 12 60.0

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 29 78.4 15 75.0
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 30 81.1 15 75.0

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 31 83.8 16 80.0
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 33 89.2 16 80.0
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 32 86.5 17 85.0
9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 31 83.8 17 85.0
10．転院先や退院後の療養先を探す 32 86.5 17 85.0
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 29 78.4 15 75.0

５．普段の診療における新たにがんと診断された患者さんへの説明状況について、お尋ねします。
1．ほとんどの患者に説明できていない 9 20.5 6 21.4
2．2，3割の患者に説明できている 13 29.5 8 28.6
3．約5割の患者に説明できている 3 6.8 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 12 27.3 6 21.4
5．すべての患者に説明できている 7 15.9 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 22 50.0 12 42.9
2．2，3割の患者に説明できている 10 22.7 7 25.0
3．約5割の患者に説明できている 1 2.3 0 0.0
4．7，8割の患者に説明できている 5 11.4 3 10.7
5．すべての患者に説明できている 6 13.6 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 8 18.2 5 17.9
2．2，3割の患者に説明できている 8 18.2 5 17.9
3．約5割の患者に説明できている 6 13.6 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 14 31.8 10 35.7
5．すべての患者に説明できている 8 18.2 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 9 20.5 6 21.4
2．2，3割の患者に説明できている 12 27.3 7 25.0
3．約5割の患者に説明できている 5 11.4 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 13 29.5 8 28.6
5．すべての患者に説明できている 5 11.4 2 7.1
対象外 0 0.0 3 10.7

4)で”1.利⽤したい”と回答した⽅へ
「がん相談⽀援センター」について、今後、患者さん
や家族などへの案内など、医師ご⾃⾝として利⽤し
たい機能について、あてはまるもの全てをチェックしてく
ださい。

1）他の医療機関のセカンドオピニオンを受けられることについて説
明すること。

2）治療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要な対応に
ついて説明すること。

3）がんと診断されても仕事を継続できることなど、就労について説
明すること。

4）がん相談⽀援センターがあり、いつでも相談できることを説明す
ること。

2）がん診療連携拠点病院内にある「がん相談⽀援センター」の
対応内容をご存知ですか。

2)で”1.知っている・利⽤したことがある”と回答した
⽅へ
「がん相談⽀援センター」での対応のうち、既に知って
いるもの全てにチェックしてください。

3）これまでに患者さんや家族などへ案内する時など、医師ご⾃⾝
として「がん相談⽀援センター」を利⽤されてたことがありますか。

3)で”1.利⽤したことがある”と回答した⽅へ
「がん相談⽀援センター」ついて、患者さんや家族な
どへ案内する時など、医師ご⾃⾝として利⽤している
機能について、あてはまるもの全てにチェックしてくださ
い。

4）今後、患者さんや家族などへ案内する時など、医師ご⾃⾝と
して「がん相談⽀援センター」を利⽤したい機能はありますか。

1）ご所属の医療機関内の「がん相談⽀援センター」の場所を
知っていますか。



度数 構成⽐
(％)

28 100.0

1．とても⼤きくなる 1 3.6
2．⼤きくなる 8 28.6
3．変わらない 15 53.6
4．⼩さくなる 4 14.3
5．とても⼩さくなる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても⼤きくなる 1 3.6
2．⼤きくなる 3 10.7
3．変わらない 9 32.1
4．⼩さくなる 15 53.6
5．とても⼩さくなる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても良好になる 3 10.7
2．良好になる 15 53.6
3．変わらない 10 35.7
4．不良になる 0 0.0
5．とても不良になる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても⼤きくなる 3 10.7
2．⼤きくなる 22 78.6
3．変わらない 3 10.7
4．低下する 0 0.0
5．とても低下する 0 0.0
対象外 0 0.0

この冊⼦の利⽤意向についておたずねします。率直な感想をお聞かせください。
1．とてもそう思う 12 42.9
2．そう思う 13 46.4
3．どちらともいえない 3 10.7
4．そう思わない 0 0.0
5．まったくそう思わない 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とてもそう思う 12 42.9
2．そう思う 14 50.0
3．どちらともいえない 2 7.1
4．そう思わない 0 0.0
5．まったくそう思わない 0 0.0
対象外 0 0.0

事後調査
回答者

質　　問　　項　　⽬

医師がこの冊⼦を直接⼿渡すことで、医師の⼿渡す⼿間や説明などが必要になるかもしれません。
また⼀⽅で、医師からすべてを説明する時間的な負担が軽減することが期待できるかもしれません。
総合的に⾒て、以下の観点についてどのように感じられますか。現時点においての率直な印象をお聞かせください。

(2) この冊⼦を⼿渡すことで、医師の⼼理的な負担の度合いは

(3) この冊⼦を⼿渡すことで、医師と患者との関係は

(4) この冊⼦を⼿渡すことで、医師や医療チーム、医療機関に対
する
患者の信頼度は

(1) この冊⼦を、ご⾃⾝の診療で利⽤したい（患者に直接⼿渡
したい）と思う

(2) この冊⼦の存在と利⽤の仕⽅を、他の医師に知らせたいと思
う

(1) この冊⼦を⼿渡すことで、医師の時間的な負担の度合いは



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の活用に向けた検討 

～医師や医療者が効果的に活用するには～ 

研究分担者 鈴宮 淳司 社会医療法人駿甲会 コミュニティホスピタル甲賀病院（副院長）

研究要旨 

がんの診断後間もない患者を対象として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断さ

れたあなたに知ってほしいこと』の普及および活用方法に関して、臨床現場の医師および病

院管理者の立場から議論に参加した。医師や医療者がこの冊子を活用するためには、冊子活

用によるメリットを周知すると共に、がん診療連携拠点病院をはじめとする各施設の管理

者や担当者（問題意識を持つ医師、がん専門相談員など）を巻き込み、主治医が診療時に冊

子を使用できる環境や体制を整備することが求められる。 

A． 研究目的 

本研究班では、がんの診断後間もない患者を対象

として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診

断されたあなたに知ってほしいこと』の普及のため

の方策を提示することを目的としている。臨床現場

の医師および病院管理者の立場から議論に参加し、

具体的な活用方法について検討を行った。 

B． 研究方法 

臨床現場の医師および病院管理者の立場から、本

研究での調査や具体的な活用方法についての議論に

参加し、研究班内で意見交換を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、個人情報などを扱う内容ではなく、特に

倫理面の配慮の必要はない。 

C． 研究結果 

がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』へは、患者・家族にとって役立つ

情報が網羅的に掲載されている。冊子の作成段階で

は、患者・家族ががんと診断された事実に動揺し、必

要な情報を見極めることが困難となることやその心

情に配慮し、最も重要な情報を分かりやすく記載す

ることに努めた。そのため、医師・医療者は、診断初

期の患者・家族に説明する必要のある項目のチェッ

クリストとして、この冊子を使用することができる。

特に、就労支援や妊孕性温存、がん相談支援センター

についての情報も記載されているため、患者・家族に

とって必要な情報が説明されないといった事態を防

ぐことができると考えられる。また、医師・医療者が

冊子を活用することにより、患者・家族とより詳細な

話し合いが可能となり、診断初期から患者・家族－医

師・医療者間の信頼関係の構築に寄与することが期

待される。 

D．考察 

医師・医療者が冊子を活用することにより、患者や

家族へ必要な情報が届けられることが期待される。

今後は、本研究班での取り組み（冊子に関するオンラ

イン説明会や実際に冊子を利用した医師へのアンケ

ートおよびインタビュー調査など）を通じて医師・医

療者へ冊子活用によるメリットを周知することが必

要である。まずは、がん診療連携拠点病院をはじめと

する各施設の管理者や担当者（問題意識を持つ医師、

がん専門相談員など）を巻き込み、主治医が診療時に

冊子を使用できる環境や体制整備が求められる。

E．結論 

がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た冊子の普及には、医師・医療者による活用を進める

ことが重要である。今後も活用促進に向けた取り組

みが必要であると考えられた。 

F．健康危険情報 

  特になし 

G．研究発表 

1．論文発表

1) Kwak LW, Sancho JM, Cho SG, Nakazawa

H, Suzumiya J, Tumyan G, Kim JS, Menne

T, Mariz J, Ilyin N, Jurczak W, Lopez Ma
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Kim WS, Lee SJ, Kim SH, Ahn KY, Buske 

C. Efficacy and Safety of CT-P10 Versus Ri

tuximab in Untreated Low-Tumor-Burden F

ollicular Lymphoma: Final Results of a Ran

domized Phase III Study. Clin Lymphoma 

Myeloma Leuk. Vol,22. pp89-97,2022. 

2) Wanitpongpun C, Honma Y, Okada T, Suzu

ki R, Takeshi U, Suzumiya J. Tamoxifen e
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ell malignant cells via activation of FOXO1 

signaling pathway. Leuk Lymphoma. Vol,62.

 pp1585-1596. 2021. 

3)  Izutsu K, Suzumiya J, Takizawa J, Fukase

 K, Nakamura M, Jinushi M, Nagai H. Rea

 l World Treatment Practices for Mantle Ce

 ll Lymphoma in Japan: An Observational  

 Database Research Study (CLIMBER-DBR).

 J Clin Exp Hematop. Vol,61.pp135-144. 20 

 21. 

4)  Takizawa J, Izutsu K, Nagai H, Fukase K,

 Nakamura M, Jinushi M, Suzumiya J. Re 

 al World Treatment Practices for Chronic  

 Lymphocytic Leukemia in Japan: An Obse 

 rvational Database Research Study (CLIM 

 BER-DBR). J Clin Exp Hematop. Vol,61.pp

 126-134. 2021. 

5)  Izutsu K, Ando K, Ennishi D, Shibayama 

H, Suzumiya J, Yamamoto K, Ichikawa S, 

Kato K, Kumagai K, Patel P, Iizumi S, H

ayashi N, Kawasumi H, Murayama K, Na

gai H. Safety and antitumor activity of ac

alabrutinib for relapsed/refractory B-cell m

alignancies: A Japanese phase I study. Ca

ncer Sci. Vol,112. pp2405-2415. 2021. 

6)  鈴宮淳司. 慢性リンパ性白血病とその類縁疾患

のWHO分類と診断アルゴリズム. 日本臨牀. V

ol,79. Pp1705-1713. 2021. 

7)  鈴宮淳司.がん領域診療ガイドラインのアップ

デート造血器腫瘍. 腫瘍内科. Vol,28. pp628-6

36. 2021. 

 

2．学会発表 なし 

 

3．書籍 

・鈴宮淳司. 悪性リンパ腫. 日本臨床検査医学会ガ

イドライン作成委員会. 臨床検査のガイドライン 

JSLM 2021. 宇宙堂八木書店. 東京. pp432-439. 

2021. 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

 

2. 実用新案登録 なし 

 

3. その他 なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の評価と活用に関する研究 

研究分担者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター（院長） 

研究要旨 

本年度は、本研究班として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』の活用方法に関して議論を行った。その冊子には、診断後間もない患者

へ医師等が情報提供することが求められるが、実際には提供が不十分とされていることが

平易な記載で網羅されており、さらに患者をがん相談支援センターへつなぐ大きな役割を

果たすことが期待される。本研究班では、医師の冊子活用意向や負担感の度合いに関して、

医師へのアンケート・インタビュー調査およびがん相談支援センターへのアンケート調査

が計画されている。本年度は、これらの実施の前提となる、冊子が新規に作成された経緯や

冊子の利用方法などについて、どのように医師等に認識させるかの検討を行った。 

A． 研究目的 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された「診断後間もない人への情報提供資材

（冊子）」（2022年2月公開、5月より拠点病院で

の利用開始）の普及と活用方法について検討する。

本年度は、活用の前提となる本冊子の意義や活用方

法についての医師の認識向上の方法について検討を

行った。 

B． 研究方法 

1. 医師を中心とした現場スタッフへ、本冊子に関

する説明会を開催する。

2. 冊子の手渡しと効果の検証のためのシステムを

整備する。

3. 本研究班の計画である「医師への事前・事後のア

ンケート調査」「医師へのインタビュー調査」「が

ん相談支援センターを対象としたアンケート調

査」へ参画をする。

（倫理面への配慮） 

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。 

C． 研究結果 

以下、九州がんセンターで行う予定の取り組みを

列挙する。 

1. 分担研究者から、がん相談支援センター所属の

医師、がん専門相談員に加えて、幹部（院長・副

院長・看護部長・事務部長等）へ、本冊子に関し

て説明を行い、その意義の共通認識を深める。 

（がん相談支援センター所属の医師は、本冊子

の作成協力者であり、看護師長と看護師は、本研

究班の協力者でもあるため、既に十分認識はし

ている） 

2. 医師を対象とした説明会の開催

各診療科部長や医長に対して、本冊子を配布し、

その意義や活用方法についての説明を行う。そ

の際に、研究班作成の動画を用いる予定である。 

（2022年5月頃より開始予定）

3. 引き続き、がん専門相談員や入退院支援センタ

ー看護師等を中心として、同様の説明会を行う。 

4. （2022年6月頃より開始予定）

5. 以上に加えて、がん専門相談員を中心として、全

病棟に出前講座を頻回に行うことによって、ス

タッフ医師や病棟看護師等への認識も高める。

（九州がんセンターでは、種々の情報共有のた

めの病棟や部門への出前講座が頻回に行われて

いる。このような活動の土壌は培われている。）

（2022年7月頃より9月頃を目途に、各部門への

説明出前講座を順次開始する予定）

6. 以上を前提として、本研究班の計画である「医師

への事前・事後のアンケート調査」「医師へのイ

ンタビュー調査」「がん相談支援センターを対象

としたアンケート調査」へ参画をする。

D．考察 

本情報提供資材『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の活用が進めば、診断後間もないがん

患者や家族にとって必要な情報が、伝わりやすくな
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ると期待される。ただし、がん相談支援センターの紹

介を目的としたリーフレット等はすでに作られてい

る場合が多いにも関わらず、がん相談支援センター

の周知が不十分な実態がある。このことは、本冊子を

如何にしてがん患者・家族に届けるかに関しての有

効なシステム整備がないと、その効果を発揮するに

は至らないことが予想される。そのためには、まず現

場の医師や看護師に、（従来の単なるリーフレットと

は異なる）本冊子の内容の理解と意義を認識させな

ければならない。  

そのための医師・看護師等への説明会の継続的な開

催は必須である。しかし、冊子を手渡せば済むという

認識では不十分である。冊子の手渡し機会の増加に

とどまらず、本冊子は、以下のような効果をもたらす

ことも期待される。 

⚫ まず、医師にとって説明が必要な項目の理解を

高める。 

就労支援や生殖機能温存などの説明の必要性の

認識は、医師においても未だ不十分である実態

を改善できる可能性がある。 

⚫ それらの説明に十分な時間が割きにくい医師に

とっても、平易な言葉で示される情報は、情報提

供資材として役に立つ（負担感の軽減）という認

識を持つことができる。 

⚫ さらに、利用価値を認めた医師による、周辺の医

師への利用促進がなされる。 

 

E．結論 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された冊子『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の普及と活用を進めることにより、情

報が不足しているがん患者・家族の減少、がん相談

支援センターの周知と利用の促進、さらにはその説

明をする医師をはじめとした現場スタッフの負担軽

減がもたらせることが期待される。そのための配布

のための確固たるシステム整備が求められる。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

I 著書  なし 

 

II 総説   

1. 藤也寸志.がん医療の現場から医療情報の提供

体制を考える. 九州外誌 2021;5:1. 

2. 藤也寸志,渡邊雅之, 松原久裕, 土岐祐一郎.特

別企画「各疾患登録と NCD の課題と将来」

NCD における食道がん全国登録への期待と問

題点. 日外誌 2021;122(6):716-718. 

 

III 原著 

1. Toh Y, Hagihara A, Shiotani M, Onozuka D, 

Yamaki C, Shimizu N, Morita S, Takayama 

T. Employing multiple-attribute utility 

technology to evaluate publicity activities 

for cancer information and counseling 

programs in Japan. Journal of Cancer 

Policy. 27:100261, 2021 

2. Takayama T, Yamaki C, Hayakawa M, 

Higashi T, Toh Y, Wakao F. Development of a 

new tool for better social recognition of cancer 

information and support activities under the 

national cancer control policy in Japan. J 

Public Health Manag Pract. 27: E87-99, 2021 

3. Takayama T, Inoue Y, Yokota R, Hayakawa M, 

Yamaki C, Toh Y. New Approach for 

Collecting Cancer Patients’Views and 

Preferences Through Medical Staff. Patient 

Preference and Adherence. 2021;15:375-385. 

4. Toh Y, Inoue Y, Hayakawa M, Yamaki C, 

Takeuchi H, Ohira M, Matsubara H, Doki Y, 

Wakao F, Takayama T. Creation and 

provision of a question and answer resource 

for esophageal cancer based on medical 

professionals' reports of patients' and 

families' views and preferences. Esophagus 

2021;18:872-879. 

 

Ⅳ 症例報告  なし 

 

V 学会発表 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 

1. 特許取得   なし 

 

2. 実用新案登録 なし 

 

3. その他    なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の活用に関する研究 

研究分担者 石井 亜矢乃 岡山大学病院 総合患者支援センター（副センター長・准教授） 

研究協力者 石橋 京子  岡山大学病院 総合患者支援センター（医療ソーシャルワーカー） 

研究要旨 

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報提供・相談支援部会とがん情報サービス

が共同し、診断後間もない人への情報提供資材「がんと診断されたあなたに知って欲しい

こと（冊子）」が作成された。それに伴い本研究「診断されて間もない人への情報提供資

材の活用に関する研究」では、医師への周知と活用に関するアンケート・インタビュー調

査（調査Ⅰ）と施設内での冊子の効果的な周知と活用方法に関する調査（調査Ⅱ）への参

加を県内および自施設の医師やがん相談員に協力依頼し、がん相談支援センターの周知・

活用に向けた体制づくりとして、冊子の普及・活用を促進するための方策やがん相談支援

センターの周知活動などについて検討を行った。 

今回どれだけの院内の医師が調査Ⅰに参加したかは不明であるが、医師にがん相談支援

センターの認知やがん相談支援センターが行っている業務の理解を深めるのに役立ち、冊

子を配布する利点の理解やがん相談支援センターとの連携強化に繋がる契機となったと思

われる。調査Ⅱついては、院内での冊子の普及・活用に関して組織的な取り組みについて

検討した。合わせて当院がん相談センターが既に作成しているリーフレットやパンフレッ

ト等を配布するような仕組みも検討でき、患者やその家族の世代に合ったより多くの情報

を提供できることに繋がると思われる。今後、冊子のおおよその配布数を把握し、冊子配

布によるがん相談支援センターの相談件数への影響（外来相談の増加等）、冊子に掲載さ

れた情報の相談の増加など検討していく予定である。 

A． 研究目的 

本研究では、下記の調査（Ⅰ,Ⅱ）(研究責任者:高

山智子)について県内・院内の医師やがん相談支援

センターの相談員に協力依頼し、がん相談支援セン

ターの周知・活用に向けた体制づくりとして、都道

府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相

談支援部会とがん情報サービスが共同作成した診

断後間もない人への情報提供資材「がんと診断され

たあなたに知って欲しいこと（冊子）」（以下、冊

子）の普及・活用を促進するための方策やがん相談

支援センターの周知活動などについて検討するこ

とを目的とする。 

調査Ⅰ 医師への周知と活用に関するアンケート・

インタビュー調査： 

1） 医師を対象とした冊子についてのオンライン説

明会開催前後における、冊子の利用意向やがん相談

支援センターの認知度などの認識について経時的

変化を明らかにすること。

2）実際に冊子を配布した医師を対象としたインタ

ビュー調査により、冊子を配布する利点やがん相談

支援センターとの連携など今後の課題について、が

ん診療に携わる医師の視点を通じて明らかにする

こと。 

調査Ⅱ 施設内での冊子の効果的な周知と活用方

法に関する調査： 

がん相談支援センターのがん専門相談員が中心と

なり医師を含む多職種で行った院内での冊子活用

に関する組織的な取り組みについて明らかにする

こと。 

B．研究方法 

調査Ⅰ：2021年12月岡山県がん診療連携協議会

および2022年1月のがん相談実務者会議、2022年1、

2月院内の腫瘍センター運営委員会において調査の

説明と協力依頼を行った。腫瘍センター運営委員会

では各診療科の医師への伝達も依頼した。2022年2

月岡山大学病院長および腫瘍センター長に相談し、

院内の情報伝達者の医師宛（約170名）にメールで

協力を依頼、自身が所属する診療科にも個別で協力

を依頼した。 

調査Ⅱ：2022年1月のがん相談実務者会議で調査
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の説明と協力を依頼し、2022年3月岡山県内のがん

相談支援センターのある病院にメールにて参加協

力依頼を行った。当院は参加を申し込み、2022年3

月当院総合患者支援センター内にあるがん相談支

援センターのがん相談員と院内での冊子の普及・活

用に関して議論した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で 

はなく、特記すべき事項なし。 

 

C．研究結果 

調査Ⅰ： 

各個人での調査への参加であるため、説明会への

参加状況については把握できていない。 

 

調査Ⅱ： 

県内のがん相談支援センターの調査への参加施

設数については把握できていない。当院でもまだ冊

子の配布には至っていないが、その配布方法等につ

いて検討したので結果報告する。 

当院のがん相談支援センターで2019年度に作成

している初診時カードでさえなかなか主治医に配

布してもらえていない状況である。2021年度当院

がん相談支援センターの案内のリーフレットを作

成し主治医より配布してもらうことを当初考えて

いたが、腫瘍センター長とも相談し、新たなリーフ

レットを診察室に配置する場所も少なく、主治医か

ら配布してもらうことは困難と判断し、初診時カー

ドをがん相談支援センターに持参した患者にリー

フレットを配布することとしていた。そのような状

況下であったことから、今回の新たな冊子について

も直接主治医からの配布は難しいと考え、次のよう

な手順（①-③）で患者に配布することとなった。 

 

① 医師に再度、がんと診断されて間もない人への

初診時カードの配布を文章で依頼する。依頼時

にがん相談支援センターで相談できる内容や

配布できる冊子やリーフレットの説明も行う。 

② 世代に応じた情報を届けれるようリーフレッ

トやパンフレットなど3つのパターンで岡大セ

ットを予め組んでおく。 

セットには、今回の新たな冊子や2021年度末

に作成した当院がん相談支援センターの案内

のリーフレットを基本とし、セットに合わせて

妊孕性に関するパンフレット、就労に関するパ

ンフレットやちらし、岡山県がんサポートガイ

ド、がん在宅療養パンフレット（2022年3月第

3版改訂）、患者会の案内などを入れておく。 

③ センターに初診時カードを持参した患者や独

自で相談に訪れた人の各々のニーズにあった

セットを渡す。必要に応じてリーフレットやパ

ンフレットを追加する。 

④ 役に立ったかを調査するために、セットの中に

アンケートを入れ、手渡し時にアンケートへの

協力を依頼する。 

 

今後、医師へがん相談支援センターの初診時カー

ドの配布の依頼文やがん相談支援センターのPR文

の作成、岡大セットおよびセットを入れる色分けし

た袋、患者へのアンケートなど準備していく予定で

ある。 

 

D．考察 

がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医から相談

支援センターについて説明する等、診断初期の段階

から相談支援センターの周知を図る体制を整備す

る必要がある。また主治医には、十分な時間をかけ

たインフォームド・コンセント、セカンドオピニオ

ンや意思決定に必要な支援を行う等、病初期から治

療終了まで、患者と十分にコミュニケーションを取

り、患者の意思を尊重することが求められている。

しかし、相談支援センターを利用したことがある人

の割合は約7%であったとする報告や、セカンドオ

ピニオンや妊孕性、就労継続などに関する医師から

の情報提供やコミュニケーションが十分でないと

する報告もある。 

今回どれだけの院内の医師が調査Ⅰに参加した

かは不明であるが、医師からのがんと診断されて間

もない人へのがん相談支援センターの説明・紹介が

思うように進まない中、調査Ⅰは医師にがん相談支

援センターの認知やがん相談支援センターが行っ

ている業務の理解を深めるのに役立ったと思われ

る。また、冊子は医師にとって配布する利点の理解

やがん相談支援センターとの連携強化に繋がるも

のとなったと思われる。今後医師へのがん相談支援

センターの周知状況も確認していきたい。 

調査Ⅱについては、がん相談支援センターのがん

相談員が中心となり、院内での新たな冊子の普及・

活用に関して組織的な取り組みについて検討する

機会となった。今回の冊子だけでなく、センターが

既に作成しているリーフレットやパンフレット等



を合わせて配布するような仕組みも検討出来たこ

とは、患者やその家族に、世代にあったより多くの

情報を提供できることに繋がると思われる。ただ、

がんと診断されて間もない人にとって、有益な情報

が主治医から提供されることで患者と家族の不安

を和らげる可能性や冊子の活用により主治医と患

者および家族とのコミュニケーションの助けとな

る効果が期待されていたが、当院での方法では直接

主治医からの配布とは現段階ではなっていない。そ

のため、主治医がコミュニケーションをとりながら、

初診時カードを渡しがん相談支援センターを紹介

できるように、がん相談支援センターで相談できる

内容や患者が抱えうる不安などは予め医師に周知

するなどの工夫が必要となる。また、がん相談支援

センターの初診時カードは主治医からの手渡しだ

けでなく、がん相談支援センターや同じ総合支援セ

ンターの入院支援室などにも配置している。これか

らは今回の新たな冊子や2022年3月に作成した当

院がん相談支援センターの案内のリーフレットな

ども入院支援室に配置するなど、外来で配布できて

いない患者に、一人でも多くがん相談支援センター

を知ってもらえるような取り組みを組織として検

討したい。今後、冊子のおおよその配布数を把握し、

冊子配布によるがん相談支援センターの相談件数

への影響（外来相談の増加等）、冊子に掲載された

情報の相談の増加など検討していく予定である。 

 

E．結論 

本研究では、調査Ⅰ,Ⅱについて医師やがん相談

支援センターの相談員に協力依頼した。医師のがん

相談支援センターの周知や冊子を配布する利点の

理解やがん相談支援センターとの連携強化に繋が

ったと思われる。調査Ⅱに参加し、まだ冊子の配布

はできていないものの、今後の冊子の普及・活用を

促進するための方法について検討した。合わせて既

存の資材も取り入れながら、患者やその家族に、世

代にあったより多くの情報を提供できる仕組みも

検討できた。 

 

F．健康危険情報 

 特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 なし 

2．学会発表 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1.特許取得   なし 

 

2.実用新案登録 なし 

 

3.その他    なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
がん相談支援センターの医師への周知に関する体制整備の検討 

～医師へのインタビュー調査～ 

研究代表者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

研究要旨

本研究では、がんと診断されて間もない人への情報提供のために作成された資材である

冊子を、適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の活用方法と今

後の課題等について、がん診療に携わる医師の視点を通じて検討した。冊子に関する医師

向けのオンライン説明会に参加した53名のうち、調査協力の同意が得られた18名を対象に

個別でのインタビュー調査を実施し、得られたデータを質的に分析した。

その結果、調査に参加した医師は、冊子の内容について適切であると評価しており、診

断初期の患者や家族らに主治医から冊子を手渡す必要性を認識していることが示された。

一方で、診断初期から治療前の時期には診断や治療に関する説明に時間を要し、配布資料

も多いため、医師のみでは患者らに冊子を手渡すことが難しい場合があることが指摘され

た。また医師の立場では、特に治療費や就労といった生活療養に関する情報を十分に持ち

合わせておらず、相談支援センターの相談員へ相談対応を委ねることで、医師の負担は軽

減する可能性が示され、相談支援センターとの連携に積極的な様子が伺えた。また相談支

援センターを利用した患者らの反応やその後の経過を知ることができれば、より多くの医

師が冊子を配布するのではないかといった意見も聞かれた。

冊子の活用を促進するためには、がん診療に携わる医師が冊子に記載されている相談支

援センターの役割を理解し、積極的に活用できるよう組織的な働きかけが求められる。他

職種が冊子を配布する際にも、医師の指示のもと冊子を渡していることが患者らに伝わる

よう配慮し、冊子を作成した当初の目的が損なわれないよう努める必要がある。また冊子

を配布され相談支援センターを利用した患者の反応等、冊子活用の効果を提示する方法に

ついても、今後検討を重ねる必要があると考えられた。

A． 研究目的 
がん患者およびその家族に対して、外来初診時に

主治医からがん相談支援センター（以下、相談支援セ

ンター）を説明し、インフォームド・コンセント、セ

カンドオピニオンや意思決定に必要な支援を行う等、

患者と十分にコミュニケーションを取り、患者の意

思を尊重することが求められる。しかし、がん診療に

携わる医師の負担は大きく、患者らが抱える治療か

ら療養生活全般に関する不安や疑問、悩みや困りご

とに、医師のみが対応することは困難な状況にあり、

課題となっている。

診断後間もない人に必要な情報を届け、主治医や

医療者とのコミュニケーションの手掛かりとなるこ

とを目指し、国立がん研究センターがん編集委員会

と都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報

提供・相談支援部会とが共同し、「診断後間もない人

への情報提供資材（以下、冊子）」を作成した。

本研究では、冊子を適切な時期に対象となるがん

患者とその家族へ届けるため、院内での冊子の配布

方法について、がん診療に携わる医師の視点を通じ

て検討することを目的とした。

B．研究方法 
本研究では、冊子を配布した医師を対象に、オンラ

インシステムを用いた個別での半構成的インタビュ

ーを実施し、得られたデータを質的に分析した。

a. 対象者

冊子の活用に関するオンライン説明会に参加した

53名のうち、インタビュー調査協力に同意が得られ

たがんの外来診療に携わる医師18名とした。主治医

として自身が、がんと診断した患者とその家族へ冊

子を手渡したことがあること者へ調査協力を依頼し

た。
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b. 研究デザイン 
本研究は、オンラインシステムを用いた個別での

半構成的インタビューによる質的記述的研究である。 
 
c. 調査手順 
 対象者のリクルートは、以下の手順で行った。   
 (ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん診療に携わる医師へ調査

を案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(ウ) 応募フォームより登録された対象者へは、冊子

(10冊)を無料で郵送し、実際の診療時にがんと

診断した患者や家族へ冊子を手渡してもらう

よう依頼した。 
(エ) 冊子に関するオンライン説明会後のアンケー

ト調査（令和3年度報告済）の際にインタビュー

 調査協力の意向を確認した。 
(オ) (エ) でインタビュー調査協力の意向が確認で

きた場合に、別途インタビュー調査の協力を依

頼し、同意書の提出をもって調査対象者として

登録し、インタビューの日程を調整した。 
 
インタビューの手順 

 インタビューは、オンラインで個別に15～20分/回 
で行った。事前に作成したインタビューガイドに沿 
ってインタビューを行い、その内容を録音した。録音 
を開始する際には、対象者の了解を得た。 
 
d. 調査内容 
・ 冊子の内容についての意見 
・ 冊子の配布状況 
－ 冊子を渡した患者さんの（およその）数 
－ 冊子を利用して良かったと思うこと 
－ 冊子の配布方法 
－ 冊子を普及させるために必要な取り組み 
－ 相談支援センターとの連携の有無と内容 

 
e．調査期間 
 調査期間は2022年9月～10月であった。 

 
d. 分析方法 
 インタビュー内容を逐語録にし、「冊子活用の実際

とその評価」に関する内容ごとに文章を区切り、その

内容の類似性に沿って整理した。 
 
 

（倫理面への配慮） 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-048）」
の判断を得て実施した。 

 
C．研究結果 
 冊子の内容については、「重要な点は網羅されてい

る」「全体のボリュームはちょうど良い」等冊子の内

容については適切であるといった意見が多く聞かれ

た。また「（冊子には）生活に関すること等が記載せ

れており、患者さんの気持ちをより意識することが

できた」「医師の経験に限らず一定の対応ができる」

「コミュニケーションのツールとして活用できる」

といった意見もあり、冊子は医師と患者らのコミュ

ニケーションを促進するツールになり得ると認識さ

れていた。 
冊子の配布状況は、2~5名程度と答えた者が多く、

ほとんどの医師が治療方針について説明した後、診

察の最後に「後で読んでみてください」「心配事があ

れば（相談支援センターで）相談できます」等と伝え、

患者らへ冊子を手渡したと語った。一方で、「他にも

配布する資料が多く、冊子を渡すのを忘れてしまう

ことがあった」との意見もあり、診断初期ら治療前の

時期には診断や治療に関する説明に時間を要し、配

布資料も多いため、医師のみでは患者らに冊子を手

渡すことが難しい場合があることが指摘された。実

際に、診察方法や外来の流れに合わせて、多職種（認

定・専門看護師や外来クラーク等）により冊子を配布

する工夫をしている医師も複数名いた。 
また、「（患者や家族が病院から）帰宅後に疑問が

生じたときに相談できる場所があることを知ってお

くことは重要である」とし、診断初期の患者や家族ら

に主治医から冊子を手渡す必要性を認識しているこ

とが示された。冊子を普及させるために必要な取り

組みとして、「医師が相談支援センターの役割を理解

する必要がある」「医師に限らず、医療者への冊子の

周知、広報活動が必要」等、医師に限らず医療職への

意識づけとそのための環境整備が必要であることが

指摘された。 
相談支援センターとの連携については、「医師の説

明後、（患者が）気がかりに思っていることを確認し

て対応してもらえるのは、ありがたい」といった語り

があり、医師が説明しきれなかった内容の説明や、診

察後の患者や家族の気持ちのフォローを求めていた。

また医師の立場では、特に治療費や就労といった生



活療養に関する情報を十分に持ち合わせておらず、

相談支援センターの相談員へ相談対応を委ねること

で、医師の負担は軽減するといった意見が多く聞か

れ、相談支援センターとの連携に積極的な様子が伺

えた。また複数の医師より、より多くの医師へ冊子を

活用してもらうためには、相談支援センターを利用

した患者らの反応やその後の経過（相談対応による

効果）を示すことが有効なのではないかといった意

見が聞かれた。 
 

D．考察 
 調査に参加した医師は、冊子の内容や表現等につ

いて適切であると評価しており、診断初期の患者や

家族らに主治医から冊子を手渡す必要性を認識して

いることが示された。また医師にとっても、冊子を通

じて患者らが療養生活を送る上で知っておくべき情

報を得る機会になり、そのことが患者とのコミュニ

ケーションを促進することにつながるものと考えら

れた。今回作成した冊子は、がん診療に携わる医師に

対しての情報提供資材と位置付けることもでき、研

修医等への教育の機会に冊子を利用してもらうこと

で、活用の幅はさらに広がるものと考える。 
インタビューでは、医師のみが診断初期ら治療前

の患者らに冊子を手渡すことが難しい場合があるこ

とが指摘され、診察方法や外来の流れに合わせて、多

職種により冊子を配布する工夫をしていることが示

された。また相談支援センターとの連携について、医

師の立場では、生活療養に関する情報を十分に持ち

合わせておらず、相談支援センターの相談員へ相談

対応を担うことで、医師の負担は軽減することが期

待された。冊子を配布する際には、医師の負担は最小

限となるよう配慮しつつも、主治医と患者らとの関

係を持ち続けられるような配慮が求められる。多職

種から冊子を手渡す際にも、主治医の指示のもと冊

子を渡していることを患者らに伝える等、冊子を作

成した当初の目的が損なわれないよう努める必要が

あると考える。 
冊子の活用を促進するためには、がん診療に携わ

る医師が相談支援センターの役割を理解し、積極的

に活用できるよう組織的な働きかけが必要である。

今後は、より多くの医師へ冊子を活用してもらうた

め、相談支援センターを利用した患者らの反応やそ

の後の経過（相談対応による効果）を示すための取り

組みについても検討を重ねる方針である。 
 
 

E．結論 
 調査に参加した医師は、冊子の内容や表現等につ

いて適切であると評価しており、診断初期の患者や

家族らに主治医から冊子を手渡す必要性を認識して

いた。一方で、診断初期から治療前の時期には医師の

みでは患者らに冊子を手渡すことが難しい場合があ

ることが指摘された。また冊子活用により医師の負

担は軽減する可能性が示され、 
冊子の活用を促進するためには、がん診療に携わ

る医師が冊子に記載されている相談支援センターの

役割を理解し、積極的に活用できるよう組織的な働

きかけが求められる。他職種が冊子を配布する際に

も、冊子を作成した当初の目的が損なわれないよう

努める必要がある。また冊子配布の効果（患者の反応

やその後の経過）を提示する方法についても、今後検

討を重ねる必要があると考えられた。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  なし 
2．学会発表  なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
1. 特許取得    なし 
2. 実用新案登録  なし 
3. その他     なし 

 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
施設単位でのがん相談支援センターの周知の取り組み方法の検討： 

院内と地域に向けた周知活動について 
～日本臨床腫瘍学会を介した調査～ 

研究分担者 鈴宮 淳司 社会医療法人駿甲会コミュニティーホスピタル甲賀病院（副院長/島根大学名誉教授）

研究要旨

がんの診断後間もない患者を対象として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断

されたあなたに知ってほしいこと』の普及の方策を検討するために、日本臨床腫瘍学会会

員、全員に本冊子に関するアンケート調査を2022年9月6日から30日までメールにより実

施。8412件送付し、回答は442名（回答率5.3％）で33.5％が冊子を知っており、医師345
名中32.5％、がん薬物療法専門医36.3％、非専門医27.7％が知っていた。使用している医

師は46名で、医師全体の13.3％、知っていると回答した医師中41.1％であった。多くの医

療者には本冊子が良くできていると評価されているが、本冊子の知名度、使用度は調査時

点では低く、有効活用のためには、知名度をあげる、有用性の認知度を上げるための継続

的な方策が必要であることが明らかとなった。

A． 研究目的 
本研究班は、がんの診断後間もない患者を対象と

して作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断

されたあなたに知ってほしいこと』の普及の方策を

提示することも目的のひとつである。本冊子の普及

をはかるための方策のひとつとして、日本臨床腫瘍

学会会員への本冊子の知名度の調査と認知度向上

に向けたアナウンスを目的とする。

B．研究方法 
日本臨床腫瘍学会会員、全員に本冊子に関するア

ンケート調査を実施。

2022年8月10日 公益社団法人日本臨床腫瘍学会

石岡千加史理事長よりアンケート調査の許可。

8月29日 社会医療法人駿甲会コミュニティーホス

ピタル甲賀病院倫理委員会より承認。

9月6日  学会一斉メール （送付件数8801件、389
件エラー、実際の送付件数 8412件）。 
9月20日、27日 リマインドメール。 
9月30日 アンケート調査終了 

（倫理面への配慮）

個人情報保護：アンケート送付は学会の一斉メール

システムで実施、回答は無記名で、個人、施設の特

定はできない方法で実施。

アンケート内容は以下である。

必須

先生のことをお教えください （該当箇所に〇をお

付けください）

 医師（がん薬物療法専門医）

 医師（がん薬物療法専門医以外）

 薬剤師

 看護師

 その他（記載ください:

「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」の

冊子に関しての質問です

① この冊子をご存じですか

 知らない

 知っている（次の質問①②にご回答ください）

前の質問で「知っている」と回答された方へ質問で

す。

どのようにしてお知りになりましたが？

「知っている」と回答された方へ質問です。

② 使っていらっしゃいますか

 使っている

 使っていないが、今後使う予定

 今後も使う予定がない（次の質問にご回答くだ

さい）

前の質問で「今後も使う予定がない」と回答された

方はその理由を記載ください

この冊子に関するご意見・感想をお書きください。

（自由記載）* 
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C．研究結果 
442人（回答率5.3％）から回答を得た。 
１）冊子の存在を知っている 

 
回答に知らないと記載されていたが、具体的な知

った方法が記載されている回答は、パンフレットの

存在を知っていても読んだことがないので知らな

いと回答もしくは☑の間違いと考え、知っている

と判断した。 
 
２）冊子を知った経緯 

 
HP:ホームページ（HP）とだけ記載の回答は、がん

情報サービスのHPと解釈 
紹介：セミナー、院内外勉強会、知人、上司、同僚

などからの紹介など他者からの紹介すべて含む 
配置：院内・院外を問わず配置されているものを見

た場合とした 
アンケート：今回のアンケート 
不明：未記載 
 
 
 
 

3）冊子の使用状況（知っている場合のみ） 

 
 
D．考察 
日本臨床腫瘍学会会員へのアンケート調査の結

果、回答総数 442 名で 33.5％の会員が冊子を知っ

ていた。本冊子は医師に使ってもらうことを意図

されているが、医師 345 名のうち知っていたのは

32.5％で、がん薬物療法専門医は 36.3％、非専門

医は 27.7％であった。本冊子を使用している医師

は、46 名で、知っていると回答した医師の中では

41.1％であるが、医師全体の 13.3％であった。使

用していないが本冊子を今後使っていきたいと医

師を含めた多くの職種が回答しているが、今後も

使う予定がないという回答があった。使わない理

由はいくつか挙げられているが、本冊子は一般論

が多いので、相談支援の活動紹介に使用すること

にあまり利点を感じないということが挙げられて

いた。また。カラーコピーできる環境がない、費用

が持ち出しになるので使いにくいため、URLやQR
コードを配布できるテンプレート（名刺サイズ）が

あれば配布が容易になるという意見もあった。今

後、使ってもらうというためには有用な意見で検

討すべきと考えた。 
 冊子の存在を知った方法はという質問で、がん

情報サービスのホームページ（HP）から冊子の情

報を得たのは知っていると回答した 148 名のうち

22.3％で、医師は 17.9％であった。そのため、医師

が 多 く 閲 覧 す る が ん 統 計

https://ganjoho.jp/reg_stat/index.html のお知ら

せ欄を含めた画面構成を検討すべきと思われた。

情報源としては、会議、学会、セミナーや同僚・上

司の紹介が最多であった。配置を含めがん相談支

援センター関連の情報が医療者に関しても重要な

https://ganjoho.jp/reg_stat/index.html


情報伝達の手段であることが再認識された。さら

に今回のアンケート調査により本冊子を知っても

らうという意図もあったが、9.5％が本アンケート

で知ったと回答した。また知らなかったが、本アン

ケートに回答し、本冊子を読んでみたいという回

答も数多くあり、本研究のためのアンケート調査

は、知名度、認知度を上げる方策として一定の有用

性があったと考えた。 
 今回は本冊子の内容を検討する質問は実施して

いないが、自由記載の項目を設けた。特になし・未

記載の 46 名を除く 396 名（95.9％）がコメントの

記載をした。多くは本冊子に肯定的なものであっ

たが、内容に関する有用な意見もあった。患者本人

だけでなく、家族をはじめとした親しい人たちと

患者の関係を強化させる支援も重要という指摘や

緩和ケアに関する記載が少ないとの指摘もあり、

今後の改訂時に検討する事案と考えられた。 
 今回の調査で本冊子を知ってもらい、さらに活

用してもらうことは、容易でないことが明らかに

なった。本冊子の有効利用のためには、今まで以上

にがん相談支援センターの活用、院内外で機会（学

会、緩和ケア研修会、院内研修会・委員会、市民公

開講座等）を活用し知名度をあげることに努める、

さらに使用している医療者の意見をがん対策推進

協議会、がん診療拠点病院のネットワーク協議会

などで情報共有をしていくことが有用と考えられ

る。 
 
E．結論 
がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た冊子の活用は不十分であり、国立がん研究セン

ターを含めた、医療機関、医師・医療者への周

知、冊子の有用性などのプロパガンダが必要であ

る。また、利用しやすいように今後の対策を考え

る必要性がある。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
１． 論文発表  なし 
 
２．学会発表  なし 
 
 
 

H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1. 特許取得   なし 
 
 2. 実用新案登録 なし 
 
 3. その他    なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
がん相談支援センターの医師への周知に関する体制整備の検討 
～がん相談支援センターでの周知の取り組み方法について～ 

研究代表者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

研究要旨

本研究では、がんと診断されて間もない人への情報提供のために作成された資材である

冊子を、適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるため、院内での冊子の配布

方法について、がん相談支援センターのがん専門相談員（以下、相談員）を中心とする現

場の実務者の視点を通じて検討することを目的とした。調査協力の得られた33施設の相談

員へ院内での冊子の配布方法についての検討を依頼し、各施設での具体的な取り組みを把

握するためアンケート調査を実施した。

その結果、冊子配布前後の相談件数には大きな変化は見受けられなかったが、がんと診

断されて間もない時期や治療前にある患者や家族からの相談の中には、冊子に記載された

情報に関する相談があり、相談者や医師の対応にも変化がみられ冊子配布の効果である可

能性が示唆された。また施設内での対応として、冊子を配布する際には、施設管理者（院

長・診療科部長など医師）から冊子配布の目的を説明する等、組織的な取り組みがなされ

ていた。 

冊子の配布・活用を促進し、相談支援センターの周知を図る上では、相談員らが施設管

理者の理解を得て適切なサポートが受けられるよう、組織の体制を整備するための働きか

けが重要であると考えられた。 

A． 研究目的 
がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医からがん

相談支援センター（以下、相談支援センター）につい

て説明する等、診断初期の段階から相談支援センタ

ーの周知を図る体制を整備することが求められる。

しかし、診断初期に相談支援センターを利用したこ

とがある人が少ないことが課題となっている。

相談支援センターの周知を図ると共に、診断後間

もない人に必要な情報を届け、主治医や医療者との

コミュニケーションの手掛かりとなることを目指し、

国立がん研究センターがん編集委員会と都道府県が

ん診療連携拠点病院連絡協議会 情報提供・相談支援

部会とが共同し、「診断後間もない人への情報提供資

材（以下、冊子）」を作成した。

本研究では、冊子を適切な時期に対象となるがん

患者とその家族へ届けるため、院内での冊子の配布

方法について、がん相談支援センターのがん専門相

談員（以下、相談員）を中心とする現場の実務者の視

点を通じて検討することを目的とした。

B．研究方法 
本調査では、相談員を中心とする担当者へ院内で

の冊子の配布方法についての検討を依頼し、その内

容をWebアンケートにて把握した。 

a. 対象者

全国のがん診療連携拠点病院のうち、研究協力に

同意が得られたがん診療連携拠点病院のがん相談支

援センターとした。

冊子配布後のWebアンケートへは、施設内での取

り組みにおいて中心的役割を果たした相談員1名に

回答を依頼した。

b. 研究デザイン

本研究は、Webアンケート調査によつ横断的観察

研究である。

c. 調査手順

具体的な調査手順は、以下の通りである。

(ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん相談支援センターの関係者
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に調査について案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて 

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(ウ) 応募フォームより登録された対象施設の担当 

者(主に、相談員)へ、冊子(100冊)を無料で郵送 
した。 

(エ) 担当の相談員へは、院内での冊子の配布方法に

ついての検討を依頼した。 
(オ) 冊子の配布後、担当の相談員へWebアンケート

の回答フォームURLをメールで送付し、回答を

依頼した。 
 
d．調査内容 
・ 冊子の配布数（およその数） 
・ 診断初期の患者もしくはその家族からの相談件数 
・ 明らかに冊子配布による効果と考えられる相談の

有無と相談件数 
・ 冊子に掲載された情報（妊孕性、セカンドオピニ 

オン、就労等）の相談の有無 
・ 冊子配布前後の相談状況や紹介元の変化 
・ 実際の冊子の配布方法 
・ 冊子および冊子配布に関する意見 等 
 
e. 調査期間 
 調査期間は、2022年3月～9月であった。 

 
d. 分析方法 
対象者の特徴を把握するため、すべての調査項目

の記述統計量を算出し、各項目の分布をグラフ化し

て視覚的に確認した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-048）」
の判断を得て実施した。応募フォーム上に本研究の

目的・方法・倫理的配慮を記した説明文を提示し、文

書をよく読み、調査協力を検討するよう依頼した。ま

た、施設管理者より調査協力に関する同意文書の提

出をもって、本研究の対象施設として登録すること

とした。 
 
C．研究結果（参考資料参照） 
 33施設より調査協力が得られた。病院の種類は、総

合病院（44.8％）、大学病院（34.5％）、がん専門病

院（17.2％）の順に多かった。がん診療連携拠点病院

の種別は、地域がん診療連携拠点病院（51.7％）、都

道府県がん診療連携拠点病院（41.4％）が主であった。 
 冊子配布数は、1～50部と51～100部（それぞれ34.
5％）が主であった。本調査では100冊を無料で提供

したが、調査期間中に冊子の一般購入が可能となっ

たため、100冊を超える冊数を配布したと回答した施

設もあった。冊子配布の前中後では、相談件数に大き

な変化は見受けられなかった。 
 冊子を配布してから、がんと診断されて間もない

患者や家族もしくは、治療前の患者や家族からの相

談があったと回答した者（86.2％）がほとんどであり、

明確に冊子配布と関連すると思われる相談もあった

（1件;20.0％,2件;4.0％,3件;8.0％…10件;4.0％,11件
以上16％）との回答であった。全体として少ない件数

ではあるが冊子に記載された情報（妊孕性、セカンド

オピニオン、就労等）に関する相談もあり、相談員に

とっては明確に冊子配布と関連すると認識されてい

た。 
 冊子配布後、相談情報に何らかの変化があったと

回答した者は約2割（17.2％）であり、「相談したい

事柄が明確になっている印象を受ける」等といった

意見があった。冊子配布後、紹介元に変化があったと

回答した者は約1割（13.8％）おり、「主治医が患者

に相談を進めてくれた」「診療科長より外来に置き患

者に渡すべきとの助言をもらった」等といった意見

があった。 
 実際の冊子配布方法については、事前準備として

相談支援センターの運営会議での担当者による半試

合や、院内の委員会において院長・診療部長等の管理

者による説明を行った等といった回答が得られた。

患者らに冊子を配布する際には、患者や家族が直接

手に取って閲覧できる場所に冊子を設置する、医師

に加え（認定）看護師や外来クラークから手渡す等、

設置場所や多職種による冊子配布の取り組みについ

ての回答が得られた。 
冊子および冊子配布に関する意見として、「冊子を

渡して、（医師との）コミュニケーションが円滑にな

ったと思う」「患者自身が（医師へ）質問しやすいの

ではないかと思う」といった意見があった。一方、

「（医師により）冊子の渡し方は異なると思う」とし、

患者らへ冊子を渡す際の説明や声掛けが必要である

との意見もあった。また、冊子を配布するための取り

組みを通じて、「相談支援センターを周知するための

ツールに利用できる」という意見があったが、その効

果については評価が必要であるという認識がもたれ

ていた。  
 



D．考察 
本研究では、がんと診断されて間もない人への情

報提供のために作成された資材である冊子を、適切

な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるた

め、院内での冊子の配布方法について、がん相談支援

センターの相談員を中心とする現場の実務者の視点

を通じて検討した。 
冊子配布前後の相談件数には大きな変化は見受け

られなかったが、調査に参加した相談員らは、冊子配

布後にがんと診断されて間もない時期や治療前にあ

る患者や家族からの相談があったと回答し、少ない

件数ではあるが冊子に記載された情報に関する相談

もあり、明確に冊子配布と関連すると認識していた。

また冊子配布後、相談者の様子や院内の医師の対応

に変化があったとの意見もあった。これらは、冊子配

布の効果と考えられ、冊子を作成した目的（相談支援

センターの周知や主治医や医療者とのコミュニケー

ションの手掛かりとする）は果たすことができてい

ると評価できた。 
冊子配布の具体的な方法については、事前準備と

して院内での運営会議や委員会といった場で院長・

診療部長等の管理者から冊子配布の目的を説明する

等、組織的に取り組んでいる様子が伺えた。冊子配布

および相談支援センターの周知を図る上では、多職

種、特に医師の協力は不可欠であり、個々の相談員が

対応するには限界がある。相談員らが施設管理者の

理解を得て適切なサポートを受けるためには、組織

の体制を整備するための働きかけが重要である。 
今後、本調査で得られたデータの詳細な分析と相

談支援センターの相談員へのヒアリング等により冊

子配布の好事例の収集や活用促進に向けた課題抽出

等の検討を重ねる予定である。がん患者およびその

家族が冊子を手に取り必要な情報を得て、診断初期

から相談支援センターを利用でき適切なサポートが

受けられるよう、環境を整備することが求められる。 
 
E．結論 
がんと診断されて間もない時期や治療前にある患

者や家族からの相談の中には、冊子に記載された情

報に関する相談があり、相談者や医師の対応にも変

化がみられ冊子配布の効果と評価できた。冊子を配

布する際には、施設管理者（院長・診療科部長など医

師）から冊子配布の目的を説明する等、組織的な取り

組みがなされていた。 
冊子の配布・活用を促進し、相談支援センターの周

知を図る上では、相談員らが施設管理者の理解を得

て適切なサポートが受けられるよう、組織の体制を

整備するための働きかけが重要であると考えられた。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  なし 
2．学会発表  なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
 1. 特許取得    なし 

2. 実用新案登録  なし 
3. その他    なし 

 



◆ 本アンケート調査について

１．協⼒に同意する
２．協⼒に同意しない

◆ 病院名 ※必須 非掲載
◆ 部署名 ※必須 非掲載

１．貴施設についてお尋ねします。※1)〜2) 必須

１）病院の種類

１．がん専門病院
２．大学病院
３．総合病院
４．その他
無回答

２）がん診療連携拠点病院の種別

１．都道府県がん診療連携拠点病院
２．地域がん診療連携拠点病院
３．特定領域がん診療連携拠点病院
４．国⽴がん研究センター
５．地域がん診療病院
６．その他
７．わからない
無回答

「診断されて間もない⼈への情報提供資材（冊⼦）」を活⽤いただいたご感想やご意⾒をアンケートにてお伺いいたします。
アンケートは20〜30分程で回答できますので、ぜひご協⼒ください。

以下、設問の太枠内　　　に回答をご記入ください。
あてはまる数字のいずれかを選びチェックして下さい。(     )内には具体的な内容を記載してください。

本アンケートで得られた結果は、各施設での冊⼦の配布⽅法や良かったと思ったことなど好事例としてまとめ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会「情報
提供・相談支援部会」で共有させていただきます。その際、施設名と併せて公表し、がん相談に関わる関係者の皆さまで情報交換していただくことを企図しておりま
す。予めご了承ください。

1 3.4

0 0.0
0 0.0
0 0.0
1 3.4

0

12
15
1
0

回答数

29
0

5
10
13

「診断されて間もない⼈への情報提供資材」の評価・活⽤に関するアンケート調査

回答数 ％選択肢

回答数 ％
17.2
34.5
44.8

100.0
0.0

0.0

41.4

3.4
0.0

選択肢

選択肢

51.7

％
41.4%

51.7%

3.4%

0.0%0.0%0.0%
0.0%

3.4%
１．都道府県がん診療連携拠点病院

２．地域がん診療連携拠点病院

３．特定領域がん診療連携拠点病院

４．国立がん研究センター

５．地域がん診療病院

６．その他

７．わからない

無回答

17.2%

34.5%

44.8%

0.0% 3.4%

１．がん専門病院

２．大学病院

３．総合病院

４．その他

無回答

100.0%

0.0%

１．協力に同意する

２．協力に同意しない

1

参考資料



２．2022年9⽉1⽇現在、貴施設の相談支援センターの状況についてお尋ねします。※1)〜2) 必須

１）国⽴がん研究センターによる「相談⽀援センター相談員研修・基礎研修」について
※ 以下に該当する人数を記載してください。

■(1)〜(3)の修了者

２⼈
３⼈
４⼈
５⼈
６⼈
７⼈
８⼈
１０⼈
１２⼈
無回答

うち相談⽀援に携わる者の専任の人数 （n=28）

０⼈
１⼈
２⼈
８⼈

うち相談⽀援に携わる者の専従の人数 （n=28）

１⼈
２⼈
３⼈
４⼈

■(1)および(2)の修了者

０⼈
１⼈
２⼈
３⼈
４⼈
５⼈
８⼈
１０⼈
１１⼈以上
無回答

1 3.4
3 10.3
4 13.8

3 10.3
1 3.4
1 3.4

選択肢

選択肢 回答数 ％
19 67.9
5 17.9
2 7.1
2 7.1

3 10.3
3 10.3
2 6.9

2
回答数

4
5
3

3
18
6

回答数

6.9
13.8
17.2
10.3

％

4 13.8
3 10.3
3 10.3

選択肢

1

10.7

3.4
17.2

1
5
4
3

％

回答数 ％選択肢

13.8
10.3

64.3
21.4
3.6

10.7%

64.3%

21.4%

3.6%

０人

１人

２人

８人

6.9%

13.8%

17.2%

10.3%13.8%

10.3%

10.3%

10.3%

3.4% 3.4%
２人

３人

４人

５人

６人

７人

８人

１０人

１２人

無回答

67.9%

17.9%

7.1%
7.1%

１人

２人

３人

４人

3.4%

17.2%

13.8%

10.3%
10.3%

10.3%

6.9%

3.4%

10.3%

13.8%
０人

１人

２人

３人

４人

５人

８人

１０人

１１人以上

無回答

2



うち相談⽀援に携わる者の専任の人数 （n=25）

０⼈
１⼈
２⼈
４⼈
無回答

うち相談⽀援に携わる者の専従の人数 （n=25）

０⼈
１⼈
２⼈
３⼈
無回答

■(1)のみの修了者

０⼈
１⼈
無回答

うち相談⽀援に携わる者の専任の人数 （n=21）

０⼈
無回答

うち相談⽀援に携わる者の専従の人数 （n=21）

０⼈
１⼈
無回答

■転院や退院調整の業務担当とは別に、がん相談に専従している相談⽀援センターの相談員数

０⼈
１⼈
２⼈
３⼈
４⼈
６⼈
無回答

1 3.4
1 3.4
2 6.9

1 4.8
4 19.0

選択肢 回答数 ％
16 76.2

選択肢 回答数 ％
16 76.2
5 23.8

14 56.0
4 16.0
1 4.0
1 4.0
5 20.0

15 60.0
3 12.0
1 4.0
1 4.0

選択肢 回答数 ％

5 20.0

選択肢 回答数 ％

44.8
7 24.1
2 6.9

選択肢 回答数 ％
19 65.5
2 6.9
8 27.6

選択肢 回答数 ％
3 10.3

13

10.3%

44.8%24.1%

6.9%

3.4%
3.4%

6.9%
０人

１人

２人

３人

４人

６人

無回答

65.5%6.9%

27.6%
０人

１人

無回答

60.0%

12.0%

4.0%

4.0%

20.0%
０人

１人

２人

４人

無回答

56.0%

16.0%

4.0%

4.0%

20.0%
０人

１人

２人

３人

無回答

76.2%

23.8%

０人

無回答

76.2%

4.8%

19.0%

０人

１人

無回答

3



２）相談⽀援センターの体制について ※必須
※ 以下の例に沿って、該当する職種・常勤/非常勤・専従/専任/兼任・人数を記載してください。
★2）については、全回答119件を情報別に結合し、回答情報を「195人」に分割の上、集計いたしました。

該当する職種（人数）

看護師
社会福祉士
医師
社会福祉士・精神保健福祉士
事務員
精神保健福祉士
臨床⼼理士
医療ソーシャルワーカー
公認⼼理師
医療⼼理に携わる者
看護師/社会福祉士
社会福祉士（臨床⼼理士）
社会福祉士MSW

常勤/非常勤（人数）

常勤
非常勤

専従/専任/兼任（人数）

専従
専従（8割）
専従（8割以上）
専従（8⽉末退職）
専任
専任（5割）
専任（5割以上8割未満）
兼任
兼任（2割）
兼任（5割未満）
無回答

※参考データ：施設単位の掲載数

２件
３件
４件
５件
６件
７件
８件

選択肢

4 13.8
9 31.0
4 13.8
4 13.8
1 3.4
1 3.4

1 0.5
2 1.0

回答数 ％
6 20.7

3 1.5

0.5
32 16.4
1 0.5
2 1.0

92 47.2

61 31.3
7 3.6
7 3.6
6 3.1
5 2.6
4 2.1
3 1.5
2 1.0
1 0.5
1 0.5
1 0.5
1

選択肢 回答数 ％
96 49.2

選択肢 回答数 ％
58 29.7
1 0.5
2 1.0
1

23 11.8

選択肢 回答数 ％
172 88.2

0.5

88.2%

11.8%

常勤

非常勤

49.2%

31.3%

3.6%

3.6%
3.1%
2.6%
2.1%
1.5%
1.0%
0.5%
0.5%

0.5% 0.5%
看護師

社会福祉士

医師

社会福祉士・精神保健福祉士

事務員

精神保健福祉士

臨床心理士

医療ソーシャルワーカー

公認心理師

医療心理に携わる者

看護師/社会福祉士

社会福祉士（臨床心理士）

社会福祉士MSW

29.7%

0.5%

1.0%

0.5%

16.4%

0.5%1.0%

47.2%

0.5%
1.0% 1.5%

専従

専従（8割）

専従（8割以上）

専従（8月末退職）

専任

専任（5割）

専任（5割以上8割未満）

兼任

兼任（2割）

兼任（5割未満）

無回答

20.7%

13.8%

31.0%

13.8%

13.8%

3.4% 3.4%
２件

３件

４件

５件

６件

７件

８件

4



３．「診断されて間もない⼈への情報提供資材（冊⼦）」の配布状況についてお尋ねします。※1)〜2) 必須

１）冊子を配布した期間（日付）を教えてください。
※ 以下の（　）内に該当する日付を記載してください。現在配布中の場合は○をしてください。

2022年（　　）⽉（　　）日 〜 （　　）⽉（　　）日 まで
もしくは 現在配布中

開始⽉

２⽉
３⽉
４⽉
５⽉
６⽉
７⽉
８⽉
９⽉
無回答

終了⽉

７⽉
９⽉　　※⽇付表記なし
無回答

配布状態

配布中
配布終了　※⽇付表記なしを除く

 ２）冊子の配布数を教えてください。(現在配布中の場合は、2022年9⽉1日までの配布数をご記⼊ください。)

冊子配布数

１〜５０部
５１〜１００部
１０１〜２００部
２０１〜３００部
３０１〜５００部
５０１部以上 1 3.4

4 13.8
1 3.4
4 13.8
1 3.4
1 3.4

28 96.6
1 3.4

1 3.4
1 3.4

27 93.1

選択肢 回答数 ％

2 6.9
4 13.8
8 27.6
4 13.8

選択肢 回答数 ％

選択肢 回答数 ％

0 0.0

回答数 ％
10 34.5
10 34.5
6 20.7

選択肢

2 6.9

34.5%

34.5%

20.7%

0.0%
6.9% 3.4%

１～５０部

５１～１００部

１０１～２００部

２０１～３００部

３０１～５００部

５０１部以上

3.4%3.4%

93.1%

７月

９月 ※日付表記なし

無回答

6.9%

13.8%

27.6%

13.8%

13.8%

3.4%

13.8%

3.4% 3.4%
２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

無回答

96.6%

3.4%

配布中

配布終了 ※日付表記なしを除く
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４．冊⼦を配布した前後の相談件数についてお尋ねします。　※1)〜3) 必須

１）冊子を配布する前の直近2か⽉間について、相談件数を教えてください。

 ■冊子を配布する前の2か⽉間

１２⽉
１⽉
２⽉
３⽉
４⽉
５⽉
６⽉
７⽉

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

 ■冊子を配布する前の2か⽉間

１⽉
２⽉
３⽉
４⽉
５⽉
６⽉
７⽉
８⽉

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

2 6.9
3 10.3
2 6.9

選択肢 回答数 ％
8 27.6

10 34.5
4 13.8

4 13.8
4 13.8
1 3.4
4 13.8
1 3.4

選択肢 回答数 ％
2 6.9
5 17.2
8 27.6

10.3
2 6.9

選択肢 回答数 ％

4 13.8
4 13.8
1 3.4
4 13.8
1 3.4

選択肢 回答数 ％
2 6.9
5 17.2
8 27.6

7 24.1
8 27.6
6 20.7
3 10.3
3

6.9%

17.2%

27.6%
13.8%

13.8%

3.4%

13.8%
3.4%

１２月

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

24.1%

27.6%20.7%

10.3%

10.3%

6.9%
１～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上

6.9%

17.2%

27.6%
13.8%

13.8%

3.4%

13.8%
3.4%

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

27.6%

34.5%

13.8%

6.9%

10.3%

6.9% １～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上
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２）冊子を配布していた2か⽉間について、相談件数を教えてください。

■冊子を配布していた2か⽉間

３⽉
４⽉
５⽉
６⽉
７⽉
８⽉
９⽉

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

■冊子を配布していた2か⽉間

４⽉
５⽉
６⽉
７⽉
８⽉
９⽉
１０⽉

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

選択肢 回答数 ％
7 24.1
7 24.1
7 24.1
2 6.9
4 13.8
2 6.9

3 10.3
3 10.3
2 6.9

選択肢 回答数 ％
7 24.1
5 17.2
9 31.0

4 13.8
8 27.6
6 20.7
5 17.2
1 3.4
4 13.8
1 3.4

選択肢 回答数 ％

選択肢 回答数 ％
4 13.8
8 27.6
6 20.7
5 17.2
1 3.4
4 13.8
1 3.4

13.8%

27.6%

20.7%

17.2%

3.4%

13.8%
3.4% ３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

13.8%

27.6%

20.7%

17.2%

3.4%

13.8%
3.4% ４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

24.1%

17.2%

31.0%

10.3%

10.3%

6.9% １～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上

24.1%

24.1%
24.1%

6.9%

13.8%

6.9%
１～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上
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３）冊子を配布した後の直近2か⽉間について、相談件数を教えてください。

 ■冊子を配布していた2か⽉間

５⽉
６⽉
７⽉
８⽉
９⽉
１０⽉
無回答

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

 ■冊子を配布していた2か⽉間

６⽉
７⽉
８⽉
９⽉
無回答

■相談件数

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上

選択肢 回答数 ％
6 27.3
4 18.2
7 31.8
1 4.5
2 9.1
2 9.1

4 13.8
5 17.2
8 27.6
5 17.2
7 24.1

1 4.0
3 12.0
2 8.0

選択肢 回答数 ％

選択肢 回答数 ％
5 20.0
9 36.0
5 20.0

選択肢 回答数 ％
4 13.8
5 17.2
8 27.6
5 17.2
2 6.9
1 3.4
4 13.8

13.8%

17.2%

27.6%

17.2%

6.9%

3.4%

13.8% ５月

６月

７月

８月

９月

１０月

無回答

13.8%

17.2%

27.6%

17.2%

24.1%

６月

７月

８月

９月

無回答

27.3%

18.2%
31.8%

4.5%

9.1%

9.1%
１～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上

20.0%

36.0%

20.0%

4.0%

12.0%

8.0%
１～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上
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【参考情報】
１）冊子を配布する前の直近2か⽉間について、相談件数を教えてください。
■冊子を配布する前の2か⽉間

１２・１⽉
１・２⽉
２・３⽉
３・４⽉
４・５⽉
５・６⽉
６・７⽉
７・８⽉

■相談件数

１００件以下
１０１〜２００件
２０１〜５００件
５０１件以上

２）冊子を配布していた2か⽉間について、相談件数を教えてください。
■冊子を配布する前の2か⽉間

３・４⽉
４・５⽉
５・６⽉
６・７⽉
７・８⽉
８・９⽉
９・１０⽉

■相談件数

１００件以下
１０１〜２００件
２０１〜５００件
５０１件以上

３）冊子を配布した後の直近2か⽉間について、相談件数を教えてください。
■冊子を配布していた2か⽉間

５・６⽉
６・７⽉
７・８⽉
８・９⽉
９⽉
１０⽉
無回答

■相談件数

１００件以下
１０１〜２００件
２０１〜５００件
５０１件以上
無回答 4 13.8

4 13.8

選択肢 回答数 ％
6 20.7
8 27.6
7 24.1

選択肢 回答数 ％
4 13.8
5 17.2
8 27.6
5 17.2
2 6.9
1 3.4
4 13.8

7 24.1

選択肢 回答数 ％
7 24.1
6 20.7
9 31.0

4 13.8
8 27.6
6 20.7
5 17.2
1 3.4
4 13.8
1 3.4

選択肢 回答数 ％

選択肢 回答数 ％
7 24.1

10 34.5
6 20.7
6 20.7

1 3.4

選択肢 回答数 ％
2 6.9
5 17.2
8 27.6
4 13.8
4 13.8
1 3.4
4 13.8

6.9%

17.2%

27.6%
13.8%

13.8%

3.4%

13.8%
3.4%

１２・１月

１・２月

２・３月

３・４月

４・５月

５・６月

６・７月

７・８月

24.1%

34.5%

20.7%

20.7%

１００件以下

１０１～２００件

２０１～５００件

５０１件以上

13.8%

27.6%

20.7%

17.2%

3.4%

13.8%
3.4%

３・４月

４・５月

５・６月

６・７月

７・８月

８・９月

９・１０月

24.1%

20.7%

31.0%

24.1%
１００件以下

１０１～２００件

２０１～５００件

５０１件以上

13.8%

17.2%

27.6%

17.2%

6.9%

3.4%

13.8% ５・６月

６・７月

７・８月

８・９月

９月

１０月

無回答

20.7%

27.6%

24.1%

13.8%

13.8%

１００件以下

１０１～２００件

２０１～５００件

５０１件以上

無回答
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５．冊⼦に記載されている内容についての相談状況についてお尋ねします。　※1)〜4) 必須
１）〜４) 該当する数字に〇をつけてください。「１．はい」と回答した⽅は相談件数をご記入ください。

１）冊子を配布してから、がんと診断されて間もない患者さんやご家族もしくは、治療前の患者さんやご家族からの相談はありましたか。

■相談の有無

１．はい
２．いいえ

■相談件数 （n=25）

１〜５０件
５１〜１００件
１０１〜２００件
２０１〜３００件
３０１〜５００件
５０１件以上
無回答

■そのうち明確に冊子配布と関連すると思われる相談※の件数 （n=25）

０件
１件
２件
３件
４件
９件
１０件
１１件以上
無効回答
無回答 1 4.0

4 16.0
3 12.0

回答数 ％
6 24.0
5 20.0
1 4.0
2 8.0
1 4.0
1 4.0
1 4.0

選択肢 回答数 ％
14 56.0
4 16.0
4 16.0
0 0.0
1 4.0
1 4.0
1 4.0

選択肢

選択肢 回答数 ％
25 86.2
4 13.8

86.2%

13.8%

１．はい

２．いいえ

56.0%

16.0%

16.0%

0.0%
4.0%

4.0% 4.0%

１～５０件

５１～１００件

１０１～２００件

２０１～３００件

３０１～５００件

５０１件以上

無回答

24.0%

20.0%

4.0%8.0%
4.0%

4.0%

4.0%

16.0%

12.0%
4.0% ０件

１件

２件

３件

４件

９件

１０件

１１件以上

無効回答

無回答
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２）冊子を配布してから、がんと診断されて間もない患者さんやご家族もしくは、治療前の患者さんやご家族から、妊孕性に関する相談はありましたか。　

■相談の有無

１．はい
２．いいえ

■相談件数 （n=14）

１件
２件
３件
５件
１１件以上

■そのうち明確に冊子配布と関連すると思われる相談※の件数 （n=14）

０件
１件
２件
無効回答

選択肢 回答数 ％
8 57.1
3 21.4
2 14.3
1 7.1

選択肢 回答数 ％
3 21.4
4 28.6
3 21.4
1 7.1
3 21.4

回答数 ％
14 48.3
15 51.7

選択肢

48.3%
51.7%

１．はい

２．いいえ

21.4%

28.6%
21.4%

7.1%

21.4% １件

２件

３件

５件

１１件以上

57.1%

21.4%

14.3%

7.1%

０件

１件

２件

無効回答
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３）冊子を配布してから、がんと診断されて間もない患者さんやご家族もしくは、治療前の患者さんやご家族から、
セカンドオピニオンに関する相談はありましたか。

■相談の有無

１．はい
２．いいえ

■相談件数 （n=25）

１件
２件
３件
４件
５件
６件
７件
８件
９件
１１〜５０件
５１件以上
無回答

■そのうち明確に冊子配布と関連すると思われる相談※の件数 （n=25）

０件
２件
４件
９件
無効回答
無回答

1 4.0
1 4.0
7 28.0
3 12.0
1 4.0

選択肢 回答数 ％
14 56.0
3 12.0
1 4.0
1 4.0
4 16.0
2 8.0

選択肢 回答数 ％
25 86.2
4 13.8

選択肢 回答数 ％
1 4.0
3 12.0
3 12.0
1 4.0
2 8.0
1 4.0
1 4.0

86.2%

13.8%

１．はい

２．いいえ

4.0%
12.0%

12.0%

4.0%

8.0%

4.0%
4.0%4.0%4.0%

28.0%

12.0%
4.0%

１件

２件

３件

４件

５件

６件

56.0%

12.0%

4.0%

4.0%

16.0%

8.0%

０件

２件

４件

９件

無効回答

無回答
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４）冊子を配布してから、がんと診断されて間もない患者さんやご家族もしくは、治療前の患者さんやご家族から、就労に関する相談はありましたか。

■相談の有無

１．はい
２．いいえ

■相談件数 （n=22）

１件
２件
３件
４件
５件
７件
１１〜５０件
５１件以上
無回答

■そのうち明確に冊子配布と関連すると思われる相談※の件数 （n=22）

０件
１件
２件
４件
１３件
無効回答
無回答

※１)〜4）回答欄の「そのうち明確に冊子配布と関連すると思われる相談」とは、患者さんやご家族が冊子を持参した、　　
「冊子を⾒て（相談⽀援センターに）来た」と⾔っていた等、今回の冊子配布と関連すると思われるケースを指します。

4 18.2
1 4.5

1 4.5

1 4.5
2 9.1
1 4.5
1 4.5
4 18.2

2 9.1
7 31.8

選択肢 回答数 ％
12 54.5

1 4.5
1 4.5
2 9.1
1 4.5
3 13.6

選択肢 回答数 ％
22 75.9
7 24.1

選択肢 回答数 ％

75.9%

24.1%

１．はい

２．いいえ

4.5% 4.5%

9.1%

4.5%

13.6%

9.1%
31.8%

18.2%

4.5% １件

２件

３件

４件

５件

54.5%

4.5%

9.1%

4.5%

4.5%

18.2%

4.5%
０件

１件

２件

４件

１３件

無効回答

無回答
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６．冊⼦を配布した後の、相談の状況についてお尋ねします。※1)・2) 必須/1)・2) 該当の場合は必須

１）相談者の状況や相談内容に、何か変化はあったと思いますか。

１．はい
２．いいえ
３．どちらともいえない

２）上記１）で「１．はい」とお答えいただいた方にお伺いします。
どのような変化がありましたか。具体的に教えてください。（個人情報は記載しないでください。） （n=5）

● 相談したい事柄が明確になっている印象を受ける。
●

●

●

● 冊⼦をもって、がん相談支援センターに来られた⽅がおられた。

３）冊子を配布してから、紹介元に変化はあったと思いますか。

１．はい
２．いいえ
３．どちらともいえない
無回答

４）上記３）で「１．はい」とお答えいただいた方にお伺いします。
紹介元にどのような変化がありましたか。具体的に教えてください。（個人情報は記載しないでください。） （n=4）

●

●

● 冊⼦を渡しながら具体的にどんな相談ができるか伝えられるようになった。
● 「冊⼦」を⾒たある診療科科⻑より「外来に置き患者に渡すべき」と助⾔をもらった。

2 6.9

冊⼦によりがんと診断されることで⽣じる不安を知って来訪されるので、漠然とした不安が明確化された相談に変わったように思う。
乳がんの患者さんは、医師や看護師が不安の強い患者さんに直接声を掛けられ、誘導により来室していることが多く、この期間内で冊⼦の変化が感じら
れにくい側面もあった。
確定診断前の相談や治療⽅法、治療場所の相談が増えた
院内がん登録やがんの統計データを調べてから相談に来る⼈が増えた
診療ガイドラインを⽤いて相談対応することが増えた
⾃施設の治療成績や他施設との⽐較・ちがいを把握して対応する必要性が⾼まった
・主治医からがん相談支援センターへの相談を勧められたと来所された⼈がいた。
・治療開始前に相談に来られた。

病棟からも相談が来るようになった。医療者ががん相談支援センターの役割を改めて知る機会になり、医療福祉関係者（病棟、外来、サポートセンター
など）からの相談も増えた。
・主治医が患者に相談を勧めてくれた。
・診療科の看護師が紹介してくれるようになった。

選択肢 回答数 ％
4 13.8

10 34.5
13 44.8

選択肢 回答数 ％
5 17.2

10 34.5
14 48.3

17.2%

34.5%

48.3%

１．はい

２．いいえ

３．どちらともいえない

13.8%

34.5%
44.8%

6.9%

１．はい

２．いいえ

３．どちらともいえない

無回答
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７．今回の冊⼦配布に関連した貴施設の状況についてお尋ねします。（個⼈情報は記載しないでください。）

１）今回、どのように冊子を配布しましたか。※A.B必須
A．冊子配布の準備（導⼊前）について、具体的に教えてください。 （n=28）

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●
●

●
●

外来外科主治医より初診患者に直接説明して渡す。
がん相談支援センターの運営会議にて配布⽅法等について話し合った。患者さんの⼼理状態によっては、冊⼦を渡されることでかえって落胆や不安を強く
させてしまうことが考えられた。全員ではなく、状況に合わせた対応をしていく。できるだけ多くの⽅、また、どなたでも手に取れるよう、エントランスや待合に設
置する。

5⽉〜7⽉にかけて多種職で構成される院内の会議（外来運営会議・病棟運営・地域医療連携会議・就労支援検討会議・アピアランスサポートセン
ター運営会議）で、冊⼦の広報と周知を図った。診断ごまもない患者に対し医師より冊⼦を渡すことを会議で承認を得て、各診療科のブースに冊⼦を配
架した。また医療局⻑から医師へ冊⼦の広報と患者への配布に関する取り組みについて周知し、協⼒依頼を⾏った。
・冊⼦の⽤意
・配布⽅法の検討（告知の場面に同席する認定NsがDrから渡してくれるよう伝える）（認定Nsが同席することの多い診療科から始める）
がん関連委員会、看護部会議
会議資料と冊⼦配布し、活⽤説明
がん相談支援センターのメンバーで、冊⼦の内容を熟読し、ディスカッションした。
①がん相談時に直接手渡し対応（設置）。診断され間もないIC前、今後の不安、医師への診療時の質問の仕⽅等、相談者は対象として渡す
②乳腺外来説明室担当者へも依頼（設置）
外来部門の師⻑へ冊⼦について説明し、外来各診療科で⾏っている1回/⽉の医師と看護師のミーティングに出席し、がん診断時に配布するよう説明す
る機会をつくった。
がんに関する会議の中で冊⼦について説明を⾏った。後⽇、会議に参加された⽅に配布をしていただけるかメールで確認を⾏い、協⼒していただける医師
に配布の依頼を⾏った。
動画視聴
冊⼦配布前の医師向けの説明会の参加については院内のコロナ感染者多発の時期と重なり医師の参加が困難であった。その後がん相談支援センター
に研究参加の案内があり参加した。医師は説明会に参加していなかった為、外来の看護師が渡せないかと検討した。

①院内のがん診療管理員会での報告、「質の⾼い相談支援の提供に資する研究」協⼒への報告（内容等）
②がん相談支援センター内での確認。
③医師への説明の計画
・ICに同席する認定看護師や専門看護師に、意図やパンフレット内容を説明した
・外科、呼吸の診療科へ協⼒依頼した
・総合相談支援センター内相談員へ説明した
管理会議でがん相談支援センター⻑から冊⼦の説明を⾏い、配布について説明した。
・相談支援センター⻑から、がん看護外来、入退院サポート室へ配布する際、⼝頭で説明し活⽤を依頼した
・総合支援センター部⻑から消化器内科、乳腺外科の医⻑等、治療事務補助員へ⼝頭で説明、活⽤を依頼した
院内プリントセンターでの印刷（費⽤）を病院管理課・事務部門と交渉した。外来及び入退院支援部門の管理者（医療支援センター）に導入の意
図を説明し、冊⼦の内容を紹介した。外来の各診察室と医療支援センターで手渡しで渡していただく体制を整えた。各診療科医師が参加するキャンサー
ボード、がん薬物療法の会議で「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと（冊⼦）」医療支援センターで入院問診をされる患者さんへの配布連携を整
えたこと、患者さんから相談支援センターのがあることをもう少し早く知りたかったとの声が聞かれる事もあり、診断の際に医師からも患者さんへ冊⼦を渡すな
ど相談支援センターの紹介について、ぜひ協⼒頂きたいとお願いした。
・緩和ケアチーム、緩和専従医師へ資材の説明・配布のお願いを⾏った。
・各診療外来看護師へ資材の説明、配布のお願いを⾏った。
・緩和ケア認定看護師、放射線療法認定看護師に協⼒をお願いした。
・やさしいがんの知識
・もしもがんと⾔われたら
・がんと診断されたあなたに知ってほしいこと
・家族ががんになったとき
などの冊⼦で対応していた

がん相談支援センター運営委員会で冊⼦配布⽅法を検討した。院⻑は医師。
・がん相談支援センター運営委員会から、経営会議、診療部⻑会議、医局回、師⻑会、外来朝会に⽂書と⼝頭で冊⼦配布の協⼒依頼をしました。
院内グループウェアで全職員に冊⼦の活⽤に関する説明⽂と動画を⼀⻫配信しました。

①病院執⾏部に今回のアンケート調査協⼒、及び冊⼦配布の承認を得て
②承認後に院内のがん拠点病院院内競技委員会と、外来診療業務検討委員会で冊⼦配布の協⼒を依頼した。がん相談支援センタースタッフでも、
100冊を効果的に配布する⽅法を検討。相談件数の多い5大がん+前⽴腺がん+⾎液がんを診療している診療科に配布依頼することとした。
院内のがん相談会議にて、配布の仕⽅について相談。外来の診察場面で主治医から患者へ渡すというのはこれまでの経験から難しいということになり、以
前より作成・配布していた紹介カードを主治医から患者へ渡してもらい、がん相談支援センターに来室された⽅に冊⼦を配布するという⽅法を取っていくこ
とになった。
・各外来の看護師代表
・告知時説明に同席することが多い認定看護師
に冊⼦を読んでもらい、診断初期に患者に手渡してもらいたいことを伝え配布を依頼
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●
●
●

●

●
●

B．冊子配布方法（導⼊）について、具体的に教えてください。 （n=28）

●

●

●
●
●

●

●
●

●
●
●

●

●

●

●
●

●

がん診療を⾏っている診療科の看護師にがんと診断された患者さんに主治医もしくは看護師から渡してもらうように説明し配布した。
病院運営会議で冊⼦の配布を病院⻑から周知していただいた
・研究参加についての可否および決済手順を医学部研究協⼒室に諮った
・がん相談支援センターセンター⻑、師⻑にセンター会議で研究参加について説明
・看護師スタッフに知ってもらうため、全部署に1冊ずつ配布する事を決定
・がん告知を受けた患者の対応をする外来患者サポートセンター、外来化学療法室に「冊⼦」を10冊ずつ配布し、診療科は特定せず、看護師より手渡
してもらう事に決定
1.医師への周知・理解
①幹部および主たる診療科⻑（10名）での試⾏：国がんアンケートへの協⼒依頼をおこなった。
②診療科運営会議での紹介、協⼒依頼（冊⼦作成の経緯、内容、手渡す場面等について説明）し、各診療科⻑に周知のうえ、全医師への天たつを
⾏った。
③プロモーションビデオの紹介・供覧：診療科運営会議で各診療科⻑と供覧し、医師への伝達を⾏った。
院内e-learningシステムに紹介動画を搭載し、各医師に直接周知。視聴履歴を確認し、周知徹底を図った。
まずは、腫瘍内科、乳腺外科に限っての冊⼦配布を検討し、科⻑に冊⼦配布について説明をし協⼒を依頼した。
①がん相談支援センター内および関係会議で検討
②診療部⻑会でがん診療連携拠点病院連絡協議会活動報告・冊⼦紹介

①院内複数箇所（写真参照）への設置（診察室前に出来るだけ数多く設置できるようクリアケース・マグネット等を利⽤）
※今後の予定
①各診療科の告知の場に同席する看護職への案内及び周知
②2022年7⽉より開始しておりますが、年2回開催しております。緩和ケア研修会（PEACEプロジェクト）での参加者への冊⼦の説明配布。
・がんと診断されるIC時に同席した看護師が配布する
・診療科のDrからがんと診断された間もない⼈へ配布するよう、診療科外来へ設置した
・外来クラークからDrの指示により配布することもあった
・相談室の窓⼝にパンフレットを設置し、患者や家族が手にとることができるようにした
100冊をがんセンター内の6診療科に分けて（10〜20冊）、部⻑に再度声かけながら外来に配布した。外来の看護係⻑にも説明した。
試験的にがん告知をした医師より患者へ渡し、相談支援センターを案内する
各診療科医師に診断時に配布してもらう。⼀部は冊⼦を机上・壁設置した。医療支援センターで、診断された直後の⽅が多いこともあり、入院時説明の
際、看護師から手渡してもらう。
・医師から患者・家族に直接手渡しできているのは⼀部の医師のみ
・ほとんど緩和ケア認定看護師から渡している事が多い
・外来やがん相談支援センターの情報コーナーへ設置、配布している
がん後⼝のIC時に認定看護師より手渡している
外来の朝会で各科外来の看護師に説明をして冊⼦を持って⾏ってもらった。外科外来など協⼒的な科には直接出向いて各診察室に置かせてもらった。
医局にあるDrの個⼈メールBOXに冊⼦と協⼒依頼の⽂書を棚入れしました。協⼒的な科からは追加依頼の連絡があり、冊⼦を診察室に補充しました。
動画を⾒た病棟看護師から冊⼦の請求があり、数冊渡しました。
外来管理師⻑より、依頼分と冊⼦を5大がん+前⽴腺Ca+⾎液がんを診療している8診療科のリーダー看護師に説明して配布依頼してもらった。
今年度から年代別の資料配布を検討し、準備していたため、冊⼦をその中に含めて配布することにした。
各科外来
・外来看護師から手渡し
・外来待合室のラックに配架
1Fフロアの待合室のラックに配架（他の冊⼦類より、早いペースで持ち帰られていた）
6⽉15⽇〜情報コーナーに冊⼦を配架
8⽉12⽇〜各診療科のブースに冊⼦を配架、必要な患者へ医師より配布を始める
・特定の診療科に冊⼦を配布する
・認定Nsに配布の経緯を説明しDrから渡してもらうようにする
・冊⼦スタンドにおく（1F正面⽞関、2F外来診療場の間、集学的がん診療センター前）
・がん相談来室者、AYA世代がん患者、初回治療、入院前
・耳鼻科外、腫瘍外来診察室、病状説明後配布
・患者サロンで配布した
がんと診断された⽅やご家族が手にとってくださると考え、まず外来（各科の）に設置したパンフレット台に置き、⾃由にとっていただけるようにした。
①直に渡す
・冊⼦内容を読み、⾒せて活⽤する様説明した
②希望者に渡す
・常設（マガジンラック）に設置し希望者へ渡す
外来各診療科で⾏うミーティングに参加し、冊⼦の説明、配布するメリット、がん相談支援センターの利⽤について説明し、配布することをすすめた。
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●

●
●

●
●

●

●

●

●

●

●

・がんの初診の患者さんへ直接配布を⾏った。（内科）
・外来、入院で対象患者さんに手渡した。（整形）
・外来ブースの患者さんの座る席の前に置き、希望に応じて配布した。（乳腺）
相談支援センターのラックに設置したり、告知面談同席時にお渡しした。

外来の師⻑やマネージャーと検討し診察についているNsや入院説明を⾏うNsから冊⼦を渡すこととした。しかし、渡すタイミングが上手くいかず、渡せないこ
とも多かった。外来からの意⾒はやはり医師から渡すほうがよいという意⾒だった。冊⼦の紹介動画を医師に⾒てもらう機会を現在調整中である。9/12の
新指定要件に関するweb講演会に参加した医師からは冊⼦の希望があり、⼀部医師からの配布を開始した。

患者サポートセンター⻑より、部局⻑会議等で、目的配布⽅法を説明し、協⼒を得て開始した。
・カウンセリング時、患者さんの様⼦を⾒ながら判断して渡すようにした。
・どなたでもご⾃分のタイミングで手にできるよう、エントランスや外来の待ち合いに設置した。また、「がん」と入っている冊⼦を手にするところを他の⼈に⾒ら
れたくない⽅も少なくないので、中待ち合いに設置するようにした。
診療科ではほとんど渡されていなかった。がんの告知の場面に同席した際に看護師から数⼈にお渡しした程度となっている。9⽉に改めて診療科の看護師
からでもよいので、冊⼦を渡してもらうよう依頼した。
・がん診療を⾏っている診療科へ配布し、診療科⻑から医局員へ周知してもらいました。
・外来医⻑へ冊⼦を配布し、医師から患者、家族へ渡す体制を整え、冊⼦が無くなる前にクラークから必要冊⼦数を依頼してもらっております。
・各部署の看護師⻑に冊⼦配布について、依頼分とともに必要時補⾜説明を⾏い冊⼦を直接手渡した。
・がん相談支援センター前、外来ブースに設置した冊⼦⽴てに冊⼦を掲示した。
1.外来診察室での取り組み
①相談支援センターだけで進めるのではなく多部門・多職種の理解を得て取り組むことが重要と考え、院内会議や院内グループウェアを活⽤して情報発
信や説明を⾏った。
②外来では医師・看護師の協⼒を得ながら全診察室（40室）に冊⼦を配置。冊⼦は⼀冊毎にがん相談支援センターまでの院内経路を示した案内
図リーフレットを挟み、目に入り手に取りやすいように、卓上レターラックに入れて設置した。
DAは、新患や診療⽅針変更時の診察時には医師に冊⼦配布を声掛ける。
腫瘍内科、乳腺外科の2科で、診断された患者に対して主治医から冊⼦を渡している。がん相談支援センターを案内いただき、診察後に寄られる患者、
相談希望時に寄られる患者、家族がいる。
・外来病棟運営委員会へ相談
・外来病棟運営委員会へ承認
・外来診察室デスクへの設置+がん情報コーナーへの設置
・医師全員へのメールによる協⼒依頼
・デジタルサイネージによる職員向け広報
・診療科カンファレンスでの冊⼦紹介、協⼒依頼、意⾒交換
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２）冊子配布に関連していると思われる相談者と医師との関わりについて、気づいたことはありますか。
どんな些細なことでも構いません。もしあれば、具体的に教えてください。※任意 （n=16）

●
●

●

●
●

●

●

●

●
●

●

●
●

● 現時点ではなし
● なし （2件）

３）冊子配布に関連していると思われる相談者と医療スタッフとの関わりについて、気づいたことはありますか。
どんな些細なことでも構いません。もしあれば、具体的に教えてください。※任意 （n=13）

●

●

●

●

● 冊⼦のタイトルが「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」になっており、告知で衝撃を受けている患者に渡しにくいという声があった。
● 声をかけやすい
●

●

●

●

● 現時点ではなし
● なし （2件）

以前から相談支援センターのカードを渡してくれているDrは、冊⼦を⽤いてより丁寧に説明してくれています。非協⼒的な科のDrが冊⼦を置くことを許可し
てくれ、がん相談支援センターの案内掲示もさせてくれるようになりました。
医師から渡された相談者は、不安の軽減にもつながるが、医師があまり説明せずに渡すと、「医師から⾔われて来たがよく意図がわからず来た」という⾔葉
も聞かれた。『何か困った時や不安な時に相談できる相談センターです』の⼀⾔があると良いと思います。
医師によるとは思いますが、告知後、紹介カードを持ってがん相談支援センターに寄られた患者さんが、告知後そのまま帰らず話ができて良かったと⾔わ
れ、告知をされた⼈へのフォローが十分にできていないことを感じた。
・医師の前では緊張して話せない
・上手く伝えられない
・説明内容が判らなくてもうなずいてしまう
・もう⼀度聞きたくても⾔えない
配布を開始して間がなく、今のところはないが、医師がすすめることに関しては患者も⾏動に移すケースが多いと思う。
多くの情報や告知をされた患者さんは頭がいっぱいになっており、主治医以外の介入時間がある⽅がいい。（出来れば冊⼦を渡して説明する時間も含め
て）
「何か⼼配ごとはありませんか」と声かけするのは患者さんや家族改まった感じになり相談し苦い様だが、「これを⾒ておいてください」と冊⼦を渡すのは医師
も声をかけやすいし、患者さんも⾃分のタイミングで相談出来るのではないかと医師の意⾒をもらいました。
医師より患者サポートセンター、認定がん相談支援センターで「相談してみたら」と⾔われて、窓⼝に来られた患者・家族がおられます。

＊医師の⾒解
・冊⼦をお渡しした時、患者・家族から感謝の⾔葉をいただくが、本当にがん相談支援センターの活⽤に繋がったのか、今の時点ではわからない。今後は
配布後の状況を追跡する必要があるように思う。
・配布時、配布時の渡し⽅についても医師によって異なると思う。事務的に渡すか、説明や声掛けを⾏って渡すか、そのあたりも調整が必要かもしれない。

「冊⼦に相談支援センターのことを知り、相談に来ました」と来談された⽅がいました。相談員と話したい、相談したいと、悩みなど解決の糸⼝を探るきっか
けになったと話されてました。相談員を知るきっかけになると思います。
まだありません。不安が大きくて⼼理的サポートが必要な患者、しっかり傾聴が必要な患者を支援センターにつなぐという知識がうすいかもしれない。
・医師ほどではないが「経済的問題がある患者は支援センターへ」という認識が濃い。
・外来でも忙しく傾聴の時間がとれないと思う為、⼼理・社会的サポートが必要な患者を支援センターにつなぐという視点をもって患者と関わってもらえると
いいと思う。
患者さんから気がかりや不安の発⾔が聞かれたとき、当院がん相談支援センターの冊⼦を手渡し、相談先を紹介していることが多い。ベースの知識がない
まま、案内するより、冊⼦のほうが患者さん・ご家族に説明しやすいようである。

がん相談支援センターへのコンサルラーションが増えました。今まで関わっていなかった部署から連携の依頼がありました。外来看護師が冊⼦を渡しがん相
談支援センターの利⽤をすすめてくれている。
外来業務が多忙により充分な患者・家族との関わりが持てていないように感じた。関わる場面でも初診の⽅や診断直後の⽅へ渡すタイミングが難しいとの
⾔葉が医療スタッフより聞かれた。
・話すことで悩みが整理できる
・医師へ積極的に聞いても良いということが理解できた
・話を聞いてもらうだけで落ち着く

医療スタッフ⾃⾝が”がん診断直後”の支援が具体的にどのような事が必要であるかという理解が深まり相談者とのコミュニケーションが円滑になったと思わ
れます。

経済的な⼼配があった患者が、冊⼦を持ってがん相談支援センターを訪問し、冊⼦を開いて、「この部分（医療費に関するページ）を教えて下さい」と⾔
われた。患者にとって経済的なことは相談しにくいが、冊⼦に記載があると、相談しやすくなるのではないかと思った。

冊⼦を通して、コミュニケーションが円滑になったと思われます。
まだありません。医師から患者へのがん相談支援センターへの紹介⽅法が「経済的相談が必要なとき」に偏っているように思う。⼼理的なサポートや就労へ
の不安を抱えていて、その相談が必要な患者をキャッチして支援センターにつなぐという認識が浸透すれば良いと思う。
医師から診断や治療の説明後、相談者から質問がない、感情的な反応がない場合、相談窓⼝など紹介なく診察が終了している。医師が直接配布され
た⽅は、がん相談支援センターに相談する場があることを記憶していたり、実際利⽤してくださる⽅の割合が⾼くなる印象がある。
患者さん⾃⾝が質問しやすいのではないかと思う
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４）今回、施設内で冊子を配布して良かったことはありましたか。患者さんやご家族にとって、がん専門相談員にとって、
医療チームにとって等、もしあれば、具体的に教えてください。※必須 （n=29）
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患者さん・ご家族にとって冊⼦が表紙のタイトル、さし絵がとてもとてもわかりやすく、優しい色づかいであたたかいものであるため、診断直後の混乱している
気持ちの中で、とても良いものと思います。⼜、冊⼦内のQRコードがあるためスマホ等使える世代であれば情報が更に広がり適切な情報を検索できると思
いました。
⾔葉で伝えるだけでは、理解がむずかしい場面が多いですが、後で読みかえせることはよいと思います。記憶に残り、理解の促進につながります。
配布された患者さん、ご家族にとってはとても有⽤なものになったと思う。受け取ったと⾔って、相談に来られた⽅がいないため、残念ながら良かったことはわ
からない。
会話のきっかけになる。
「相談支援センター」を案内するきっかけにもなる。
「家に帰ってゆっくりよんでみて下さい」ということで、面談のしめくくりに使いやすいかもしれない。
がん関連の多職種会議で医師に診断時に配布を依頼したり、がん看護リンクナースを介して病棟にもアピールしたり、院内スタッフのがん相談支援センター
の周知につながり、「がん相談支援センターのアピール」になっていると思われる。特に医師へのアピールの機会につながった。患者さん・ご家族が起こりうる不
安をベースの知識としてもって来訪するので、相談内容が明確化しやすい。患者さん・ご家族の来談への抵抗が低くなったように感じる。
診断されて間もない患者・家族へ伝えたい、知ってほしい内容が記載されているので、使いやすい冊⼦になっている。
患者さんに関わりやすい（この冊⼦をきっかけに）
医療チームの連携先が増えた。
外来の診察に同席した後に患者、家族を支援していくことをより伝えやすくなった。
職員にがん相談支援センターの存在や場所、役割を知ってもらう機会となった。
冊⼦配布にあったって、院内医療スタッフへがん相談支援センターについて知ってもらう機会となった事はよかった。
・診断直後に相談支援センターを紹介された患者さんより、このような相談窓⼝があって良かった、つらいきもちのまま帰らずにすんだと⾔われたことがあり、
配布して良かったと思えた。
・冊⼦と⼀緒にその年代の⽅に必要な情報をお渡ししたところ、いろいろな情報があるんですね、医療だけでなく、⽣活や経済面、⽇常⽣活の送り⽅など
の支援について情報があったのが有難かったと⾔って頂いた。
・診断早期の相談によって「早期離職」や「医療費」といった問題を検討できる。
・チームで渡し⽅を検討したプロセス⾃体が良かった。各スタッフの意識付けにも繋がったと感じる。
・新要件（すべての患者が早期にがん相談支援センターに⽴ち寄る）について検討する機会になった。また、今後取り組む際に冊⼦は有⽤であることが
分かった。
・患者さんにとって、診断早期に必要な情報を手元におくことができる。必要時⾒ることができる。
・相談員にとって、院内のスタッフに相談支援センターの役割や相談可能なことについて知ってもらう機会になる。
独居で⾼齢の⽅が冊⼦を読み、電話相談を利⽤されました。診断後間もない時期に冊⼦を読み、治療を選択するための意思決定に院内の複数の部
署でサポートすることにつながりました。
・がん相談支援センターを周知するためのツールに使⽤できる
・告知後混乱している患者を相談支援センターにつなぐことができる
・がんに対する知識を深める初めの⼀歩となる⼀冊。ここから始まる。
・元々病院オリジナルのがん相談支援センターのパンフレットを渡していたので、新たに冊⼦を配布しての変化は時に感じなかった（認定Ns）
情報収集⽅法が説明しやすくなった。ネットをむりやたらに検索しないように説明後、冊⼦で補⾜説明しやすい
相談に来られなくても、患者さんご家族が病気や⽣活について考えられる冊⼦だと思っています。
・内容が集約され整理されたので読みやすい。⼀冊にまとまっているので複数渡さなくても良い
・⾒やすい
院内でがん相談支援センターの周知はまだ低いが、今回配布することを依頼したことで、がん相談支援センターの利⽤が少ない診療科の患者が冊⼦を持
参し、相談に来られた
・情報提供が出来る
・困った時の相談先を理解してもらえる
お渡ししながら具体的な相談内容を伝えられるようになった。
ポスターやカードだけでは「がん相談支援センター」についてイメージがつき苦いところもあったようだが、今回の冊⼦は具体的な例も示されているため「がん相
談支援センター」に⾏ってみようというきっかけになったようです。事例数は少ないが「冊⼦をもらった」と来室者あり。
・主治医から患者に直接相談支援センターを紹介してもらえるのは、患者との関係性作りの⼀歩としてよい機会である。
・院内職員にがん相談支援センターの役割を知ってもらい、連携を活性化出来ると思われる。
各部署に協⼒を依頼した事で、がん相談支援センターをさらに活⽤してもらえるよう、再度院内周知できた。
説明したいことが1冊にまとまっており、全て説明できない場合でもお渡しして、1枚目を広げて、「このような内容がもりこまれているので、ぜひ目を通してもら
いたい」と説明し、がん相談支援センターの案内と⼀緒にお渡しすることで、情報提供につながったと感じることができた。
病院⻑から冊⼦の周知を⾏うことで、医師から興味関⼼を持ち、連絡が入ることがありました。
・冊⼦を配布することに医師が協⼒的になりました。
外来病棟のエピソード、診断されあっという間にOPになり、不安が強い患者に配布した冊⼦を渡したと、病棟師⻑から情報があった。
・部署内・院内職員が、がん相談支援センターの周知・活⽤に関して協⼒して望むことができた。
・院内職員に対して、がん相談支援センターの周知活動ができた。
診療科医師と直接話しをすることで、（協⼒依頼時）がん相談支援センターについて周知できた。また、患者を支える連帯感が強くなった。
・直接伝えたいけれど、伝えきれていない情報を患者・家族に提供できる
・医師に対するがん相談支援センターの周知の機会となった
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５）今回、施設内で冊子を配布して大変だったことや困ったことはありましたか。
またそのような時、どのように対処しましたか。もしあれば、具体的に教えてください。※必須 （n=27）
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告知時に全員に配布する⽅向で動き始めたが、告知直後の患者さんはまだ受け入れられない⼼理状態の⽅もおり、全員ではない⽅が良いという意⾒が
出たので、配布⽅法を再検討した。
アンケートP5、7.1）-Bのように対応する事とした。

周知が徹底しないことが悩みです。通院治療センターを初めて訪れる⽅へのパンフレットにも、冊⼦もしくは冊⼦の案内をもりこんでいこうと考えています。

・配布時「なぜうちの部署に配布？」というニュアンスのある対応もあったが、受け取ってもらえた。
・大変困った事ではないが冊⼦を知ってもらうために看護師だけでなく診療科にも配布できればよかった。→診療科へは9⽉購入の冊⼦を覚悟後、活⽤
依頼を⾏った。（外来医⻑にメールで冊⼦の紹介動画URLを添付し依頼）
大変だったことや困ったこと
・配布の準備、配布開始後の物品管理（冊⼦補充、専⽤レターラックの管理）等の業務が増えた。
・がん相談支援センターに関する院内職員の認知度は上がったが、職員の興味関⼼、冊⼦配布のモチベーションを保つことが難しい。
どのように対処したか
・配布に関する業務手順を作成し、事務業務は担当事務に依頼した。
コロナ感染拡大時期と重なっており、冊⼦配布準備に時間がかかってしまった。冊⼦を配布いただく診療科医師への説明や、冊⼦に当院がん相談支援セ
ンターの案内を添付する作業など。
・医師からの察し手渡しに対して、ネガティブな反応を示す医師への対応
・それに伴う相談員の疲労・ストレス
・医師に対する直接的働きかけ以外を協⼒的な医師と相談
現時点では特になし
特になし、なし　（2件）

・現状では限られた診療科とのトライアルで実施しているが、これを全診療科で⾏った場合の影響が予想しにくい。
・新要件で「すべての患者が…」とあるが、患者数の多い大学病院で限られた⼈員で⾏うことの不安・負担は懸念される。
外来スタッフからの意⾒
・どの患者にいつわたすかが難しい
・タイミングが難しい
・がんと診断されてショックを受けている⼈にこのタイトルの冊⼦をわたすには躊躇する
・対象者の選定が難しい
・医師からの配布について、医師の理解があれば可
まだ⼀部の診療科のみなので、拡大していくことが大変
Drの協⼒を得ること⇒医局会で医師向け「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」の紹介動画を流す予定
冊⼦数に限りがあったので、すぐ在庫がなくなった。さらに有料で発注して対処した。今年度の予算に計上していなかったため、次年度は予算に組みこみた
い。
・活⽤してもらう為に、内容を説明しても現場ではどこまで伝わっているか不明他
・がん相談につながる様意識を持っていないと、各診療科は、業務で（検査、手術の説明etc）終わってしまう
全体に周知することは不⾜していると感じるため、院内全体に発信する機会をつくる予定である。
がんと診断された⽅が確実に全員受け取れる体制がよりよいと感じた
主治医から渡していただくことのアプローチがしにくい。
・全診療科のブースに設置したので、冊⼦の準備が間に合わなかった。
・冊⼦設置以前から認定がん相談支援センターの名刺サイズの案内は外来診療科医師の机上に設置している。外来医療従事者への周知の程度が確
認できていない。

現在、コロナ禍にありますために、がん相談支援センター専任者がコロナ患者の転院調整も担っております為に、この冊⼦配布後の相談対応がタイムリー
に⾏えないこともあったことが困りました。現状では、がん相談もコロナ対応も大切なことであります為、やりくりをして対応し、コロナ終息し、いつもの⽇常とな
ることを願っております。
・「読むことがつらい、目も悪いので読むのがしんどい」と拒まれた⽅もいました。→パンフレットは家族に読む為に渡しました。患者には内容を⼝頭で伝えまし
た。
・精神的に落ちこみが強い時は、渡せませんでした。
限られた冊⼦数であり、分配するにも誰に渡そうか困った。診療科というよりは診断、告知等を多くする医師に主旨を説明し渡した。そのため経験の浅い
医師のところまでは⾏き渡らなかったことが反省である。
まだありません。10⽉〜動かします。

医療スタッフ（主に外来診療科）に冊⼦を紹介しても、⽤途を理解してもらえず配布、手渡しされていなかったため、再度目的を外来診療科の看護ス
タッフに説明した。いまだに「がん相談支援センターを知らない」スタッフもいます。年間多くのスタッフが入職・退職を繰り返し、がん専門病院でない関⼼もば
らつきがある大学・総合病院では、他の医療スタッフの協⼒を得ることも、継続して、繰り返し、理解を得るために説明することが大切と痛感しました。

医師から患者・家族へ手渡して頂きたい思いがある。全診療科医師へ説明・お願いが難しい。現在（9⽉）医療情報課へも協⼒をもらい、各診療科医
師へ資材の存在を伝える事を試みている。
がん相談支援センターはなんでも相談していい場所と認識されたのはよいことですが、コロナ禍で家族が気軽に病院に来れないことも関係して、入院の準
備品、洗たくものをもっていくタイミング、入院費など、がん相談支援センターで対応することではない相談も増えました。本来対応すべき部署につなぎ、担
当者からおりかえしTELしてもらうなどして対処しています。
・規模の大きな施設では、協⼒依頼から配布までの伝達が大変だった。曜⽇で外来担当医が異なるため、くり返しの案内が必要だったが、外来看護師も
相談員も診断時のリアルタイムの声かけが難しかった。結果、各診療科へ100冊配布したが、相談者への配布は21冊であった。
・毎⽉外来ラウンドをして、外来フタッフへ配布の声かけ依頼をした。がん拠点病院院内協議委員会でもくり返し案内した。
医師をはじめ院内他職種への周知、情報を求めてる患者さんをどう把握していくのか、広報、周知が難しいと感じる。⼀つの⽅法で対応できるものでもな
いので、様々な⽅法を実施していくことを積み重ねていくしかないと考えています。
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６）今後、冊子を活用する施設の相談員へのメッセージ等がありましたら、教えてください。※任意 （n=10）
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８．その他　
７．１）〜６）に記載しきれなかったことや、冊子の普及・活用を促進するにあたりご意⾒等がありましたら、ご⾃由にお書きください。※任意

（n=16）
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● ・患者さんにとってより良いと思われる取り組みをすすめていただければと思います。
・患者さん側にも周知があればと思います。また近年では病名を告げられたらご⾼齢者以外はインターネットで次回診察までにあらかた調べて来られる⽅が
多い。検索でヒットするところに冊⼦がPDF等で⾒ることが出来ればと思います。

患者・家族と医師を繋ぐツールとして大変有⽤な冊⼦であり、医師⾃⾝の精神的な負担軽減を図ることもできると思います。しかし、実際に活⽤していくた
めには病院（組織）としての協⼒が不可⽋になると考えますので、今回の新指針等をもとに、組織に働きかけていくことが必要と考えます。
がん相談支援センターを設置している病院に通院している患者（当院は通院していない）から、電話や窓⼝で相談を受けることがあります。「通院してい
る病院にも相談できる窓⼝がありますよ」と伝えると「え！！そうなんですか？？」という反応が返ってくることがあり、どの病院もがん相談支援センターの活⽤
促進には苦労しているんだなと実感します。きっと、当院の患者も他院の所に相談している⽅がいるんだろうと思います。患者にとってアクセスしやすい、がん
相談支援センターであれる様、皆で頑張っていきましょう！
浸透するまでに短期間では難しいと思います。施設の規模や特徴にもよると思いますが、あきらめず何度も説明しつづける必要があると思います。診断時
期には、冊⼦を目にすることさえしんどい⽅もいらっしゃるように思いますので、診断された⽅を幅広く捉え、患者さん・ご家族のベースの知識を知っていただく
という柔軟に捉えることも大切だなと思いました。
診療科や医師により温度差があるため無理せず協⼒的なところからはじめていくといいです。
外来診断担当医師、外来看護師にまずはがん相談支援センターを知ってもらい、冊⼦とあわせて活⽤してもらうとよいと思います。
病院として取り組む体制づくりが大切
⾔葉で伝えても、都合の良いことしか記憶に残らない。冊⼦を上手く使った⽅が効果的な事があります。
医師の他に、看護師はもちろんですが、医師事務やクラーク等外来にかかわる医療スタッフへの説明をする機会を設けるのがよいと思います。目的を共有
し、意⾒をもらいながら継続できると良いと思います。
がん患者の対応を⾏う診療科医師、各部署の看護スタッフに「冊⼦」の良さを知ってもらう事。直接手渡してもらう事。
なし

協⼒的な医師もいるが、全く興味を示さない医師もおり、医師の差が大きい。がん相談支援センターについての理解を深めてもらうために院内の広報が
もっと必要だと考える。その上での冊⼦の普及・活⽤が大切である。また配布冊数が医師⼀⼈あたりとして少なかったため、医師も反応を感じることができ
ず、「あってよかった」という事には至らなかった。継続して購入し配布していく予定である。
地域連携のクリニックなど、主に初期診断を受ける施設で設置できると認知度が上がると思います。件数という量強化ではないと思いますが、ちょうど、今
年度COVID-19による影響で、冊⼦配布後の評価する期間とも重なっていて、⽉の全体の相談件数も減っていたように思いました。市⺠公開講座でも
講演で冊⼦の⼀部を紹介させていただき、がん相談支援センターのアピールを⾏いました。

「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」の医師向け動画がありますが、患者さん向けに紹介動画があったら使いたいと考えてます。待ち時間などで。

コロナ禍で多忙なため、新しいこと、面倒なことをしたくないという医療者もいる。皆がギリギリの状況で頑張っている事もわかるので無理をさせてまで協⼒し
てくれるように強引なお願いはできない。全体への普及は難しい。
・「全ての患者ががん相談支援センターを認知すること」は重要だと思いますが、相談⾏動は相談者の任意であるべきだと思います。
・冊⼦を活⽤することの検討が「相談の押し付け」にならないよう、注意が必要だと感じます。
8⽉中旬より、医師より患者へ渡すよう体制を整えましたが、忙しい診療のなかで、どこまで患者へ届くかは、今後の経過をみて評価をしていく予定です。
（渡すタイミングや声かけなどが難しいという意⾒もあります）外来や他部署との連携も⾒直し、冊⼦の普及や活⽤について考えていく予定です。
・診断間もない⽅に配布しているが、たくさんの情報が入る時期で、どこまで読んでいるのかが不明であり、可能であれば配布後に後⽇確認できるとよいで
す。
・冊⼦配布と関連があるか不明だが、相談が増加した。
がん相談支援センターのメンバー以外の院内医療者に、普及は今後の課題である。
・がん相談につなげる為、冊⼦は⾒本をマガジンラックに置いて、希望者は相談室へ声かけてもらう様々な流れにしています。
・相談室に入ることへの抵抗感を持つ⽅も有り、院内の配置（がん相談室）に⼯夫が要るのかと考えます。スーッと⽴ち寄って冊⼦を手に取れる場所作り
を目標にしています。

1⼈でも多くのがん患者・家族にこの冊⼦が届く事は、診断された直後に大変有⽤であると思われます。この冊⼦が、より多くの⽅に目に触れるように⾏政
のHPやがん情報の冊⼦にも掲載頂く事もよろしいかと考えます。ご参考までに、神奈川県の作成しております2冊冊⼦を同封します。神奈川県がんサポー
トブック第9版は、神奈川県のHPからもPDFでダウンロード可能であり、ここ数年は毎年改訂しております。その改訂の際には神奈川県内のがん診療連携
拠点病院及び、神奈川県がん診療連携指定病院のがん相談支援センターがん相談員も意⾒を出し、改定の内容に関わっております。がん防災マニュア
ルも様々な場所に置かれておりますので、広報の視点からこの冊⼦にも「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」の冊⼦の紹介、URL、QRコードの掲
載などを⾏って頂くこともよろしいかと考えます。情報把握をされていらしたら、失礼致します。群⾺県のHP、大阪がんええナビのHPにはすでにリンクとして掲
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●

●
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９．備考　

１）ご協⼒いただける範囲で、アンケートにご回答いただいた内容についてメールもしくはお電話等で確認させていただくことがあります。
その場合のご意向とご担当者の方について教えてください。※ 以下1〜3のいずれかに〇をして、（　）内には担当者名を記載してください。※必須

１）アンケートへの個別協⼒

■2の記述回答　※個人名記載のため、データをご確認ください、
個⼈名記載あり（医療支援課医療支援係、メール・連絡先は以前と同じです）

２）施設内での冊子活用に関する取り組みについて、お写真などがありましたらご提供ください。
ご提供いただける場合には、下記の調査事務局までご連絡ください。※任意

がん相談支援センターがない施設に通っている⽅でもこの冊⼦を手にすることができ、「がん相談支援センター」に繋がるような体制が整っていくと良いと思
う。
・社会とがん
「がん相談支援センターにご相談ください」の冊⼦との使い分けがよく分からない。
・「がんと診断されたあなたに知ってほしいこと」という表紙は渡しにくいですねという意⾒もきかれました。
診断直後は、患者・家族も混乱しており、がん相談支援センターの理解がむずかしい場合があるが、時間が経過する中で、必要時に利⽤できるように、案
内をしておくことは、とても大切だと思います。今後、冊⼦を手渡す診療科を拡大することと、入院前オリエンテーション時にも案内することなど、検討していく
予定です。
・好事例・困難事例の共有により、当院での取組のヒントを得られればと思っております
・冊⼦紹介動画はコンパクトで活⽤しやすいと感じました
・引き続き、協議会やがん対策情報センターからの冊⼦に関する広報・周知（特に医師向け）をして頂けると助かります
特になし

３．業務多忙により、アンケートの回答
　内容に関する連絡へは対応できない

１．既に、登録済みの連絡担当者への
　連絡を希望
２．１以外の者（氏名：　　　　　　　）
　への連絡を希望

回答数 ％選択肢
26 89.7

1 3.4

2 6.9

89.7%

3.4%6.9%

１．既に、登録済みの連絡担当者への

連絡を希望

２．１以外の者（氏名： ）

への連絡を希望

３．業務多忙により、アンケートの回答

内容に関する連絡へは対応できない
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

施設単位でのがん相談支援センターの周知の取り組み方法の検討： 

院内と地域に向けた周知活動について 

～九州がんセンターでの取り組み～ 

研究分担者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター （院長） 

研究要旨 

がん相談支援センターの周知度を高めるには、国民やがん患者・家族を対象とした活動に

加えて、まずは足元のがん診療連携拠点病院のスタッフ（特に医師）への認識を向上させる

必要がある。また、がん情報の発信や相談を担う地域の人材育成にも目を向ける必要があ

る。本年度は昨年に引き続き、九州がんセンターにおいて、がん患者・家族だけではなく、

医師を中心とした院内スタッフへのがん相談支援センターへの認識を高める活動を継続し

た。さらに、地域の保険調剤薬局の薬剤師を通じて、がん診療連携拠点病院外、市井におけ

るがん相談支援体制の構築を図っている。 

A． 研究目的 
がん相談支援センターの周知度を高めるために、

(1) がん患者・家族だけではなく、医師を中心とした

院内スタッフの認識を高める、(2) 地域の保険調剤薬

局の薬剤師を通じて、市井におけるがん相談支援体

制の構築を図る。

B． 研究方法 
1. がん相談支援センターの周知度を高める活動の

一環として、診断後間もないがん患者・家族への

情報提供資材である『がんと診断されたあなた

に知ってほしいこと』の活用向上のための活動

を計画・実行した。

2. がん相談員と地域の保険調剤薬局の薬剤師を中

心とした日本癌治療学会認定・がん医療ネット

ワークナビゲーターとのコラボレーションを行

った。

（倫理面への配慮）

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。

C． 研究結果 
１． がん相談支援センターの周知の取り組み

 九州がんセンターでは、外来や病棟において、頻回

にがん相談支援センターの周知を進めている。

1-1) 初診時：

・ 外来看護師が、がん相談支援センターのリーフレ

ットを渡す。

1-2) 入院時：

・ 必要書類にリーフレットを入れて案内する。

・ 看護助手が院内を案内する時に、がん相談支援セ

ンターの場所を案内する。

２．『がんと診断されたあなたに知ってほしいこと』

の効率的な配布のための活動：

具体的には、昨年度の分担研究報告書で予定して

いた以下の活動を実行に移した。

2-1) 分担研究者から、がん相談支援センター所属

の医師、がん専門相談員に加えて、幹部（院

長・副院長・看護部長・事務部長等）へ、本

冊子に関して説明を行い、その意義の共通認

識を深めた。

2-2) 医師を対象とした説明会の開催：

各診療科部長や医長に対して、本冊子を配布

し、その意義や活用方法についての説明を行
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った。また、院内e-learningシステムで研究

班作成の動画を用いて、全医師に周知した。

その際、視聴履歴の確認と視聴の徹底を行っ

た。 
2-3) がん専門相談員や入退院支援センター看護

師等を中心として同様の説明会を行った。 
2-4) 以上に加えて、がん専門相談員を中心として、

全病棟に出前講座を頻回に行うことによっ

て、医師や病棟看護師等への認識も高めた。

さらに、各部門への説明出前講座を順次開始

した。 
 
３．がん医療ネットワークナビゲーターとのコラボ

レーション： 
九州がんセンターがん相談支援センターと地域の

保険調剤薬局（4社～5社）のがん医療ネットワークナ

ビゲーターである薬剤師との交流会をWEBにて行

った。がん専門相談員とがん医療ネットワークナビ

ゲーターの相互理解や顔の見える連携を通じて、が

ん患者・家族へのがん相談支援センターの周知向上

を図っている。 

 
 
D, 考察 
がん診療連携拠点病院によるがん相談支援センタ

ーの周知努力は行われているにも関わらず、その国

民への周知度の低さは第4期がん対策推進基本計画

でも依然として問題になっている。がん相談支援セ

ンターの紹介を目的としたリーフレット等はすでに

作られている場合が多いにも関わらず、がん相談支

援センターの周知が不十分な実態がある原因として

は、配布する側の医師を中心とするスタッフ自身の

認識不足がベースにあると考える。九州がんセンタ

ーでは、全スタッフのがん相談支援センターへの理

解を高めるために、結果に示す多くの活動を行って

きた。これらの活動の基本にあるのは、病院長をはじ

めとした施設上層部の理解であるが、一方で現場の

スタッフ全員への周知ができているかの評価も行う

必要がある。 
また、国民への確かながん情報を提供するには、が

ん診療連携拠点病院だけの努力では限界があるのも

確かである。第4期がん対策推進基本計画では、相談

支援に関する取り組むべき施策の中で、「国は、拠点

病院等と民間団体による相談機関やピア・サポータ

ー等との連携体制の構築について検討する。あわせ

て、相談支援の一層の充実を図るため、ICTや患者団

体、社会的人材リソースを活用し、必要に応じて地方

公共団体等の協力が得られる体制整備の方策につい

て検討する」と記載されているが、この「社会的人材

リソース」は、注釈で「関係学会等によるがんの相談

支援・情報提供に関する一定の研修を受け、必要に応

じ、 がん患者やその家族等に対し、拠点病院等のが

ん相談支援センターを紹介できる地域の人材等が想

定される」と示されている。すなわち、必要とされる

がん情報をより多くの国民に届けるには、市井のが

ん相談に係る人材を育成する必要があることを示し

ており、がん医療ネットワークナビゲーターを想定

しての記載であるとされる。がん診療連携拠点病院

のがん専門相談員と顔の見える連携を確立すること

によって、がん医療ネットワークナビゲーターから

がん専門相談員への紹介等が可能になることが期待

される。九州がんセンターでは、既にがん医療ネット

ワークナビゲーターとの交流会を通じて、保険調剤

薬局でのがん相談支援を推進している。全国への展

開が望まれる。 
 
E．結論 
がん相談支援センターの周知度を高めるには、国

民やがん患者・家族を対象とした活動に加えて、まず

は足元のがん診療連携拠点病院のスタッフ（特に医

師）への認識を向上させる必要がある。また、がん情

報の発信や相談などのための地域の人材育成にも目

を向ける必要があると考える。 
 



F. 健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
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施設単位での相談支援センターの周知の取り組み方法の検討： 

院内と地域に向けた周知活動について 

～岡山大学病院での取り組み～ 

研究分担者 石井 亜矢乃 岡山大学病院 総合患者支援センター（副センター長・准教授） 

研究要旨

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報提供・相談支援部会とがん情報サービス

が共同し、診断後間もない人への情報提供資材「がんと診断されたあなたに知って欲しい

こと（冊子）」が作成された。それに伴い2021年度「診断されて間もない人への情報提供

資材の活用に関する研究」では、施設内での冊子の効果的な周知と活用方法に関する調査

（調査Ⅱ）が行われ、調査に参加した。2022年度も継続し、がん相談支援センターの周

知・活用に向けた体制づくりとして、冊子の普及・活用を促進するための取り組みやがん

相談支援センターの周知活動などについて検討し実施した。

調査に参加したことで新たな冊子の普及・活用を促進するだけでなく、合わせて既存の

資材も配布するような仕組みを作ることができ、患者やその家族に、世代にあったより多

くの情報を提供できる体制に繋がった。また、院内周知活動に力を入れたことにより、が

ん相談支援センターのがん相談員だけでなく関連した他の職員も一緒になり、患者への広

報が展開でき、外来相談件数も徐々に増加している。

地域に向けた周知活動は、当院が主担当である岡山県がん診療連携協議会がん相談支援

部会が以前よりかなり力を入れて行ってきた。コロナ禍であり、イベントでのPR活動はや

むを得ず縮小しているが、図書館での取り組みや9月のがん征圧月間の広報活動は継続で

きている。

都道府県がん診療連携拠点病院として、またがん相談支援部会の主担当として、院内外

を問わず医療者へのがん相談支援センターの周知に努め、一人でも多くの患者・ご家族に

がん相談支援センターを知ってもらえるような取り組みを引き続き検討していく必要があ

る。

A． 研究目的 
本研究では、2021年度の下記の調査（Ⅱ）(研究

責任者:高山智子)の継続として、都道府県がん診療

連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談支援部会と

がん情報サービスが共同作成した診断後間もない

人への情報提供資材「がんと診断されたあなたに知

って欲しいこと（冊子）」（以下、冊子）の普及・

活用を促進するための取り組みやがん相談支援セ

ンターの周知活動などについて検討し実施するこ

とを目的とする。

調査（Ⅱ）施設内での冊子の効果的な周知と活用方

法に関する調査：

がん相談支援センターのがん専門相談員が中心と

なり医師を含む多職種で行った院内での冊子活用

に関する組織的な取り組みについて明らかにする

こと。

B．研究方法 
（1）院内に向けた周知活動

1）冊子の普及・活用

2022年3月当院総合患者支援センター内にある

がん相談支援センターのがん相談員と院内での冊

子の普及・活用に関して議論したことを2023年度

に実施した。方法は下記のとおりである。

①2022年7月に院内だよりを発行し、医師に再度、

がんと診断されて間もない人への初診時カードの

配布を文章で依頼した。がん相談支援センターで相

談できる内容や配布できる冊子やリーフレットの

説明も記載した。2022年8月にもがん相談支援セン

ターを紹介する院内だよりを発行し、業務内容の説

明、お渡しできる情報セットの説明を行った。同時

期、患者へも情報セットの周知を行うべく、「がん

と診断されたあなたに知ってほしい事」のポスター

を作成し、情報セットがあることを記載し、掲示及
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びデジタルサイネージで案内を開始した。また202
2年9月には「がんサロン岡大ひろば」の広報誌を発

行し、情報セットを配布していることを広報した。 
②世代に応じた情報を届けれるようリーフレット

やパンフレットなど3つのパターン（42歳以下、就

労世代、65歳以上）で情報セットを予め組み、色分

けした袋に入れておいた。セットは、今回の新たな

冊子や2021年度末に作成した当院がん相談支援セ

ンターの案内のリーフレット、岡山県がんサポート

ガイド、高額療養費のパンフレット、ピアサポート

の案内、アドバンス・ケア・プラニングの案内を基

本とし、年齢に合わせて妊孕性に関するパンフレッ

ト（42歳以下）、就労に関するパンフレットやちら

し（就労世代）、介護保険の案内（65歳以上）など

を入れておいた。 
③センターに初診時カードを持参した患者や独自

で相談に訪れた人に2022年7月より、各々のニーズ

にあった情報セットを配布開始した。必要に応じて

リーフレットやパンフレットを追加した。 
④役に立ったかを調査するために、QRコードを付

けたアンケート作成した。情報セット手渡し時にア

ンケートへの協力を依頼した。 
2）医師をはじめとした職員への初診時カードの広

報 
1）の①だけでなく、2023年1月に診療科長等会議

でがんと診断されて間もない人への初診時カード

の配布を依頼し、情報伝達者宛（約170名）にメー

ルにて周知した。さらにコロナ禍で中止となってい

たがん相談支援センターに関する職員向けの研修

を2023年3月にオンラインの形で行い、その中でも

配布依頼を行った。 
  

（2）地域に向けた周知活動 
岡山大学病院は岡山県がん診療連携協議会がん

相談支援部会の主担当である。県内のがん相談支援

センターをリードする形で他の施設と協力し、地域

への周知活動を2012年度より行ってきた。2022年
度は2017年度より行っているがん征圧月間の広報

活動を継続して行い、県内の図書館との連携展示と

がん診療連携拠点病院でパネル展示を行った。202
2年度はパネルを新しくし、県内用のがん相談支援

センターリーフレットも改訂した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で 

はなく、特記すべき事項なし。 

C．研究結果 
（1）院内に向けた周知活動 
1）冊子の普及・活用 
情報セットの配布開始時は配布対象を初診時か

ら治療開始の患者としていたため、配布数が少なく

なってしまった。2022年10月以降は対象を広げて

配布している。我々総合患者支援センターの１つで

ある入院支援室では2022年5月より初診時カード

を用いてがん相談支援センターを紹介していたが、

10月からは情報セットがあることも広報した。10
月より化学療法を受ける患者用の日記帳に、初診時

カードの挟み込みも開始したところ、情報セットの

配布数は増加した。2023年3月にはセンターにモニ

ターを設置し、新たな冊子の動画版も組み込み、が

ん相談支援センターの案内をしている。 
このような工夫のなか、2022年7月から2023年3

月までに情報セットは150件配布し、紹介経路は入

院支援室59.9％、提示物等21.8％、外来7.5％、主治

医5.4％、腫瘍センター0.7％、診療科の内訳では上

位は消化器内科20％、耳鼻咽喉科18％、消化器外科

15.3％、乳腺外科15.3％であった。情報セットの配

布割合は42歳以下8％、就労世代44.7％、65歳以上

47.3％であった。アンケート回答は31件で、女性4
5.2％、男性54.8％で年齢は50歳代29％、70歳代25.
8％、60歳代22.6％、40歳代19.4％であった。現在

の治療状況としては治療中の人が58.1％と最も多

く、治療前は35.5％であった。がん相談支援センタ

ーを知っていたのは32.3％であった。どの資料が役

立ちそうかについては高額療養費制度66.7％、がん

相談支援センターリーフレット56.7％、がんと診断

されたあなたに知って欲しいこと（冊子）は46.7％
であった。自由記載では参考になったとの意見が多

く、一例として「すぐに相談にうかがえて、とても

助かりました。医療のことだけでなく、生活、経済

面、日常生活の送り方など支援についての情報があ

ったのはありがたかったです。」といった記載があ

った。取り組み開始後の7月～10月までの外来相談

件数の増加はなかったが、その後徐々に増加してい

る。 
2）医師をはじめとした職員への初診時カードの広

報 
情報セットを配布出来た150件のうち主治医から

の紹介は8件（5.4％）であった。当初初診時カード

は医師からの配布を考えていたが、他の職種からの

配布が増えている。職員向けのオンライン研修は9
5名が受講し、その内訳の上位は医師・歯科医師33



名、事務職員16名、放射線技師10名であった。 
 
（2）地域に向けた周知活動 
新しいパネルを用いた展示は好評であり、展示期

間を延長した施設もあった。各医療機関での院内パ

ネル展示は就労やAYA などの情報を追加し、短時

間スタッフを常駐して対応するなどの工夫をそれ

ぞれの施設で行っていた。県内の図書館との連携展

示は3施設増え、合計9つの図書館で行った。岡山県

立図書館では2023年2月に「とことん活用講座」が

開催され、がん相談支援センターの紹介も行った。

地域のイベントでの広報は新型コロナ感染症拡大

防止の観点から参加を見合わせた。 
 
D．考察 
情報セットの配布対象を配布開始時は、初診時か

ら治療開始の患者としていたため配布数が少なく

なってしまったが、配布対象の拡大、入院支援室で

の広報、化学療法を受ける患者用の日記帳への初診

時カードの挟み込みなどにより、情報セットの配布

数が2022年10月より増加し、11月より外来相談件

数が徐々に増加してきた。1つの方法でなく、配布

状況を見ながら様々な広報方法を検討し、実施した

結果と思われる。調査に参加したことで、新たな冊

子の普及・活用を促進するだけでなく、既存の資材

も配布するような仕組みが作ることができ、患者や

その家族に世代にあったより多くの情報を提供で

きる体制に繋がり、また活発な院内周知活動に繋が

った。現在も周知活動を工夫しながら違う形で行っ

ており、2023年4月には化学療法患者のための日記

帳が改訂され、その中でがん相談支援センターの案

内を載せてもらうことができた。また同月初診時カ

ード配布依頼文を各外来診察室へ配布した。今後は

毎年4月に配布する予定である。院内の患者や家族

への周知方法もさらに検討しており、現在入院棟で

のテレビ無料放送にがん相談支援センターのこと

を放送できるよう準備を進めている。例年より職員

への周知活動に力を入れたことにより、がん相談支

援センターのがん相談員だけでなく、関連した他の

職員も一緒になり、様々な方法で患者への周知活動

が展開できるようになったと感じている。 
がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医から相談

支援センターについて説明する等、診断初期の段階

からがん相談支援センターの周知を図る体制を整

備する必要がある。また主治医には、十分な時間を

かけたインフォームド・コンセント、セカンドオピ

ニオンや意思決定に必要な支援を行う等、病初期か

ら治療終了まで患者と十分にコミュニケーション

を取り、患者の意思を尊重することが求められてい

る。有益な情報が主治医から提供されることで患者

と家族の不安を和らげる可能性や冊子の活用によ

り主治医と患者および家族とのコミュニケーショ

ンの助けとなる効果が期待されていたが、当院では

直接主治医からの冊子配布とはなっていない。前段

階の初診時カードを医師から配布することも伸び

悩んでいる現状があり、医師からの情報提供やコミ

ュニケーションが十分でない可能性がある。主治医

がコミュニケーションをとりながら初診時カード

を渡し、がん相談支援センターを紹介するケースが

増えるように、がん相談支援センターで相談できる

内容や患者が抱えうる不安などを定期的に医師に

周知することが必要と思われる。今後も院内だより、

オンラインでの職員全体研修等で医師をはじめと

した職員に初診時カードの配布の依頼やがん相談

支援センター周知のための広報を継続していく予

定である。また、冊子の配布数と冊子配布によるが

ん相談支援センターの相談件数への影響（外来相談

の増加等）だけでなく、冊子に掲載された情報の相

談の増加なども検討していく予定である。 
当院が中心となり、岡山県がん診療連携協議会が

ん相談支援部会は地域への周知活動にかなり力を

入れてきた。がん相談支援部会が行ってきた地域に

向けた周知活動は、大きく分けて3つあり、PR活動

（2012年度～）、図書館での取り組み（2017年度

～）、9月がん征圧月間の広報活動（2017年度～）

である。PR活動は訪問看護ステーション（2012年
度）、介護支援専門員協会の支部研修（2012年度）、

終末期を考える会（2012年度）、地域のフェスティ

バル（2012年度～）、民生委員児童委員協議会の支

部（2013年度）、県や市のイベント（2013年度～）、

愛育委員連合会理事会と岡山市愛育委員会（2019
年度）などで行ってきた。コロナ禍で中止となって

いるフェスティバルやイベントが多く、最近PR活

動はやむを得ず縮小している。新型コロナ感染症の

5類移行に伴い、またイベントなどに参加してPR活

動できるものと思われる。図書館での取り組みは連

携展示や出張相談、講座などを行っており、連携展

示をしている図書館の数は増加している。9月のが

ん征圧月間の広報活動は県内がん相談支援センタ

ーで一斉にパネル展示を行っており、2017年から

継続できている。 



都道府県がん診療連携拠点病院として、またがん

相談支援部会の主担当として、院内外を問わず医療

者へのがん相談支援センターの周知に努め、一人で

も多くの患者・ご家族にがん相談支援センターを知

ってもらえるような取り組みを引き続き検討して

いくつもりである。 
 
E．結論 
本研究では、調査Ⅱについて冊子の普及・活用を

促進するための取り組みやがん相談支援センター

の周知活動などについて検討し実施した。調査に参

加したことで新たな冊子の普及・活用を促進するだ

けでなく、合わせて既存の資材も配布するような仕

組みを作ることができ、患者やその家族に、世代に

あったより多くの情報を提供できる体制に繋がっ

た。活発な院内周知活動にも繋がり、外来相談件数

も徐々に増加している。地域に向けた周知活動もコ

ロナ禍ではあったが継続できた。今後も院内外を問

わずがん相談支援センターの周知に努め、一人でも

多くの方に知ってもらえるような取り組みを引き

続き行う必要がある。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
1.論文発表 なし 
 
2.学会発表 なし 

 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
1.特許取得   なし 
 
2.実用新案登録 なし 
 
3.その他    なし 
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